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 １.報告第１号 上程 ·························································································   ９ 

   報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第２号 上程 ·························································································  １０ 

   説明、質疑、産業厚生委員会付託 

 １.議案第３号～議案第７号 一括上程 ······························································  １２ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第８号・議案第９号 一括上程 ······························································  １６ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第１０号～議案第１３号 一括上程 ·······················································  １８ 

   説明、質疑、産業厚生委員会付託 

 １.議案第１４号・議案第１５号 一括上程 ·······················································  ２２ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第１６号～議案第１８号 一括上程 ·······················································  ２４ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第１９号 上程 ······················································································  ２５ 

   説明、質疑、各常任委員会付託 

 １.議案第２０号～議案第２７号 一括上程 ·······················································  ３０ 

   説明、質疑、各常任委員会付託 

 １.議案第２８号～議案第３７号 一括上程 ·······················································  ３６ 

   説明 

 １.日程報告 ·······································································································  ４５ 

 １.散  会 ·······································································································  ４５ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第２号（２月２５日）（水曜日） 

 １.開  議 ·······································································································  ４８ 

 １.議案第１９号～議案第２７号 一括上程 ·······················································  ４８ 
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   委員長報告、質疑、討論、表決 ·····································································  ４８ 

 １.令和８年度施政方針及び各会計予算案に対する総括質疑・一般質問 ··············  ５０ 

   宮迫 隆憲 議員 ·························································································  ５１ 

   １ 元女性消防職員に係る第三者委員会の調査報告について 

    （１）環境整備の不備について 

    （２）ハラスメントについて 

    （３）退職理由について 

    （４）再発防止策について 

   ２ 二川地区の安心安全について 

    （１）報告会での主な意見について 

    （２）今後の計画について 

   ３ 台湾行政視察について 

    （１）視察の内容について 

    （２）今後の事業の方向性について 

   髙橋 理枝子 議員 ······················································································  ５９ 

   １ 垂水市消防本部における性別による不当な取扱いの疑いに係る第三者委 

     員会報告書から考える自治体としての在り方 

    （１）元女性消防職員の退職した直接の原因 

      ア 組織体制の不備 

      イ 本部職員のマネジメント能力の不足 

      ウ 人員不足 

    （２）再発防止のために望まれる対応の具体策 

      ア 女性（消防）職員のための新しい相談環境創設の予定は 

      イ 消防本部はもちろんのこと、全庁的に管理職のマネジメント能力 

        を向上させる施策は 

      ウ 消防を含めた市職員の人員拡大について市長の認識を伺う 

    （３）セクシャルハラスメント２事案の事実認定後の元職員への本市の対 

       応 

   ２ 第２次垂水市男女共同参画基本計画について 

    （１）重点目標②の政策、方針決定過程への女性の参画拡大への策を具体 

       的に伺う 

   ３ ごみ出し困難者への支援 

    （１）県内市町村のごみ出し戸別回収（困難者向け）の現状は 

    （２）高齢者等世帯に対するごみ出し支援の特別交付税について（高市総 
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       務大臣時）把握しているか伺う 

    （３）今後早い段階での本市ごみ出し困難者支援策導入の考えは 

   ４ 歴史民俗資料館調査研究事業について 

    （１）どのような調査研究を想定しているか 

    （２）垂水市史談会、大隅史談会など他団体との関わりは 

    （３）方向性について 

   堀内 貴志 議員 ·························································································  ７０ 

   １ ２月に実施した台湾視察の内容と成果について 

    （１）今回の訪問の目的と訪問先について 

    （２）協議の具体的な内容について 

    （３）視察に要した総経費と期待される成果について 

    （４）今後の具体的なスケジュールについて 

    （５）市民への情報公開と報告の在り方について 

   ２ ハラスメント防止条例制定の必要性について 

    （１）現状の認識においてハラスメントのリスクや課題が存在すると認識 

       しているか 

    （２）条例制定の必要性について 

   ３ 特産品販路拡大支援事業と観光ＰＲ事業について 

    （１）継続予算 特産品販路拡大支援事業について 

      ア ＪＡＬとの連携事業の目的とこれまでの事業総額及び費用対効果 

        をどう分析しているか 

      イ 継続に当たって明確な判断基準があるのか 

    （２）観光ＰＲ事業について 

      ア これまでの事業内容について 

      イ 新規764万円の内容と期待される効果 

    （３）新規事業 クルーズ船乗客の誘致に係る観光モビリティ共創事業に 

       ついて 

      ア 具体的な内容について 

      イ 事業者の内訳と持続可能性について 

   新原 勇 議員 ·····························································································  ８２ 

   １ 垂水市施政方針について 

    （１）おくやみコーナー設置検討の内容について 

    （２）認知症高齢者等見守り事業について 

   ２ 海業について 



 

 

－４－ 

    （１）国が進める海業について市の見解は 

    （２）漁港などを活用した交流拠点の整備について 

   ３ 有害鳥獣対策について 

    （１）捕獲実績は（令和６・７年） 

    （２）捕獲後の処分について現在の状況は 

    （３）有害鳥獣駆除個体の資源化（堆肥化）にできないか 

   ４ 再生可能エネルギーの契約について 

    （１）リニューアブル・ジャパンの他自治体の不祥事を受けて契約はどの 

       ようになっているか 

    （２）これからの公共物施設に対して再生可能エネルギー事業の契約につ 

       いてはどうしていくのか 

   ５ 水道インフラについて 

    （１）基幹管路の耐震化計画と基幹管路の耐震化率は。また、耐震化率は 

       県平均と比べてどうか 

    （２）資金残高・最低２億５千万円確保について 

    （３）ふるさと納税を活用した水道インフラ整備について 

   前田 隆 議員 ·····························································································  ９２ 

   １ 財政状況について 

    （１）本市の市債残高及び基金残高は類似団体と比較した場合の水準がど 

       の位置でどのように認識しているのか伺う 

    （２）市債残高と基金残高のバランスについてどのような課題があると認 

       識しているか伺う 

    （３）市債の発行抑制と基金積立の確立をどのように両立させていくのか 

       具体的な方策について伺う。また、基金をどの程度の水準で確保し 

       ていく考えか、中長期的な財政見通しと併せて伺う 

    （４）持続可能で健全な財政運営をどのように進めていくのか、基本的な 

       考えは 

   ２ 市立学校の今後について 

    （１）学校の在り方検討委員会に諮問した答申内容と答申後の進め方につ 

       いて 

      ア 教育委員会としてどのように基本方針を策定していくのか 

      イ 関係課との庁内連携や財政面の検討はどのような形で調整してい 

        くのか伺う。また、統廃合が想定される場合、保護者や地域住民 

        への説明、合意形成はどの段階でどのような方法で進めていくの 
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        か 

      ウ 実施計画の策定時期、議会への説明、予算化へのスケジュールを 

        どのように考えているか 

    （２）本市の学校の将来像をどのように描かれているのか教育長に伺う。 

   ３ ＡＩ活用について 

    （１）本市の活用状況と効果について 

      ア 現在、どのような分野でＡＩが導入されているのか。また、導入 

        目的と効果をどのように評価しているのか 

      イ 住民サービスの活用についてはどのような取組が進められている 

        か 

    （２）今後の展開について 

      ア 新年度はどんな事業を計画されているか。また、今後どの分野で 

        どんな活用を進めていく考えか伺う 

   ４ 森林整備について 

    （１）令和８年度の森林環境譲与税の利活用の具体的取組事業は 

    （２）令和８年度の「おおすみ100年の森」との連携取組事業はどんな計 

       画を実施するのか 

    （３）本市の森林整備について市長の考えを伺う 

   ５ 市道内ノ野線の改良工事について 

    （１）内ノ野辺地に係る総合整備計画策定の概要説明と用地交渉の進捗状 

       況は 

    （２）用地交渉専門職員の配置の考えはないか 

   梅木 勇 議員 ····························································································· １０３ 

   １ 垂水市建設残土処分地について 

    （１）これまでの経緯を伺う 

    （２）今後どのようにしていくのか 

   ２ クルーズ船乗客の誘致に係る垂水市観光モビリティ共創実証事業につい 

     て 

    （１）事業の取組を伺う 

      ア 交通対策は 

      イ 市内の周遊は 

      ウ クルーズ船乗客への誘致案内と外国人への対応は 

      エ 時期と回数は 

   ３ 垂水市３つの駅を核とした稼ぐ観光地づくり事業について 
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    （１）３つの駅の整備内容は 

    （２）活用する国・県の支援事業は 

   ４ 市内事業者の人材確保支援について 

    （１）支援の取組方法を伺う 

    （２）庁内の取組について 

    （３）事業成果について 

   ５ 歴史民俗資料館調査研究事業について 

    （１）事業の進め方について 

    （２）調査内容について 

    （３）陳情書についての考え方 

１.日程報告 ·········································································································· １１２ 

１.散  会 ·········································································································· １１３ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第３号（２月２６日）（木曜日） 

 １.開  議 ······································································································· １１６ 

 １.令和８年度施政方針及び各会計予算案に対する総括質疑・一般質問 ·············· １１６ 

   池田 みすず 議員 ······················································································ １１６ 

   １ 訪問給食事業について 

    （１）訪問給食事業において、来年度から「市外業者が調理（週６日）を 

       行い、市内業者が配達を担う」という体制への変更が予定されてい 

       ると聞いた。そこで、以下の点について市の考えを伺う。 

      ア 今回の体制変更に至った具体的な経緯及び現在の市内委託先との 

        間でどのような事前協議や調整が行われたのか 

   ２ 社会福祉協議会窓口の対応について 

    （１）垂水市社会福祉協議会の入口に「人員不足・業務多忙につき、内容 

       によっては対応できない場合がある」旨の張り紙が掲示されている。 

       地域福祉の核心を担う窓口において、このような掲示がなされてい 

       る現状に対し、どのような認識をもっているか。 

       このような掲示は、生活困窮や介護、孤立など、深刻な悩みを抱え 

       る市民が相談を躊躇し、支援から漏れてしまうという重大な不利益 

       を招きかねない。 

       そこで、市民が安心して相談できる体制を維持・確保するために、 

       市として人員配置の支援や業務過多の解消に向けた具体的な改善策 

       をどう講じていくのか。市民の「最後の拠り所」を守るための市の 



 

 

－７－ 

       対応を伺う 

   ３ 子育て支援センターの直営化について 

    （１）来年度から、子育て支援センターが直営化されると聞いた。直営化 

       に当たり、以下の３点について市の考えを伺う 

      ア 直営化に関し、現運営主体が現場で培った経験や専門性を損なわ 

        ないよう現スタッフの雇用継続やノウハウの承継が滞りなく進め 

        られているか 

      イ 直営化されることで、サービスの質や利用ルールに急激な変化が 

        生じ、保護者や子どもたちが混乱をきたす懸念はないか 

      ウ 年度当初の混乱を最小限に抑えるため、トラブル発生時にどう対 

        応していくか 

   ４ 元女性消防職員のハラスメント事案について 

    （１）元女性消防職員によるハラスメント事案について、当初、市は「ハ 

       ラスメントの事実は確認できなかった」と説明してきたが、第三者 

       委員会の調査により一転してハラスメントが認定された。 

       この重い事実を、市長並びに当局はどう受け止めているか。 

       当初の説明が覆ったという事実は、組織内における調査能力の欠如、 

       あるいは身内を守ろうとする内向きな姿勢があったのではと言わざ 

       るを得ない。ついては、以下の３点を問う 

      ア なぜ当初は事実を把握できなかったのか。被害者の声が届かない 

        既存の相談体制の欠陥をどう分析しているか 

      イ 消防組織に留まらず、全庁的なコンプライアンス意識の欠如が懸 

        念される。第三者委員会の提言をどう市政運営に生かすのか 

      ウ 被害者の尊厳を守り、二度と同様の事案を起こさないための具体 

        策を、どのようなタイムスケジュールで実行に移すのか 

   ５ 全庁的な連携と危機管理について 

    （１）訪問給食の運営変更、子育て支援センターの直営化に伴う業務量の 

       増加、さらにはハラスメント事案への対応。これら一連の課題を通 

       じ、担当課単独の対応能力を超えた「組織の目詰まり」が浮き彫り 

       になっている。 

       市民にとって、窓口がどこであるかは重要ではない。必要な支援が、 

       必要な時に、途切れることなく届くことこそが行政の責務である。 

       一つの課で対応が困難な事案に対し、全庁が「自分事」として迅速 

       に連携し、市民に不利益を生じさせないための体制をどう構築して 
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       いくのか。 

       市長のリーダーシップによる、部局を越えたマネジメント強化と危 

       機管理体制の抜本的刷新について伺う 

   持留 良一 議員 ························································································· １２５ 

   総括質疑 

   １ 市長の政治姿勢と市政の課題 

     ～暮らしに寄り添い支える垂水市政を 

    （１）財政問題について 

      ア 国は予算編成で「留意事項」３点を示している。これらにどう対 

        応していく考えか 

       （ア）財政健全化の推進 

       （イ）効率的な事業運営 

       （ウ）住民参加の促進 

      イ 持続可能な財政基盤の強化をどう図っていく考えか 

    （２）農業振興について 

      ア 市場まかせの農政からの転換で、持続可能な農業と農山村を再生 

        するためにも食料自給率の抜本的向上が必要と考えるが見解は 

    （３）安心な介護保険制度について 

      ア 介護の基盤崩壊を打開するための緊急対策を実施、高齢者も現役 

        世代も安心できる制度の改革が必要と考えるが見解を 

       （ア）国庫負担を10％引上げ、公費負担を60％の改革にする必要が 

          ある。 

       （イ）ケア労働者の大幅賃上げ 

    （４）「高額療養費問題」の自己負担限度額を引き上げようとしている。 

       必要な治療を諦める人が増えるのではと不安が広がっている。声を 

       上げる必要があると考えるが見解は 

   ２ 森の駅たるみず条例の一部を改正する問題 

    （１）使用料引上げの積算根拠、その妥当性と客観性について見解を 

   ３ 一般質問 

    （１）学校における保護者負担の軽減について 

      ア 学校における補助教材及び学用品等に係る保護者負担軽減につい 

        て（通知 令和７年６月25日） 

       （ア）これまで３回の通知を発出している 

       （イ）物価高騰等における実態の把握は 
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       （ウ）どのような取組が行われたか 

       （エ）今後の取組の考え方は 

         ａ 通学用服等 

         ｂ 修学旅行等 

    （２）妊産婦医療費助成制度について 

      ア 成育基本法（2018年成立） 

      イ 妊産婦が安心して生み育てる環境整備の更なる必要性が問われて 

        いる 

      ウ 「妊産婦医療費助成制度」の創設を 

       （ア）全国・県内の状況は 

       （イ）県と垂水市の事業は 

       （ウ）創設への考えは 

   篠原 則 議員 ························································································· １３７ 

   １ 市政について 

    （１）瀬戸口藤吉翁顕彰事業について 

      ア これまでの取組と今後の計画は 

    （２）包括連携協定について 

      ア 件数について 

      イ 市・市民のメリットについて 

    （３）選挙公約について 

      ア 取組と進捗状況について 

   感王寺 耕造 議員 ······················································································ １４４ 

   １ 均衡ある街づくりの考え方について 

    （１）新城・牛根地区については昭和の大合併以前、行政区であったが、 

       両地区とも人口減が著しい。均衡ある街づくりについて市長の考え 

       を伺う 

   ２ 消費税について 

    （１）新年度予算で、歳入「地方消費税交付金」「社会保障財源交付金」 

       として３億円が計上されているが、全額社会保障費として使ってい 

       くのか。また、歳出の内訳について伺う 

    （２）今回の衆議院選挙において、自民党の公約として「飲食料品につい 

       ては２年間に限り消費税の対象としないことについて、国民会議に 

       おいて実現に向けた検討を加速する」とあった。免税か非課税かま 

       だ不明であるが、実行された場合、本市への影響は。また、財源不 
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       足が懸念されるが地方消費税交付金の減収分をどう補っていくのか 

   ３ 私立高校無償化について 

    （１）突然の衆議院解散で、高校授業料の無償化拡充の４月スタートが不 

       透明な状況に陥っている。予算案と改正法案の審議が大幅に遅れる 

       ため年度内成立は絶望的である。現在、受験の真っ最中であるが、 

       子供たちの入学金、授業料等の支払いに困難を生ずることが懸念さ 

       れる。本市独自の救済策の考えはないのか 

   ４ 「垂水高校振興対策」と新施策「地域みらい留学制度」について 

    （１）これまでの年間約1,000万円の振興予算が、生徒数増加に結びつい 

       ているのか 

    （２）「地域みらい留学制度」の具体的な概要を伺う 

    （３）地元ではなく「外」に目を向けた留学制度が必要なのか、市長・教 

       育長の明確な狙いを伺う 

   ５ スマート農業の推進について 

    （１）施政方針で説明された「垂水市農業生き生き支援事業」について、 

       想定しているスケジュールと実証する機器はどのようなものを考え 

       ているのか。また、垂水の地形や品目に対応したものが必要であり、 

       農家の所得向上に向けてどのような観点で検討していくのか 

   池山 節夫 議員 ························································································· １５６ 

   １ 市政について 

    （１）財政について 

      ア 2026年度一般会計当初予算案は前年度比８％減となっているが少 

        し後退してはいないか 

      イ 県内19市の当初予算案をみると自主財源比率はどうなっているか 

    （２）垂水市漁協の「農林水産大臣賞」受賞について 

      ア 何が評価されたのか 

      イ この受賞による農業・畜産業への効果は 

      ウ 今後の課題と取組について 

    （３）資源ゴミについて 

      ア 分別の徹底について 

    （４）歴史民俗資料館設置に向けた調査について 

   ２ 教育行政について 

    （１）日本ＩＣＴ教育アワード「文部科学大臣賞」受賞について 

      ア 全国ＩＣＴ教育首長協議会について 
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      イ 評価された点と今後の課題について 

 １.議案第２８号～議案第３７号 ········································································ １６７ 

   庁舎整備検討特別委員会・予算特別委員会付託 

 １.予算特別委員会正副委員長互選結果報告 

 １.鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙について ···························· １６７ 

 １.日程報告 ······································································································· １６９ 

 １.散  会 ······································································································· １６９ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第４号（３月１６日）（月曜日） 

 １.開  議 ······································································································· １７２ 

 １.諸般の報告 ···································································································· １７２ 

 １.議案第２号～議案第１８号・議案第２８号～議案第３７号 一括上程 ··········· １７３ 

   委員長報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第３８号 上程 ······················································································ １７９ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託、休憩、委員長報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第３９号 上程 ······················································································ １８１ 

   説明、休憩、全協、質疑、討論、表決 

 １.決議案第１号 上程 ······················································································ １８２ 

   説明、質疑、討論、表決 

 １.議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について 上程 ························ １８３ 

   閉会中の継続調査 

 １.各常任委員会の閉会中の所管事務調査の件について 上程 ···························· １８３ 

   閉会中の継続調査 

 １.閉  会 ······································································································· １８５ 
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令 和 ８ 年 第 １ 回 垂 水 市 議 会 定 例 会  

 
１．会期日程 

 

月 日 曜 種 別 内 容 

２ ・１２ 木 本会議  
会期の決定、議案等上程、説明、質疑、討論、一部表決、

一部委員会付託 

２ ・１３ 金 休 会   

２ ・１４ 土 〃   

２ ・１５ 日 〃   

２ ・１６ 月 〃  （質問通告期限：正午） 

２ ・１７ 火 〃 委員会 産業厚生委員会（令和７年度補正予算審査） 

２ ・１８ 水 〃 委員会 総務文教委員会（令和７年度補正予算審査） 

２ ・１９ 木 〃   

２ ・２０ 金 〃   

２ ・２１ 土 〃   

２ ・２２ 日 〃   

２ ・２３ 月 〃   

２ ・２４ 火 〃   

２ ・２５ 水 本会議  

議案上程、説明、質疑、委員会付託、委員長報告、質疑、

討論、表決、 

令和８年度施政方針及び各会計予算案に対する総括質

疑・一般質問 

２ ・２６ 木 本会議  
令和８年度施政方針及び各会計予算案に対する総括質

疑・一般質問 

２ ・２７ 金 休 会 委員会 産業厚生委員会（条例・その他議案等審査） 

２ ・２８ 土 〃   

３ ・ １ 日 〃   

３ ・ ２ 月 〃   

３ ・ ３ 火 〃 委員会 総務文教委員会（条例・その他議案等審査） 

３ ・ ４ 水 〃 委員会 予算特別委員会（令和８年度各会計予算案審査） 

３ ・ ５ 木 〃 委員会 予算特別委員会（令和８年度各会計予算案審査） 

３ ・ ６ 金 〃 委員会 
予算特別委員会（令和８年度各会計予算案審査）【予備

日】 

３ ・ ７ 土 〃   

３ ・ ８ 日 〃   

３ ・ ９ 月 〃 委員会 予算特別委員会（令和８年度各会計予算案総括質疑） 

３ ・１０ 火 〃   
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月 日 曜 種 別 内 容 

３ ・１１ 水 休 会   

３ ・１２ 木 〃   

３ ・１３ 金 〃 委員会 議会運営委員会 

３ ・１４ 土 〃   

３ ・１５ 日 〃   

３ ・１６ 月 本会議  
委員長報告、質疑、討論、表決、議案等上程、説明、 

質疑、討論、表決 

 

２．付議事件 

件            名 

 

報告第 １号 専決処分の承認を求めることについて（令和７年度垂水市一般会計補正予算（第

８号）） 

議案第 ２号 垂水市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例 案 

議案第 ３号 垂水市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

案 

議案第 ４号 垂水市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第 ５号 垂水市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第 ６号 垂水市第１号会計年度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例 案 

議案第 ７号 垂水市第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第 ８号 垂水市行政手続条例の一部を改正する条例 案 

議案第 ９号 垂水市税外収入の督促手数料及び延滞金に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第１０号 垂水市火入れに関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第１１号 垂水市地方卸売市場条例の一部を改正する等の条例 案 

議案第１２号 垂水市猿ヶ城渓谷森の駅たるみず条例の一部を改正する条例 案 

議案第１３号 垂水市給水条例の一部を改正する条例 案 

議案第１４号 垂水市議会議員及び垂水市長の選挙における選挙運動用ビラ並びに選挙運動用ポ

スターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第１５号 垂水市火災予防条例の一部を改正する条例 案 

議案第１６号 垂水市過疎地域持続的発展計画について 

議案第１７号 内ノ野辺地に係る総合整備計画について 

議案第１８号 野久妻辺地に係る総合整備計画について 

議案第１９号 令和７年度垂水市一般会計補正予算（第９号） 案 

議案第２０号 令和７年度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 案 
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議案第２１号 令和７年度垂水市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第２２号 令和７年度垂水市交通災害共済特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第２３号 令和７年度垂水市介護保険特別会計補正予算（第２号） 案 

議案第２４号 令和７年度垂水市老人保健施設特別会計補正予算（第２号） 案 

議案第２５号 令和７年度垂水市水道事業会計補正予算（第３号） 案 

議案第２６号 令和７年度垂水市病院事業会計補正予算（第１号） 案 

議案第２７号 令和７年度垂水市漁業集落排水処理施設事業会計補正予算（第２号） 案 

議案第２８号 令和８年度垂水市一般会計予算 案 

議案第２９号 令和８年度垂水市国民健康保険特別会計予算 案 

議案第３０号 令和８年度垂水市後期高齢者医療特別会計予算 案 

議案第３１号 令和８年度垂水市交通災害共済特別会計予算 案  

議案第３２号 令和８年度垂水市公設地方卸売市場特別会計予算 案 

議案第３３号 令和８年度垂水市介護保険特別会計予算 案 

議案第３４号 令和８年度垂水市老人保健施設特別会計予算 案 

議案第３５号 令和８年度垂水市水道事業会計予算 案 

議案第３６号 令和８年度垂水市病院事業会計予算 案 

議案第３７号 令和８年度垂水市漁業集落排水処理施設事業会計予算 案 

議案第３８号 垂水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 案 

議案第３９号 垂水市副市長の選任について 

選挙     鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会議員の選挙について 

決議案第１号 アメリカ・イスラエルによるイラン攻撃に抗議し即時中止を求める決議案につい

て 

議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について 

各常任委員会の閉会中の所管事務調査の件について 
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第１日  令和８年２月１２日  
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本会議第１号（２月１２日）（木曜） 

  出席議員  １１名 

       １番  髙 橋 理枝子              ７番  堀 内 貴 志 

       ２番  宮 迫 隆 憲              ９番  篠 原  則 
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   事 務 局 長                   教育総務課長  小 池 康 之 
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令和８年２月12日午前10時開会 

 

 

   △開  会 

○議長（北方貞明）  皆さん、おはようござい

ます。定刻、定足数に達しておりますので、た

だいまから令和８年第１回垂水市議会定例会を

開会いたします。 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  これより本日の会議を開

きます。 

 これより議事に入ります。本日の議事日程は

示したとおりであります。 

   △会議録署名議員の指名 

○議長（北方貞明）  日程第１、会議録署名議

員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第80条の規定に

より、議長において池田みすず議員、篠原 則

議員を指名いたします。 

   △会期の決定 

○議長（北方貞明）  日程第２、会期の決定を

議題といたします。 

 去る２月５日、議会運営委員会が開催され、

協議がなされた結果、本定例会の会期をお示し

しております会期日程の表のとおり、本日から

３月16日までの33日間とすることに意見の一致

を見ております。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、会期は本日から３月16日までの33日間と

決定いたしました。 

   △諸般の報告 

○議長（北方貞明）  日程第３、諸般の報告を

行います。 

 この際、議長の報告を行います。 

 監査委員から、令和７年11月分及び12月分の

出納検査結果報告、令和７年度定期監査の結果、

令和７年度財政援助団体の監査結果報告並びに

令和７年度指定管理者の監査結果報告がありま

したので、写しをお示ししておりますから、御

了承願います。 

 以上で、議長の報告を終わります。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  皆さん、おはようござい

ます。先日開催されました令和７年第４回定例

会後の議会に報告すべき主な事項について御報

告いたします。 

 初めに、総務関係についてでございます。 

 まず、桜島火山爆発総合防災訓練についてで

ございます。１月12日に松ヶ崎地区公民館にて

地元住民の方々や自主防災組織など26名が参加

し、桜島の大規模噴火や地震などの災害発生に

際し、災害応急対策の確認と課題の抽出、防災

意識の高揚と知識の向上を図ることを目的とし

て、図上訓練の形式で行ったところでございま

す。さらに今回は、本市に居住する外国人向け

の情報発信として、最も多いベトナムの方々を

対象に、地上デジタル波を活用したベトナム語

での情報伝達実験にも取り組んだところでござ

います。 

 次に、企画政策関係についてでございます。 

 まず、国際交流事業についてでございます。

２月５日から７日にかけて台湾にある名間郷の

行政視察を行ってまいりました。視察では、名

間郷の職員や議会、視察先の関係者など多くの

方々に熱烈歓迎を受けたところでございます。

意見交換では、名間郷トップである陳翰立氏に

お会いをし、両都市の友好交流について意見交

換を行い、令和８年度中の協定締結に向けて、

引き続き検討を行うことを確認してまいりまし

た。また、現地の方々のお人柄、風土や立地、

主要産業や観光地などを直接確認することで、

名間郷への理解を深めたところでございます。

また、令和８年度中に名間郷の政財界の皆様が、

本市を行政視察される予定であることを確認し

てまいりました。 
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 次に、ふるさと納税についてでございます。

１月末時点で、ふるさと納税寄附額は20億800

万円となり、平成20年度の事業開始から、初め

て20億円を超える寄附額となりました。これも

ひとえに、返礼品事業者様並びに関係者様の御

理解、御協力のたまものだと感じております。

この場をお借りして厚く御礼を申し上げます。

今後も自主財源の安定的な確保を目的に、魅力

ある特産品のＰＲや新規返礼品の開発による寄

附額の増加に努めてまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、水産商工観光関係についてでございま

す。 

 まず、12月15日、輸出に取り組む優良事業者

表彰において、垂水市漁業協同組合が最高賞で

ある農林水産大臣賞を受賞されました。これは、

同漁協の高品質な水産物の生産技術と積極的に

海外市場を開拓する挑戦が評価されたものであ

り、本市の水産業がブランド化され、高い国際

競争力を示すものであり、大変誇らしく思って

いるところでございます。また、今回の受賞に

関連し、１月６日には鈴木憲和農林水産大臣が

垂水市漁業協同組合の錦江湾内の生けす養殖場

とアクアブルー株式会社の水産物加工施設を視

察され、評価や激励をいただいたところでござ

います。また、本市の水産業が抱える課題、そ

して可能性についても鈴木大臣に御理解いただ

く貴重な機会となったところでございます。 

 次に、垂水市フェアｉｎ羽田空港についてで

ございます。本イベントは、日本航空との連携

事業において、羽田空港第１ターミナルビルの

出発エリアに位置する羽田産直館にて、１月10

日から12日にかけて、海の桜勘、ぶり大将、桜

島美湯豚、温泉水などの特産品の販売を行った

ところでございます。 

 次に、垂水千本イチョウについてでございま

す。今シーズンは例年以上に美しく色づき、ラ

イトアップ期間も前年より１週間ほど期間を延

長し、11月22日から12月14日において実施した

ところでございます。来場者数は、統計が残る

平成24年以降最多となる約７万4,000人となっ

たところでございます。 

 次に、土木関係についてでございます。 

 まず、垂水港緑地公園改修工事についてでご

ざいます。垂水港緑地に県の使用許可を得て、

多目的広場兼グラウンドゴルフ場を整備する計

画につきまして、垂水港緑地公園改修工事とし

て、１月23日に入札を行ったところでございま

す。引き続き、関係団体と連携をして早期完成

に向けて取り組んでまいります。 

 次に、教育総務関係についてでございます。 

 まず、学校給食試食会についてでございます。

１月14日松ヶ崎小学校にて、グローバル・オー

シャン・ワークス株式会社をお招きし、学校給

食試食会を実施いたしました。本取組は、令和

６年度から毎月１回、学校給食の食材として、

ブリの切り身を御提供いただいている同社への

感謝の心を児童とともに伝える場として実施し

たものでございます。当日は、同社から２名が

出席され、ブリの塩こうじ焼きを食しながら、

児童との交流が深められたところでございます。 

 次に、学校教育関係についてでございます。

11月26日、文部科学省学校安全総合支援事業の

研究指定を受けておりました松ヶ崎小学校、牛

根小学校、協和小学校の３校が、桜島火山防災

教育の取組について研究公開を行ったところで

ございます。当日の研究事業では、子供たち自

らが調べ、考え、作成した防災プランを、オン

ラインによる遠隔合同授業で３つの小学校が発

表し合い、お互いのアドバイスをもとに、より

よい防災プランに練り上げていく授業が展開さ

れました。 

 次に、ＧＩＧＡスクール関係についてでござ

います。これまでの本市の地域に根差した先進

的な取組が評価され、今年度の日本ＩＣＴ教育

アワードにおきまして、全国1,718自治体の中
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から、最高賞である文部科学大臣賞を受賞し、

２月３日に東京都で開催された受賞式に教育長

とともに出席をし、私が本市の取組についてプ

レゼンテーションを行ったところでございます。

併せて教育ＤＸ推進自治体表彰2025を３年連続

で受賞し、昨年に続きダブル受賞となったとこ

ろでございます。 

 次に、社会教育関係についてでございます。

１月５日、垂水市文化会館において、今年度二

十歳の節目を迎えられた方、116人を対象に、

令和８年垂水市二十歳のつどいが開催されまし

た。当日は74人の対象者とその保護者などの皆

様を含めた221人が参加され、晴れの刻をテー

マに、代表者３名によるはたちの主張などが行

われ、お世話になった方々への感謝や将来の夢

に向けた思いが述べられ、厳かな中にも心のこ

もった式典となったところでございます。 

 次に、消防関係についてでございます。 

 まず、消防団年末特別警戒についてでござい

ます。12月25日から31日にかけて、各消防団に

おける年末特別警戒を実施するとともに、25日、

26日には市長巡視を実施し、議長、県議、垂水

幹部派出所長等にも御同行いただき、各地区消

防団を回り、激励と感謝をお伝えしたところで

ございます。 

 次に、消防出初め式についてでございます。

１月６日、垂水市文化会館において、同式典を

開催したところ、消防団員やその御家族など

311人に御参加いただいたところでございます。

当日は、第１部として、消防団員による行進や

観閲式、そして第２部として、各表彰者への伝

達式をそれぞれ実施したところでございます。

また、会場では昨年に引き続き、食生活改善推

進員連絡協議会によるぜんざいの振る舞いが行

われたところでございます。本年も消防団員を

はじめ、関係者の皆様と連携しながら、安心・

安全な垂水のまちづくりに注力してまいります。 

 以上で、諸般の報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、議会運営委員会委

員長から所掌事務調査の報告の申出があります

ので、これを許可いたします。議会運営委員会

委員長。 

   ［議会運営委員長堀内貴志議員登壇］ 

○議会運営委員長（堀内貴志）  おはようござ

います。去る１月28日から30日にかけて、議会

運営委員会委員６名と随行１名により、三重県

亀山市及び愛知県津島市において、所掌事務調

査を実施いたしましたので、その結果を御報告

申し上げます。 

 今回の調査の目的は、次世代を担う若者の主

権者教育の一環としての中学生議会と執行部と

議会が共同で誰もが求める快適な職場環境を構

築としてのハラスメント防止条例という２つの

喫緊の課題について調査し、本市議会の活性化

とより質の高い議会運営の参考とするために実

施してまいりました。特に地方自治体を取り巻

く環境が厳しさを増す中で、いかにして市民と

りわけ将来の地域を支える若者との距離を縮め、

かつ透明性の高い組織体制を構築するかという

視点を重視し、大いに参考となる事例を数多く

学んでまいりました。 

 初めに、三重県亀山市議会について御報告申

し上げます。亀山市議会では、次世代を担う子

供たちが行政や議会の仕組みを学ぶことで、市

政への関心と理解を深めるとともに、意見の調

整や発表の機会を通して、社会的活動への参画

意識を高めることを目的として、中学生議会を

令和６年度から実施しております。最大の特徴

は、議員自らが市内の全中学校へ出向き、３年

生全員を対象に行う議会出前授業から本番の中

学生議会までのプロセスが非常に緻密である点

です。授業では、付箋を活用したワークショッ

プ形式を採用することで、発言が苦手な生徒か

らも多様な意見を引き出し、中学生が自分たち

のまちとして、未来を考えるための心理的ハー

ドルを下げる工夫が凝らされておりました。ま
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た、選出された中学生議員に対し、本番まで議

員が計４回から５回学校を訪問して、質問原稿

の作成を直接サポートする体制は、学校現場や

教育委員会との深い信頼関係の上に成り立って

おり、当日の18歳までの医療費無償化、また遊

び場の誘致といった鋭い一般質問の質を支える

土台となっていたように思います。 

 次に、愛知県津島市議会について御報告いた

します。津島市では、令和７年４月より、津島

市の市長等、職員及び議員のハラスメント防止

等に関する条例を施行し、全国的にも先駆的な

取組を行っております。本条例制定の契機は、

令和５年に職員組合が行ったアンケートにおい

て、市幹部からパワーハラスメントを受けたと

いう回答が組合員300人中89名に上ったという

深刻な事態にありました。その後、全職員を対

象とした調査及び弁護士３名による第三者委員

会の調査では、過去10年間にハラスメントを受

けたと感じた事例が163件報告され、行為者と

して市長、副市長、教育長の特別職や管理職の

上席者からのハラスメント、さらに、議員によ

る問題行動も明確に指摘されるという極めて重

い実態が浮き彫りになりました。こうした事態

を受け、津島市では執行部と議会が、ハラスメ

ントは個人の尊厳を傷つけるものであるという

共通認識のもと、双方が規制対象となる共同条

例を制定するに至りました。この条例では、セ

クシュアルハラスメントやパワーハラスメント

だけでなく、育児や介護に関する制度利用の阻

害、ＳＮＳ等を用いた誹謗中傷までを禁止行為

として幅広く網羅しています。また、実効性を

担保するため、特別職や議員が行為者となった

場合は、愛知県弁護士会から推薦された有識者

による第三者機関ハラスメント審査会が認定を

行い、事実を認められた際には、氏名の公表と

いう社会的制裁を課す仕組みになっております。

被害者からの相談しやすい環境整備のため、人

事課から独立した外部相談窓口の常設や議長に

よる定期的な全議員研修の義務化など、組織の

自浄作用を高める徹底した姿勢は、本市におけ

るハラスメント防止策を検討する上で、極めて

重要な指針になると感じました。 

 今回の研修を通じて、中学生議会による住民

に開かれた議会への挑戦と、ハラスメント防止

条例による自律的で透明な議会の構築という、

表裏一体の議会改革の重要性を再認識いたしま

した。亀山市における対話を軸とした若者との

信頼構築、そして津島市における法と第三者の

視点に基づいた組織の自浄作用の強化、これら

２つの自治体で学んだ先進的な知見は、本市議

会が直面する議会への無関心を打破し、より活

性化された垂水市議会を築き上げていくために、

極めて有効な指針になると確信しております。

議会運営委員会の果たす役割の重要性を改めて

肝に銘じ、今回の成果を今後の議会活性化や、

さらなる改革に反映させてまいりたいと考えて

おります。 

 以上で、議会運営委員会所掌事務調査の報告

を終わります。 

○議長（北方貞明）  以上で、諸般の報告を終

わります。 

   △報告第１号 

○議長（北方貞明）  日程第４、報告第１号専

決処分の承認を求めることについて（令和７年

度垂水市一般会計補正予算（第８号））を議題

といたします。 

 報告を求めます。 

○財政課長（草野浩一）  おはようございます。

報告第１号専決処分の承認を求めることについ

て御報告申し上げます。 

 令和８年１月23日の衆議院解散に伴い、２月

８日投開票が行われました第51回衆議院議員総

選挙及び第27回最高裁判所裁判官国民審査の執

行に急施を要したため、同年１月23日、令和７

年度垂水市一般会計補正予算（第８号）を地方

自治法第179条第１項の規定により、専決処分
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し、同条第３項の規定により、御報告を申し上

げ、承認を求めようとするものでございます。 

 今回、歳入歳出とも1,688万1,000円を増額い

たしましたので、これによります補正後の歳入

歳出予算額は166億3,003万8,000円になります。

補正の款項の区分及び区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、３ページ、４

ページの第１表、歳入歳出予算補正に掲げてあ

るとおりでございます。 

 歳出の事項別明細について御説明申し上げま

す。 

 ８ページをご覧ください。 

 ２款総務費４項選挙費３目衆議院議員選挙費

及び９ページの４目衆議院議員選挙啓発費は、

衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審

査に要する経費でございます。これらに対する

歳入は、戻りまして７ページの歳入明細にあり

ますとおり、全額県支出金を充てて、収支の均

衡を図っております。 

 以上で、報告を終わりますが、御承認いただ

けますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  以上で、報告第１号の報

告を終わります。 

   △議案第２号上程 

○議長（北方貞明）  日程第５、議案第２号垂

水市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基

準を定める条例案を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○保健課長（永田正一）  議案第２号垂水市特

定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定

める条例案について御説明申し上げます。 

 本議案は、新たな給付制度として創設されま

した乳児等通園支援制度、通称こども誰でも通

園制度が、今年の４月から全国の自治体で実施

することが定められたことに伴うもので、先の

12月議会におきましては、国の定める基準に基

づき、事業者の認可に係る基準条例を付議させ

ていただいたところですが、本議案は、事業者

が給付を受けるために、自治体から子ども・子

育て支援法に基づく確認を受けるための基準条

例を定める必要がありますことに伴い、新たに

制定するものでございます。 

 なお、制定内容につきましては、内閣府令で

定める基準に従い定めておりますが、内容が多

岐に及びますことから、簡潔に説明させていた

だきます。 

 条例の構成は、目次にありますとおり３つの

章で構成されており、まず、第１章は条例の総

則として基本的な考え方を定めております。そ

のうち第１条は、本条例の趣旨を定めており、

第２条は事業者が遵守すべき一般原則として、

保護者の経済的負担への配慮や地域や家庭との

連携、さらには人権擁護や虐待防止の体制整備

など、事業運営の基本的なことについて規定し

ております。 

 次に第２章は、特定乳児等通園支援事業者の

運営に関する具体的な基準を定めております。

第１節では、利用定員に関する基準を定めた部

分であり、第３条において、１時間当たりの利

用定員及び月当たりの利用定員を定めることに

ついて規定するものでございます。第２節は、

運営に関する基準を定めた部分であり、第４条

から第32条において、事業運営に係る各種の具

体的な事項を定めております。 

 主な部分を説明しますと、第４条は、利用申

込時に子供やその保護者の心身の状況及び子供

の養育環境を把握するための当該保護者との面

談を行うことや、利用に関する重要事項の説明

を行い、保護者の同意を得ること。第５条は、

正当な理由のない利用拒否を禁止すること。第

９条は、利用児童及び保護者の心身の状況把握

に努めること。第12条は、事業提供に係る費用

徴収に関すること。第16条は、利用児童及びそ

の保護者からの相談に適切に応じるとともに、

必要な助言その他の援助を行わなければならな

いこと。第17条は、利用児童の体調の急変が生
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じた場合等は、速やかに当該保護者または医療

機関への連絡を行うなどの必要な措置を講じな

ければならないこと。第20条は、職員の勤務体

制の確保や職員の資質向上に向けた研修を行う

こと。第23条は、差別的な取扱いの禁止。第24

条は、虐待等の禁止。第25条は、秘密保持及び

個人情報の適切な取扱いに関すること。第28条

は、苦情を受け付けるための窓口を設置し、そ

の他の必要な措置を講じなければならないこと。

第30条は、事故発生の防止及び発生時の対応に

関することなど、事業の運営に関し、子供の安

全を守りつつ、保護者が安心して利用できる体

制の確保を図ることについて定めているもので

ございます。 

 最後に、第３章、雑則につきましては、第33

条において、記録や同意の取得等について、電

磁的記録等を活用することが可能であることを

定めているところでございます。 

 なお、附則としましては、この条例は令和８

年４月１日から施行しようとするものでござい

ます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対して、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  昨年12月の議案に続き、今度

は運営に関するやつということで提案されてき

たと思うんですけども、まず１点お聞きしたい

のは、この問題について、運営について、パブ

リックコメントをしている自治体もあったよう

なんですけども、それは何か義務化された義務

的なものじゃなくても、その市町村の判断でこ

の意見を求めることができるとなったのかどう

なのか、この点について、やっぱり幅広く今度

のこの問題については関心も高いだろうし、当

然いろんな意見も持ち合わせていらっしゃった

と思うんですが、そのことについてお聞きした

いと思います。 

 中身については、また委員会のほうでされる

と思いますので、ちょっとその中で２点だけお

聞きしたいんですけども、第23条の認定子供を

平等に取り扱う原則というふうになっているん

ですけども、例えば医療的ケア児や障害者とか、

そういう方々を受け入れる体制が必要なんです

けども、そういう点での問題はここではどんな

ふうに対応していくのか、これが１点と、あと、

監査の問題、定期的な監査と、そういうことは、

この中ではどんな形で行われていくのか、その

ことはどこに該当するのか、その点についてお

聞きしたいと思います。 

○保健課長（永田正一）  まず、パブリックコ

メントについてですけれども、議員が言われる

パブリックコメントがどのようなものか、まだ

確認はしていないところなんですが、この制度

につきましては、４月から自治体として運用す

ることを義務化ということになっておりますの

で、きちんとそこは国の基準を用いた条例を制

定しているところでございます。ですので、パ

ブリックコメントの実施というのは義務的なも

のではないというふうに理解しております。 

 次に、23条で定めている国の概要としまして

は、平等な取扱いというところで、この意図と

いうものは国籍等による差別等の取扱いの禁止

とか、利用者の平等な取扱いを確保するものと

記述しておりますので、そこで医療的に配慮が

必要な児童であったり、それがまた別に定めて

いるところで確保されているものと、施設によ

っては受入れが可能なところ、可能でないとこ

ろがございますので、そこはきちんと明確に利

用する段階でお子さんの状況を確認して、受け

入れることができる、できないという判断がな

されると思いますので、そこはきちんと保護者

の皆さんと話合いができるものと考えていると

ころでございます。 

 あと、監査につきましては、今回２つの園が

利用希望を出しているところなんですが、基本
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的にはよりよい活用が取れるというところで、

通常の認可制度の中でされるということになり

ます。この監査につきましては、前回の議会で

も説明させていただいたところなんですが、県

が定期的に監査に入っております。今回このこ

ども誰でも通園制度を適用するときには、市も

一緒に入って、そこで基準に定めていることが

履行されているかというところはきちんと確認

していきたいというふうに考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  分かりました。ただ、平等に

扱うということが障害者の医療的ケアも含めて

なんですけれども、きちんとした対応でないと、

これだけいろいろ支援法の中で、子供たちを受

け入れますよという中で、そこで差別的なこと

があってはならないし、当然国籍の問題、身上、

当然社会的身分等々も来ると思うんですが、そ

うしようと障害児が現在の段階ではなかなか受

け入れられない体制がないと、当然それが運用

できないとなる問題がある。そうなった場合、

行政サイドとしてはどんなことを対応していく

考えがあるのか、この点についてお聞きします。 

○保健課長（永田正一）  先ほど説明しました

とおり、正当な理由のない利用拒否というとこ

ろで、まずは保護者の皆様と面談をして、その

お子様の状況を確認してきちんと判断されると

いうところでございます。これにつきましては、

この制度だけではなくて、今の通常の園の運用

の中でも定められておりますので、同じように

きちんと対応していただくというところで考え

ているところでございます。 

○議長（北方貞明）  よろしいですか。ほかに

ありませんか。 

○髙橋理枝子議員  ちょっと１点いいですか。

苦情解決というところで、第28条からうたって

いるんですけれども、利用する側についてはと

てもいい内容になっているんですけれども、昨

今カスタマーハラスメントとか、そういうのが

いろいろ問題になっていますけれども、利用す

る側も無理難題を言ってくる場合とかあると思

うんですけれども、そういった場合の園側の支

援とか、そういうのはどんなふうになっている

かお聞かせください。 

○保健課長（永田正一）  園側の支援というの

は、市が園に対するという考え方でしょうか。 

○髙橋理枝子議員  保護者からの園としては困

るような苦情的なものが言ってきた場合、園だ

けでは解決できないようなそういう場合は、市

の支援があるのかどうかというところです。 

○保健課長（永田正一）  この第28条に記載し

てありますとおり、苦情体制の整備記録、いろ

いろな苦情が出てくると思われますが、その際

は市町村との連携をしなさいということが示さ

れておりますので、適宜そこは園側からの情報

提供いただいて対応していきたいと考えており

ます。 

○議長（北方貞明）  ほかにございませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案については、産業厚生委員会

に付託いたします。 

   △議案第３号～議案第７号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第６、議案第３号か

ら日程第10、議案第７号までの議案５件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第３号 垂水市議会議員の議員報酬及び費

用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例 案 

議案第４号 垂水市長等の給与に関する条例の

一部を改正する条例 案 

議案第５号 垂水市職員の給与に関する条例の

一部を改正する条例 案 



－13－ 

議案第６号 垂水市第１号会計年度任用職員の

報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第７号 垂水市第２号会計年度任用職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例

 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

○総務課長（園田 保）  議案第３号垂水市議

会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

の一部を改正する条例案について御説明いたし

ます。 

 本議案は、国の特別職の給与に関する法律の

一部改正により、期末手当の支給月数が改正さ

れたことに伴い、本市議会議員の期末手当の支

給月数を現在の3.45月分から3.50月分へ0.05月

分を引き上げようとするものでございます。改

正の方法といたしましては、施行日が異なるた

め、同じ条例ではございますが、公布の日から

施行するものを第１条として、令和８年４月１

日から施行するものを第２条として、２段階の

改正を行おうとするものでございます。 

 それでは、改正の内容について添付しており

ます新旧対照表で御説明いたします。 

 初めに、第１条としましては、12月分の期末

手当の支給月数の改定について定めたものでご

ざいます。改定内容につきましては、期末手当

の支給月数が引き上げとなり、年間0.05月分の

増額分を12月支給分で引き上げようとするもの

で、条例第５条第２項中の100分の172.5を、６

月に支給する場合には100分の172.5、12月に支

給する場合には100分の177.5に改正しようとす

るものでございます。 

 次に、２条につきましては、令和８年度以降

の期末手当の支給月数の改定について定めたも

のでございます。内容は、先の１条で説明しま

した年間の0.05月分の増額分を６月、12月で振

り分け、平準化しようとするもので、条例第５

条第２項中６月及び12月にそれぞれ100分の175

に改正しようとするものでございます。 

 附則としまして、附則第１項で、第２条の規

定は令和８年４月１日から施行し、その他の規

定は公布の日から施行しようとするものでござ

います。また、附則第２項で、第１条の規定に

よる改定後の条例の規定は令和７年４月１日に

遡及して適用することを規定したものでござい

ます。附則第３項は、期末手当の内払いについ

て規定したもので、第１条による改正後の規定

を適用する場合において、改正前に支給された

期末手当は、改正後の規定による期末手当の内

払いとすることを規定したものでございます。

附則第４項は、規則への委任を規定したもので

ございます。 

 議案第３号の説明は以上で終わります。 

 引き続き、議案第４号垂水市長等の給与に関

する条例の一部を改正する条例案について御説

明いたします。 

 本議案は、議案第３号と同様、国の特別職の

給与に関する法律の一部改正に伴い、市長、副

市長及び教育長の期末手当の支給月数を、現在

の3.45月から3.5月へ0.05月分を引き上げよう

とするものでございます。改正の方法は、議案

第３号と同様、公布の日から施行するもので、

第１条として令和８年４月１日施行分を第２条

として、２段階の改正を行おうとするものでご

ざいます。改正内容につきましては、議案第３

号と同様となりますので、説明は省略いたしま

す。 

 続きまして、議案第５号垂水市職員の給与に

関する条例の一部を改正する条例案について御

説明いたします。 

 国家公務員の人事院勧告が令和７年11月11日

に閣議決定され、これに基づく国家公務員の一

般職の職員の給与に関する法律の一部改正が12

月24日に公布されました。その内容としまして

は、前年に引き続き、給与及び期末勤勉手当の
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引上げや各種手当の見直しとなったところでご

ざいます。本議案は、この人事院勧告に基づき、

給与等の改正が必要となったことに伴い、本条

例の一部を改正しようとするものでございます。

なお、改正方法でございますが、公布の日から

施行し、令和７年４月１日から適用するものを

第１条として、令和８年４月１日施行分を第２

条として、２段階の改正を行おうとするもので

ございます。 

 それでは、改正内容について添付しておりま

す新旧対照表で御説明いたします。 

 初めに、第１条関係としまして、令和７年４

月１日から適用するものとして改正するもので

ございます。条例第16条は、人事院勧告に基づ

き、期末手当の支給月を引き上げようとするも

のでございます。支給月数は第16条第２項に掲

げる定年前再任用短時間職員以外の職員につい

て、令和７年12月支給分を0.025月引き上げる

ことから100分の125を、６月に支給する分にお

いては100分の125、12月に支給する場合におい

ては100分の127.25と改めようとするものでご

ざいます。また、第16条第３号で掲げる定年前

再任用短時間職員につきましては、0.025月分

を引き上げることとなることから100分の70を、

６月に支給する場合においては100分の70、12

月に支給する場合においては100分の72.5に改

めようとするものでございます。条例第17条は、

人事院勧告に伴う勤勉手当の支給月を引き上げ

ようとするものでございます。支給月数の引上

げでございますが、第17条第２項第１号で掲げ

る定年前再任用短時間職員以外の職員について

は、令和７年12月支給分を0.025月引き上げる

ことから100分の105を、６月に支給する場合に

おいては100分の105、12月に支給する場合にお

いては100分の107.5と改めようとするものでご

ざいます。また、第17条第２項第２号に掲げる

定年前再任用短時間職員については0.025月分

引き上げとなることから100分の50を、６月に

支給する場合については100分の50、12月に支

給する場合においては100分の52.5に改めよう

とするものでございます。 

 次に、別表第１でございますが、初任給をは

じめ、若年層に特に重点を置きつつ全ての職員

を対象に、行政職給料表を改めようとするもの

でございます。 

 次に、新旧対照表の８ページをお開きくださ

い。 

 第２条関係としまして、令和８年４月１日に

適用するものとして改正するものでございます。

改正の内容は、令和８年度以降の期末勤勉手当

の支給月数の改定、各種手当の見直し、職務や

職責をより重視した給与体系の整備等について

定めたものでございます。第７条第３項は、扶

養手当の見直しについて定めたものでございま

すが、配偶者分の月額3,000円を廃止し、子供

の分を月額１万1,500円から月額１万3,000円に

改めようとするものでございます。第14条は、

宿日直手当について定めたものでございますが、

人事院勧告に基づき、手当額を改めようとする

ものでございます。第16条第２項は期末手当に

ついて定めたものでございますが、先の第１条

の改正において、12月支給分の支給月数を引き

上げを行った分を、令和８年以降の６月、12月

支給分で平準化しようとするもので、定年前再

任用短時間勤務職員以外の職員への支給月数を

100分の126.25に改めようとするものでござい

ます。第16条第３項は、定年前再任用短時間勤

務職員への支給月数を100分の71.25に改めよう

とするものでございます。第17条第２項は、勤

勉手当について定めたものでございますが、先

の第１条の改正において、12月支給分の支給月

数の引き上げを行った分を、令和８年以降の６

月、12月支給分で平準化しようとするものでご

ざいます。第17条第２項第１号は、定年前再任

用短時間勤務職員以外の職員への支給月数を

100分の106.25に改めようとするものでござい
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ます。第17条第２項第２号は、定年前再任用短

時間勤務職員への支給月数を100分の51.25に改

めようとするものでございます。 

 なお、附則第１項は、この条例は公布の日か

ら施行しようとするものでございます。ただし、

第２条及び附則第５項の規定は、令和８年４月

１日から施行しようとするものでございます。 

 また、附則第２項は、第１条の規定による改

正後の条例の規定は、令和７年４月１日に遡及

して適用することを規定したものでございます。 

 附則第３項は、給与の内払いについて規定し

たもので、第１条による改正後の規定を適用す

る場合において、改正前に支給された給与は改

正後の規定による給与の内払いとすることを定

めたものでございます。 

 附則第４項は、規則への委任を規定したもの

でございます。 

 次に、新旧対照表９ページをお開きください。 

 附則第５項は、暫定再任用職員に関する規定

でございますが、今回、地方公務員法の一部を

改正する法律が改正されたことに伴い、同様の

改正をするものでございます。 

 以上で説明を終わります。 

 続きまして、議案第６号垂水市第１号会計年

度任用職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例案に

ついて御説明いたします。 

 会計年度任用職員の期末手当、勤勉手当の支

給月数につきましては、定年前再任用短時間勤

務職員に準拠し定めておりますが、今回の人事

院勧告に基づく支給月数の改正に併せて、本条

例で定める期末手当及び勤勉手当の支給月数に

ついても改正しようとするものでございます。 

 それでは、改正内容について添付しておりま

す新旧対照表で御説明いたします。 

 令和８年度以降の期末手当及び勤勉手当の支

給月数の改定について定めたものでございます

が、改正内容につきましては、条例第９条は期

末手当の支給について定めておりますが、定年

前再任用短時間勤務職員に準拠し、「100分の

72.5」を「100分の71.25」に改めようとするも

のでございます。 

 また、条例第９条の２は、勤勉手当の支給に

ついて定めておりますが、期末手当と同様に、

定年前再任用短時間勤務職員に準拠し、「100

分の50」を「100分の51.25」に改めようとする

ものでございます。 

 なお、附則としまして、第１項は施行期日に

ついて規定したもので、この条例は令和８年４

月１日から施行しようとするものでございます。 

 また、附則第２項は、規則への委任を規定し

たものでございます。 

 引き続き、議案第７号垂水市第２号会計年度

任用職員の給与に関する条例の一部を改正する

条例案について御説明申し上げます。 

 本議案は、議案第６号同様、人事院勧告に基

づくもので、会計年度任用職員の期末手当及び

勤勉手当について、職員の給与条例を読み替え

ること、また、会計年度任用職員の給与につき

まして、職員の給与条例で定める行政職給料表

の１級及び２級と同額を適用していることから、

関連して改正しようとするものでございます。 

 その他といたしまして、会計年度任用職員と

して新たな職種を追加する必要が生じたため、

職務内容について改定しようとするものでござ

います。 

 なお、改定の方法でございますが、公布の日

から施行し、令和７年４月１日から適用するも

のを第１条として、令和８年４月１日施行分を

第２条として、２段階の改正を行おうとするも

のでございます。 

 それでは、改正の内容について添付しており

ます新旧対照表で御説明いたします。 

 はじめに、第１条関係としまして、垂水市第

２号会計年度任用職員に適用される給料表等を

定めたものでございます。 
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 改正内容につきましては、条例第16条は、期

末手当の支給について定めており、本市会計年

度任用職員につきましては、人事院勧告に基づ

く期末手当の影響はございませんが、議案第５

号の改正により、垂水市職員の給与に関する条

例の期末手当の読み替え部分が改正されること

に伴い、「100分の125」を「６月に支給する場

合においては100分の125、12月に支給する場合

においては100分の127.5」に改正しようとする

ものでございます。 

 条例第18条の２は、勤勉手当の支給について

定めておりますが、議案第５号の改正により、

垂水市職員の給与に関する条例の勤勉手当の読

み替え部分が改正されることに伴い、「100分

の105」を「６月に支給する場合においては100

分の105、12月に支給する場合においては100分

の107.5」に改正しようとするものでございま

す。 

 別表第１は、会計年度任用職員の給与表でご

ざいますが、令和７年人事院勧告に基づき、垂

水市職員の給与に関する条例で定める行政職給

料表について改正されることに伴い、本条例の

給料表についても改正しようとするものでござ

います。 

 次に、新旧対照表の４ページをお開きくださ

い。 

 第２条関係としまして、令和８年度以降の期

末手当及び勤勉手当の支給月数の改定等につい

て定めるほか、新たな専門職の追加を行おうと

するものでございます。 

 改定内容につきましては、条例第16条は期末

手当について定めておりますが、議案第５号の

改正に伴い、「６月に支給する場合においては

100分の125、12月に支給する場合においては

100分の127.5」を「100分の126.25」に改め、

読み替え後の支給月数について「100分の

72.5」を「100分の71.25」に改定しようとする

ものでございます。 

 条例第18条の２は、勤勉手当について定めた

ものでございますが、議案第５号の改正に伴い、

「６月に支給する場合においては100分の105、

12月に支給する場合においては100分の107.5」

を「100分の106.25」に改め、読み替え後の支

給月数について「100分の50」を「100分の

51.25」に改定しようとするものでございます。 

 次に、新旧対照表の５ページをお開きくださ

い。 

 別表において、専門職に新たな専門職16種と

して子育て支援員（利用者支援）、専門職17種

として子育て支援員（ファミサポ）、専門職18

種として子育て支援員（支援拠点）、専門職19

種として地域おこし協力隊の職を追加しようと

するものでございます。 

 なお、附則第１項において、この条例は公布

の日から施行し、第２条の規定は令和８年４月

１日から施行しようとするものでございます。 

 また、附則第２項で、第１条の改正後の条例

の規定は、令和７年４月１日に遡及して適用す

ることを規定したものでございます。 

 附則第３項は、給与の内払いについて規定し

たもので、第１条の改正後の規定を適用する場

合において、改正前に支給された給与は改正後

の規定による報酬の内払いとすることを定めた

ものでございます。 

 附則第４項は、規則への委任を規定したもの

でございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案５件については、いずれも総

務文教委員会に付託いたします。 

   △議案第８号・議案第９号一括上程 
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○議長（北方貞明）  日程第11、議案第８号及

び日程第12、議案第９号の議案２件を一括議題

といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第８号 垂水市行政手続条例の一部を改正

する条例 案 

議案第９号 垂水市税外収入の督促手数料及び

延滞金に関する条例の一部を改正する条

例 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

○総務課長（園田 保）  議案第８号垂水市行

政手続条例の一部を改正する条例案について御

説明申し上げます。 

 本議案は、令和５年に公布されました、デジ

タル社会の形成を図るための規制改革を推進す

るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改

正する法律、いわゆるデジタル規制改革一括法

による行政手続法の改正の趣旨を踏まえ、所要

の改正を行うものでございます。 

 なお、行政手続法の改正趣旨としまして、不

利益処分をしようとする場合に、事前に必要と

なる聴聞及び弁明の機会の付与の実施に当たり

行う通知について、不利益処分の名宛人となる

べき者の所在が判明しない場合に行う通知の方

法を改めるものでございます。 

 本市を含め各地方公共団体の行政手続は、行

政手続法など法令に基づく処分等と同様の手続

で行う制度としているため、本市の行政手続条

例の規定は、法の規定にならったものとなって

おります。 

 それでは、改正の内容につきまして、添付し

ております新旧対照表で御説明申し上げます。 

 新旧対照表１ページ目をご覧ください。 

 第15条第３項では、不利益処分をしようとす

る際の名宛人となるべき者の所在が判明しない

場合による通知の方法として、公示送達の方法

について規定しております。 

 現行の通知の方法は、庁舎の掲示板に文書を

掲示することで公示送達することとしておりま

すが、改正案では国の示す方針に合わせて第４

項を新設し、文書を掲示する方法に加えてパソ

コンの画面上に表示し閲覧できるようにする方

法または規則で定める方法によることで公示送

達とする規定を加えようとするものでございま

す。 

 なお、規則で定める方法として、市公式ホー

ムページ上で公示事項を掲載することを想定し

ております。 

 また、第16条、第22条及び第29条については、

この改正に伴い、関係する条文中、所要の改正

を行うものでございます。 

 附則としましては、附則第１項で行政手続法

の改正施行日に合わせ、令和８年５月21日から

施行し、附則第２項において、この条例の施行

日以後にする通知について適用し、施行日以前

に通知したものについては、なお従前の例によ

ることとする経過措置について定めるものでご

ざいます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○財政課長（草野浩一）  議案第９号垂水市税

外収入の督促手数料及び延滞金に関する条例の

一部を改正する条例案について御説明申し上げ

ます。 

 国税の督促等に係る延滞税・利子税・加算金

の徴収につきましては、国税通則法において、

地方税の督促等に関しましては、地方税法にお

いて規定されているところでございますが、昨

今の市中低金利の実勢を踏まえ、事業者等の負

担を軽減する観点などから、租税特別措置法第

93条から第95条において、延滞税等の割合の特

例が定められているところでございます。 

 一方、租税以外の地方自治体の歳入の督促等

につきましては、地方自治法第231条の３第２
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項「督促手数料及び延滞金の徴収については、

条例に定めるところによる」に基づき、条例に

規定された延滞金等においても、地方税法の延

滞金等の割合の特例にならって条例等が改正さ

れていることから、今回、関係する税外収入金

について条例の一部を改正し、同様に延滞金の

割合の特例を加えようとするものでございます。 

 それでは、改正の内容について、添付してお

ります新旧対照表にて御説明申し上げます。 

 附則第１項は、現行の附則に、見出しとしま

して施行期日を追記するものでございます。 

 附則第２項は、延滞金の割合の特例について

定めるものでございます。 

 附則第３項は、延滞金額の計算における加算

割合が年0.1％未満の場合、加算割合を年0.1％

とするものでございます。 

 なお、今回の改正附則において、この条例は

令和８年４月１日から施行しようとするもので

ございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○新原 勇議員  この延滞金の金利の14.6％、

これは昔からあることなんですけども、市の条

例において、これも変えられるということだっ

たような記憶があるんですけども、この延滞金

について、大分、延滞する人は、とても高く感

じていることであります。だから、その分を特

例で7.3％となっておりますけれども、これを

下げるということはできないのか、それを伺い

ます。 

○財政課長（草野浩一）  今、議員が言われま

したとおり、本則で延滞金なんかは14.6％、あ

と、その期間で猶予に関しまして7.3％という

率がございますが、今回、その市中金利の、低

金利をもらえるということで、税金関係、市税

関係についてはもう既に行っているところです

が、その市税以外の部分についても、市税と合

わせたような形で、特例で割合を下げるという

形になっております。 

 今回、延滞金なんかの加算なんかが、14.6％

が令和８年については9.1％に変わるものでご

ざいます。それ以外については7.3％の部分が、

１か月以内であれば2.8％、その執行猶予、納

付の延長につきましては1.3％という率に特例

としてするということになります。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案２件については、いずれも総

務文教委員会に付託いたします。 

 ここで暫時休憩いたします。 

     午前11時６分休憩 

 

     午前11時15分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

   △議案第10号～議案第13号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第13、議案第10号か

ら日程第16、議案第13号までの議案４件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第10号 垂水市火入れに関する条例の一部

を改正する条例 案 

議案第11号 垂水市地方卸売市場条例の一部を

改正する等の条例 案 

議案第12号 垂水市猿ヶ城渓谷森の駅たるみず

条例の一部を改正する条例 案 

議案第13号 垂水市給水条例の一部を改正する

条例 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 
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○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

○農林課長（森 秀和）  議案第10号垂水市火

入れに関する条例の一部を改正する条例案につ

きまして御説明申し上げます。 

 令和７年２月に岩手県大船渡市で発生した大

規模な林野火災などの教訓を踏まえ、総務省消

防庁が示した指針に基づき、火災予防の実効性

を高める目的で垂水市火災予防条例が改正され、

運用が開始されております。 

 本議案は、注意報が発令された際に火入れの

制限を行うため、垂水市火入れに関する条例の

一部を改正しようとするものでございます。 

 それでは、改正の内容につきまして、添付し

ております新旧対照表で御説明申し上げます。 

 第２条第１項中（別記第１号様式）、第４条

第１項中（別記第２号様式）は、様式を規則で

定めることから、削除するものでございます。 

 第14条中、「強風注意報、乾燥注意報又は」

を「強風注意報若しくは乾燥注意報が発表され、

又は林野火災に関する注意報若しくは」に改め、

林野火災に関する注意報が発令された場合の火

入れの中止等を規定するものでございます。 

 附則としまして、この条例は公布の日から施

行するものでございます。 

 続きまして、議案第11号垂水市地方卸売市場

条例の一部を改正する等の条例案につきまして

御説明申し上げます。 

 本議案は、食料安全保障の強化を目的とした

食品等持続的供給法の全面施行に伴う法改正へ

の対応と本市卸売市場の現状を鑑みた本案条例

の廃止について定めるものでございます。 

 それでは、改正の内容につきまして、添付し

ております新旧対照表で御説明いたします。 

 それでは、第１条から御説明いたします。 

 令和８年４月より食品等持続的な供給を実現

するための食品等事業者による事業活動の促進

及び食品等の取引の適正化に関する法律、いわ

ゆる食品等持続的供給法が全面施行されます。

これに伴い、「第55条」の次に「第55条の２」

を追加するものでございます。これにより、指

定飲食料品等の公表や取引適正化のための指標

及び措置内容を説明した文書について、イン

ターネット等を用いて適切に公表する規定を設

けるものでございます。併せて、これに伴う目

次の整理等を行うものでございます。 

 次に、第２条でございますが、本市の地方卸

売市場を取り巻く環境は、市場外流通の拡大や

電子商取引の普及、出荷者、買受人の高齢化及

び後継者不足により極めて厳しい状況にありま

す。今後も、取扱高の回復は見込めない一方で、

施設の老朽化に伴う維持管理費の増大が予測さ

れます。こうした背景から、公設による運営を

継続することは困難であると判断し、垂水市地

方卸売市場条例を廃止し、公設市場としての運

営を終了しようとするものでございます。 

 附則としまして、第１条中、目次を改める規

定及び附則の見出しを削る規定につきましては

公布の日から、第１条中、前号の改正規定以外

の改正規定につきましては令和８年４月１日か

ら、第２条につきましては令和９年４月１日か

ら施行しようとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いします。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  おはようご

ざいます。議案第12号垂水市猿ヶ城渓谷森の駅

たるみず条例の一部を改正する条例案について

御説明申し上げます。 

 本件は、昨今の社会情勢を鑑み、使用料の上

限金額を設定し、指定管理者における柔軟な宿

泊料金の設定を可能にし、利用者サービスの質

の向上と安定的な施設運営を図るため、条例の

一部を改正しようとするものでございます。 

 それでは、改正の内容につきまして、添付し

ております新旧対照表で御説明申し上げます。 

 現行の「第７条第２項」を「同条第３項」に

改め、同条第２項に「前項の規定にかかわらず、
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第17条に規定する指定管理者に管理を行わせる

場合において、別表に定める額の範囲内で当該

指定管理者が市長の承認を得て料金を定めたと

きは、利用者は、当該料金を納付しなければな

らない。」を加えようとするものでございます。 

 別表に定める額について、コテージ１棟１泊

「１万5,000円」を「３万円」に改め、同別表

に記載のある額については、同様の比率の額に

改めようとするものでございます。 

 また、上限額の設定に伴い、「備考２」を削

除しようとするものでございます。 

 なお、附則につきまして、この条例は令和８

年４月１日から施行しようとするものでござい

ます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしく申し上げます。 

○水道課長（岩元伸二）  議案第13号垂水市給

水条例の一部を改正する条例案について御説明

申し上げます。 

 垂水市給水条例では、給水装置工事は市長の

指定を受けた指定給水設置工事事業者が行うこ

ととしておりますが、令和６年１月の能登半島

地震において、宅地内給水の復旧工事が遅れ、

水が使用できない期間が長期化したことにより、

今回、垂水市給水条例の一部改正については、

災害時において他の水道事業者や他の水道事業

者から指定を受けた工事事業者が、本市の給水

装置工事を円滑に行うことを可能とするため、

本条例の所要の改正をしようとするものでござ

います。 

 改正等の内容につきましては、添付しており

ます新旧対照表で御説明いたします。 

 下線を引いたところが改正部分でございます。 

 新旧対照表をご覧ください。 

 工事の施行、第８条第１項に、「ただし、災

害その他非常の場合において、市長が他の水道

事業者（法第３条第５項に規定する水道事業者

をいう。以下同じ）又は他の水道事業者が、法

第16条の２第１項の指定をした者が給水装置工

事を施行する必要があると認めたときは、この

限りではない。」と、ただし書きを加えるもの

でございます。 

 なお、附則といたしまして、この条例は公布

の日から施行しようとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  ちょっと私も分かりづらいん

ですけれども、議案第11号の市場条例と食料供

給の部分という、この関係性について、ちょっ

と１点お聞きしたいと思います。 

 それとあと、森の駅の使用料が約２倍になり

ますが、これはどんな形で算出して２倍という

形になったのか。 

○農林課長（森 秀和）  条例の関係性でござ

いますが、条例は国の法律が変わるごとに自治

体のルールの整合性が求められております。今

回の改正につきましては、国のルールが変わっ

たことによる改正でございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  御質問にあ

りました、この３万円の根拠になろうかと思い

ますけれども、これにつきましては、市内の宿

泊所の平均値を求めまして、それよりも、今回、

御提案した金額のほうが安価であったというと

ころで、この３万円を設定したところでござい

ます。 

 先ほども御説明申し上げましたけれども、物

価の高騰、あとは現指定管理者からの申出等に

より、整合性をとって市内情勢を鑑み、この金

額に決めたといったところでございます。 

 以上です。 

○持留良一議員  市場のほうは分かりました。

猿ヶ城渓谷の問題、これ、運営者の考え方、ま

た、市場の問題とか言われましたけれども、利
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用者の立場に立ったときの、その声というか、

アンケートというか、そのあたりはどんな形で

加味されたのか、しなかったのか、この点につ

いて。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  この金額を

上げることによって、利用者の声といったとこ

ろで直接的に私どもが聞き取りをしたことはご

ざいませんでしたけれども、先ほども申し上げ

ましたけれども、市内の宿泊料金よりも上げた

金額が安価でございますので、その辺は周知を

しながら御理解を求めたいと思っているところ

でございます。 

 以上です。 

○持留良一議員  市内の宿泊所は、それぞれ用

途・内容等によって段階的な格差が設けられて

いるというのは私も知っているんですけども、

やっぱりこれだけの値上がりということ、約２

倍近い値上がりということは利用者にとって、

やっぱり負担、やっぱりそこに求めてきたのは、

ここが安価だからと、そういう考え方もあった

ろうと思うんですよね。そうして、あと、運用

時はやっぱり様々、この問題については、本来

であれば、そのプロセスは考える形でのところ

にそういう声を生かしていくということも大事

だったと思うんですけども、当然、今後につい

ても、そういう様々な問題点、課題が出てくる

と思うんですが、それへの対応というか考え方

を、どんな形で、これ、浸透させていくお考え

なのか。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  御意見あり

がとうございます。 

 先ほど申し上げたとおり、上限については３

万円でございます。繫忙期につきましては３万

円で考えているところなんですけれども、閑散

期につきましては、その範囲内でございますの

で、その辺で誘客等を図って、御理解を求めた

いと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  よろしいですか。ほかに

質疑はありませんか。 

○梅木 勇議員  水道、給水水道事業の改正が

ありました。これについて具体的に説明してく

ださいませんか。 

○水道課長（岩元伸二）  今回のこの改正であ

りますけど、今年４月22日付で国土交通省のほ

うから通知が来ておりまして、この通知という

のが助言というもので、能登半島地震の被災状

況とかを見て、復旧工事が遅れたということで、

そのときが指定工事店を指定していたときに、

やっぱり、すぐ現場には行けるけど指定を取っ

ていないということで作業ができなかったとい

うことで、これはもう全国的な流れとなってお

りまして、改正を終えている市町村もあるよう

な状況であります。 

 それで、うちに関しましては、いろいろなこ

とを検討した上で、今回、上程するような形と

なったわけであります。 

 以上であります。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑はありません

か。 

○髙橋理枝子議員  ちょっと戻りますけど、議

案第12号の森の駅たるみずの料金改定について

なんですけれども、ちょっと現状をお聞きした

いと思います。 

 支払い方法がクレジットカードとか電子マ

ネーとか現状使えるのかというのと、民間の宿

泊サイトとかを利用して来られる方がいるよう

なシステムを導入しているのかというのを２点

お伺いします。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  支払いの方

法でありますけれども、今、現金のみだと私の

ほうは認識をしているところでございます。 

 あと、サイトにつきましては、ＳＮＳ等で空

き状況であったりとかという部分については努

力をされていると聞いておりますけれども、サ

イトから入って、民間サイトから予約ができる
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という状況ではございませんで、森の駅のサイ

トから予約をしてもらうという状況であろうか

と思います。 

 以上です。 

○髙橋理枝子議員  せっかく意欲的に料金改定

したりとかいうふうな方向性になっていってい

ると思うので、ほとんどが多分、宿泊サイトを

見て、比べて申し込んでこられる方が多いです、

外国人も含めて。とてももったいないなという

ふうに前から思っていますので、今後、そうい

った観点でまた考えていただけたらなというふ

うに思いますけど、どうでしょう。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  貴重な御意

見ありがとうございます。繁忙期につきまして

は、もう既存の利用者の方々から予約が入って、

夏の時期ですけれども、かなり予約を取れない

という状況もありますけれども、課題といたし

ましては、やはり閑散期をどうするかといった

ところは、議員がおっしゃったように、媒体使

ってのＰＲというのはかなり必要になってこよ

うかと思いますので、その辺も検討をしていき

たいと思います。 

 以上です。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案４件については、いずれも産

業厚生委員会に付託いたします。 

   △議案第14号・議案第15号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第17、議案第14号及

び日程第18、議案第15号の議案２件を一括議題

といたします。 

 件名の朗読を省略します。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第14号 垂水市議会議員及び垂水市長の選

挙における選挙運動用ビラ並びに選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する条例

の一部を改正する条例 案 

議案第15号 垂水市火災予防条例の一部を改正

する条例 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

○選挙管理委員会事務局長（福元美子）  議案

第14号垂水市議会議員及び垂水市長の選挙にお

ける選挙運動用ビラ並びに選挙運動用ポスター

の作成の公営に関する条例の一部を改正する条

例案について御説明いたします。 

 公職選挙法施行令の一部を改正する法令が令

和７年６月４日に施行されたことに伴い、垂水

市議会議員及び垂水市長の選挙における選挙運

動用ビラ並びに選挙運動用ポスターの作成の公

営に関する条例の一部を改正しようとするもの

でございます。 

 改正の主な内容は、最近における物価の変動

等に鑑み、衆議院及び参議院議員の選挙におけ

る選挙運動に関し、選挙運動用通常はがき等の

作成の公営に要する経費に係る限度額が引き上

げられたことに伴い、本市における市議会議員

及び市長選挙の選挙運動用ビラ並びに選挙運動

用ポスターに係る公営単価を、国の基準に基づ

き見直しを行うものでございます。 

 それでは、添付してあります新旧対照表で御

説明いたします。 

 第４条で、選挙運動用ビラの１枚当たりの作

成単価の限度額を７円73銭から８円38銭に、第

８条で、選挙運動用ポスターの１枚当たりの作

成単価の限度額を541円31銭から586円88銭へ改

定するものでございます。 

 なお、附則としまして、この条例は公布の日

から施行しようとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○消防長（松尾智信）  議案第15号垂水市火災

予防条例の一部を改正する条例案につきまして
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御説明申し上げます。 

 今回の改正は近年のサウナブームを背景に、

従来の屋内の浴室等のサウナ室に設置されるサ

ウナ設備とは異なり、屋外のテント等に設置さ

れる消費熱量が小さい簡易的なサウナ設備が増

加していることから、安全性の検証結果の現状、

さらに能登半島地震により発生した輪島市大規

模火災を受けて、大規模地震時の電気火災対策

強化が重要であり、安全性向上に向けた具体的

な規制の見直しが必要とされたことを踏まえて、

令和７年11月12日付で消防庁次長より火災予防

条例の一部改正通知が発出されたことから所要

の改正を行うものです。 

 改正の主な内容につきましては、対象火気設

備等の位置・構造及び管理並びに対象火気器具

等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を

定める省令等の一部改正に伴い、対象火気設備

への簡易サウナ設備の追加を行うものでござい

ます。 

 それでは、改正の詳細につきまして、新旧対

照表で御説明いたします。 

 下線を引いたところが改正部分でございます。 

 まず、第７条の２の見出しを「一般サウナ設

備」に改め、同条第１項各号列記以外の部分中

「サウナ室に設ける放熱設備（サウナ設備）」

を「一般サウナ設備（簡易サウナ設備以外のサ

ウナ設備（サウナ室に設ける放熱設備をい

う。）をいう。以下同じ）」に改め、同条第２

項中「サウナ設備」を「一般サウナ設備」に、

同条第２号中「サウナ設備」を「一般サウナ設

備」に改め、同条を第７条の３とし、第７条の

次に１条を加えております。 

 第７条の２の簡易サウナ設備関係として、テ

ント型サウナ室またはバレル型サウナ室に設け

る放熱設備であって、屋外その他の直接外気に

接する場所に設ける定格出力６キロワット以下

のものであり、かつ、まきまたは電気を熱源と

するものを簡易サウナ設備として定義しており

ます。 

 また、同条の１項に、簡易サウナ設備と建築

物等及び可燃性の物品との火災予防上安全な距

離として、周囲の可燃物が許容最高温度を超え

ない距離または当該可燃物が引火しない距離の

確保維持に関すること、さらに、同条の２項に

は、簡易サウナ設備の温度が異常に上昇した場

合に、直ちにその熱源を遮断することができる

手動及び自動の装置を設けることとし、ただし、

まきを熱源とするものにあっては、その周囲に

おいて火災が発生した際に速やかに使用できる

位置に消火器を設置することにより、代えるこ

とができることとしております。 

 第７条の３の一般サウナ設備関係については、

簡易サウナ設備以外のサウナ設備（サウナ室に

設ける放熱設備）を一般サウナ設備として定義

しております。 

 第29条の７の住宅における火災の予防の推進

には、住宅における火災の予防を推進するため

の施策に感震ブレーカーの普及促進を明記した

こと、また、第44条には火を使用する設備等の

設置の届出、簡易サウナ設備について相対的に

火災危険性が低いと考えられる個人が設けるも

のを除き、一般サウナ設備と同様に届出を要す

ることとしております。 

 なお、附則といたしまして、この条例は令和

８年３月31日から施行しようとするものでござ

います。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対して、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○新原 勇議員  １点だけお聞かせください。 

 今の垂水市火災予防のやつで、第20条の７の

第１項に、住宅用防災機器の次に感震ブレー

カーってありますけども、この感震ブレーカー

は震度幾らを対象にしたやつなのか、お聞かせ

ください。震度とは別に、感震ブレーカーとは
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どのようなものか、お聞かせください。 

○消防長（松尾智信）  すみません。質問の趣

旨が、震度を感知すると言われましたか。 

○新原 勇議員  震度ですか、それとも何か、

震度か、そこの中で何かあったときのやつなの

か、その感震ブレーカーについてお聞かせくだ

さい。 

○消防長（松尾智信）  この感震ブレーカーに

つきましては、地震の関係で一定規模の地震の

震度を感知したときに作動する感震ブレーカー

ということになります。 

○議長（北方貞明）  もう一回、すみません、

答えてください。 

○新原 勇議員  震度が何以上のやつとか、そ

ういうのが規約はあるのか、それをお聞かせく

ださい。 

○消防長（松尾智信）  震度につきましては、

震度１からか、基準があるかにつきましては、

ちょっと把握はしていないところでございます

けれども、ある程度、地震の揺れがあった場合

には、失礼しました、震度５強で感震ブレー

カーが作動するということでございます。 

○議長（北方貞明）  よろしいですか。ほかに

質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案２件については、いずれも総

務文教委員会に付託いたします。 

   △議案第16号～議案第18号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第19、議案第16号か

ら日程第21、議案第18号までの議案３件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第16号 垂水市過疎地域持続的発展計画に

ついて 

議案第17号 内ノ野辺地に係る総合整備計画に

ついて 

議案第18号 野久妻辺地に係る総合整備計画に

ついて 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  議案第16号垂水

市過疎地域持続的発展計画について御説明申し

上げます。 

 現在の垂水市過疎地域持続的発展計画は、計

画期間が令和３年度から令和７年度までとなっ

ており、本年度末でその期間が終了となるとこ

ろでございます。 

 垂水市は、過疎地域の持続的発展の支援に関

する特別措置法に基づき、市内全域が過疎地域

として指定されており、少子高齢化や人口減少

の進行に伴い、地域経済の縮小や地域コミュニ

ティ維持の困難化といった課題に直面しており

ます。これらの課題に対応し、市民の皆様が安

心して暮らせる地域社会を構築するため、過疎

地域の持続的発展を図る取組を継続する必要が

ございます。 

 そこで、令和８年度から令和12年度までを計

画期間とする垂水市過疎地域持続的発展計画を

新たに策定し、本計画に基づき、過疎対策を推

進しようとするものでございます。このため、

本計画の策定に当たり、過疎地域の持続的発展

の支援に関する特別措置法第８条第１項の規定

に基づき、本議案について議会の議決を求めよ

うとするものでございます。 

 以上で本議案についての説明は終わります。 

 続きまして、議案第17号内ノ野辺地に係る総

合整備計画について御説明申し上げます。 

 本議案は、土木課が所管する市道内ノ野線の

改良舗装整備に関連し、令和８年度から令和10

年度までの３年間にわたる内ノ野辺地の総合整

備計画の策定について、議会の議決を求めるも

のです。 

 辺地に係る総合整備計画については、辺地に
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係る公共的施設の総合整備のための財政上の特

別措置等に関する法律に基づき、著しい生活文

化水準の格差が認められる地域を辺地として指

定し、辺地とその他の地域の格差是正を目的と

するものでございます。 

 今回の計画では、市道内ノ野線の総延長200

メートルの区間において、改良舗装整備工事を

計画期間である令和８年度から令和10年度まで

の３年間で実施する予定でございます。総事業

費は6,000万円を見込んでおり、財源として辺

地対策事業債を活用する予定でございます。こ

の事業債は、後年度の元利償還金の80％が交付

税措置される仕組みであるため、効率的な財政

運営が可能となります。 

 以上で本議案の説明を終わります。 

 続きまして、議案第18号野久妻辺地に係る総

合整備計画について御説明申し上げます。 

 本議案は、土木課が所管する市道元垂水原田

線の改良舗装整備に関連し、令和８年度から令

和12年度までの５年間を計画期間とする野久妻

辺地に係る総合整備計画の策定について、議会

の議決を求めるものでございます。 

 辺地に係る総合整備計画については、辺地に

係る公共的施設の総合整備のための財政上の特

別措置等に関する法律に基づき、著しい生活文

化水準の格差が認められる地域を辺地として指

定し、辺地とその他の地域の格差是正を目的と

するものでございます。 

 今回の計画では、市道元垂水原田線において、

総延長1,500メートルの区間での測量設計及び

総延長800メートルの区間での改良舗装工事を、

計画期間である令和８年度から令和12年度まで

の５年間で実施するものでございます。総事業

費は２億3,000万円を見込み、その財源として

辺地対策事業債を活用する予定でございます。

この事業債は、繰り返しになりますけれども、

後年度の元利償還金の80％が交付税措置される

仕組みであるため、効率的な財政運営が可能と

なります。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○梅木 勇議員  議案第18号野久妻辺地に係る

総合整備計画について、ちょっとお願いをして

おきます。 

 今年度でこの事業は上市木までが終わって、

切れ目なく来年度からこの事業をしていただく

ということは非常にありがたく思っております。 

 これから始まります上市木から野久妻までの

間は、これまで上市木の振興会から数か所改善

の要望がなされております。 

 改めて、この要望に沿った形で測量設計をし

ていただくように測量設計の段階で地域と話合

いをして、地域の声を聞いて測量設計をしてい

ただきたいなということをお願いしておきます。

よろしくお願いいたします。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  ただいまの３件について

は、いずれも総務文教委員会に付託いたします。 

 ここで暫時休憩いたします。再開は１時15分

から行います。 

     午前11時50分休憩 

 

     午後１時15分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

   △議案第19号上程 

○議長（北方貞明）  日程第22、議案第19号令

和７年度垂水市一般会計補正予算（第９号）案

を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○財政課長（草野浩一）  議案第19号令和７年

度垂水市一般会計補正予算（第９号）案につい

て御説明申し上げます。 
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 主な補正の内容を記載いたしました参考資料

を配信しておりますので併せてご覧ください。 

 今回の補正の主な理由は、令和７年人事院勧

告による人件費の補正、財政調整基金及び減債

基金並びに市有施設整備基金への積立て、特別

会計への繰出し、各種事業費の確定等に伴う歳

入歳出予算の整理によるものでございます。 

 また、年度内に事業完了できないため、やむ

を得ず繰り越す事業についての繰越明許費の設

定、複数年の支出を見込む事業についての債務

負担行為の補正などを同時に行うものでござい

ます。 

 今回の補正は、歳入歳出とも１億6,713万

3,000円を増額し、補正後の歳入歳出予算総額

は167億9,717万1,000円となります。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並

びに補正後の歳入歳出予算の金額は、３ページ

から５ページまでの第１表、歳入歳出予算補正

に掲げてあるとおりでございます。 

 ６ページをご覧ください。 

 第２表、繰越明許費について御説明申し上げ

ます。 

 地方自治法第213条第１項の規定により、翌

年度に繰り越して使用できる経費をお示しして

おります。 

 繰り越す事業の内容でございますが、２款総

務費３項戸籍住民基本台帳費の戸籍附票への旧

氏及び旧氏の振り仮名記載事業は、令和７年度

の国の補正予算に係るもので、国から示されて

いる方針では繰越手続が予定されているため、

本補正予算に必要な経費を計上し、繰越しを行

うものでございます。 

 ５項統計調査費の地籍調査事業は、同じく国

の補正予算に係るもので、令和８年度に実施す

る調査に係るものとされておりますことから、

本補正予算に必要な経費を計上し繰越しを行う

ものでございます。 

 ８款土木費２項道路橋梁費の元垂水原田線の

り面対策工事は、令和７年第２回定例会にて御

説明申し上げましたとおり、当工事施工箇所が

埋蔵文化財包蔵地、いわゆる遺構であることか

ら、令和７年２月に鹿児島県教育委員会及び垂

水市教育委員会へ埋蔵文化財包蔵地における土

木工事等の届出書の提出を行ったところ、同年

５月に発掘調査の実施通知を受け、調査業務委

託するための発注業務及び現地調査に９か月の

日数を要し、本工事の着手が遅延したことによ

り年度内に完了することが困難であるため繰越

しを行うものでございます。 

 ６項住宅費の柊原団地建替工事（建築外構）

は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律、いわゆる建築物省エネ法の改正が令

和７年４月１日から施行されたことにより、省

エネ基準が厳格になり、当初の設計内容では基

準を満たしていないことが判明し、基準に適合

するための図面修正及び積算のやり直しが必要

になったことにより発注に遅れが生じ、年度内

に完了することが困難であるため繰越しを行う

ものでございます。 

 ９款消防費１項消防費の地域未来交付金（地

域防災緊急整備型）は、令和７年度の国の補正

予算に係るもので、国の示すスケジュールでは

実施計画の審査を経て、交付決定が３月下旬予

定となっているため、本補正予算に必要な経費

を計上し、繰越しを行うものでございます。 

 以上、繰越明許費全体としまして５事業の総

額１億1,527万1,000円でございますが、繰越し

に要する財源は、国県支出金、地方債、一般財

源でございます。 

 債務負担行為にも補正がありましたので、７

ページの第３表、債務負担行為の補正をご覧く

ださい。 

 追加でございますが、垂水市放課後児童クラ

ブ健全育成事業業務委託は、12月議会の全員協

議会において所管課が御説明申し上げましたと

おり、今年度中に公募型プロポーザルにより契
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約候補者を選定し、令和８年４月１日から令和

11年３月31日までの複数年契約を締結するため

に債務負担行為を追加するものでございます。 

 農業近代化資金利子補給金及び肉用牛繁殖用

素牛導入預託事業は、本年度に交付決定等した

ものについて最終年度までの債務負担行為を追

加するものでございます。 

 ＰＦＩ事業運営負担金は、南の拠点整備事業

（Ｂ棟）契約書、別紙７、サービス対価の見直

しの第１項において、市は一定の水準を超える

物価変動があった場合、支払金額の変更を行う

ものとするとされ、同項第３号のサービス対価

の改定方法において、当該年度のサービス対価

は厚生労働省が発表する毎月勤労統計調査を用

いて、前回改定時の指標と当該年度の指標、

前々年８月から前年７月までの12月分の平均値

とを比較し、３％以上の変動が認められる場合

に改定すると定められております。そのことか

ら、前回の改定時指標である令和５年度の指標

と令和７年度の指標、令和６年８月から令和７

年７月までの12か月分の平均値とを比較いたし

ましたところ、4.67％増の変動が認められまし

たことから、計算式に基づき、令和８年度から

最終年度までの債務負担行為を追加するもので

ございます。 

 地方債にも補正がありましたので、８ページ

の第４表、地方債の補正をご覧ください。 

 変更でございますが、各事業費の決算見込み

に伴う補正で、それぞれの事業に伴う起債額を

右の欄に示す限度額に変更し、本年度の起債限

度額を合計９億7,970万円にしようとするもの

でございます。 

 次に、事項別明細にて、歳出について主なも

のを御説明申し上げます。なお、事務事業の決

算見込みに伴う予算整理に係るものにつきまし

ては、説明を省略させていただきます。 

 17ページをご覧ください。 

 ２款総務費１項総務管理費８目財産管理費、

18ページの積立金は、説明欄にありますとおり

財政調整基金及び減債基金並びに市有施設整備

基金に積立てを行うものでございます。 

 10目企画費、負担金、補助及び交付金の廃止

路線代替バス運行費負担金及び地域間幹線系統

確保維持費補助金は、実績確定による減額でご

ざいます。 

 22ページをご覧ください。 

 ５項統計調査費３目国土調査費、23ページの

委託料は、先ほど繰越明許費で御説明申し上げ

ました国の補正予算に係るもので、本補正予算

に必要な経費を計上し、繰越しを行うものでご

ざいます。 

 25ページをご覧ください。 

 ３款民生費１項社会福祉費11目国民健康保険

事業費、繰出金の国民健康保険特別会計法定外

繰出金は、令和７年度において国民健康保険特

別会計の収支不足が見込まれることから増額を

行うものでございます。 

 26ページをご覧ください。 

 13目介護老人保健施設費繰出金は、説明欄の

とおり老人保健施設特別会計への繰出金で、昨

年度同様、今年度においても特別会計における

収支不足が見込まれることから一般会計から繰

出しを行うものでございます。 

 29ページをご覧ください。 

 ４款衛生費２項清掃費１目清掃総務費、負担

金補助及び交付金の浄化槽設置整備事業補助金

は、今年度実績見込みによる減額でございます。 

 30ページをご覧ください。 

 ３項病院費１目病院費、31ページの負担金、

補助及び交付金は、病院事業会計への負担金で

ございます。 

 34ページをご覧ください。 

 ６款農林水産業費３項水産業費２目水産業振

興費、負担金、補助及び交付金の輸出等対応施

設整備事業補助金は実績見込みによる減額でご

ざいます。 
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 35ページをご覧ください。 

 ８款土木費１項土木管理費１目土木総務費、

36ページの備品購入費は、土木課で使用してお

ります大型プリンター・コピー機について、現

在、不具合が発生しており、耐用年数が経過し

修理部品等もないことから、新たに買い替えよ

うとするものでございます。 

 ２項道路橋梁費１目道路維持費の委託料及び

工事請負費は、道路維持改良事業の執行見込み

による減額でございます。 

 38ページをご覧ください。 

 ６項住宅費１目住宅管理費の委託料及び工事

請負費は、第２表、繰越明許費で御説明申し上

げました建築外構分を除いた柊原団地建替工事

に係る不用額の減額でございます。 

 39ページをご覧ください。 

 ９款消防費１項消防費５目災害応急対策費の

備品購入費は、同じく繰越明許費で御説明申し

上げました国の補正予算に係るもので、本補正

予算に必要な予算を計上し、繰越しを行うもの

でございます。 

 41ページをご覧ください。 

 10款教育費２項小学校費３目小学校施設整備

費、委託料及び工事請負費は垂水小学校自動火

災報知設備・防火戸改修工事に係る不用額の減

額でございます。 

 以上が歳出の主なものでございますが、これ

らに対する歳入は、前に戻っていただきまして、

９ページの事項別明細書の総括表及び11ページ

からの歳入明細にお示ししてありますように、

それぞれの事務事業に伴う国県支出金、繰入金、

諸収入、市債などの特定財源と地方特例交付金、

地方交付税、繰越金等を補正し、収支の均衡を

図るものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  繰出金で老人保健施設特別会

計への点なんですけども、毎年、事業の経営と

返済とのまだ残っているという関係があったん

ですが、この事業経営のほうの収支ではつかめ

ますか、経営実態が。 

○保健課長（永田正一）  この後の老人保健施

設特別会計のところで御説明しようかと考えて

いたところなんですが、説明させていただきま

すと、今年度につきましては感染症によるクラ

スターの影響とか、あと新規受入れ停止がなく

運営自体はできているところなんですが、やは

りその稼働率が上がらないというところで減収

が生じてきている状況となっております。これ

までは少しずつ減収の幅が少なくなってきてい

て、繰出金も少なくなってきたところなんです

が、今年度につきましては併せて物価高騰等に

よりまして人件費の高騰とか、逆に歳出側が大

きくなっているというところで、例年より少し

厳しい状況というところで繰出金を今回8,000

万円計上しているところでございます。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  いろいろ経営努力もされてい

るというふうに思うんですけども、競合もあっ

たりとかいうことで大変経営が厳しい状況が分

かるんですが、そのあたりの努力というか、そ

れもやっぱり反映している部分はあるかと思う

んですが、その点についてはどうなんでしょう

か。 

○保健課長（永田正一）  コスモス苑に限らず

中央病院もなんですが、やはりどこも経営が悪

化している状況になってきております。そこで

今後どうしていくかというところで、事務局側

と３か月に一度の情報共有、今こういう状況に

なっているとか、今後こういうところにちょっ

と経費節減に努めていくとか、そういうところ

の情報共有はきちんとやっているところでござ

います。少しでも経営が改善するように実施し

ているところでございます。 
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 以上です。 

○持留良一議員  全国的に病院が約５割か６割

赤字経営という実態が報告もされているし、そ

ういう意味で来年度の医療報酬の改定もされる

かと思うんですけども、そういう部分のやっぱ

り影響というのもこの事業経営に与えていると

いう点では大きいんでしょうか。 

○保健課長（永田正一）  国からの改善とか、

そういう部分でしょうか。今回、老人保健施設

特別会計の補正予算の中で説明する予定だった

んですが、その補助金というのが今回組み込ま

れております。この補助金につましては、国か

らの補助金というところで令和６年度の繰越補

助金となっておりまして、その処遇改善に係る

補助金として今回182万円計上しているところ

です。 

 また、７年度につきましても国のほうが措置

をしておりますので、これも繰越しになると考

えられますので、８年度で計上してくるという

ところを今考えているところです。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑はありますか。 

○前田 隆議員  総務管理費の積立金について

お伺いします。 

 まず、財政調整基金と市有施設整備基金にそ

れぞれ今回積み立てておられますが、その段階

での残高をまず教えてください。 

 次に、それを受けて３月中旬から終わり頃に

特別地方交付税が確定しますよね。それを慣例

でいくといつも急を要するということで専決処

分で４月ぐらいにいつも発表されて、我々は特

別交付税が幾らあって、市有施設に幾らとか財

政調整に幾ら振り分けたということは結果でし

か分からないわけです。現段階で、仮に特別交

付税が例年12月頃の分と最初の分で10億円ぐら

いは、毎年、特別交付税がありますよね。その

分の現段階での残りの分の７から８億あったと

したら、それの振分け。振分けを例えば財政調

整基金でどれぐらいとか、地方交付税とか、そ

の辺の部分があるんであれば、その令和７年度

末の残高というか、見通しを教えていただきた

いと思います。 

○財政課長（草野浩一）  最初の財政調整基金

と市有整備基金の残高でございますが、まず、

令和６年度末の残高がこれまでも答弁しており

ますとおり、17億7,200万6,000円でございます

が、今回これまでの補正予算で取り崩して差し

引きまして14億1,903万9,000円でございます。

今回の積立てをしまして、結果的に15億8,403

万9,000円となります。 

 次に、市有整備基金でございますが、６年度

末残高が20億9,494万9,000円でございますが、

これまでの補正を踏まえまして、今回の積立て

を加えまして、７年度見込みとしましては15億

5,479万6,000円となります。 

 次に、特別交付税の関係ですが、議員が言わ

れましたとおり３月末で確定いたしますので、

今回12月補正で12月で交付がありますので、ち

ょっと今資料をパッと出せないところなんです

が、その一旦出した額では県内では結構、鹿屋

市も大きかったという額が交付されております

が、要因としましては先ほど保健課長が言いま

したとおり、公立病院の赤字補痾というところ

が大きなところもあるんですが、最終的にその

額が幾らになるかというところは実際に見通せ

ないところでございますので、この間、１月で

市長と同行して陳情にも行きましたけど、そこ

はまた総務省のほうでしっかりとルール配分と

プラス市町村の特別事情という形になりますの

で、幾ら額が見込まれて幾ら振り分けるという

ところはなかなか見通せないところでございま

す。したがいまして、どうしても専決処分とい

う形でしないといけないという形になっており

ます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  そしたら３月20日過ぎぐらい

でないと特別交付税で確定しないわけですよね。
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その時点で大体分かったといったら専決処分さ

れる前に教えていただくことは可能なんですか。 

○財政課長（草野浩一）  そこはお互いに情報

共有というところで、議会開会中かどのタイミ

ングで交付税が来るか分かりませんので、内示

額が出た時点でまた情報共有をしたいと思って

おります。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 本案については、所管の各常任委員会に付託

いたします。 

   △議案第20号～議案第27号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第23、議案第20号か

ら日程第30、議案第27号までの議案８件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第20号 令和７年度垂水市国民健康保険特

別会計補正予算（第４号） 案 

議案第21号 令和７年度垂水市後期高齢者医療

特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第22号 令和７年度垂水市交通災害共済特

別会計補正予算（第１号） 案 

議案第23号 令和７年度垂水市介護保険特別会

計補正予算（第２号） 案 

議案第24号 令和７年度垂水市老人保健施設特

別会計補正予算（第２号） 案 

議案第25号 令和７年度垂水市水道事業会計補

正予算（第３号） 案 

議案第26号 令和７年度垂水市病院事業会計補

正予算（第１号） 案 

議案第27号 令和７年度垂水市漁業集落排水処

理施設事業会計補正予算（第２号） 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

○市民課長（福元美子）  議案第20号令和７年

度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第４

号）案について御説明申し上げます。 

 ２ページをお開きください。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ192万7,000

円を増額し、歳入歳出予算の総額を22億6,435

万2,000円とするものでございます。 

 主な補正の理由でございますが、健康ポイン

ト事業などの事業確定に伴う減額及び令和６年

度の普通交付金の確定に伴う償還金について増

額するものでございます。 

 また、歳入の補正に伴い、財源の組替えを行

っております。 

 それでは、歳入歳出補正予算事項別明細によ

り御説明いたします。 

 初めに、歳出から御説明いたします。 

 ９ページをお開きください。 

 １款１項総務管理費、２項徴収費、３項運営

協議会費、４項趣旨普及費は、財源の組替えで

ございます。 

 10ページをお開きください。 

 １款５項１目医療費適正化特別対策事業費は

レセプト点検員の雇用について当初２名を予定

しておりましたが、１名での実施となったため、

人件費を減額するものでございます。なお、11

節役務費は、医療費通知分の郵送料に不足が見

込まれたため増額するものでございます。 

 ２款２項３目高額介護合算療養費は、支給対

象者の増加により増額するものでございます。 

 ４項１目出産育児一時金は、出産件数見込み

減少のため減額するものでございます。 

 ３款１項１目医療給付費分は、財源の組替え

でございます。 

 ５款１項１目疾病予防費は、医療専門職の会

計年度任用職員の雇用について計画どおりに雇

用できなかったことから、人件費を減額するも

のでございます。なお、７節報償費につきまし
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ては、福祉大会の際の福祉作文コンクールが実

施されなかったことから不用額を減額するもの

でございます。 

 ３目健康ポイント事業費は、ポイント交換が

終了したことに伴う商品券代の精算及び会計年

度任用職員の確保ができなかったことによる人

件費を減額するものでございます。 

 ２項１目特定健康診査等事業費、２目特定健

診・特定保健指導未受診者等対策費は医療専門

職１人の会計年度任用職員の雇用を計画どおり

に雇用できなかったことにより人件費を減額す

るものでございます。 

 ８款１項８目保険給付費等の交付金償還金は、

令和６年度分の普通交付金の確定に伴う償還金

と、特定健康診査等負担金分、保険者努力支援

交付金等の確定に伴う特別交付金の償還金を増

額補正するものでございます。 

 続きまして、歳入について御説明申し上げま

す。 

 ７ページをお開きください。 

 １款１項１目国民健康保険税につきましては、

今後の見込みにより増額するものでございます。 

 ５款１項１目保険給付費等交付金につきまし

ては、交付額決定により調整するものでござい

ます。 

 ７款繰入金は、それぞれの事業の繰入額見込

みにより調整するものでございます。 

 ９款諸収入３項雑入２目第三者納付金につき

ましては、第三者行為によるけがなどの際の医

療費について求償事務の結果、収入見込み分を

増額するものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、議案第21号令和７年度垂水市後

期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）案に

ついて御説明いたします。 

 ２ページをお開きください。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ134万3,000

円を減額し、歳入歳出予算額の総額を２億

9,219万円とするものでございます。 

 主な補正の理由でございますが、後期高齢者

医療広域連合納付金に係る被保険者保険料の今

後の見込額及び保険基盤安定負担金の交付額が

決定したことによるものでございます。 

 それでは、歳入歳出補正予算事項別明細書に

より御説明いたします。 

 初めに、歳出から御説明いたします。 

 ８ページをお開きください。 

 １款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金

は、被保険者保険料の増額分と保険基盤安定負

担金の交付額が決定されたことに伴う減額補正

でございます。 

 これに対する歳入でございますが、７ページ

にありますとおり、後期高齢者医療保険料、一

般会計繰入金の補正をもって収支の均衡を図っ

ております。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、議案第22号令和７年度垂水市交

通災害共済特別会計補正予算（第１号）案につ

いて御説明申し上げます。 

 ２ページをお開きください。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ10万3,000

円を追加し、歳入歳出予算の総額を553万3,000

円とするものでございます。 

 補正の理由でございますが、会計年度任用職

員に係る人件費の不足によるものでございます。 

 それでは、歳入歳出補正予算事項別明細によ

り御説明いたします。 

 歳出から御説明いたします。 

 ８ページをお開きください。 

 １款１項１目の事業費につきましては、会計

年度任用職員の報酬でございます。 

 次に、歳入につきまして御説明申し上げます。 

 戻りまして、７ページをご覧ください。 

 支出に対する歳入は、全額４款繰越金を充て、
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収支の均衡を図っております。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○福祉課長（新屋一己）  議案第23号令和７年

度垂水市介護保険特別会計補正予算（第２号）

案について御説明申し上げます。 

 ２ページをご覧ください。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ499万8,000

円を追加し、歳入歳出予算の総額を23億1,120

万6,000円とするものでございます。 

 補正の理由でございますが、令和７年度介護

報酬改定に伴うシステム改修事業及び訪問給食

の利用者増加による見守り経費の増が主なもの

で、その他介護給付費の組替え、地域包括支援

センターの会計年度任用職員人件費の増額補正

を行ったところでございます。 

 それでは、事項別明細書の歳出から御説明申

し上げます。 

 ９ページをご覧ください。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費の

委託料は、令和７年度介護報酬改定に伴うシス

テム改修費でございます。 

 同じく２款保険給付費１項サービス等諸費か

ら10ページの３項高額介護サービス等費までの

負担金、補助及び交付金は、介護給付費の見込

みによる予算組替えでございます。 

 11ページをご覧ください。 

 ３款地域支援事業費２項包括的支援事業費・

任意事業費の４目任意事業費の委託料は、訪問

給食事業の見守りに係る費用の増額でございま

す。 

 なお、５目在宅医療・介護連携推進事業費か

ら７目認知症総合支援事業費までの保険者機能

強化推進交付金並びに介護保険保険者努力支援

交付金を充当したことによる財源組替えでござ

います。 

 続きまして、歳入について御説明申し上げま

す。 

 戻りまして、７ページをご覧ください。 

 ３款国庫支出金は、地域支援事業における事

業費増額に伴うものが主でございますが、５目

保険者機能強化推進交付金及び６目介護保険保

険者努力支援交付金は、国から財政的インセン

ティブとして交付されるもので交付決定により

予算化するものでございます。 

 次に、４款支払基金交付金１項支払基金交付

金２目地域支援事業支援交付金から、８ページ

にわたりますが、７款繰入金１項一般会計繰入

金の２目及び３目の地域支援事業交付金までは、

事業費の増額による支払基金、県・市それぞれ

の負担分でございます。 

 ４目事務費繰入金は、令和７年度介護報酬改

定に係るシステム改修の市負担分でございます。 

 同じく２項基金繰入金１目介護給付費準備基

金繰入金は、保険者機能強化推進交付金並びに

介護保険保険者努力支援交付金を充当したこと

による減額でございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○保健課長（永田正一）  議案第24号令和７年

度垂水市老人保健施設特別会計補正予算（第２

号）案について御説明申し上げます。 

 ２ページをお開きください。 

 今回の補正は、歳入歳出予算の総額を増減な

しとし、歳入歳出予算の総額を７億1,751万

6,000円とするものでございます。 

 補正の理由でございますが、介護老人保健施

設コスモス苑の施設稼働は、新規入所申込者の

減少により、当初見込んでおりました施設稼働

率まで達していない状況でございます。そのこ

とから施設利用収入を減額するとともに、その

減額した資金不足分の補痾として一般会計から

の繰入れを行おうとするものでございます。 

 それでは、５ページをお開きください。 

 事項別明細書の歳入について御説明いたしま

す。 
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 １款１項療養費収入１目施設療養費収入は、

事業収益の減収見込みにより減額するものでご

ざいます。 

 ２款使用料及び手数料１項使用料１目施設使

用料は、施設個室料の増収見込みに伴い増額す

るものでございます。 

 ２項手数料１目施設手数料は、診断書や主治

医意見書の文書料の増収見込みに伴い増額する

ものでございます。 

 ５款諸収入１項１目預金利子は、普通預金の

金利上昇に伴う預金利子の増収見込みにより増

額するものでございます。 

 ２項雑入１目実費弁償金は、日用品費、食費、

居住費等に係る利用者の実費負担分の減収見込

みにより減額するものでございます。 

 ６ページにかけましての２目雑入は、コスモ

ス苑に設置しております自動販売機に係る電力

使用料のほか、利用者のクリーニング代、散髪

代、インフルエンザ等の予防接種費に係る利用

者の実費負担分の増収見込みにより増額するも

のでございます。 

 ６款繰入金２項１目一般会計繰入金は、今年

度の資金不足見込額を一般会計より繰り入れる

ものでございます。 

 ９款県支出金２項県補助金１目鹿児島県介護

人材確保・職場環境改善等事業費補助金は、介

護職員の処遇改善に係る鹿児島県の補助金でご

ざいます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○水道課長（岩元伸二）  議案第25号令和７年

度垂水市水道事業会計補正予算（第３号）案に

ついて御説明申し上げます。 

 補正の主な理由は、12月補正以降に生じた給

料、各手当の異動分の補正及び標準報酬の等級

改定等に伴う共済費の補正を行うものでござい

ます。 

 それでは、参考資料により御説明いたします。 

 ７ページをお開きください。 

 まず、収益的支出の１款水道事業費用１項営

業費用２目配水及び給水費の節給料から、その

他引当金繰入額までと、３目総係費の節給料か

ら、その他引当金繰入額までの費用を補正する

ものでございます。 

 ２ページにお戻りください。 

 したがいまして、第２条は、令和７年度垂水

市水道事業会計補正予算（第２号）第２条に定

めた収益的支出の営業費用を143万9,000円増額

し、総額２億8,008万2,000円とするものでござ

います。 

 第３条は、補正予算（第２号）第４条に定め

た議会の議決を経なければ流用できない経費の

職員給与費は143万9,000円増額し、6,013万

5,000円とするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○保健課長（永田正一）  議案第26号令和７年

度垂水市病院事業会計補正予算（第１号）案に

ついて御説明申し上げます。 

 ２ページでございますが、第２条は、令和７

年度の病院事業に係る交付税措置額の確定に伴

い、病院事業の収益的収入及び支出の予定額を

それぞれ増額するものでございます。 

 また、第３条は、資本的収入及び資本的支出

をそれぞれ減額するもので、内容は医療機器整

備及び施設設備整備事業が完了したことに伴い、

その残額を減額するものでございます。 

 続きまして、３ページでございますが、第４

条は企業債の補正になりますが、医療機器及び

施設設備整備に要する財源として発行する企業

債について、事業費が確定したことに伴い、起

債の限度額をそれぞれ減額しようとするもので

ございます。 

 それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。 

 ９ページをお願いします。 
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 収益的収入及び支出についてでございますが、

収益的収入の１款病院事業収益１項医業収益１

目他会計負担金を4,464万9,000円増額し、２項

医業外収益２目他会計負担金を２億9,134万

2,000円増額するものでございます。これは令

和７年度の病院事業に係る交付税措置額が確定

したことに伴い、現予算との差額を病院事業収

益に計上するものでございます。 

 前後しますが、２項医業外収益１目受取利息

及び配当金は、受取利息が当初の見込みよりも

増額しましたことから62万9,000円を増額する

ものでございます。 

 ４目指定管理者負担金は、令和６年度発行の

企業債の利率が当初の見込みより上回ったこと

により、２万4,000円を増額するものでござい

ます。 

 10ページでございますが、支出の収益的支出

の１款病院事業費用１項医業費用１目経費の政

策的医療交付金は、令和７年度の病院事業に係

る交付税措置額が確定したことに伴い、救急医

療に要する経費や院内保育に要する経費など、

指定管理者に支払う政策的医療交付金を３億

9,500万3,000円増額しようとするものでござい

ますが、今年度におきましても交付税措置額に

加えまして、内部留保金を一部充当するもので

ございます。 

 次に、11ページの資本的収入及び支出につい

てでございますが、収入の１款資本的収入１項

１目企業債は、事業完了に伴い企業債の発行額

に合わせて不用となる4,970万円を減額しよう

とするものでございます。 

 次に、支出の１款資本的支出２項建設改良費

は、事業完了に伴いまして１目固定資産購入費

を3,296万円、２目施設改良費を1,114万4,000

円、それぞれ減額するものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○生活環境課長（有馬孝一）  議案第27号令和

７年度垂水市漁業集落排水処理施設事業会計補

正予算（第２号）案について御説明申し上げま

す。 

 補正の主な理由は、消費税及び地方消費税の

納付に不足が見込まれるため補正を行うもので

ございます。 

 ２ページをご覧ください。 

 第２条は、令和７年度垂水市漁業集落排水処

理施設事業会計予算第３条に定めた収益的支出

をそれぞれ増減するもので、１款漁業集落排水

処理施設事業費用１項営業費用を86万円減額し、

２項営業外費用を117万6,000円増額、９項予備

費を31万6,000円減額するものでございます。 

 それでは、参考資料により、内容について御

説明申し上げます。 

 ８ページをご覧ください。 

 支出の１款漁業集落排水処理施設事業費用１

項営業費用３目処理場費の節、光熱水費と余剰

汚泥収集運搬に係る委託料及び４目総係費の節、

負担金は、実績見込みに基づき、それぞれ減額

するものでございます。 

 ２項営業外費用２目消費税及び地方消費税、

節、消費税及び地方消費税は、令和７年度決算

見込みにより不足が見込まれるため、増額する

ものでございます。 

 ９項予備費１目予備費、節、予備費は、前述

の消費税等の財源として減額するものでござい

ます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほど、

よろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対して、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○新原 勇議員  議案第20号なんですけども、

当初、会計年度任用職員が２名必要だったとこ

ろ、１名ということで減額されていますけども、

これは、１名になったことで、残業であったり、

また仕事の振替があったのかどうかで、それで

また来年、また採用されるわけなんですけども、
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１名で乗り切られたということは、また来年も

２名から１名でよろしいんですか、そういう意

味合いではないんですか。 

○市民課長（福元美子）  １款５項１目の医療

費適正化のところをおっしゃっていると思うん

ですけど、当初２名のところ１名で負担はあっ

たと思うんですけど、１人が退職したものです

から補充ができなくて、１名で頑張っていただ

いて、今回は、令和８年度におきましては、国

保連合会のほうへの委託を予定しておりまして、

１名の予算を予定しております。 

 以上です。 

○議長（北方貞明）  ほかに質疑はありません

か。 

○髙橋理枝子議員  いろいろ複合的にかかって

くる話なんですけども、保健課にお聞きしたい

んですが、入所者が減少すると経営がままなら

ないとか、一方、介護保険とか医療費のことを

考えると、減らさないといけないとか、いろい

ろジレンマがあると思うんですけれども、骨折

しない、寝たきりにならないという努力をして

いただくということが大事だと思うんですけれ

ども、デイサービス、リハビリつきのデイサー

ビスとかいろいろあると思うんですけれども、

そういった御利用を増やしていただくっていう

のも、経営には有効なんでしょうかということ

をお聞きします。 

○保健課長（永田正一）  収益改善という意味

で、施設入所であったり通所というところをや

はりどのように伸ばしていくかというところは、

常々、指定管理者側と協議しております。ただ、

入所される方も年々少なくなってきておりまし

て、通所の方も最近はちょっと減少してきてい

るというところでございますので、また、そこ

をきちんとどのような形で病院からコスモス苑

につなぐとか、そういうあっせんとかもしてお

りますし、利用していただけるような周知活動

というのはきちんとやっていくというところに

協議しているところでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  というのは、身近にもうひ

きこもりがちで、今までもうおうちから出たく

ないという状況の人で、家でよく転倒するとい

う人がいて、ちょっとつなげさせていただいて、

デイサービスに行くようになったという例があ

ります。コスモス苑さんのほうなんですけれど

も。だんだん少しやっぱり改善してきているっ

ていう、今、三、四か月なんですけど、明らか

に気持ちも上がって、ひきこもり状態からちょ

っと脱却しているっていう状態で、本当に改善、

いいことなんだなという、改めてデイサービス

のことを見直したわけなんですけれども、ぜひ

そういうのを発掘、ひきこもりとか行きたくな

いという方のお話を聞くような、そういうのも

やっぱり経営状態にもつながるという話なので、

やっていただきたいなというふうに思います。

要望です。 

○議長（北方貞明）  要望ですね。ほかにござ

いませんか。 

○持留良一議員  介護の関係で、繰入金がマイ

ナス約400万円近くなっているんですが、当初、

この状況というのはどんなふうに見ればいいの

か。要するに、計画どおり運用できなかったの

か、それとも、様々な点で効果があって減額を

せざるを得ないのか、この点についてはどうな

んでしょう。 

○福祉課長（新屋一己）  今回の繰入金の基金

の減額につきましては、保険者機能の強化交付

金と努力支援交付金、そこが保険料の部分に充

てることができるとなっていますので、そこの

保険料、足りない分に基金を入れてますから、

そこの部分がここで補われるということで、減

額となっているところです。 

○議長（北方貞明）  よろしいですか。ほかに

ございませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 
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○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案８件については、いずれも所

管の各常任委員会にそれぞれ付託いたします。 

 ここで暫時休憩いたします。 

     午後２時７分休憩 

 

     午後２時20分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

   △議案第28号～議案第37号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第31、議案第28号か

ら日程第40、議案第37号までの議案10件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第28号 令和８年度垂水市一般会計予算 

案 

議案第29号 令和８年度垂水市国民健康保険特

別会計予算 案 

議案第30号 令和８年度垂水市後期高齢者医療

特別会計予算 案 

議案第31号 令和８年度垂水市交通災害共済特

別会計予算 案 

議案第32号 令和８年度垂水市公設地方卸売市

場特別会計予算 案 

議案第33号 令和８年度垂水市介護保険特別会

計予算 案 

議案第34号 令和８年度垂水市老人保健施設特

別会計予算 案 

議案第35号 令和８年度垂水市水道事業会計予

算 案 

議案第36号 令和８年度垂水市病院事業会計予

算 案 

議案第37号 令和８年度垂水市漁業集落排水処

理施設事業会計予算 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  説明を求めます。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  それでは、ただいまより、

令和８年第１回市議会定例会に提案させていた

だく令和８年度一般会計予算案の概要につきま

して御説明させていただきますとともに、令和

８年度の市政運営の基本方針及び主要施策につ

きまして、その概要を説明し、施政方針並びに

所信を述べさせていただきます。 

 初めに、令和８年度一般会計予算案につきま

して概要を申し上げます。 

 お手元の配付資料９ページから12ページに予

算編成の考え方を、13ページから32ページまで

主要施策等を掲載しております。 

 本年はうま年であり、さらに60年に一度のひ

のえうまでございますが、情熱と行動力に満ち

た飛躍や成長のチャンスがある年とされており

ます。このことを踏まえ、予算につきましては、

現下の物価高へのスピード感を持った対応を講

じながら、各事業がもたらす成果に重点を置き、

その波及効果を見据え、新たな施策等も踏まえ

た積極的な財政運営を図りつつ、責任ある積極

財政の下で強い経済の構築、全世代型社会保障

の構築、子ども・子育て政策を含む人口減少対

策、質の高い公教育の再生などを掲げた国の動

向も踏まえ、本市が抱える社会的課題の解決を

図るため、子育て支援や高齢者支援、産業振

興・経済活性化、デジタル技術を活用した市民

幸福度の上昇などに関連する事業を優先して編

成いたしました。 

 その結果、総予算規模は、一般会計と特別会

計などの合計で198億1,292万3,000円となり、

一般会計だけで申し上げますと、134億700万円

となっております。 

 歳出に要する歳入財源につきましては、それ

ぞれの補助事業に対して交付される国県支出金、

また、道路改良事業などに充てる市債を計上し

ております。これらの特定財源を充て、不足す

る部分につきましては、財政調整基金などを充
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てて収支の均衡を図っております。 

 そのほか、事業会計などは記載のとおりでご

ざいます。 

 資料12ページをご覧ください。 

 財政状況の推移につきまして記載しておりま

す。 

 本市はこれまで、ふるさと納税の増額や垂水

市市有施設整備基金の設置、管理及び処分に関

する条例の制定、人件費の削減、財政改革プロ

グラムによる事務事業の見直しなどに取り組み、

その結果、昨年度までは各基金の合計額である、

いわゆる貯金に相当する部分が徐々に増加して

いるのに対し、臨時財政対策債を除く市債、い

わゆる借金に相当する部分が徐々に減少してお

り、財政状況は改善傾向にあったところでござ

います。 

 しかしながら、今年度におきましては、貯金

部分が減少し、借金部分が増加し、その差がや

や広がっているところでございます。 

 高市内閣は、物価高騰や実質賃金の低下、景

気の低迷、停滞している経済への対策として、

戦略的に財政出動を行う方針を掲げております。

本市におきましても、少子高齢化の進行や生産

者人口の減少などによる経済の停滞など、地域

が抱える重要課題の解決に必要な予算を講じる

とともに、国の動きを踏まえつつ、収支の均衡

を図りながら積極的に市財を投じるめり張りの

利いた財政運営により、様々な施策へ取り組む

ことといたしました。 

 この取組は、市民の皆様の明るい未来を実現

するために必要な先行投資であると位置づけて

おり、全ての職員がこの方針をしっかりと理解

した上で、業務に邁進する所存でございます。 

 一方で、基金の繰入金額につきましては、昨

年度より抑制しており、また、各事業につきま

しても中長期的な収支均衡を実現するため、し

っかりと効果を検証することで経費の抑制を図

り、持続可能な財政基盤の安定化にも努めてま

いります。今後も引き続き、限られた財源を最

大限に有効活用しつつ、市民の皆様の幸福を第

一に考えた施策を展開していく所存でございま

す。 

 次に、令和８年度の主要施策につきましては、

元気な垂水市を実現するための３つのまちづく

りの目標に沿って掲載しておりますが、その中

から、新たな事業を中心に紹介させていただき

ます。 

 資料の14ページをお開きください。 

 まず、１つ目の目標であります笑顔があふれ

るまちづくりでは、子供からお年寄りまで、市

民の皆様の笑顔が続くまちづくりの施策といた

しまして、68の主要事業を展開してまいります。 

 初めに、子育て支援でございます。 

 本市にとって宝である子供たちの心身の健全

な育成を図るべく、子育て世代の経済的な負担

軽減とサービスの充実、仕事と子育ての両立を

重点施策とし、妊娠期から子育て期まで切れ目

のない支援の実現に向けて取り組んでまいりま

す。 

 主な事業といたしまして、まず、妊産婦等に

対する交通費等支援事業でございます。 

 分娩取扱施設のない本市におきましては、妊

婦の皆様には、出産を行う場合、市外の医療機

関へ通院しなければならず、身体的にも経済的

にも大きな負担を強いられているという課題が

ございます。 

 そこで、妊婦の皆様の経済的な負担軽減を図

るため、移動に係る交通費などの助成を行って

まいります。本事業により、妊婦の皆様が安心

して妊娠、出産に臨むことができる環境の整備

に努めてまいります。 

 次に、乳児等通園支援事業、こども誰でも通

園制度でございます。 

 本制度は、生後６か月から満３歳未満で保育

所等に通っていない子供を育てている家庭が、

就労要件を問わず、月10時間までの利用可能枠
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で通園できる制度でございますが、本制度の利

用に際し発生する個人負担分について、本市が

独自に助成するものでございます。本事業によ

り、子育て世帯の皆様の経済的負担を軽減し、

子供を産み育てやすい環境の整備に努めてまい

ります。 

 次に、教育環境の充実でございます。 

 次世代を担う子供たちが未来に向けた可能性

を広げられるよう、引き続き教育環境の充実に

努めてまいります。 

 まず、ＧＩＧＡスクール構想、セカンドＧＩ

ＧＡ事業でございます。 

 去る今月３日に、全国ＩＣＴ教育首長会が主

催する第８回日本ＩＣＴ教育アワードにおきま

して、最高賞である文部科学大臣賞を受賞する

など、本市はＧＩＧＡスクールのまちとして全

国的に高い評価をいただいているところでござ

います。これまでの取組を第１期と位置づけ、

令和８年度からを第２期としてさらに事業を拡

充し、より高みを目指す取組を開始いたします。 

 本市の全ての小中学校は、令和７年度から令

和10年度までの４年間、文部科学省の研究開発

学校として指定を受け、学習の基盤として位置

づけられる情報活用能力を高めるための教育課

程及び指導方法に関する実践研究を全国に先駆

けて行っております。 

 具体的には、子供たちが情報技術を習得しな

がら、物事を順序立てて考える力を高めるため

に、新たにプログラミング教材を購入する予定

でございます。これらの教材を活用し、体験的

に学ぶ授業を全ての小中学校で推進することで、

子供たちに系統的な情報活用能力が身につくよ

う努めてまいります。 

 次に、青少年海外派遣事業でございます。 

 本事業は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、平成30年に実施された垂水中央中学校

と香港の王肇枝中学校との現地交流を最後に、

中断されていた夢の翼事業につきまして、諸般

の事情等を鑑み、令和８年度より再開すること

としたものでございます。 

 市内の中学生10人程度を台湾へ派遣し、台湾

の中学生と交流を深めるため、現在、具体的な

スケジュールや交流の内容等について調整を進

めているところでございます。本事業を再開す

ることにより、未来を担う生徒たちが、国際社

会の様々な分野で活躍できるグローバルな人材

の育成に努めてまいります。 

 次に、垂水高校振興対策でございます。 

 本市唯一の高校である県立垂水高校につきま

しては、昨年、創立100周年を迎え、様々な記

念事業が展開され、高校の振興に大きく寄与し

たものと考えているところでございます。この

機会を逃さず、今後の振興につなげるための方

策について検討を進めてまいります。 

 具体的には、居住している都道府県の枠を超

えて高校を選択し、高校３年間をその地域で過

ごす国内進学プログラム、地域みらい留学につ

いての調査研究を行ってまいります。生徒にと

っては、自分の興味関心に合う学校を選択でき

ること、また、都市部にはない自然や文化に触

れることで人間力を高めることができること、

少人数制の環境で主体的に学ぶことで大きく成

長できることなどの教育的なメリットが見込ま

れることから、参加生徒数は増加傾向にあると

のことでございます。 

 また、地域にとっては、過疎対策や地域の活

性化につながるという双方向のメリットが見込

まれますことから、鹿児島県においても導入事

例が増えつつあるところでございます。 

 令和８年度は、制度や先進地の事例について

調査研究を行い、高校振興へつなげてまいりた

いと考えております。 

 次に、高齢者支援でございます。 

 具体的には、まず、介護保険資格取得等支援

事業でございます。 

 市内の介護保険事業所における人材確保を目
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的として、介護保険資格取得や資格更新に係る

費用の一部を支援いたします。本支援事業によ

り、介護サービス事業所の人材確保を促進する

とともに、資格の取得や更新を目指す皆様の経

済的負担を軽減することにつなげ、さらなる介

護保険事業所の充実を図っていきたいと考えて

おります。 

 次に、高齢者補聴器購入費助成事業でござい

ます。 

 聴力機能の低下により、日常生活に支障があ

る高齢者の方を対象に、補聴器等の購入に係り

費用の一部を補助いたします。聴力低下により

コミュニケーションが困難となったことに起因

する認知機能低下の予防に努めるとともに、積

極的な社会参加及び地域交流を通じて、豊かな

生活を支援してまいります。 

 次に、生涯スポーツ、生きがいづくりの推進

についてでございます。 

 初めに、グラウンドゴルフ場整備事業につい

てでございます。 

 グラウンドゴルフ場整備につきましては、令

和５年の垂水市長選挙におきまして、公約とし

て掲げておりましたことから、これまで地域住

民の皆様との対話を重ね、整備を進めてまいり

ました。中央地区につきましては、垂水港緑地

公園を最終候補地として選定し、整備の方向性

につきまして、施設の所有者である県と調整を

進め、また、地域住民の皆様からも御承認をい

ただいたところでございます。令和７年垂水市

議会第４回定例会にて関連予算を御承認いただ

いており、整備を開始しているところでござい

ます。令和８年度中の完成を目指し、引き続き

整備を行ってまいります。 

 また、牛根地区につきましては、去る令和７

年11月に、地域課題の解決と持続的な地域の発

展に寄与することを目的に、牛根地区公民館、

グローバル・オーシャン・ワークス株式会社、

健土株式会社、垂水市の４者により、地域活性

化に関する包括連携協定を締結したところでご

ざいます。 

 この協定に基づき、旧牛根中学校施設にグラ

ウンドゴルフ場を整備することとし、施設の所

有者であるグローバル・オーシャン・ワークス

株式会社様、健土株式会社様の御協力を賜り、

令和７年度から整備を開始しております。令和

８年度中の完成を目指し、引き続き４者の連携

により整備に向けて取り組んでまいります。 

 なお、それぞれの地区におきまして、整備が

完成いたしましたら、オープニングセレモニー

を開催する予定でございます。具体的な内容に

つきましては未定でございますが、地域住民の

皆様と対話を重ね、地域住民の皆様が主体とな

る形でのセレモニーを予定しております。 

 次に、文化財保護についてでございます。 

 具体的には、歴史民俗資料館調査研究事業で

ございます。 

 本市におきましては、国指定文化財である垂

水島津家墓所をはじめ、国指定級ともいわれる

柊原貝塚などの貴重な遺跡や出土品、また、県

内最古級の木造仏である勝軍地蔵や垂水島津家

の居城、林之城の一部であるお長屋のほか、個

人所有のものも含めると、貴重な文化財や歴史

的資料が多数存在をしております。 

 そのような貴重な文化財等につきまして、適

切な保管を行うとともに、市民の皆様へ公開す

る機会を提供することで、本市の歴史を学び、

ふるさと垂水への愛着や誇りを育む場を構築す

るため、歴史民俗資料館に相当する施設の設置

に関する要望が寄せられており、直近では、令

和７年垂水市議会第３回定例会において、関連

する陳情が採択されたところでございます。 

 このような状況を踏まえ、まずは、本市にお

いてどのような形態の施設を設置するべきか、

調査研究を進めてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。 

 次に、デジタルトランスフォーメーション、
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ＤＸの推進についてでございます。 

 具体的には、行政手続のオンライン化でござ

います。 

 市民の皆様が場所や時間の制約を受けること

なく、必要な手続を完了できる環境を整備し、

迅速かつ柔軟な行政サービスを提供するため、

新たな電子申請システムを導入し、行政手続の

オンライン化を推進いたします。 

 これにより、申請者の皆様の利便性が向上す

るとともに、行政運営の効率化が図られるもの

と期待しているところでございます。 

 次に、20ページをお開きください。 

 ２つ目の目標であります安心なまちづくりで

は、安心・安全なまちづくりへの施策といたし

まして、86の主要事業を展開してまいります。 

 初めに、安全対策でございます。 

 具体的には、二川地区道路概略設計業務委託

でございます。 

 二川地区においては、津波の際、指定緊急避

難場所である旧牛根中学校へ移動する際、松崎

川を迂回するため、一旦、国道を経由して移動

する必要があり、安全確保の面から、これまで

も懸案事項となっていたところでございます。

そのため、地域住民の皆様の安全性を確保し、

また、生活道路の整備による利便性の向上を図

るため、周辺道路の拡幅等の可能性について検

討する概略設計業務を委託いたします。 

 具体的にどのような対策を講じることができ

るのか、地域の皆さんの御意見を伺いながら検

討してまいります。 

 次に、中央地区の冠水対策事業についてでご

ざいます。 

 私が公約に掲げました中央地区の冠水対策に

つきましては、令和５年度から、市道垂水９号

線、31号線において対策事業を、令和７年度か

らは、下宮地区の冠水軽減に向けた工事を実施

しておりましたが、令和８年度は、下宮町の残

りの工事と中央町の冠水対策整備工事を実施い

たします。 

 公約の達成に向け、引き続き全力で取り組ん

でまいります。 

 次に、施設整備についてでございます。 

 具体的には、介護老健施設コスモス苑長寿命

化改修事業でございます。 

 垂水市立介護老人保健施設コスモス苑につき

ましては、平成８年の完成以降30年を迎えてお

り、経年劣化により施設の外壁にはひび割れが

発生し、長雨の際には建物内に雨漏りが生じる

など、修繕が必要な状況となっております。 

 そこで、施設の長寿命化を図るべく、令和８

年度に外壁改修と防水の実施設計を行い、令和

９年度に改修工事を実施する予定としておりま

す。 

 今後も、利用者の皆様に安心して施設を利用

していただけるように努めてまいりたいと考え

ております。 

 次に、垂水小学校屋内運動場空調設備等設計

でございます。 

 教育現場のより望ましい環境整備と避難所と

しての機能強化を図るため、垂水小学校体育館

の空調整備について、設計業務委託を行う予定

でございます。 

 次に、垂水小学校防火戸改修工事でございま

す。 

 令和７年度に引き続き、垂水小学校の校舎防

火戸設置工事を行ってまいります。 

 学校施設につきましては、学校施設等長寿命

化計画に基づき、計画的に大規模改修等の整備

を行っているところでございます。 

 今後も、児童生徒にとって安心・安全な学校

施設の整備に努めてまいります。 

 次に、子育て支援についてでございます。 

 具体的には、予防事業でございます。 

 令和８年度は、新たに、ＲＳウイルス感染症

妊婦向けワクチン接種を助成いたします。ＲＳ

ウイルスは、２歳までにほぼ100％の子供が感
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染するとされる感染症であり、特に、生後６か

月未満では重症化しやすいと言われております。

この感染症につきましては、対症療法が基本で、

有効な治療薬はないことから、感染した場合、

保護者にとって精神的・経済的な負担が大きい

状況がございます。そのため、新生児の健康保

持や重症化のリスク軽減を図るとともに、保護

者の皆様の負担を軽減するため、予防接種の接

種費用を助成するものでございます。 

 次に、子どもの安全・安心推進事業でござい

ます。 

 垂水中央中学校に設置されております校内教

育支援センターにつきまして、令和７年度に北

部、中央部、南部の３か所にサテライト教室を

開室いたしました。 

 サテライト教室は、様々な理由により学校に

通うことができない小中学校生の新たな学びの

場として利用されており、開室以降、４か月で

延べ70回の利用実績があるところでございます。 

 令和８年度には、これまでの男性支援員１名

に加え、女性支援員１名を増員し、子供たち一

人一人に応じた教材の準備や、学校や保護者と

の相談活動を行うとともに、現在、各教室、週

２回の開室を週３回に拡充する予定としており

ます。 

 今後も、子供たちが安全・安心な学びの場と

して学校へ登校できるよう努めてまいります。 

 次に、市民相談窓口の充実でございます。 

 まず、空き家対策総合窓口の設置でございま

す。 

 空き家問題は、本市にとっても喫緊の課題で

はございますが、対応すべき分野が多岐にわた

ること、また、法律等の専門的な知識が求めら

れることから、専門的な知見を有する人材の確

保と専門部署の設置について、令和６年度から

検討を進めてまいりました。令和７年度には、

地域おこし協力隊の制度を活用し人材の確保に

努め、その結果、令和８年度から２名の空き家

相談員を配備する予定でございます。これに伴

い、空き家問題に対して総合的な対応を行う専

用窓口につきましても、令和８年度から設置す

る予定としております。 

 空き家につきましては、様々な課題があり、

その状況に応じて対応方法も異なってまいりま

す。そのため、まずは相談体制を確立し、市民

の皆様の声にしっかり耳を傾けながら、一人一

人に寄り添った対応を進めてまいります。 

 次に、おくやみコーナーの設置検討について

でございます。 

 御親族などがお亡くなりになった際に、１階

窓口を中心として、市役所内での手続を順次御

案内しておりました。市民の皆様のさらなる利

便性向上及び庁内連携による事務改善を目指し、

令和８年度に本市窓口担当職員の発想・発案に

より、事前予約型のおくやみコーナーの設置に

ついて、実証実験を行う予定でございます。 

 おくやみコーナーは、事前に御予約いただく

ことで、１つの窓口で複数の手続をまとめて完

了することができるワンストップ窓口を想定し

ており、実現すれば、市民の皆様の負担を軽減

し、利便性が向上するものと期待しているとこ

ろでございます。 

 なお、事前予約がない場合につきましても、

これまで同様、各窓口にて手続を行うことは可

能でございますので、状況に応じて御利用いた

だくことを想定をしております。 

 実証実験の時期などにつきましては、準備が

整った段階で、広報誌などを通じてお知らせい

たしますが、実証実験に先駆け、４月から各所

属の連携体制を構築するとともに、御親族など

を亡くされた場合の手続等についてお知らせす

るおくやみハンドブックの配布を開始いたしま

す。 

 今後につきましても、市民の皆様の負担を軽

減し、利便性の向上を図るべく、窓口機能を充

実させることで、利用しやすい市役所の実現を
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目指してまいります。 

 次に、高齢者対策でございます。 

 具体的には、認知症高齢者等見守り対策事業

でございます。 

 認知症高齢者の皆様が安心して生活できる環

境を整備する取組の一環として、ＳＯＳネット

ワークに登録した希望者に見守りタグを配布い

たします。見守りタグの配布により、地域全体

で認知症高齢者の皆様を見守り、必要なときに

迅速に支援できる仕組みを構築するとともに、

家族や地域で認知症について理解を深めること

で、認知症の方も安心して暮らすことができる

地域を目指してまいります。 

 次に、健康増進についてでございます。 

 具体的には、健康チェックデータを活用した

新派生事業についてでございます。 

 健康寿命の延伸を目的に、鹿児島大学心臓血

管・高血圧内科学の大石充教授をはじめとする

関係機関と連携して、平成29年度から、たるみ

ず元気プロジェクトを実施しております。 

 その一環として行っている健康チェックでは、

市民の皆様の健康に関する各種データを蓄積し

てまいりました。この貴重なデータを基に、よ

り具体的で効果的な事業を創設し、市民の皆様

に還元できる取組をと考え、疾病予防・介護予

防の観点から、禁煙外来及び義歯購入の費用の

助成を行います。 

 次に、28ページをお開きください。 

 ３つ目の目標であります潤いのあるまちづく

りでは、地域資源を生かし、潤いのあるまちづ

くりへの施策といたしまして、40の主要事業を

展開してまいります。 

 初めに、人材確保についてでございます。 

 具体的には、市内事業者の人材確保支援でご

ざいます。 

 当市におきましては、基幹産業である農業・

漁業や介護等の分野におきまして、労働力不足

が深刻な課題となっております。このような課

題の解決を図るため、去る令和７年７月に、株

式会社タイミーと包括連携協定を締結いたしま

した。 

 タイミーが有するマッチングの仕組みを市内

各事業者様に御活用いただくことで、人材確保

という課題が解決されるとともに、新たな雇用

創出が期待されるものと考えており、既に幾つ

かの事業所において、タイミーの仕組みが導入

されているところでございます。 

 また、市役所庁内におきましても、イベント

などにおけるスタッフ等の人員を確保し、職員

の負担軽減を図るため、タイミーの仕組みを利

用して人員を募るための予算を計上しておりま

す。 

 今後も、タイミーとの連携を通じて、市内事

業者の人材確保を支援し、地域課題の解決に向

け取り組んでまいります。 

 次に、子育て世代が働きやすい環境整備支援

事業についてでございます。 

 子育てと仕事の両立や育児中のスキマ時間を

活用して、効率よく働きたいというニーズに応

えるため、令和５年度からテレワーカー育成講

座を開始いたしました。さらに、令和６年度か

らは、講座の受講や卒業生を対象に、週に１回、

子育て支援センターの２階を開放し、託児を行

うことで、子供連れのまま出勤できる子連れオ

フィスとして利用できるよう整備を行ったとこ

ろでございます。 

 本講座は２年間の受講を基本としたプログラ

ムであり、令和８年度は、令和７年度に新規受

講を開始した参加者を対象に、より実践的な内

容の講座を行う予定でございます。 

 さらに、テレワーカーの経済的な安定化を図

るとともに、市役所の業務効率化を目的として、

子育て支援や移住定住に関する広報業務をテレ

ワーカーへ委託する予定でございます。 

 今後も、テレワーカーの養成及び支援に努め

るとともに、子連れオフィスの利用促進を図る
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ことで、子育て世代の方々の交流やワーク・ラ

イフ・バランスの促進を支援し、子育てする

人々が安心して働ける地域づくりを目指してま

いります。 

 次に、錦江湾横断道路についてでございます。 

 具体的には、錦江湾横断道路推進事業補助金

でございます。 

 錦江湾横断道路につきましては、交通の利便

性の向上や生活圏の拡大、観光資源としての活

用など、大隅をはじめとする九州南部地域の産

業・経済・文化の発展に寄与するとともに、近

年、激甚化傾向にある自然災害への対応や救急

医療体制の確保など、防災・医療の観点からも

24時間命を守る道路であり、必要不可欠と考え

ていることから、私自身、公約として実施路線

化を掲げているところでございます。 

 令和８年度は、錦江湾横断道路の早期実現の

ために活動する団体等を支援するため、補助金

を創設いたします。本補助金の交付により、早

期実現のため官民連携して取り組む機運の醸成

を図ることで、薩摩半島と大隅半島を結ぶ経済、

利便性、命を守る夢の架け橋の実現のために全

力で取り組んでまいる所存でございます。 

 次に、農業振興についてでございます。 

 具体的には、垂水市農業生き生き支援事業で

ございます。 

 農業従事者の高齢化により、農地管理や農村

環境の維持管理に関する課題が顕在化しており、

スマート農業技術の活用ニーズが高まっている

ところでございます。このため、高機能機械や

リモコン草払い機、アシストスーツについての

研修会を実施し、農家の皆様から機器を使用し

た感想や必要性等についてお伺いし、国や県の

補助事業等を活用した機器導入の可能性につい

て、令和８年度から調査研究を行い、具体的な

事業化に向けて取り組んでまいります。 

 次に、養豚経営支援事業補助金でございます。 

 養豚経営につきましては、近年、飼料価格の

高騰や資材の価格の高止まり等の影響により、

支出が増加傾向にあり、経営改善が困難な状況

でございます。このような状況に対し、令和８

年度より養豚生産における出産率向上と肉質向

上を目的とした支援事業を開始いたします。 

 具体的には、種雌豚更新に係る費用について、

１頭当たり5,000円の補助を実施し、養豚経営

の安定化を図ってまいります。 

 次に、畜産環境整備事業補助金でございます。 

 畜産経営につきましても、飼料価格の高騰や

資材の価格の高止まり等において、経営的に厳

しい状況が続いております。このような状況に

対し、令和７年度より畜舎、堆肥舎の整備を行

うことで、有害鳥獣防止による飼養管理の向上

を図り、環境衛生対策を推進する補助事業を実

施しております。 

 さらに、令和８年度からは、さく井やポンプ、

貯水施設等の水源施設を事業対象施設に追加を

し、経営の安定化を図ります。 

 次に、水産振興についてでございます。 

 具体的には、県営漁港整備事業負担金でござ

います。 

 本負担金は、国外輸出を行っている牛根漁協

のブリ養殖漁業の発展に伴う漁業施設の整備を

行うものであり、令和４年度より行われている

牛根麓漁港整備事業などの国、県の事業につい

ての垂水市負担分でございます。 

 水産業振興につきましては、渡邉経済政策フ

ェローとの連携によりまして、販路拡大につな

がる取組の支援や、本市水産業のＰＲに取り組

んでまいります。 

 また、安全・安心な養殖業の確立に向け、カ

ンパチ、ブリにおける人工種苗の導入と技術向

上に向けた支援を行ってまいります。 

 次に、物価高騰対策についてでございます。 

 国の重点支援地方交付金を活用し、２つの事

業を実施いたします。 

 初めに、商品券配布事業でございます。 
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 本事業は、全市民の皆様を対象に、専用商品

券をお１人につき１万円分配布するものでござ

います。市民の皆様へ３月１日より、ゆうパッ

クで発送予定でございます。また、購入希望者

を対象に、プレミアム率50％の専用商品券販売

事業も併せて実施いたします。 

 これらの商品券が広く使用されることで、従

来ならば約２億円規模の市場が形成されるとこ

ろを、今回は約５億円規模へと拡大することが

期待されております。 

 ２つの事業を通じて、小規模店舗をはじめと

する地元店舗の利用促進や市民の皆様の家計の

支援を図ることで、物価高騰による景気低迷へ

の対策を講じるとともに、地域経済の活性化や

地元消費の拡大に取り組んでまいります。 

 次に、商工業振興についてでございます。 

 具体的には、特産品販路拡大支援事業でござ

います。 

 本市と包括連携協定を締結している日本航空

（ＪＡＬ）との連携事業として、これまでは富

裕層を対象に本市特産品のプロモーションを行

ってまいりましたが、今後はターゲット層をさ

らに広げ、国内での販路拡大に加え、海外を視

野に入れたフェアなどを行ってまいります。ま

た、シェラトン鹿児島や山形屋におけるフェア

開催、よかど鹿児島での物産展なども引き続き

行ってまいります。 

 このように多様なＰＲ展開を通じて、本市特

産品の認知度向上を図り、販路拡大につなげる

よう努めてまいります。 

 次に、観光振興についてでございます。 

 具体的には、クルーズ船乗客の誘客に係る垂

水市観光モビリティー共創実証事業でございま

す。 

 本事業は、クルーズ船乗客の誘客を行うこと

で、本市の観光振興に資すること、また２次交

通の課題を解決することを目的に、国の事業を

活用して行う実証事業でございます。 

 具体的には、マリンポートからフェリーで垂

水市へ誘客を行い、その後、貸切りバスまたは

タクシーで垂水市内を周遊していただき、体験

メニューや食事などを楽しんでいただくことで、

本市の魅力を堪能していただくものでございま

す。 

 本事業を通じて交流人口の増加に寄与すると

ともに、稼ぐ観光地の実現に向け取り組んでま

いります。 

 次に、垂水市３つの駅を核とした稼ぐ観光地

づくり事業でございます。 

 本事業は、垂水市観光振興計画に基づき、国

や県の事業を活用して実施するものでございま

す。具体的には、道の駅たるみず、道の駅たる

みずはまびら、猿ヶ城渓谷森の駅たるみずの３

つの施設を本市観光施設の核として整備するこ

とで、各施設の滞在時間を延長し、施設間の周

遊性を高め、市内全域における観光関連産業の

稼ぐ力の向上を図るものでございます。 

 本市の食や宿泊施設を積極的にＰＲすること

で、認知度の向上を図るとともに、地域へ経済

効果が波及されますよう取り組んでまいります。 

 以上が、令和８年度の主要施策となります。 

 結びに、市民の皆様の笑顔、安心があふれる、

潤いのあるまちづくりを推進するためには、デ

ジタルに代表される新しい技術を積極的に活用

するとともに、これまでにない思い切った発想

で本市の未来の変革を進めていく必要がござい

ます。 

 本日御説明した事業等につきましては、明る

い未来を切り開くための投資であります。これ

らの事業などをスピード感を持って実施するこ

とにより、市民の皆様の幸福度の上昇と元気な

垂水市の実現を目指し、粉骨砕身の覚悟で取り

組んでまいる所存でございます。 

 なお、特別会計や一般会計の詳細につきまし

ては、審議の過程におきまして、担当課長が御

説明をさせていただきます。 
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 以上で終わります。どうぞよろしく御審議を

賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいま令和８年度各会

計予算案について説明がありましたが、これに

対する総括質疑及び一般質問のための本会議を

２月25日及び26日の午前９時半から開きます。 

 質疑及び質問は通告制としていますので、質

疑者及び質問者は、会議規則第51条第１項の規

定により、２月16日の正午までに質疑及び質問

事項を具体的に文書で議会事務所へ提出をお願

いいたします。 

 なお、当日の質疑及び質問時間は、答弁時間

を含め１時間以内といたします。また、質問回

数については無制限といたします。また、いず

れも初回の発言時間を20分以内に制限しますの

で、御協力をお願いいたします。 

 本日の日程は、以上で全部終了いたしました。 

   △日程報告 

○議長（北方貞明）  明13日から24日までは、

議事の都合により休会といたします。 

 次の本会議は、２月25日及び26日に開きます。 

   △散  会 

○議長（北方貞明）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午後３時３分散会 
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令和８年２月25日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  皆さん、おはようござい

ます。定刻、定足数に達しておりますので、た

だいまから休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、示したとおりであります。 

   △議案第19号～議案第27号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第１、議案第19号か

ら日程第９、議案第27号までの議案９件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第19号 令和７年度垂水市一般会計補正予

算（第９号） 案 

議案第20号 令和７年度垂水市国民健康保険特

別会計補正予算（第４号） 案 

議案第21号 令和７年度垂水市後期高齢者医療

特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第22号 令和７年度垂水市交通災害共済特

別会計補正予算（第１号） 案 

議案第23号 令和７年度垂水市介護保険特別会

計補正予算（第２号） 案 

議案第24号 令和７年度垂水市老人保健施設特

別会計補正予算（第２号） 案 

議案第25号 令和７年度垂水市水道事業会計補

正予算（第３号） 案 

議案第26号 令和７年度垂水市病院事業会計補

正予算（第１号） 案 

議案第27号 令和７年度垂水市漁業集落排水処

理施設事業会計補正予算（第２号） 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  ここで、各委員長の審査

報告を求めます。 

 最初に、産業厚生委員長、前田隆議員。 

   ［産業厚生委員長前田 隆議員登壇］ 

○産業厚生委員長（前田 隆）  おはようござ

います。 

 ２月12日に、本会議において産業厚生常任委

員会付託となりました案件について、２月17日

に委員会を開き審査いたしましたので、その結

果を報告いたします。 

 最初に、議案第19号令和７年度垂水市一般会

計補正予算（第９号）案について申し上げます。 

 まず、福祉課の所管費目では、審査の過程に

おいて、老人福祉施設費の修繕料について質疑

があり、今回、消防点検時に指摘を受け、新城

憩の家の防炎カーテンの購入やカーペットの修

繕を行う予定であると回答がありました。 

 次に、保健課の所管費目では、審査の過程に

おいて、帯状疱疹ワクチンの実績について質疑

があり、不活化ワクチンについては、令和６年

度236名に対し、令和７年４月から令和８年１

月末現在において490名と254名ほど増加してい

る。また、生ワクチンについては、令和６年度

が37名に対し、令和７年４月から令和８年１月

末現在において88名と51名ほど増加していると

回答がありました。 

 次に、生活環境課の所管費目では、特段の質

疑はありませんでした。 

 次に、農林課の所管費目では、審査の過程に

おいて、有害鳥獣被害防止施設等資材購入費補

助金の減額理由について質疑があり、昨年度か

ら国の事業を活用して多くの地域でワイヤーメ

ッシュ柵や電気柵を設置したため申請が少なか

ったのではないかと考えているとの回答があり

ました。 

 次に、水産商工観光課の所管費目では、審査

の過程において、漁業者の輸出状況について質

疑があり、垂水、牛根両漁協のほかにも業者が

単独で海外に輸出している実績もあり、そのよ

うな業者に対しては、12月補正で予算をいただ

いていた販路拡大支援事業を活用し、海外へＰ

Ｒしていただきたいと回答がありました。 

 次に、土木課の所管費目では、審査の過程に
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おいて、地籍調査の進捗率について質疑があり、

現在進捗率は25％であり、県内でも低い進捗率

である。これまで国の割当額で進めてきたが、

今後は進捗率を上げるため対策を検討していく

との回答がありました。 

 全ての所管費目について審査を終え、本案の

採決を諮ったところ、原案のとおり可決されま

した。 

 次に、議案第23号令和７年度垂水市介護保険

特別会計補正予算（第２号）案については、審

査の過程において、国の交付金について質疑が

交わされました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第24号令和７年度垂水市老人保健

施設特別会計補正予算（第２号）案について申

し上げます。 

 審査の過程において、実費弁償金の減額理由

について質疑があり、利用者が減少したことに

より減額になったと回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第26号令和７年度垂水市病院事業

会計補正予算（第１号）案については、特段の

質疑はありませんでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第25号令和７年度垂水市水道事業

会計補正予算（第３号）案については、特段の

質疑はありませんでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 最後に、議案第27号令和７年度垂水市漁業集

落排水処理施設事業会計補正予算（第２号）案

について申し上げます。 

 審査の過程において、排水設備設置事業補助

金の減額理由について質疑があり、現在１件の

実績があり、これ以降見込みがないため残額分

を減額したとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、総務文教委員長、

池田みすず議員。 

   ［総務文教委員長池田みすず議員登壇］ 

○総務文教委員長（池田みすず）  おはようご

ざいます。 

 ２月12日の本会議において、総務文教常任委

員会付託となりました案件について、２月18日

に委員会を開き審査いたしましたので、その結

果を報告いたします。 

 最初に、議案第19号令和７年度垂水市一般会

計補正予算（第９号）案の議会事務局の所管費

目では、特段質疑はありませんでした。 

 次に、総務課の所管費目では、避難所用ワン

タッチベッドの購入予定数について質疑があり、

計画では全体の避難者数見込みが1,420名であ

り、その中で80歳以上が232名である。この

方々にワンタッチベッドを利用していただく予

定となっており、現在30台あるため差し引いた

202台分の購入を予定しているとのことでした。 

 次に、企画政策課の所管費目では、地方創生

推進交付金や自治体情報システム標準化移行に

ついて質疑が交わされました。 

 次に、市民課及び選挙管理委員会事務局の所

管費目では、振興会委託料の減額について質疑

があり、人口減少や未加入世帯が出ていること

が要因と考える。今後も市民係窓口において振

興会加入を促し、振興会長へ連絡するようお願

いする対応を継続していくとのことでした。 

 次に、財政課の所管費目では、減債基金の積

立てについて質疑が交わされました。 

 次に、消防本部の所管費目では、旅費につい

て質疑があり、水槽付消防ポンプ自動車の購入

を一般財源で検討していたが、約8,000万円か

かるため、消防本部予算全体に大きな影響を及
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ぼすおそれがある。そこで、防衛省補助事業を

活用することができないか相談する目的で防衛

省等と協議するための旅費とのことでした。 

 次に、教育総務課の所管費目では、工事請負

費の契約について質疑が交わされました。 

 次に、学校教育課の所管費目では、部活動地

域移行に係る指導者の募集について質疑があり、

第１に、部活動推進協議会の中に各競技団体の

連盟に所属している方々がいるので紹介をして

いただく。第２に、鹿屋体育大学と包括連携協

定を締結しているため指導できる方がいないか

当たっていただく。第３に、垂水市のホーム

ページでチラシを掲載し、申込みができるよう

ＱＲコードを添付して周知に努めているとのこ

とでした。 

 次に、社会教育課の所管費目では、特段質疑

はありませんでした。 

 次に、歳入全款の審査に入り、財政課の所管

費目では、特段質疑はありませんでした。 

 全ての所管費目について審査を終え、本案の

採決を諮ったところ、原案のとおり可決されま

した。 

 次に、議案第20号令和７年度垂水市国民健康

保険特別会計補正予算（第４号）案では、レセ

プト点検について質疑があり、レセプト点検の

業務を担う会計年度任用職員を２名募集したが、

現在１名で対応している。令和８年度以降は、

鹿児島県国民健康保険団体連合会の事務委託を

計画しており、レセプト点検は１名の採用予定

であるとのことでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第21号令和７年度垂水市後期高齢

者医療特別会計補正予算（第１号）案では、特

段質疑はありませんでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第22号令和７年度垂水市交通災害

共済特別会計補正予算（第１号）案では、会計

年度任用職員の雇用期間について質疑が交わさ

れました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  これから質疑を行います。

質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。議案第19号から議案第27

号までの議案９件は、各委員長の報告のとおり

決することに御異議はありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、議案第19号から議案第27号までの議案９

件については、各委員長の報告のとおり決定い

たしました。 

   △令和８年度施政方針及び各会計予算案

に対する総括質疑・一般質問 

○議長（北方貞明）  日程第10、ただいまから

令和８年度施政方針並びに各会計予算案に対す

る総括質疑及び一般質問を行います。 

 １回目の質疑及び質問は登壇して行い、再質

疑及び再質問は質問席からお願いいたします。 

 なお、本日の質疑及び質問時間は、答弁時間

を含めて１時間以内といたします。 

 また、質問回数については制限なしといたし

ます。 

 また、いずれも初回の発言時間を20分以内に

制限しますので、御協力をお願いいたします。 

 それでは、通告に従って、順次、質疑及び質
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問を許可いたします。 

 最初に、２番、宮迫隆憲議員の質疑及び質問

を許可いたします。 

   ［宮迫隆憲議員登壇］ 

○宮迫隆憲議員  おはようございます。本日も

よろしくお願いいたします。それでは、質問に

移らせていただきます。市長、関係課長の御答

弁をお願いいたします。 

 まず１問目は、元女性消防職員の第三者委員

会の調査報告についてお尋ねいたします。 

 １月23日の全員協議会で、垂水市消防本部に

おける性別による不当な取扱いの疑いに関わる

第三者委員会の調査報告を受けました。また、

同日夜のニュースや新聞等でも性別による不利

益な取扱いがあったと報道されております。 

 そこで、再度詳細について答弁をお願いいた

します。 

 １、環境整備の不備について伺います。第三

者委員会の報告では、環境整備の不備や性別に

よる不利益な取扱いが疑われるとありました。

報告書で示された環境整備また性別による不利

益な取扱いについて、どのような報告がなされ

たのか消防長に伺います。 

 次に、二川地区の安心・安全について伺いま

す。 

 令和７年第４回定例会初日開催の全員協議会

では、昨年11月に牛根地区公民館、グローバ

ル・オーシャン・ワークス株式会社、健土株式

会社と垂水市の４者により地域活性化のための

包括連携協定を締結され、協定に基づきグラウ

ンドゴルフ場の整備が行われることになると報

告がありました。 

 この包括連携協定については、先月１月28日

に牛根地区公民館において地域の皆様を対象に

報告会が開催されたところですが、私にも地区

公民館長からお声掛けをいただいたことから参

加をさせていただいたところです。報告会では、

包括連携協定についての説明のほか、グローバ

ル・オーシャン・ワークス株式会社と健土株式

会社に対して、グラウンドゴルフ場の整備や蒸

留所の開業に伴う地域住民の雇用等により、地

域活性化に多大なる御貢献があったことに対し、

感謝の声が多く聞かれたところでございます。

私からも改めて、グローバル・オーシャン・

ワークス株式会社と健土株式会社の御貢献に対

しまして、感謝を申し上げたいと思います。 

 その一方で、意見交換では、交通量の増加に

伴う安全上の危惧についても意見が聞かれたと

ころです。 

 そこでお伺いしますが、報告会でどのような

意見が挙げられたのか、地区住民の皆様の率直

な声をお聞かせください。 

 次に、台湾行政視察について伺います。 

 議会初日、市長の諸般報告で、２月５日から

７日までの行程で台湾の名間郷の視察が報告さ

れました。 

 近年、地方自治体においては、人口減少や地

域経済の活性化など多くの課題に直面しており、

先進事例の調査や国際交流を通じた政策形成の

重要性はますます高まっております。そのよう

な中、本市が海外自治体を訪問し施策や地域づ

くりの取組を学ぶことは、今後の市政運営に資

する有意義な機会であると認識しております。 

 一方で、行政視察は、市民の皆様方の貴重な

財源を用いて実施されるものであることから、

その目的や成果、そして今後どのように市政へ

生かしていくのかについて、丁寧に共有してい

くことも大切であると考えます。 

 そこで、本視察の背景について伺います。 

 本市の施策の中で、今回の視察をどのような

目的や狙いをもって実施されたのか。また、名

間郷の視察について、具体的な行程や内容を水

産商工観光課長に伺い、１回目の質問を終わり

ます。 

○消防長（松尾智信）  おはようございます。

それでは、環境整備の不備についての質問にお
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答えいたします。 

 まず、環境整備についてでございますが、第

三者委員会の報告書によりますと、女性用トイ

レ、仮眠室、洗身・更衣・洗濯設備、更衣室の

環境の４項目について評価されております。女

性用トイレにつきましては、元女性消防職員が

採用された令和４年４月１日時点で設置されて

おらず、同年８月31日までに整備しております。

この経緯でございますが、同年３月３日に採用

決定されており、入庁までの期間は１か月の猶

予もなかったため、半年の消防学校入校期間中

に第１分団詰所のトイレを修繕改修して女性専

用トイレを設けたものでございます。しかしな

がら、元女性消防職員が採用された令和４年４

月１日時点では、労働安全衛生規則第628条に

違反することは明らかであると指摘しながらも、

同年８月31日までに解消されたとされておりま

す。また、仮眠室、洗身・更衣・洗濯設備、更

衣室の環境については、適法であるが不相当

（実態が合致しておらず適切ではない）の法的

評価が示されております。 

 次に、性別による不利益な取扱いにつきまし

ては、消防本部への配属、現場活動及び訓練の

制限、人事の説明、職務経験、待遇等について、

性別による差別に該当するかどうかを合理的な

理由の有無を判断基準として検討されておりま

す。 

 法令及び国の政策等の関係については、施設

整備、人事の事前説明、さらには不利益を緩和

する措置（代償措置）を講じる必要があったか

否かを、現場活動及び訓練不足の措置、業務経

験を得る措置、経済的な不利益を補う措置の観

点から検討されております。 

 一方、元女性消防職員に対する説明や代償措

置は、法的義務とは言えないとも示されており

ますが、性別による不利益な取扱いについては

合理的な理由がなく、地方公務員法第13条及び

男女雇用機会均等法第７条の違法となる疑いが

あると厳しく評価されておりますことから、関

係する法律や政策の変更が行われた際には、迅

速に現場運用に反映するよう努めてまいります。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  おはようござい

ます。報告会での主な意見につきましてお答え

いたします。 

 牛根地区のグラウンドゴルフ場整備につきま

しては、令和５年の市長選挙において、尾脇市

長が公約として掲げられて以降、地域の皆様と

の対話を重ねながら進めてまいりました。 

 こうした中、整備候補地については、旧牛根

中学校跡地を購入したグローバル・オーシャ

ン・ワークス株式会社と健土株式会社よりＣＳ

Ｒ癩癩企業の社会的責任ですが、これに基づき

積極的に協力する旨のお申出をいただいたこと

から、昨年11月に牛根地区公民館、グローバ

ル・オーシャン・ワークス株式会社、健土株式

会社、そして垂水市の４者で地域活性化を目的

とした包括連携協定を締結し、地域振興計画に

位置づけられた地域のありたい姿を具現化する

ため、この協定に基づき４者が連携してグラウ

ンドゴルフ場の整備を進めることとなったとこ

ろでございます。 

 このような中、一連の経緯や包括連携協定の

締結により期待される効果等につきまして、地

域住民の皆様への説明が必要であると判断しま

したことから、先月28日に牛根地区公民館にお

いて４者協定に関する報告会を開催したところ

でございます。 

 この報告会は、特に関連性の高いグラウンド

ゴルフ専門部会の皆様を中心にお集まりいただ

きたいと考えましたことから、地区公民館を通

じて調整を行い、午前10時からの開催となりま

したが、グラウンドゴルフ専門部会の皆様を中

心に計18名の方々に御参加いただいたほか、グ

ローバル・オーシャン・ワークス株式会社、健

土株式会社からも御出席をいただいたところで
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ございます。 

 この報告会では、グラウンドゴルフ場整備に

関する取組が牛根地域の活気を取り戻す大きな

一助となっていることに対する感謝の意見が述

べられたほか、健土株式会社の蒸留所開設に対

して、新たな雇用促進と産業振興が図られ、将

来的には施設見学者が増加することによる観光

振興も期待されるといった意見があったところ

でございます。 

 一方で、蒸留所の開設により交通量が増加し

ており、地域住民の皆様の安全性や生活環境へ

の影響が懸念されるといった意見もございまし

た。この意見に関連し、旧牛根中学校周辺の道

路幅が狭く、津波指定緊急避難場所として位置

づけられている旧牛根中学校への避難経路を確

保するためには、一定の幅を有した道路の整備

が必要ではないかといった意見もございました。

また、そのような道路が整備されることにより、

生活道路が確保されるとともに地域内の移動に

おける利便性の向上にもつながるといった意見

もあったところでございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  おはようご

ざいます。台湾行政視察の目的、具体的な行程

と内容についてお答えいたします。 

 今回の訪問先は、台湾の中央、南投県に位置

する人口約３万5,000人の名間郷でございます。 

 行政視察の目的は、本市と名間郷との観光や

教育など幅広い分野での友好交流を検討するた

め、同郷の現地視察と友好交流に関する名間郷

側の考え方等を確認することを目的に実施した

ところでございます。 

 訪問者は、市長、水産商工観光課長、秘書広

報係長の３人でございます。 

 初めに、名間郷の概要でございますが、台北

から地下鉄、新幹線と車で移動し約３時間の場

所にございます。農業を主体とした経済構造で

あり、台湾茶やパイナップル、ドラゴンフルー

ツ、ショウガの栽培が盛んな町でございます。

農業者の所得は平均400万円、ドラゴンフルー

ツ栽培者は約650万円とのことでございました。 

 次に、具体的な内容についてでございますが、

視察１日目となる２月５日は、基本的に移動日

となっており、12時25分に鹿児島空港を出発し、

午後５時に名間郷に到着したところでございま

す。名間郷到着後は、名間郷長の陳翰立氏をは

じめ、正職員80人のうち20人が出迎えていただ

くなど、熱烈歓迎を受け、歓迎夕食会に参加し、

名間郷の人々の優しい人柄と食文化に触れると

ともに、陳郷長から新たな産業を生み出したい

など、名間郷のまちづくりの想い等をお聞きし

たところでございます。その後、名間郷の隣町

である竹山鎮に移動し、竹山鎮で盛んな竹工芸

展示イベントや夜市を視察し、台湾文化に触れ

たところでございます。視察２日目は、午前10

時から朝食交流や市街地視察を行った後、名間

郷の役場を訪問し、「新しい友好交流を目指し

て」と題した本市作成の中国語の資料を活用し、

今回の視察経緯や本市の観光や産業等について

の紹介を行ってまいりました。これに対して、

陳郷長より、名間郷としては初めての友好交流

であり、この出会いを大切にしたい旨の発言が

ございました。また、４月以降に本市を視察し、

あわせて基本協定等を締結したい旨の発言をい

ただいたところでございます。その後、本市の

議会に当たる名間郷民代表会の臨時議会の視察

や台湾国内トップクラスの生産量を誇る台湾茶

の体験型観光、文化視察として300年の歴史を

もち、台湾人の信仰心のよりどころともいえる

松柏嶺受天宮を視察したところでございます。

その後、午後２時前には名間郷を出発し台北に

向かい、午後４時30分から日本台湾交流協会を

訪問し、名間郷との交流について情報共有を行

うとともに今後の交流に向けての助言について

お願いをしてまいりました。視察の３日目は、

早朝５時にはホテルを出発し、台湾桃園国際空
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港にて出国手続等を行い、午前８時25分の航空

機にて帰国をしたところでございます。 

 以上でございます。 

○宮迫隆憲議員  ありがとうございます。それ

では、一問一答方式で２回目の質問に移ります。 

 消防長の答弁では、環境整備の不備について

ですが、女性用トイレ、仮眠室、洗身・更衣・

洗濯設備、更衣室の環境の４項目の評価が、適

法ではあるが不相当、実態が合致しておらず適

切ではないの法的評価であり、性別による不利

益な取扱いに関しては合理的な理由がなく、地

方公務員法第13条平等取扱いの原則及び男女雇

用機会均等法第７条の違法となる疑いがあると

厳しく評価されるとのことでした。 

 この評価を真摯に受け止めていただき、関係

する法律や政策の変更が行われた際は、迅速に

現場運用に反映していただくようお願いをいた

します。 

 次に、ハラスメントについてですが、新聞で

もありましたように、当初、ハラスメントの事

実確認はできなかったとのことでありましたが、

第三者委員会では客観的事実に基づいて評価さ

れているようであります。 

 そこで、当時の調査がどのように行われたの

か。また、委員会で認定されたハラスメントが

どのようなものであったのか伺います。あわせ

て、処分についても伺います。 

○消防長（松尾智信）  ハラスメントについて

の質問にお答えいたします。 

 当時の調査については、手紙の記述から抽出

した26項目の事案について、記述された言動等

がハラスメントに該当するのか、対象となり得

る職員からヒアリングを行い、ハラスメント指

針に基づき、標準的な調査手法により、就業環

境が害されたと言えるのか、看過できない程度

の支障が生じたと言えるか、頻度や継続性など、

被調査者の回想する時間も設けつつ行ったこと

を確認したところでございます。 

 当初の時点では、手紙の内容のみで客観的証

拠が不十分であったため、主観的な調査を余儀

なくされ限界があったこと、そのため、被調査

者の見解を否定し、目撃証言等の補強証拠が得

られない状況下で、元女性消防職員の主張のみ

を採用し、議会で事実と判断することは、被調

査者の人権侵害や不当な不利益処分につながる

おそれがあったと確認をしております。 

 今回、第三者委員会で公正公平な立場で、ま

た、より高度な専門性や新たな知見に基づき法

的評価を下されたと認識しております。 

 次に、認定されたハラスメントについてでご

ざいますが、報告書では、委員会の調査により

得られた結果の13の事実について、セクシュア

ルハラスメントまたはパワーハラスメントに該

当するか、それぞれの指針や専門的な知見に基

づいて検討されております。 

 その結果、次の２件の事実について、セクシ

ュアルハラスメントと評価されたところでござ

います。 

 内容については、同一職員によるセクハラ言

動によりますが、１件目は、女性の胸の谷間が

見えるとの趣旨の発言により、元女性消防職員

は強い不快感を受けており、セクハラに認定さ

れたものです。２件目については、元女性消防

職員が行為を否定している状況において、救急

活動服のズボン後ろポケットの刺しゅう糸を切

断したことが、臀部を触る可能性がある行為と

評価されたため、セクハラに認定されたもので

ございます。 

 そのため、対象の職員を１月22日付で戒告の

懲戒処分を、さらに所属職員の管理監督の地位

にある職員の部下に対する監督指導責任として、

当時の上司２名に口頭による厳重注意も同日行

ったところでございます。 

 また、外11件の事実に関しましては、セクハ

ラ、パワハラの認定は受けていないものでござ

います。 
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 これらの事実を重く受け止め、二度とこのよ

うなことが起こらないよう組織全体で再発防止

策を徹底し、信頼回復に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○宮迫隆憲議員  手紙の記述には26項目の事案

があったとありましたが、私としてはかなり多

いという印象を受けております。就業環境が害

されたと言えるのか、看過できない程度の支障

が生じたと言えるのか、頻度や継続性など回想

する時間も設けつつ行ったとの答弁でありまし

た。 

 当時は、手紙の内容のみで客観的証拠が不十

分であり、主観的な調査を余儀なくされ限界が

あり、そのため被調査者の見解を否定し、元消

防職員の主張のみを採用し議会で事実と断定す

ることは、被調査者の人権侵害や不当な不利益

処分につながるおそれがあり、公正公平な立場

の第三者委員会に委ねることになり、ハラスメ

ントの認定に至ったということであります。そ

の言動や行為について報告書を拝見すれば、元

女性消防職員の方も耐え難いことであったと思

います。 

 答弁でもありましたが、事実を重く受け止め、

二度とこのようなことが起こらないように、組

織全体で再発防止に努めていただきたいと思い

ます。 

 次に、退職理由についてですが、退職時は自

己都合退職であったということですが、実際辞

める原因は何だったのかお伺いします。 

○消防長（松尾智信）  退職理由についての質

問にお答えいたします。 

 報告書の調査の概要にある訴えでは、十分な

仕事ができなかったことやハラスメントによる

ことが原因と主張されております。 

 十分な仕事ができなかったことは、本部への

人員配置や現場活動及び訓練の制限によると認

識しております。また、実際２件のセクシュア

ルハラスメントが認定されたことを真摯に受け

止めております。 

 委員会の意見では、環境整備の過程に関与さ

せ、的確に説明していれば大きく異なった結果

の可能性があり、説明が不十分であったことが

元女性消防職員の退職につながった一因でもあ

るとされております。また、性別による不利益

な取扱いによりモチベーションをそがれ、職員

のモチベーションを向上させる組織体制ではな

かったことにより退職したと指摘されておりま

す。 

 このような事態を防止するには、職員の成長

を支援するマネジメント能力の必要性が示され

ておりますことから、消防学校等の幹部研修等

を通じて、体系的、総合的にマネジメント能力

を身につけた組織体制に生かしていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○宮迫隆憲議員  ありがとうございます。 

 やはり、環境整備の不十分、報告書にも、本

件の直接の原因の一つは、女性用施設の未整備

があったことにある。消防庁舎の耐震補強工事

というやむを得ない事情が存在していた。しか

し、女性用施設を整えることができなかったや

むを得ない事情は、ソフト面の不備を正当化し

ないとあります。そして、性別による不利益な

取扱いもマネジメント能力不足とあり、元職員

が垂水市唯一の女性消防職員という圧倒的に少

数の立場で努力をしていたにもかかわらず、本

件一連の取扱いによりモチベーションをそがれ、

垂水市消防での仕事を続けられないと考えたか

ら退職したと考えられるとあります。このマネ

ジメント不足については、現職員に対しても必

要なことでありますことから、組織体制の構築

をお願いしたいと思います。 

 次に、再発防止について、第三者委員会から

の結果を受けて、今後、消防でどのようなこと

をいつまでに何を取り組むべきだとお考えか伺

います。 
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○消防長（松尾智信）  再発防止策についての

質問にお答えいたします。 

 第三者委員会の調査報告を受けて、委員会か

らの意見並びに提言に基づき、今後の消防組織

の在り方について既に対応しているところです。 

 消防力の３要素は、人と機械と水であると言

われます。現代は情報化が進み、科学技術が発

展した現在においては情報が加えられるかもし

れませんが、今も消防という社会的役割から考

えますと、消防の基礎的な要素は人であろうと

考えております。また、市民の負託に応える消

防行政を展開できるか否かは、基本的にそうし

た業務に従事する職員の取組によって成し遂げ

られるものでございます。その意味でいいます

と、不祥事は、住民からの批判や信頼感を失墜

させ、重大な消防本部の危機となり得ます。そ

のため、次の３つの取組を推進してまいります。 

 １点目、行動規範の策定と共有。第三者委員

会からの意見及び提言を受け、個々の職員が公

共の利益を意識し、具体的な行動を促す垂水市

消防職員行動規範（指針）を策定します。この

指針を全職員と共有し、組織全体に根付かせる

ことで、不祥事を未然に防ぐ体制を構築するこ

とを目標とし、その中には、相談できる仕組み

として相談窓口の設定や定期的なハラスメント

研修の実施も盛り込んでまいります。なお、行

動規範につきましては、現在素案を作成してい

るところでございます。 

 ２点目、コミュニケーションの促進。職員間

の適切なコミュニケーションは、不祥事防止に

寄与する要因です。職場内での情報共有を円滑

にし、縦横の連携を強めることが職員の相互理

解を深める上で欠かせません。また、早期の兆

候を把握するためには、職員が自らの業務にお

いて自由に意見を交わし、コミュニケーション

をとる環境を整えることが重要と考えておりま

す。 

 ３点目、市民との信頼関係構築。消防組織と

して市民の負託に応えるためには、透明性のあ

る運営と適切な情報発信が必要です。不祥事へ

の対策だけではなく、組織の方針や取組に関す

る説明責任を果たすことが、市民に信頼され支

持される組織運営の基盤と考えます。具体的に

は、消防に関する様々な活動等の市民の方々へ

の周知等、ホームページや市の広報誌等で定期

的に紹介し、消防組織をより身近な存在として

感じていただきたいと考えております。 

 これらの取組を通じて消防組織内での不祥事

発生のリスクを低減し、職員一人一人が公共の

利益を意識した業務を遂行する組織体制の構築

を目指してまいります。さらに、コミュニケー

ションを重視することで内部連携を強化し、市

民目線での透明性のある運営に努めてまいりま

す。さらに将来的には、消防組織の運営の透明

性を確実なものにするため、他の自治体での外

部検討委員会の設置がされておりますので、調

査研究を行ってまいります。 

 以上でございます。 

○宮迫隆憲議員  ありがとうございます。 

 消防長の言われた行動規範の策定と共有、コ

ミュニケーションの促進、市民との信頼関係の

構築を、どれをとりましても早急に実施が必要

だと思っております。私も市民の負託に応える

ためにも、やはり組織の方針や取組に関する説

明責任を果たすことが重要であり、そのために

も透明性のある運営と適切な情報発信が必要だ

と思っておりますので、今後はこのことを糧に、

市民に信頼される体制づくりを構築していただ

きたいと思います。 

 この質問についてはこの辺で締めたいと思い

ますが、今回の第三者委員会の結果を受けて、

退職された職員に対し、消防のトップとして、

消防長の謝罪のお考えはないのかお聞きいたし

ます。 

○消防長（松尾智信）  垂水市消防本部におい

てこのような事態となったことに対しまして、
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誠に申し訳なく思っております。この場をお借

りしまして、深くお詫び申し上げます。このよ

うな事態を再び招かないためにも、全消防職員

で、職場環境の改善に取り組み、再発防止の徹

底に努めてまいります。申し訳ございませんで

した。 

○宮迫隆憲議員  ありがとうございます。 

 最後に、行政のトップであります市長から、

この件について答弁を求めたいと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  このたびの性別による不

利益な取扱い疑いに関わる第三者委員会の結果

を重く、また真摯に受け止めているところでご

ざいます。今回の事案発生については、大変心

苦しく不幸なことであり、大変申し訳なかった

と思っております。退職をされた職員に対しま

しては、長らく御負担、御心労をおかけしまし

たことにつきましては、市のトップとして改め

てお詫びを申し上げたいと思います。 

 今後は、先ほど消防長からもございましたと

おり、再発防止策や職場環境の改善における具

体的な取組を全職員で進め、公務に対する信頼

を取り戻すべく努力をしてまいりたいと考えて

おります。 

 また、第三者委員会の提言を基に、職場環境

改善や教育制度の整備を推進し、全職員が安心

して勤務できる職場づくりを目指してまいりた

いと考えております。 

 改めて、今回の件が市民の皆様の信頼を損ね

る結果となったことに対し、お詫びを申し上げ

ます。 

 以上でございます。 

○宮迫隆憲議員  ありがとうございました。 

 本来なら、元職員へ直接謝罪されるのが最良

だと思いますが、打ち合わせ時に現在どこにお

られるのか不明とのことでした。そして、その

ような中、本日本会議の中で、市長、消防長、

両トップが謝罪されたことは、十分評価に値す

ると思っています。今回の件は、大変不幸な事

案であったと考えております。市長も述べられ

たように、この事案を重く受け止め、ほか部署

でも同様の事案が発生しないよう全職員が意識

をさらに高めていただく必要があると感じます。

特に、自らの言葉が相手を傷つけ、時に取り返

しのつかない結果を招く可能性があることを認

識することが重要です。職員一人一人が責任を

持って取り組み、再発防止を徹底されることを

切に願いまして、この質問は終わります。 

 それでは次に、二川地区の安心・安全につい

て、２回目の質問に移らせていただきます。 

 地域住民の皆様の懸念から、この問題が交通

量の増加への対応だけでなく、津波の指定避難

場所への迅速な避難経路を確保する必要性、非

常に多角的な課題があることがよく理解できま

す。この意見については、健土株式会社の蒸留

所工事のときから牛根地区でそのような声を伺

う機会が多く、私自身も懸念しておりました。 

 そういった中で、二川地区道路概略設計業務

委託が挙げられておりますが、これまで地区の

皆様から上がっていた声に加え、報告会での皆

様の声を受ける形で予算計上に至ったものと拝

察いたします。 

 今後、この事業を進めていくに当たり、具体

的にどのような設計で進められるのか、今後の

方針等についてお聞かせください。 

○企画政策課長（堀留 豊）  今後の計画につ

きましてお答えいたします。 

 令和６年８月に行われました旧牛根中学校の

利活用及び牛根地区グラウンドゴルフ場整備に

関する住民説明会では、地区住民の皆様から、

国道から旧牛根中学校へ至る道路が狭く、工事

車両等の増加による影響について懸念の声が上

がっていたところでございますが、議員御指摘

のとおり、それ以降も地域の皆様からも同様の

声が上がったことは、地区公民館長を通じ、情

報をいただいていたところでございます。 

 この件に関する対策につきましては、庁内関
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係課により検討を行っていたところでございま

すが、今回の報告会の結果を踏まえ、改めて対

応の必要があるとの認識をすることができまし

たことから、令和８年度の事業として、所管課

であります土木課において、二川地区道路概略

設計業務委託の予算計上を行ったところでござ

います。 

 この報告会を通じて、交通量増加への対応の

みならず、津波指定緊急避難場所である旧牛根

中学校への避難経路を確保するためには、一定

の幅を有する道路整備が必要であり、そのこと

が地域住民の皆様の命と安全を守るという課題

の解決につながり、また、この道路整備により

生活道路が確保されるとともに、地域住民の皆

様の利便性が向上するなど、道路整備に付帯し

て様々な効果を生み出すことが期待されるもの

と考えております。このように、地域の課題解

決を図るのみならず、様々な効果が期待できる

道路整備につきまして、二川地区道路概略設計

業務委託では、具体的にどのような手法を講ず

るのか調査してまいりたいと考えております。

その際は、グラウンドゴルフ場整備と同様、地

域住民の皆様との対話を重ね、地域課題の解決

を図るとともに、事業効果についてもしっかり

と検証を行いながら取り組んでまいりたいと考

えているところでございます。 

 以上でございます。 

○宮迫隆憲議員  ありがとうございます。 

 今回の予算の契機となった報告会では、交通

量の増加への対応だけでなく、津波指定避難場

所である旧牛根中学校への迅速な避難経路の確

保をはじめとする様々な地域課題があり、課題

解決のための手段として業務委託費が計上され

たことがよく理解できました。無事予算が承認

されましたら、この事業が、交通量の増加への

対応のみならず、津波避難場所への避難や生活

利便性の向上、地域としての一体感の醸成等

様々な効果を生み出す可能性があることを十分

に勘案の上、できるだけ早く結果が出るよう取

り組んでいただきたいと思います。 

 また、その際は答弁でありましたように、地

域の皆様方の声に耳を傾けながら御検討いただ

きますよう要望いたしまして、この質問を終わ

ります。 

 次に、台湾行政視察について、２回目の質問

に移ります。 

 先ほど課長の答弁にもありましたが、名間郷

では郷長をはじめとする幹部職員の皆様方から

大歓迎を受け、今後の交流に向けいいスタート

が切れた視察であったと感じております。私は、

国際交流とは今後発展されるイベント等を通し

て、互いの風習や文化などを知ることにより、

互いのまちにとっていい影響を得られることが

できるものと考えております。短期的な効果を

求めるのではなく、交流を長期に継続させるこ

とが重要であると私は考えます。 

 そこで、台湾交流事業をどのように推進され

ていくのか、方向性を市長に伺います。 

○市長（尾脇雅弥）  今後の方向性についてお

答えをしたいと思います。 

 先ほど、水産商工観光課長から答弁もござい

ましたけれども、視察先である名間郷では郷

長癩癩本市でいう市長のような存在でございま

すが癩癩陳翰立氏をはじめ、多くの幹部職員に

大変熱烈な歓迎を受けまして、視察の全行程に

同行していただきました。 

 視察中、陳郷長より名間郷としては初めての

友好交流であり、この出会いを大切にしたい旨

の発言があり、また、４月以降に本市を視察し、

あわせて友好交流協定を締結したい旨の発言を

いただいたところでございます。 

 今回の視察において、名間郷のトップである

郷長をはじめ幹部の皆様、そして市議会に当た

る郷民代表会の皆様と直接お会いをして、本市

の想いをお伝えし、本市への信頼を得ることが

できたと考えております。国際交流事業の第一
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歩を踏み出すことができた実りある視察であっ

たと感じているところでございます。 

 議員御指摘のとおり、国際交流とは、長期的

に持続可能な事業を推進していくことが重要で

あると考えております。交流事業を通じ、お互

いのまちが経済、教育、文化など様々な分野で

よい効果が生まれるように、市民の皆様をはじ

め関係先の御意見を伺いながら、友好交流事業

を進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○宮迫隆憲議員  ありがとうございます。 

 本市と名間郷との交流は、相互理解を深める

だけでなく人と人との温かい絆を育む大変有意

義な取組だと認識しております。農業でいえば、

肥料をまき、畝を立て、そこに種を植えたとこ

ろであると考えます。これから築いていく信頼

関係を大切にしながら、文化、教育、観光、そ

して輸出など様々な分野で、最高な実がなるよ

うな交流になることを切に願い、私の質問を終

わります。ありがとうございました。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は10時40分から再開いたします。 

     午前10時27分休憩 

 

     午前10時40分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、１番、髙橋理枝子議員の質疑及び質問

を許可いたします。 

   ［髙橋理枝子議員登壇］ 

○髙橋理枝子議員  おはようございます。垂水

市消防本部における性別による不当な取扱いに

係る第三者委員会報告書から考える自治体とし

ての在り方についての質問です。宮迫議員の質

問に御答弁いただき、重複する内容もあるかと

思いますが、再度しっかり御答弁いただきたい

と思います。 

 令和５年10月18日に、垂水に初めて入職され

た女性消防職員が退職しました。令和６年２月

19日に、元職員から垂水市へ手紙が届きました。

ハラスメントや女性用施設未整備による職場環

境の問題、また、消防本部による性別による差

別等の問題や男性職員へのパワーハラスメント

の訴えが書いてありました。 

 市による回答は、同年４月10日に出されまし

た。同年５月８日、元職員から垂水市に手紙が

送付され、さらに、12月18日、女性消防職員退

職に関するハラスメントの申出が出され、令和

７年３月６日、令和５年垂水市消防本部におけ

る性別による不当な取扱いの疑いに係る第三者

委員会が設置されました。 

 その後、委員会は垂水市職員及び元職員へ調

査を行いました。令和７年12月１日に報告書が

出されました。そして、私たち議員へは、令和

８年１月23日の臨時会で、全員協議会の中で報

告書が配付され、担当弁護士３名もリモートで

参加して説明が行われました。その内容は165

ページにわたり、詳しく記されていました。元

職員はハラスメント17項目にわたって訴えをし

ましたが、事実認定されたのはセクシュアルハ

ラスメント２項目でした。逆に、ハラスメント

には該当しないと断定しているのは８項目でし

た。 

 その中でも、報告書には、「適切とは言えな

い」、「同発言は不適切であると言わざるを得

ない」、「セクシュアルハラスメントには該当

しないが不適切であると言える」、「性別によ

る異なる扱い（直接差別）に極めて類似する」、

「本件一連の取扱いは合理的な理由がないもの

であり、性別により不利益な取扱いに該当する

疑いが強いと考える」などの表現が十数か所に

述べられていました。 

 報告書の中でまず注目したのは、元職員が退

職した直接の原因です。自己都合退職という形

で退職せざるを得なかった元職員が退職した直

接の原因について、報告書の内容をそのまま引
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用することなく、異なる表現での本市の見解を

伺いますが、まず、採用するときの説明不足、

元職員やほかの現場消防職員の正当な意見を組

んで、組織改善に生かすための組織体制の不備

等指摘されていますが、設備を整備するときに

も元職員へ意見を聞く機会を持つなど、業務と

して関与させなかったこと、ほかの消防職員が

元女性職員の声を消防本部に届けても女性に確

認することもなかった。相談窓口、特に女性に

よる女性用の相談窓口があれば退職に至らずに

済んだかもしれませんが、なぜ問題が起こり始

めたとき、すぐにでも相談窓口設置をしなかっ

たのか、事情を伺います。 

 次に、令和３年に策定された、第２次垂水市

男女共同参画基本計画について伺います。 

 令和７年度、見直しの時期が来ています。重

点目標２に挙げられています政策・方針決定過

程への女性の参画拡大について、５年間の施策

と成果、目標達成度について伺います。 

 次に、令和６年12月議会でも質問させていた

だきましたが、ごみ出し支援の質問です。 

 高齢者や障害者など、ごみ出し困難者の戸別

回収についてです。鹿児島県内で、ごみ出し戸

別回収サービスを行っている市町村を教えてく

ださい。 

 最後に、新年度予算案に、新規で、歴史民俗

資料館調査研究事業がありました。2016年に歴

史文化資料館建設を求める請願書が採択されま

したが、優先順位が低く実現せず、それから９

年後、2025年９月議会に垂水博物館（仮称）設

立についての陳情書が垂水史談会から出され、

採択されました。そして、今回の予算案に調査

研究費が盛り込まれました。 

 市管理施設や個人所有で、貴重な歴史資料を

保存・保管するのは困難になりつつあるという

こと、資料は適切に展示・開設し、市民やその

他に周知することは郷土教育や地域の魅力発信

につながること、垂水市は桜島・錦江湾ジオ

パークに含まれ、歴史的側面だけではなく、自

然や文化の側面から見ても豊かな財産があると

いうことなど、垂水市の取組を発展させること

ができると必要性を挙げられておられます。 

 垂水市内外の歴史、文化、自然を愛好される

方々も大変注目されています。このまま設立ま

で前進を続けていただきたいと思うのですが、

今回の予算案の歴史民俗資料館調査研究事業は、

まずはどのような調査研究を想定されているの

か伺います。 

 以上、１回目の質問を終わります。 

○消防長（松尾智信）  元女性消防職員の退職

した直接の原因についての質問にお答えいたし

ます。 

 宮迫議員の質問でも答弁いたしましたが、今

回の報告書では、十分な仕事ができなかったこ

とやハラスメントによることが原因と主張され

ており、消防本部では、その主張について、４

つの要因が影響したと考えております。 

 まずは、本部への人員配置や現場活動及び訓

練の制限により元女性消防職員が十分に仕事が

できなかったこと、２件のセクシュアルハラス

メントが認定されたこと。また、環境整備の過

程に関与させ、的確に説明していれば、異なっ

た結果が出た可能性があり、説明が不十分であ

ったこと。さらに性別による不利益な取扱いに

よりモチベーションをそがれ、職員のモチベー

ションを向上させる組織体制ではなかったこと

により退職したとも指摘されております。この

ような要因が重なったことで、元女性消防職員

が退職に至ったと考えております。 

 今後は、こうした事態が二度と発生しないよ

う再発防止の徹底に努め、全ての職員が安心し

て働ける職場づくりを進めてまいります。 

 以上でございます。 

 続きまして、相談窓口を設置しなかったのか

事情を伺うの質問にお答えいたします。 

 相談窓口が設置されなかった直接的な要因は、
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組織全体の認識不足があったと考えております。

相談窓口は職員が安心して問題を報告し、適切

な対応を求める上で非常に重要な機能ですが、

女性専用の相談窓口が設置されていなかったこ

とが今回の結果につながったものと考えており

ます。 

 今後の課題としましては、職員の意見や声を

反映できる仕組みを確立するとともに、組織全

体として、健全な職場環境を形成することが重

要であり、相談体制の構築をはじめ、職員研修

等により、再発防止を徹底してまいりたいと考

えているところでございます。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  政策・方針決定

過程への女性の参画について、これまでの５年

間の成果及び目標達成状況につきまして、お答

えいたします。 

 まず、多様な視点を市政に反映させることは、

複雑化する市民ニーズ、社会課題を解決し、市

民サービスの向上につなげていく上で必要不可

欠であり、政策提言や意思決定の場に、女性が

参画することは極めて重要であると考えている

ところでございます。 

 現在、本市では、第２次垂水市男女共同参画

基本計画において、政策・方針決定過程への男

女共同参画の推進を重点目標に掲げ、この重点

目標に対する施策の方向として、政策・方針決

定過程への女性の参画拡大と、農林水産業、商

工業等の分野における女性の参画の拡大として

いるところでございます。このうち、政策・方

針決定過程への女性の参画拡大につきましては、

具体的施策として４つの施策を掲げております。 

 この４つの施策の５年間の成果、それから目

標達成状況を申し上げますと、まず１つ目の、

具体的施策である市における女性職員の登用の

促進でございますが、管理職に占める女性職員

の割合は、令和３年度が０％、令和７年度が

13.6％、計画の目標は令和７年度で５％でした

ので目標を達成しております。 

 ２つ目の具体的施策である市の審議会等への

女性委員の登用促進でございますが、令和３年

度が22.4％、令和７年度が29.5％、計画の目標

値である30％は達成しておりませんが、ほぼ計

画目標値に近づいてきている状況でございます。 

 次に、地区公民館・振興会等のコミュニティ

活動における方針決定過程への女性参画でござ

いますが、この具体的施策に対する計画目標値

は掲げていないところではございますが、各地

区の地域振興計画策定推進委員会等において、

策定推進委員として男女幅広く参画してもらう

ように働きかけを行っているところでございま

す。 

 最後に、農業委員会等への女性委員の登用促

進でございますが、こちらも計画目標値は掲げ

ていないところでございますが、農業委員及び

農地利用最適化推進委員のうち、女性委員の数

は、令和３年度が２名に対し、現在は３名とな

っております。 

 以上のことから、具体的施策分野での女性割

合はおおむね増加しているところですが、今後

も公募委員枠の確保などを通じ、女性の視点が

市政の隅々にまで行き渡るよう、引き続きしっ

かりと取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（有馬孝一）  県内のごみ出し

戸別回収の現状について、お答えいたします。 

 令和７年第３回定例会において、持留議員の

質問にて答弁をいたしましたが、県内の高齢者

向けごみ出し戸別回収の実施状況につきまして、

県内の19市を確認をしましたところ、事業者や

振興会等によって、本市を含めた13市が何らか

のごみ出し支援サービスを実施済みであること

を確認をしており、うち４市がごみ出しの戸別

回収サービスを実施済みでございます。 

 なお、ごみ出しの戸別回収サービスにおける

分別につきましては、各市とも、各市の分別方
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法に基づいた戸別回収サービスであることを確

認をしております。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（大迫隆男）  どのような調査

研究を想定しているかにつきまして、お答えい

たします。 

 本市におきましては、国指定史跡の垂水島津

家墓所をはじめ、貴重な文化財が多数存在して

おります。そうした貴重な文化財につきまして、

適切に保存し、公開する施設の必要性はかねて

から検討していたところでございます。 

 また、令和７年市議会第３回定例会において、

（仮称）たるみず博物館の設立についての陳情

が採択されたところでございます。まずは、来

年度は基礎調査として、多様な施設や検討組織

の在り方について先進地視察を行う予定として

おります。視察先としては、まずは県内の指定

管理者を導入している資料館、観光交流施設と

複合されている資料館、既存施設を利用した資

料館などから選定する予定でございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございました。

御答弁いただきました。宮迫議員とも重複する

こともあるかと思いますけれども、また、御自

分の声で答弁いただきたいと思います。 

 次に、本部職員のマネジメント能力の不足を

指摘されています。消防本部の業務は適切に行

っていたとなっていました。しかし、現代的な

マネジメント能力を向上させる取組を十分に行

っていなかったと指摘されています。つまり、

勉強不足を指摘されたということだと思います。 

 現場職員、新入職員に、仕事に対するやりが

い、働きがいを実感させること、また、成長を

支援することが十分でなかったということだと

思います。具体的に、幹部教養に必要な初級幹

部科、中級幹部科、上級幹部科を修めた人数が

確認され、上級幹部科を修めた人は０人となっ

ていました。 

 そこで質問です。幹部教養を修めることは必

要であり、重要だと思われたことがありますか。 

○消防長（松尾智信）  幹部教養を修めること

は必要であり、重要だと思われたことはありま

すかの質問にお答えいたします。 

 消防幹部教養研修は、消防組織の運営、災害

対応能力の向上、幹部職員の資質向上において

重要な研修であることは認識をしているところ

であります。本市消防本部においては、報告書

に指摘されているとおり、これまで初級幹部科、

中級幹部科を修了した職員が計４名、上級幹部

科に至っては修了者が１名もいない状況です。

この背景には、近年、採用職員の初任教育科入

校や隊員に対する救急科、予防科、救助科など

専門課程の育成、さらには救急救命士の育成を

優先したことが影響していると考えております。 

 今後は、市民の生命と財産を守るという職責

を果たすためにも、全職員で幹部教養の重要性

を改めて認識するとともに、災害現場での指揮、

多様化する災害への対応能力、安全管理、そし

てマネジメント能力の向上を目指し、初級・中

級幹部科の入校による人材育成を進めてまいり

ます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  来年度ですかね、上級幹部

研修の実施の予定はありますか。 

○消防長（松尾智信）  上級幹部科については、

近年、入校希望者がいないことや、また、県消

防学校も現場隊員の教育を優先していることか

ら、令和８年度も上級幹部科の研修開催の予定

がない状況でございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  それでは、上級ではなく、

幹部研修の実施予定はありますか。 

○消防長（松尾智信）  消防学校における幹部

教育研修として、来年度予算で、当初予算に予

算を計上したところでございます。これにつき

ましては、幹部候補の研修に行かせたいという
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ことで予算計上いたしました。 

 研修については、消防職員のスキルアップや

マネジメントを初歩から謙虚に学び直すことを

目的にしたものでございます。参加者は１名の

予定ですが、年次的に参加を募り、対象者は全

て受講させてまいります。また、年度途中での

参加者希望がある場合は、予算の先食いや補正

で対応したいというふうに考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  幹部研修は１名予定してい

るということでした。現場活動に支障を来さな

いようにするために、教育は後回しになってい

たということのようです。来年、上級幹部研修

はないので参加できないということ、幹部研修

は１名参加予定であるということです。しっか

り研修を受けていただき、帰られてからも、ほ

かの職員と内容の共有をしていただき、参加報

告書を作成して残していただきたいと思います。 

 そこで、原因の一つに人員不足が挙げられて

いました。これは複数の現場職員、本部職員か

らも切実な意見として挙げられていました。垂

水市職員定数条例で規定されている消防職員の

人数と現状をお答えください。 

○消防長（松尾智信）  垂水市職員定数条例で

規定されている消防職員の人数と現状について

の質問にお答えいたします。 

 垂水市職員定数条例で規定されている消防職

員の定数は44人で、現在は再任用職員を含め、

45人体制で勤務を行っているところです。 

 垂水市消防本部における現場職員不足につい

ては、第三者委員会の報告書の中で、今回の事

案における間接的原因として、現場隊員の人数

不足が指摘されております。また、人員の不足

により、現場隊員には余裕がなくなり、結果と

して、現場隊員と本部職員との間にあつれきが

生じ、消防職員間のコミュニケーションが阻害

される状況が発生しているとの具体的な指摘が

なされているところでございます。 

 人員不足につきましては、令和７年12月議会

での宮迫議員の質問に対しましても答弁いたし

ましたように、垂水市消防本部における消防職

員の増員は喫緊の検討課題であると認識してお

ります。増員により現行の運営体制を安定化さ

せ、市民の生命、財産を守る取組をさらに強化

することが可能になると考えております。しか

しながら、増員に伴う人件費やその他の財政負

担の問題も含むため、慎重に議論を進める必要

があります。こうした背景の下、現状の課題を

整理しながら、消防職員の配置計画を検討いた

します。また、地域の安心・安全を確保するた

めの消防力整備の指針である垂水市消防基本計

画の見直しも早急に進める必要があると認識し

ております。 

 見直しに当たっては、市内における救急、災

害対応力の維持向上を最優先課題として取り組

むとともに、世代ごとの職員バランスの調整や

職場環境の充実、人材育成の強化も併せて検討

してまいります。 

 さらに、現在休止している隣接自治体との広

域的な連携についても再構築等も含めて見直し

を行い、より効果的かつ効率的な運営体制を構

築していくことが必要ではないかとも考えてい

るところです。 

 ただし、広域的連携については、近隣市町の

事情もありますことから、慎重に進めていく必

要がございます。今回の報告書を教訓とし、市

民の生命と財産を守るため、消防本部として職

場環境の整備に努め、全ての消防職員が働きや

すい職場環境に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  44名定員に、今、45名体制

であるということでした。十分ではないが、広

域的な連携も視野に慎重に進めていく必要があ

るということでした。広域的連携についての議

論は休止状態であるということでしたが、消防
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署を抱える自治体として、金銭的・人的を含め

て運営体制の再構築の議論が必要な時期でもあ

るということだと思います。垂水市消防基本計

画も見直し作業を開始していただき、適正人数

の確保に努めていただきたいと思います。人員

拡大については、次の項目で質問させていただ

きます。 

 次に、再発防止についてです。 

 元女性消防職員も望まれていましたが、不幸

にも問題が起こった後の対応こそ、新しい組織

づくりへのよい機会と捉えていただきたいと思

います。 

 そこで質問です。女性消防職員のための新し

い相談環境創設の予定がありますか。 

○消防長（松尾智信）  女性消防職員のための

新しい相談環境創設の予定はの質問にお答えい

たします。 

 先ほど宮迫議員の質問でも答弁いたしました

が、第三者委員会の調査報告を受けて、委員会

からの意見並びに提言に基づき、今後の消防組

織の在り方について３つの取組を推進してまい

ります。 

 １点目、行動規範の策定と共有。第三者委員

会からの意見及び提言を受け、個々の職員が公

共の利益を意識し、具体的な行動を促す垂水市

消防職員行動規範（指針）を策定します。この

指針を全職員と共有し、組織全体に根づかせる

ことで不祥事を未然に防ぐ体制を構築すること

を目標とし、その中には、相談できる仕組みと

して、相談窓口の設定や定期的なハラスメント

研修の実施も盛り込んでまいります。 

 なお、行動規範につきましては、現在素案を

作成しているところでございます。 

 ２点目、コミュニケーションの促進。職員間

の適切なコミュニケーションは、不祥事防止に

寄与する要因であり、職場内での情報共有を円

滑にし、縦横の連携を強めることが、職員の相

互理解を深める上で欠かせません。また、早期

の兆候を把握するためには、職員が自らの業務

において自由に意見を交わし、コミュニケーシ

ョンを取る環境を整えることが重要と考えてお

ります。 

 ３点目、市民との信頼関係構築。消防組織と

して、市民の負託に応えるためには、透明性の

ある運営と適切な情報発信が必要です。不祥事

への対策だけではなく、組織の方針や取組に関

する説明責任を果たすことが市民に信頼され、

支持される組織運営の基盤と考えます。 

 具体的には、消防に関する様々な活動等の市

民の方々への周知等、ホームページや市の広報

誌等で定期的に紹介し、消防組織をより身近な

存在として感じていただきたいと考えておりま

す。 

 これらの取組を通じて、消防組織内での不祥

事発生のリスクを低減し、職員一人一人が公共

の利益を意識した業務を遂行する組織体制の構

築を目指してまいります。さらに、コミュニ

ケーションを重視することで内部連携を強化し、

市民目線での透明性のある運営に努めてまいり

ます。 

 さらに、将来的に消防組織の運営の透明性を

確実なものにするため、他の自治体での外部検

討委員会の設置がなされていますので、調査研

究を行ってまいります。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  先ほども宮迫議員の御答弁

で同じことが述べられていましたけれども、１

点目が、垂水市消防職員行動規範指針を策定さ

れるとのことでした。これは先進地区の例を参

考に素案を作成されているとは思いますが、ぜ

ひ、まだ入庁間もない職員や中堅の職員の皆さ

んからも意見をしっかり吸い上げていただいて、

垂水モデルとして、全国でも参考にしていただ

けるような、しっかりしたものをつくっていた

だきたいというふうに思います。 

 ２点目、コミュニケーションの促進ですが、
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今回の事案は間違ったコミュニケーションを取

ろうとして問題が発生しました。そうならない

ように専門家の研修をしっかり受けていただき、

コミュニケーションを取る環境を整えてくださ

い。 

 ３点目、市民との信頼関係構築ですが、透明

性について答弁されました。ガラス張り状態で

あることが望ましいと思います。ホームページ

や広報誌を利用して、発信していただきたいと

思います。 

 そこで質問です。また、ほかの自治体での外

部検討委員会の設置の調査研究を行うとのこと

でしたが、それはどこの自治体で、どのような

ものでしょうか。 

○消防長（松尾智信）  私どもが調べましたと

ころ、北九州市消防局が組織の透明性向上や業

務改善、消防組織の士気向上などを目的として、

外部の有識者や関係者による検討会や評価委員

会を設置し、運用しているようでございます。 

 目的としましては、消防局が実施する事業に

ついて、外部の視点から評価を受け、運営の透

明性と質を高めることであり、また、調査内容

としては、行政評価対象事業として、消防局の

各施策が評価対象としてリストアップされてい

るようでございます。 

 第三者評価委員会などを通じて、外部の専門

家や市民の意見が消防行政に反映される仕組み

のようでもございます。先ほども申し上げまし

たけれども、このような先進地を参考に調査研

究を行っていきたいというふうに考えていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  北九州市消防局ということ

でした。今、伺った限りでは、相当しっかりし

た外部検討委員会が設置されているというふう

に思いました。ぜひ行って、聞いたりとかして、

本市に生かせるようなものをしっかり調査研究

していただきたいというふうに思います。 

 次ですが、消防本部はもちろんですが、全庁

的に管理職のマネジメント能力を向上させる施

策がありますか。 

○消防長（松尾智信）  消防を含めた市職員の

人員拡大についての質問にお答えいたします。 

 先ほども答弁をいたしましたが、垂水市消防

本部における消防職員の増員は喫緊の検討課題

であると認識しております。増員により、現行

の運営体制を安定化させ、市民の生命と財産を

守る取組をさらに強化することが可能になるこ

とは十分に認識しております。しかしながら、

先ほども申し上げましたけれども、増員に伴う

人件費やその他の財政負担の問題もありますの

で、現状の課題を整理しながら、消防職員の配

置計画等の見直しや広域的連携についての協議

も視野に入れながら、より効果的かつ効率的な

運営体制を構築していくことが必要ではないか

というふうに考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  議員御質問のありま

した、全庁的な管理職のマネジメント能力の向

上ということでお答えいたします。 

 近年、複雑化・多様化する行政事務でござい

ますけれども、管理職には、これまで以上に高

いリーダーシップ能力が求められていると考え

ております。こうした背景を踏まえて、本市で

は、これまでも管理職向けの研修を実施し、組

織のリーダーとして、業務の進め方やメンバー

との効果的なコミュニケーションの指導方法の

習得に関する研修等を進めてまいりました。 

 また、第三者委員会の報告書によると、消防

本部に限らず、市全体の課題として、管理職の

マネジメント能力向上の重要性並びに職員間の

コミュニケーション不足やコミュニケーション

ギャップという組織的な課題が存在することも

改めて認識できたところでございます。 

 これを受け、本市では、管理職向けマネジメ

ント研修を引き続き実施するとともに、新規採
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用職員から管理職まで、各階層に応じたコミュ

ニケーションスキル習得の研修機会を新たに設

けていきたいと考えております。この取組によ

り、職員間の相互理解、信頼関係を深め、組織

内における情報共有の促進を通じて、職場環境

やチームワークの改善が図られるものと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございます。 

 これまでも研修はされてきているということ

だと思いますけれども、それでは足りなかった

部分というのがあったということだと思います。

何が足りなかったかという検証も必要だと思い

ます。受け身だけではなく、座学だけではなく、

ロールプレイング的な研修とか、実際アクショ

ンしてみるような研修をちょっと選定していた

だくとか、いろいろまたこれまでと違った方向

性も考えていただく必要があるんじゃないかな

というふうには思います。しっかりやってくだ

さい。お願いします。 

 次に、人員増についてなんですけれども、先

ほど消防職員の人数は伺いました。今後、消防

を含めて、市職員の人員拡大についての認識を

伺います。 

○市長（尾脇雅弥）  消防を含めた市職員の人

員拡大ということについて、お答えをいたしま

す。 

 行政事務が複雑化・多様化する中、働き方改

革に伴う職場環境の改善や業務量に応じた適正

かつ効率的な職員数の確保や組織体制の整備な

どが求められているところでございます。これ

らの複合的な要素を踏まえまして、令和２年度

から令和６年度までの間、業務量調査を実施を

いたしまして、職員数と業務量の関係性を検証

してまいりました。併せて、事業の見直しや廃

止についても確認を行い、その結果、令和６年

度から６人の職員増に至ったところでございま

す。また、業務の専門性や内容によっては、専

門職としての会計年度任用職員の任用や地域お

こし協力隊の任用などにより、それぞれの業務

に精通した人材の確保を行っているところでご

ざいます。 

 今後も引き続き、所属長を中心に事務の効率

化を進めながら増やさなければならない要因、

減らすべき要因、そして将来の垂水市を見据え

て、適正な人員確保に努めてまいりたいと考え

ております。 

 非常に難しいのは、以前に比べて、地方分権

の名の下に、地方に400の事業が振り分けられ

ました。例えば、パスポートの問題とか、そう

いった中で、垂水市におきましては、合併がで

きない状況を踏まえて285を235にして、その状

態で頑張ってきたわけでありますけれども、一

方で、その働き方改革ということで、相矛盾す

る複雑な連立方程式の中で、求められるハード

ルが高くなっています。基本的には、施政方針

の中にも申し上げましたけれども、３つのまち

づくりを、外へ出せるものは出しながら、また

ＩＣＴということを活用しながらやっていかな

きゃいけない、今、ちょうど過渡期に来ている

と思いますので、職員一人一人が一生懸命頑張

っていただいて、ただ、その結果として今回の

事案も発生しておりますので、そのことを踏ま

えて、しっかりと、なかなかそう簡単なもので

はありませんけれども、今後を見据えて、先ほ

ど答弁しましたように、どういう在り方が一番

いいのかということを検討しながら、問題解決

に努めてまいりたいというふうに思っていると

ころでございます。 

○髙橋理枝子議員  財政負担の問題もあります。

目には見えないけれども、市民の生活そのもの

が行政の仕事です。市の職員の皆さんが陰とな

りひなたとなり、頑張ってくださっているから

こそ、市民の皆さんが安心して生活していけま

す。市民の方々も、事情を説明すれば、きっと

御理解いただけると思います。ここでは、特に
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消防職員の人員確保の問題でしたが、全庁的に

見ましても、今回の議案で、会計年度任用職員

を募集しても応募がないなどで減額補正の提案

があります。もう一度、必要なところに人を配

置して、特定の人に負担が集中しない組織体制

に見直しをするべきだと思いますので、市長、

しっかり見直していただき、必要なところに人

員配置できるようによろしくお願いいたします。 

 この問題の最後に、セクシュアルハラスメン

ト認定後、被害女性への本市の対応はどのよう

なものだったかを伺います。 

○総務課長（園田 保）  セクシュアルハラス

メント２事案の事実認定後の元職員への対応に

ついて、お答えいたします。 

 まず、今年１月13日に、正式に第三者委員会

から調査報告書の提出がありました。第三者委

員会では、元職員に対する２つの事案をセクシ

ュアルハラスメントとして評価されたところで

ございます。この調査結果を受け、同日、本市

では、垂水市職員のハラスメント防止等に関す

る規程、これに基づき、ハラスメント処理委員

会を開催し、第三者委員会の報告書を審議し、

その結果、第三者委員会の報告書と同じく、２

つの事案をセクシュアルハラスメントと認定し、

再発防止を含めた提言を取りまとめたところで

ございます。 

 ハラスメント処理委員会の提言を基に、副市

長から申出人である元職員に対し、提言の内容

を記載した文書を、第三者委員会の報告書と合

わせて１月15日付で郵送したところでございま

す。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  規程どおりに郵送しました

という話だったと思います。その中に何か謝罪

的な言葉の手紙を入れるとか、そういうことは

あったんですか。 

○総務課長（園田 保）  ハラスメント処理委

員会に関しましては、ハラスメントを認定する

か否かの委員会でございますので、その中には、

そのような文書は入れておりません。結果報告

ということでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  当初ないと言っていたもの

があったわけです。先ほど消防長、市長から謝

罪の言葉がありました。今後、直接、元消防職

員に対して謝罪の言葉をかける機会を持たれよ

うと思いますか。まず、消防長。 

○消防長（松尾智信）  先ほどの宮迫議員の質

問の中でも謝罪をさせていただきましたけれど

も、改めて謝罪をさせていただきたいと思いま

す。 

 垂水市消防本部において、このような事態に

なったことに対しまして、誠に申し訳なく思っ

ております。この場を借りまして、深くお詫び

を申し上げます。このような事態を再び招かな

いためにも、全消防職員で職場環境の改善に取

り組み、再発防止の徹底に努めてまいります。

申し訳ございませんでした。 

○髙橋理枝子議員  恐らく元職員、この配信、

見ておられると思います。どのようにお感じに

なるかは、私は本人ではないので分かりません

が、やはり直接言葉をかけるべきではないかな

というふうに思うんですが、市長、いかがでし

ょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  職員を採用するに際して

も、大変期待をして採用しておりましたので、

今回の一連のことは大変残念に思っております。

なかなか連絡がつかないという現状であります

けれども、機会を捉えて、そういうことができ

るようであれば、公的ではなくても、そういう

ことでお話をする機会がいただけるのであれば、

そうしたいなと思っております。 

○髙橋理枝子議員  直接会ってお話をしたいと

いうことだったと思います。しっかり、それ、

お約束していただきたいというふうに思います。 

 これで、この問題は終わります。 
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 次に、男女共同参画についてです。 

 管理職の女性登用は令和７年度、５％目標に

対して13.6％、市の審議会等への女性委員登用、

令和７年度29.5％で、目標30％に対してほぼ目

標達成、地区公民館振興会等のコミュニティ活

動における方針決定過程への女性参画は数値な

し、農業委員会の女性登用は現在３名というこ

とでした。 

 女性活躍に関しましては、令和７年６月議会

でも質問いたしました。質問の内容は、女性会

議的なものを構築できないかという趣旨でした。

意思決定の場を圧倒的多数の男性が占めると、

偏りが生じるのは言うまでもありません。意思

決定の場は発言を伴いますので、それなりの訓

練が必要だと思います。時代が進めば、自然と

女性のリーダーが増えるというものではなく、

そこに双方の努力が存在して初めてリーダーが

出現してきます。双方とは、女性活躍を後押し

する側と押される側ということです。もちろん、

その中には政治分野も含まれ、議会への女性参

画も含まれます。組織の中に女性が含まれると、

何かしら変化が起きることは間違いありません。

議会の半数を女性が占める議会では、一般質問

の内容も出産・育児、教育、介護、福祉、そし

て女性の健康など、男性がストレートには扱い

にくい内容が増えたとあります。議論の中に多

様性が生まれます。 

 そこで、政策提言や決定に女性が関わる機会

創出のための具体的取組について伺います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  政策提言や決定

に女性が関わる機会創出のための具体的取組に

つきまして、お答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、政策提言や決定の場に

女性が関わることは、多様な市民ニーズを反映

させるだけでなく、将来の女性リーダーを育成

する貴重な機会になると考えておりますことか

ら、政策提言や決定の場に女性が関わる機会を

創出することは、大変重要であると思っており

ます。 

 そのためには、市が設置する各種委員会や審

議会といった政策提言、決定の場に女性が関わ

っていただくことは極めて重要であり、企画政

策課としましても、各課で審議会等の委員を選

任する際は、検討段階において企画政策課への

情報共有や協議を行うなどして、女性委員の登

用率向上について、全庁的な意識向上を図って

いるところでございます。 

 このことにより、先ほどの答弁と重複します

が、市の審議会等への女性委員の登用促進は、

令和３年度が22.4％、令和７年度が29.5％とな

っており、女性の登用割合は増えてきている状

況でございます。 

 直近の事例で申し上げますと、本年度策定を

進めております垂水市観光振興計画を策定する

ための垂水市観光開発審議会は、委員８名中７

名が女性委員であり、それぞれの立場や経験を

基に、垂水市の観光振興について審議いただい

ているところでございます。 

 企画政策課としましては、引き続き、女性委

員の登用率向上について全庁的な意識向上を図

り、市の政策提言、決定の場に女性が関わる機

会をさらに創出することができるよう、努めて

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございます。 

 政治分野の男女共同参画推進法が2018年にで

きました。国・地方公共団体の施策の強化など

が盛り込まれています。第10条では、人材の育

成等がうたわれており、議会における審議を体

験する機会の提供、公選による公職等、市長や

議員のことなんですけれども、としての活動に

対する関心を深め、これに必要な知見を提供す

る講演会等の開催の推進、その他の人材の育成

及び活用に資する施策を講ずるものとするとあ

ります。 

 これらを実践した自治体の事例を挙げますと、
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兵庫県宍粟市では女性リーダー育成を強化した

結果、16名定員中１名だった女性議員が昨年の

改選では７名になりました。私たち女性議員も

成り手創出には努力はいたしますが、ぜひ、行

政の方もお力添えをいただき、政策提言、決定

の場に関わる女性が増えますよう、あらゆる努

力をお願いしたいものですが、第２次垂水市男

女共同参画基本計画見直しに際しての見解を伺

います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  女性の能力発揮

への支援の実態という視点でお答えさせていた

だきます。 

 第２次垂水市男女共同参画基本計画において、

全ての人が能力を発揮できる就業環境の整備の

促進を重点目標に掲げ、施策の方向としては、

雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇

の確保、仕事と生活の調和の実現に向けた取組

の促進、そして、今、議員がおっしゃられた、

女性の能力発揮への支援、こういったものを掲

げているところでございます。 

 市としましても、自分のやりたいことに挑戦

し、能力を発揮する女性が増えていくことは、

地域全体の活力向上にもつながっていくものと

考えております。 

 女性が能力を発揮し、活躍する地域社会の醸

成は社会における女性リーダーを生み出す風土

になると考えておりますので、今後も引き続き、

この男女共同参画基本計画に基づいて、女性が

社会で活躍する地域社会の実現を目指してまい

りたいと考えております。 

 議員という役職だけでなくて、まだ経営者と

か技術者とか女性が活躍する場というのが多く

ございます。その中から、その分野でのリー

ダーとなり、そしてまた、この行政というか、

政治の場で活躍してくれる方がどんどん増えて

いくように、我々もしっかり支えていきたいと

思います。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  しっかり、お力添えをよろ

しくお願いいたします。 

 次に行きます。 

 ごみ出し困難者への支援についての県内の状

況を伺いました。４市が戸別回収している。４

市がどこか教えてください。 

○生活環境課長（有馬孝一）  ４市につきまし

ては、鹿児島市、阿久根市、霧島市、志布志市、

４市です。 

○髙橋理枝子議員  ありがとうございました。 

 高齢者世帯に対するごみ出し支援の特別交付

税措置、かかった費用の50％を国が自治体に補

痾するという制度への認識を伺います。 

○生活環境課長（有馬孝一）  高齢者等世帯に

対するごみ出し支援の特別交付税について、お

答えいたします。 

 先ほどと同様、令和７年第３回定例会におい

て答弁をいたしましたが、近年の高齢化の進展

等を背景に、ごみ出し困難な状況にある世帯が

必要な支援を受けられないケースが増加してい

ることを受けて、国として各地方公共団体によ

るごみ出し支援の取組を後押しするため、令和

元年度特別交付税３月分の算定より、高齢者等

世帯に対するごみ出し支援が創設されておりま

す。 

 対象経費といたしましては、単身の要介護者

や障害者などのごみ出しが困難な状況にある世

帯の支援として、市が実施する戸別回収に伴う

増加経費等について、特別交付税措置、措置率

２分の１が講じられるようになったところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  令和元年に設立されて、そ

の当初370団体、約２割ぐらいの市町村が導入

したんですけど、令和５年、私、ちょっと令和

５年しか分からないんですけど、470団体、

24.7％になって、年々この戸別回収をしっかり

やってくださっているという自治体が増えてま
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す。 

 ごみ出し問題は、高齢者とか障害者にとって

も住みやすいか住みにくいかを判断する、かな

り重要なポイントだと私は思います。ぜひ、早

い段階で特別交付税措置を活用してごみ出し困

難者戸別回収、導入するべきだと思いますが、

いかがでしょうか。 

○生活環境課長（有馬孝一）  早い段階での本

市ごみ出し困難者支援策導入への考えについて、

お答えをいたします。 

 生活環境課では、相談があった際は、現在は

有料にはなりますが、市内の一般廃棄物処理業

者による、ごみ収集による方法を紹介させてい

ただいております。事業者に聞きましたところ、

有料でのごみ回収は週一、二回を基本とし、全

体件数として30件程度あり、そのうち高齢者や

障害者などのごみ出し困難な方々については、

15名程度とのことでございました。 

 また、福祉課において、高齢者等を地域で支

え合うための取組といたしまして、生活支援体

制整備事業を推進しており、地区ごとに委嘱し

ております生活支援コーディネーターを中心に、

地域の課題等を話し合い、お互いに支援する体

制づくりを進めているところでございます。 

 福祉課とは、これらの状況のほか、高齢者等

のごみ出し支援制度に係る県内他自治体の取組

状況等についても、情報共有を図り、支援制度

に係る意見交換を行っているところでございま

す。 

 本市としましては、現在、福祉課が互助によ

る地域づくりを取り組んでおりますことから、

現時点では、福祉課所管の生活支援体制整備事

業での対応を推進していくこととしております。

しかしながら、議員が申されますとおり、互助

による支援を超える場合、公助による補完的な

方策として、ごみ出し困難者の方に配慮した回

収システムなどがありますが、事業実施におき

ましては、利用者の要件、対象とするごみの種

類、回収頻度の検討、また、現在実施していた

だいております民間事業者との調整と様々な課

題がありますことから、今後も、他自治体の高

齢者等のごみ出し支援の状況等を参考に、関係

課と連携し、調査研究、協議してまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  しっかり調査研究していた

だいて、導入に向けて前向きに検討していただ

きたいというふうに思います。よろしくお願い

します。 

 最後、もう、お時間がなくなってきたんです

けれども、歴史民俗資料館についてなんですけ

れども、この問題については、またほかの議員

からの質問もあると思いますので、方向性につ

いて、一言でお願いできますか。 

○社会教育課長（大迫隆男）  方向性について、

お答えいたします。 

 来年度実施予定の先進地視察の中で、設置の

ための組織、新築または既存施設の活用、運営

方法、職員の配置状況、年間経費など調査し、

方向性につきまして総合的に検討してまいりた

いと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○髙橋理枝子議員  ぜひ、この歴史民俗資料館

創設が実現するように、力を合わせて頑張って

いきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 以上で、私の質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、７番、堀内貴志議

員の質疑及び質問を許可いたします。 

   ［堀内貴志議員登壇］ 

○堀内貴志議員  お疲れさまです。本日３項目

の質問について、数回にわたり質問したいと思

いますので、執行部の皆様方、しっかりとした

御答弁をよろしくお願いいたしたいと思います。 

 まず１点目は、２月に実施した台湾視察の内

容と成果について質問いたします。 
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 本定例会初日の市長の諸般の報告において一

部お話がありましたが、今月の５日から７日、

２泊３日で市長、水産商工観光課長、職員の３

名で、台湾のある地区を訪問されたと報告があ

りました。この視察の経費としては、昨年９月

定例会において補正予算の中で141万円の予算

が議決されております。そのときに議会として

もしっかりと審議をして議決された案件ですの

で、市民もその後の予算の執行状況と成果等に

ついて注目をされていると思います。先ほど宮

迫議員の質問の中で重なる部分もあろうかと思

いますが、改めてお聞きをいたします。 

 まず、その訪問の正式な目的について、宮迫

議員の答弁の中では、今回の目的は観光、教育

等について、訪問先、相手方の意思を確認する

ために実施したなどと答弁がありましたが、改

めて、今回の訪問は観光交流を目的にしたもの

なのか、経済交流なのか、あるいは教育・文化

交流を視野に入れたものなのか、相手方の反応

を踏まえて本市の考え方、具体的な政策目的を

明確にお答えください。 

 次に、訪問の具体的な内容についてお尋ねを

いたしますが、訪問先の自治体名、規模、協議

の相手方については、先ほどの宮迫議員の答弁

の中で理解をしましたので省略いたします。 

 市長は、本議会初日の諸般報告では、訪問先

において多くの方に歓迎され、観光地の視察、

そして令和８年中の協定などと報告がありまし

たが、今回の視察について単なる表敬訪問では

なく具体的な合意事項があったものと思います。

具体的な協議の内容、そして覚書や合意文書の

締結の有無についてお尋ねをいたします。 

 次に、２点目は、ハラスメント防止条例の必

要性についてを質問いたします。 

 宮迫議員、そして髙橋議員、先ほど来、消防

本部女性職員の関係を質問して問題提起をして

いますが、私のこのテーマについても多少なり

とも関連する部分があろうかと思います。今の

この機会だからこそ必要ではないかと思います

ので、そのことも踏まえてしっかりと御答弁を

よろしくお願いします。 

 本定例会初日の議会運営委員会の諸般報告に

おいても報告しましたが、議会運営委員会メン

バーでパワーハラスメント防止条例を制定して

いる自治体へ行政視察に行ってまいりました。

現地では条例制定の経緯、具体的な条文構成、

相談体制の整備、第三者機関の在り方、さらに

運用上の課題まで丁寧に御教示をいただきまし

た。 

 視察を通じて強く感じたのは、パワハラ対策

は単なる理念条例ではなく、実効性を担保する

仕組みづくりが極めて重要であるという点であ

ります。特に相談窓口の孤立性、調査の公平性、

再発防止策の明確化は、条例の信頼性を左右す

る要素でありました。 

 本市においては、今年１月、先ほど来、質問

が出ておりますけど、消防本部における不当な

取扱いに係る第三者委員会の報告が我々議員に

もありましたが、ハラスメントに関する事例が

問題視されており、議員の療養休暇や職場環境

への影響も看過できない状況にあります。 

 私は、職員からの相談を受けてパワハラに関

する一般質問を幾度か行ったことがありますが、

本市において、パワハラを含むハラスメント防

止対策は喫緊の課題だと思っていますし、組織

の健全化を守ることは市民サービスの質を守る

ことにも直結すると思っています。 

 そこで、まず質問しますが、本市の職場環境

について、パワハラを含むハラスメントに関す

るリスクや課題が存在するのか否か、認識して

いるのか否か、執行部の明確な考え方をお尋ね

いたします。このことは、市長もしくは副市長

にお聞きをいたします。 

 最後は、観光ＰＲ事業についてお尋ねをいた

します。 

 本市では、ＪＡＬとの連携による機関誌への
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広告掲載、さらに販売ブースの活用などを通じ

て特産品の販路拡大に取り組んでおります。本

市の魅力を広く発信する取組として、その方向

性自体は理解するところであります。しかしな

がら、本事業は数年にわたり予算化され、令和

８年度予算の中で継続実施されることから、こ

こで一度、成果と効果を丁寧に検証する必要が

あるのではないかとの考えで質問をするもので

あります。 

 まず、お尋ねをいたします。本事業の当初の

目的は何であったのか、売上げの拡大を目標と

したものか、認知度向上を目的としたものか、

あるいは観光誘致や事業者育成までを視野に入

れたものなのか、具体的な成果指標を含めてお

示しください。 

 次に、これまでの予算総額は幾らであり、そ

の内訳、特に広告掲載費及び販売ブース関連経

費はどの程度であったのかお示しください。併

せて、年度ごとの売上実績額、参加事業者数、

新たに成立した取引件数など、具体的な成果数

値があればお答えください。 

 さらには、重要な点として、投入予算に対す

る売上額、いわゆる費用対効果についてどのよ

うに分析されているのかお尋ねいたします。 

 行政事業であります以上、単なる実施実績で

はなく、成果の検証が求められると考えます。

仮に、売上げ以外の波及効果、例えば、認知度

向上やブランド力強化を挙げられるのであれば、

それを裏づける具体的な調査やデータがあるの

かもお示しいただきたいと思います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  今回の訪問

の目的と訪問先と具体的な協議の内容について

お答えいたしますが、先ほど質問にもあったと

おり、宮迫議員の答弁にも一部重なるところが

ございますので、改めまして答弁をいたしたい

と思います。 

 訪問先と目的については、割愛させていただ

きたいと思います。 

 協議の具体的な内容についてでございますが、

本市が考える友好交流として、幅広い分野にお

いて相互理解を図り、市民一人一人がつながり

を感じられ、次世代へ引き継げる持続可能な交

流を目指したい旨を伝えるとともに、友好交流

の基礎となる友好交流協定の締結までの主な事

務プロセスといたしまして、事務連絡体制の確

立、名間郷による市への行政視察、視察を終え

ての交流意思の再確認、友好交流の方針や交流

分野の検討・協議、友好交流協定の締結、の大

きく５つについて提案を行ったところでござい

ます。これに対しまして、陳郷長より名間郷と

しては初めての友好交流であり、この出会いを

大切にしたい旨の発言がございました。本市の

提案を受け入れていただいたところでございま

す。 

 また、４月以降に本市を視察して、併せて友

好交流協定の締結をしたい旨の発言をいただい

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○副市長（坂元裕人）  現状の認識において、

ハラスメントのリスクや課題が存在すると認識

しているかにつきまして、お答えいたします。 

 まず、消防組織内で発生した今回の事案、と

りわけ第三者委員会の報告書の結果を重く、ま

た真摯に受け止めているところでございます。 

 報告書には、ハラスメントの評価はもとより、

ソフト面の改善点についても評価されており、

職場環境を改善する上で貴重な意見となるもの

でございます。市職員は全体の奉仕者として、

市民の皆様に対し、平等・公平に行政サービス

を提供することが義務でございますことから、

サービスの質を維持・向上させるためには、ま

ず、市全体の職場環境を整えることが組織運営

の基盤であり、特に意識改革を含めた人材育成

は必要不可欠でございます。 

 本市といたしましては、これまでもハラスメ
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ント防止に向けた取組を進めてまいりましたが、

その内容や実効性につきまして、改めて精査し、

改善が必要な点につきましては、適時適切に対

応していく所存でございます。 

 今後も、全庁的なハラスメント行為を未然に

防ぎ、また、その発生時にはスピード感を持っ

て対応できる体制を整備するとともに、職員へ

の啓発や研修をさらに強化するなど、より一層

の人材育成に努め、職員一人一人が報告書の内

容を自分事として捉え、自らの行動に責任を持

ち、互いに尊重し合う職場の実現、風通しのよ

い職場環境を目指して取り組んでまいります。 

 冒頭お伺いされました件ですけれども、組織

を構成しているのが人である以上、やはりリス

ク・課題は存在すると思っております。ですの

で、職場改善のための様々な取組であったり、

あるいは人材育成、そういうものが必要である

ということでございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  ＪＡＬとの

連携事業の目的と、これまでの事業総額及び費

用対効果をどのように分析しているのかについ

て、お答えをいたします。 

 本市と日本航空株式会社、いわゆるＪＡＬと

は令和３年７月に連携協定を締結し、その協定

の中で垂水市とＪＡＬが相互連携を強化しなが

ら、それぞれが持つ物的・人的・知的資源を有

効に活用し、地域全体の活性化を図ることを目

的とするとしております。 

 また、本事業の費用対効果につきましては、

ふるさと納税を含めた実利的な経済効果と中長

期的なブランド力向上の双方の観点から、高い

効果があったと考えております。 

 まず、ＪＡＬに関する垂水市へのふるさと納

税につきましては、令和４年10月開設時から本

年１月末まで、総額約１億770万円となってお

ります。 

 次に、相乗効果による即効的な経済効果につ

いてです。 

 本年１月にＪＡＬ機内誌「ＳＫＹＷＡＲＤ」

で、垂水市特集記事を掲載いたしました。垂水

市の情報に接したお客様が、実際に羽田空港内

での「鹿児島県垂水市フェアｉｎ羽田空港」へ

足を運ばれるという、メディアでの認知から空

港での購買行動へと直接つなげ、通常の広告展

開では得られない効率的な販売と認知度向上を

同時に達成し、高い相乗効果を創出したと考え

ております。 

 次に、中長期的なブランド力向上についてで

す。 

 日本初となる自治体として連携したＪＡＬ国

際線ファーストクラスラウンジでの垂水市漁協

「海の桜勘」寿司の提供を行い、国際線ファー

ストクラスを利用する世界各国の富裕層に対し

て、本市食材の品質の高さのＰＲを行いました。 

 ファーストクラス利用客という購買意欲の高

いターゲットに特化したアプローチは、一般的

な広告媒体では到達できない層へのＰＲを可能

にしたと考えております。加えて、ＪＡＬ国内

線ファーストクラス機内食での、令和６年度は

株式会社大隅ミート産業の桜島美湯豚を、令和

７年度はグローバル・オーシャン・ワークス株

式会社のブリが採用されました。 

 ＪＡＬという一流ブランドとの共同実績は、

本市食材の品質を保証する証明となります。こ

の実績が流通業者や飲食店との新たな商談にお

いて信頼のあかしとなり、中長期的なブランド

力を向上させ、販路拡大に大きく寄与している

と考えております。 

 なお、これらの効果に対する費用につきまし

ては、令和４年度から本年度までの累計総額

1,450万円となっております。 

 このように、ＪＡＬとの特産品販路拡大支援

事業につきましては、費用額1,450万円に対し、

ふるさと納税額が約１億770万円、さらに金額

に算出されないＰＲ効果、垂水市のブランド力
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向上なども踏まえると、費用対効果に優れた事

業であると認識しているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は１時15分から再開いたします。 

     午前11時56分休憩 

 

     午後１時15分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

○堀内貴志議員  昼、休憩時間に入りまして、

途中質問が途切れましたので、改めて同じこと

を質問することもあるかもしれませんので、そ

の点は御理解をしていただきたいと思います。 

 まず、２月に実施した台湾視察の内容と成果

について２回目の質問をしますが、先ほどの答

弁の中で、４月以降に相手先が、垂水市を訪問

してなどと答弁がありましたが、今回の訪問に

おいて何が決まったのか、何を約束したのか、

その点についてもう一度確認したいと思います。 

 せっかくですから、もうあと２つ質問します。 

 今回の視察に要した経費について、幾らだっ

たのか、その費用に見合う成果指標をどのよう

に設定していたのか。 

 あともう一点は、これから友好関係を構築し

ていくとのことで説明がありましたけれども、

本市として具体的に期待している成果をどのよ

うに考えているのか、この３点について、取り

あえずお聞きします。 

○企画政策課長（堀留 豊）  初めに、視察に

要した総経費、それと期待される効果について、

お答えいたしたいと思います。 

 初めに、視察に要した総経費でございますが、

９月補正での予算額141万円に対して91万5,560

円を執行したところでございます。 

 この内訳でございますが、行政事務委託費76

万7,900円、普通旅費3万8,100円、賞品等10万

9,560円でございます。行政事務委託費は３名

分の航空機や新幹線、移動車、宿泊費のほか、

現地ガイドや通訳者、通信手段の手配等の費用

でございます。普通旅費は旅費規程に基づく日

当でございます。賞品等は名間郷への記念品と

して、焼酎と薩摩ボタンの購入費用でございま

す。 

 続きまして、御質問の期待される効果でござ

いますが、今回の視察につきましては、大きく

４つの成果目標を設けたところでございます。 

 １つ目は、垂水市の認知度向上でございます。

初めての訪問でございますので、垂水市を知っ

ていただき、さらには、垂水市は信頼できる

パートナーだと思っていただけるよう、本市の

紹介資料を作成し、認知度向上に努めてまいり

ました。 

 ２つ目は、主要産業や観光地、人柄、気候、

風土等の現地確認でございます。今回の訪問を

通じて、名間郷の人々の優しい人柄と食文化に

触れ、現地の風土についても確認することがで

きたところでございます。 

 ３つ目は、友好交流の方向性・継続性の意思

確認でございます。本市の意向を示した上で、

来年度、名間郷からも本市へお越しいただきた

いとお伝えしたところ、名間郷からは４月以降

垂水市を視察し、その際に協定を締結したいと

返事をいただき、友好交流の方向性を確認でき

たところでございます。 

 ４つ目は、具体的な交流内容を検討するため、

お互いの強みや行いたい交流等に関するヒアリ

ングを行うことでございます。具体的な話とし

ましては、名間郷特産のお茶と本市特産の温泉

水の連携や子供たちのオンライン交流について、

意見を交わすことができたところでございます。 

 今後も引き続き、事務レベルでの協議を重ね、

友好交流協定に向けての準備や、さらなる交流

事業を検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  私、質問３項目に分けてした
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けど、ほぼまとまってたかな、今の質問で用を

足しとったような気がします。 

 それでは、次の質問にします。 

 本市にとって初めての国際交流であります。

市長自らトップセールスとして行かれておりま

す。そして、トップ同士の会談も行われたと、

それが真にある国際交流となるのか、それとも

単なるトップ外交の実績づくりに終わるのか、

今回、市長自ら行かれているので、それなりの

締結がつくられるかなと思って期待しておった

んですけれども、４月以降に訪問されてから検

討するということですから、それならば、あえ

て市長が行く必要があったのかなというような

気がいたします。いずれにしましても、４月以

降に台湾のある地区との交流が、これから進め

るわけですから、本市にとっても友好ある交流

ができればなというふうに思っています。 

 それで、市長に質問いたしますが、今後の具

体的なスケジュールについてお伺いいたします。 

 今回の訪問を受けて、次の段階として、どの

ような交流計画をされているのか、時期や内容

を含めて御説明をしていただきたいと思います。 

 最後に、単発で終わらせないための体制づく

りについても、お尋ねをします。 

 もう一つは、継続的な交流を進めるために担

当部署の位置づけ、担当部署はどこが責任を持

つのか、年間計画の策定の有無、また、市民へ

の情報公開や報告の在り方について、今回の訪

問を受けて本市の将来について、どのような具

体的な成果をもたらすのか、市民に分かりやす

い説明を市長から答弁を求めたいと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  幾つか質問がありました

ので、適宜、お答えさせていただきたいと思い

ます。 

 冒頭おっしゃった、私が行く必要性というこ

とに関しましては、仮に、私でないほかの方が

行ったとしても経費は変わらないということで

ございまして、私が行かせていただいて、先ほ

どもありましたが、向こうのトップである郷長、

議会の議長さん、職員のスタッフの皆さん、終

日対応していただいて、いろんな意味で話は進

んだんだと思います。しかしながら、初めての

訪問でありましたので、例えば、結婚とか、そ

ういったものに例えるとするならば、いきなり

行って結婚しましょうという話にはならないわ

けでありますから、お付き合いを始めて相互に

深まり合っていく中で、いろんな成果を残して

いくということになろうかと思いますので、ま

ずは行かせていただいて、非常に歓待を受けた

のはありがたかったなと思いますし、名間郷に

とっても初めての国際交流であり、我々にとっ

ても初めての交流と、いろんな国あるいはいろ

んな場所を選定するに際しまして、これまで３

年前から実はというお話もさせていただきまし

たけれども、人口減少社会の中で、やっぱり国

内のだけではなくて、世界との連携というのは

重要なことだと思っていますし、正規なルート

の中で御紹介をいただいて、今回、台湾の名間

郷と交流がいい形でスタートできたということ

はよかったと思いますし、向こうも、いらっし

ゃるときに、４月以降ということで、恐らく４

月から夏ぐらいの間ではないかなと思いますけ

れども、お越しいただいて、垂水のよさを感じ

ていただきながら、次なる展開を具体的に進め

ていきたいというふうに思っているところでご

ざいます。 

 また、現地の特産であります、お茶ですね、

お茶は非常に、台湾の半分ぐらいの生産量とい

うことで、少しお土産を頂きましたので議会の

ほうにもお渡しさせていただきましたけど、非

常に質の高いお茶を生産をしています。 

 例えばですけど、台湾あたりも水道水は飲め

ないんですね、ペットボトルを買って飲まれる

ということがありましたけれども、本市におい

ては、飲む温泉水だけでも９社あります。本市

の温泉水の特徴というのは、ペーハーとかクラ
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スターもあるんですけども、酸化還元電位が低

いというような特徴がありますので、それでお

茶をいれていくと、いろんな意味でプラスアル

ファの効果が期待できることもあるなと感じな

がら、またいろんな意味で、教育的な知見にお

きましても、台湾、ＩＣＴも進んでおりますの

で、子供たちの交流とか幅広くこれから広がっ

ていくんだというふうに思っておりますので、

まずは、第一のアクションとしては非常によか

ったと思いますし、先方も、議長さんも同席を

していただいて、今後、展開をしていきましょ

うという話でありましたから、まずは次回お越

しいただく機会に我々も、行政だけではなくて

議会の先生方にも御参加いただきながら、お互

いにとっていい交流ができるような話を一つ一

つ積み上げていければいいのかなというふうに

思っているところでございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  もう質問はしませんけれども、

今、答弁を聞いていまして、友好関係の構築だ

とか、あと交流の可能性を探るだとか、全てが

抽象的のように思います。だから、４月以降に

今度訪問されるから、本市としては、もっと具

体的な政策について吟味して、その具体的な政

策に基づいて相手方と交渉できる体制づくりが

必要ではないかなというふうに思いますので、

今後の垂水の発展のためにも、国際交流、初め

ての試みですから、成功させるようにぜひとも

尽力していただきたいというふうにお願いしま

して、この質問を終わりたいと思います。 

 次は、ハラスメントの防止条例についてであ

りますが、冒頭、本会議でも、私、議会運営委

員長として報告を申し上げました。先進自治体、

愛知県の津島市ですけれども、視察に行ってき

たと。で、いろいろ見まして、やはり先進的で

した。私が、今、垂水で問題に思っていること

は、相談窓口がどうも機能していないような感

じがしておりまして、津島の条例制定の内容を

見ますと、執行部と議会が共同で作成したんで

すけど、特に執行部の相談窓口が、内部の相談

窓口と外部の相談窓口がある、併せて、外部の

相談窓口は愛知県弁護士会にお願いをして、委

託をして、委託契約して相談窓口を設置してお

るということで、相談のしやすい体制づくりが

できとるんじゃないかなというふうで感銘を受

けたところであります。 

 そこで、その津島市においては、単なる要綱

ではなくて条例として明文化して、組織の責任

を明確にしております。本市においても規程が

あると、規程ということで定めてあるというふ

うに通告のときにお聞きしましたけども、本市

においても、条例として制定する必要があるの

ではないかというふうに思いますけど、その条

例制定の必要性について、執行部はどのように

認識しているのか、お聞きしたいと思います。 

○総務課長（園田 保）  今回の御質問に関し

まして、まず初めに、本市におけるハラスメン

ト防止等についての現在の状況を御説明いたし

ます。 

 本市では、垂水市職員のハラスメントの防止

等に関する規程、これを設けまして、職場環境

の改善と職員の権利保護に向けた取組を進めて

まいりました。しかしながら、今回の消防の事

案発生を受けて、特に相談しやすい窓口の設置

など、これまでの取組では十分とは言えない面

があることも、第三者委員会の報告書で見えて

きたところでございます。 

 議員から御提案のありました、市職員にとど

まらず、特別職や議員を含めた形でのハラスメ

ント防止を考えることは大変重要なことだと考

えております。 

 一般財団法人地方自治研究機構によりますと、

ハラスメントの防止に関する条例、これは全国

で157自治体ございました。そのうち、議員の

皆様に特化した条例が123自治体あるようでご

ざいます。 
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 県内におきましては、曽於市が令和４年９月

に特別職をはじめ、議員、職員を含めたハラス

メント防止条例を制定しているほか、令和７年

３月に日置市で議員に特化した条例が施行され

ているようでございます。 

 最近の傾向としましては、令和５年以降、ハ

ラスメントに関する条例の制定が増加する傾向

にありますが、一方で、議員に特化したハラス

メント条例と分けて制定する傾向が増加してい

ることから、ちょっとこの原因については現在

まだ特定しておりませんけれども、今後、どの

ような課題があるのか、また、どのような形で

の制定がより好ましいのか、調査研究してまい

りたいと考えております。 

 ハラスメント防止に関しては、組織として非

常に大切な課題でございますことから、条例に

ついての調査研究とあわせて、市職員に関する

規程の内容の実効性を改めて精査し、その課題

について取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  今、本市において規程がある

ということで、私なりに規程、なぜ条例が必要

かということでちょっと調べてきました。規程

だと、市長が替われば内容の変更は可能なんで

すよ。そして、市民への説明責任が弱い、議会

が関与できないというところがあります。一方、

条例化すると、議会が関与して民主的正当性が

高まるという傾向、あと市民への説明責任が明

確になる。そして、条例、今後、議会としても

つくらなければいけないんですけど、市長も議

員も対象にできるということです。相談体制が

第三者機関の設置を義務化するということで、

再発防止にやっぱり優れているのが条例ではな

いかなということです。だから、条例が必要で

はないかなというふうに思っております。 

 本日の一般質問で、宮迫議員も髙橋議員も消

防本部の女性職員の関係を強く質問されました。

今、垂水市、イメージ悪いんですよ。多分、今

日、記者も来てましたから記事にもなると思う

し、ニュースでも配信されると思います。だか

ら、条例を制定するためにパワハラ条例をつく

る最大の機会が今なのかなというふうに思いま

す。 

 この条例を制定することによって、垂水市は

変わったんだというイメージアップにもつなが

ると思います。そういう意味でも、今、必要で

はないかなというふうに思いますが、最後、市

長にお聞きします。 

 パワハラを含むハラスメントの問題、個人の

問題ではなくて組織、当事の問題でもあります。

市長は、組織の最高責任者として、条例制定を

自ら指導する意思はあるのか否か、明確な御回

答を求めます。 

○市長（尾脇雅弥）  質問にお答えする前に、

今、堀内議員のほうから垂水市イメージ悪いと

いう個人的な見解がございましたけれども、一

方で、水産業が農林水産大臣賞を取ったり、Ｉ

ＣＴで子供たちが日本一を取ったりという点は

非常に頑張っているところでございますので、

そのことは御理解をいただきたいと思います。 

 その上で、今、条例制定の必要性ということ

でお答えをいたしたいと思います。 

 先ほど担当課長が申し上げましたとおり、市

職員にとどまらず、特別職や議員を含めた形で

のハラスメント防止を考えることは大変重要な

ことだというふうに考えております。ハラスメ

ントは誰しもが行為者になり、誰しもが相談者

となり得るものであり、何気ない会話であって

も、その言動には思いやりの心が必要というふ

うに考えております。 

 ハラスメントに関連する条例の制定につきま

しては、総務課長が答弁をしたとおりでござい

ますけれども、他自治体の制定状況を考慮する

とともに、様々な事情が推察されますので、複

数の先進自治体を調査した上で、どのような形
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態で進めるのがいいのか、研究をするように指

示したいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  まず言っておきます。確かに、

市長のおっしゃるとおり、自慢できるニュース

もありますが、ただ、その自慢できるニュース

も、このことでちょっとイメージダウンするん

ではないかなという意味でお話をさせていただ

きました。 

 そして、パワハラ条例に対して調査研究を進

めるというところで、その調査研究、いつまで

調査研究するのか。具体性がないですよね。私

にしてみれば、その言葉としては逃げとしか考

えられない。もう、今の時期だからこそ、今回、

この消防本部の女性職員の問題が出た今だから

こそ、条例を制定するんだという強い意気込み

で取り組んでいただきたいというふうに思いま

す。 

 質問はもう終わりますが、津島市に対して、

視察を通じて考えたことは、やはり津島市の場

合は執行部と議会が連携でこの条例制定をして

いる。条例制定の記者発表のときには、市長と

議長が共同で記者会見をしているということで

ありました。 

 今後の、このパワハラ条例を進める上で、市

長が主導していくのか、それとも執行部と議会

の連携で進めるのか、その姿勢こそが問われる

と思います。我々は議会運営委員会のメンバー

としてしっかり視察してきましたので、場合に

よっては、議員提案ということも視野に入れな

がら、実効性のある制度構築を進めていくこと

を強く求めますし、できれば執行部と連携で、

このパワハラ条例を制定したいという思いであ

りますので、その点は協力体制でいきたいなと

いうように思います。その点について、市長。 

○市長（尾脇雅弥）  決して後ろ向きではなく

て、大事なことだというふうに考えております

ので、ただ、細部にわたって、私、把握してい

るわけではありませんので、発言はもうそのま

まになってしまいますから、しっかりと前向き

に、その辺のところを精査して、今、議員御提

案にあったような方向に従って、形にできれば

というふうに考えているところでございます。 

○堀内貴志議員  市長、繰り返しになりますけ

ど、今、最大のチャンスですから、イメージア

ップの最大のチャンスですから、そのことも踏

まえて前向きに検討お願いします。 

 次の３つ目の最後の質問、ＪＡＬとのまず連

携について御答弁がありました。 

 令和４年の10月から令和８年、今年の１月ま

で、ふるさと納税で、総額１億770万というこ

とで答弁がありましたけれども、この金額の算

出というのは、要は、ＪＡＬのサイトを通じて

のふるさと納税だったのか、その点をお聞きし

たいということと、あと羽田空港内で、鹿児島

県の垂水市フェアｉｎ羽田空港に足を運ぶ、空

港内での雑誌を見た人ですよね、機内誌を見た

人がそちらへ足を運ぶと、直接つないでおくと、

つなぐという行動が見られると言われたけど、

これの根拠というのはアンケートを取ったのか、

それともずっと見とって、そっちに足を運ぶの

を見たのか、その点がちょっと気になったとこ

ろでした。それをちょっとお聞きしたいという

こと、まずはそこを聞きましょうかね。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  御質問あり

がとうございます。 

 初めに、ふるさと納税の金額を、先ほど１億

770万ほど答弁の中でさしあげましたけれども、

議員おっしゃるとおり、これはＪＡＬのふるさ

と納税サイトを通じての寄附額になりますので、

御認識のほどよろしくお願いしたいと思います。 

 ２点目でございますけれども、今年初めてＪ

ＡＬの機内誌、１か月間置かせていただきまし

て、垂水市の食材でありますとか、観光であり

ますとか、ＰＲをさせていただきました。通常、

それで終わるんですけれども、その１か月間の
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掲載期間中に、日本のハブ空港である羽田空港

に直売所を置いて、機内誌を見て、そこに足を

運んでいただくという直接的な効果があるとい

うことは、先ほど答弁したとおりでございます。 

 アンケート等は取ってはいないんですけれど

も、参加した業者から、それ以降に発注件数が

増えたといったところのお声は聞いているとこ

ろでございますので、よろしくお願いしたいと

思います。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  発注が増えたということは効

果が出ているものだと思いますし、私は旅行す

る上で、機内で本を読んだからって、あえてそ

っちのほうに行くかというと、先を急ぐもので

すから、あえてはそこに行きませんけど、私、

個人的には。いずれにしましても、売上数が増

えたということは大変いいことだと思います。 

 それで、私、決してＪＡＬとの提携を否定す

るものではありません。むしろ、限られた財源

の中で最大の成果を上げるために、より効果的

な手法があるのではないかという観点から、今

回、質問しております。 

 強いて言うならば、ＪＡＬじゃなくてもＡＮ

Ａでもいいわけですよ。それを複数年にわたっ

てＪＡＬと契約していることが、いろんなこと

で吟味しなければいけないことですけど、例え

ば、同規模の予算の中でデジタル販促、いわゆ

るインターネットやデジタルツールを活用した

商品やサービスの販売に即するマーケティング

手法だとか、あとＥＣ強化に振り向けた場合と

の比較検証は行われたのかどうか。なぜ、この

ＪＡＬとの、この提携が最適であると判断され

るのか、その根拠についても併せてお示しをい

ただきたいと思いますし、ＪＡＬとの契約内容

については、観光ＰＲのほとんどの費用を使っ

とると思いますけど、先ほど年度別にお話をし

ていただきたいということでしたけど、それが

分かれば、その点についても、もう一回、再度

確認したいと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  ＪＡＬとの連携について、

少し私のほうから。いろいろありますが、皆さ

ん御承知のとおり、今、おっしゃった、ＪＡＬ、

ＡＮＡみたいなところがこの業界の王道です。

市町村は全国で1,718ございますので、必ずし

もどこもＪＡＬさんが、ＡＮＡさんが提携でき

ているわけではないです。針の穴を通すような

難しい交渉をやりながら現在に至って、ＪＡＬ

さんとしても投資対効果があるということで継

続をしていただいております。 

 その中で、ＪＡＬの職員の皆さんも、４万と

か５万とかという人数いらっしゃいますから、

羽田空港の社員食堂とか、ファーストラウンジ

とか、相当数、ブリ・カンパチ・美湯豚含めて

温泉水とか出ていますので、その辺のところは

なかなか数字上で出てきませんけれども、そう

いった形でやれているっていうことは、かなり、

自分で言うのも変なんですけども、奇跡的なこ

とだなというふうに思います。 

 また、ふるさと納税に関しても、1,500万円

前後の予算を通じて１億円以上あるということ

で、投資対効果は十分あると思っていますので、

その機内誌に、１月号だったと思いますけど、

見開きで出ておりましたので、そこはもう鹿児

島癩羽田ルートだけじゃなくて、日本各地のＪ

ＡＬ便にそれが掲載をされているわけですから、

その広告量だけでも数千万と言っても過言では

ないところを取り上げていただいてということ

ですから、これは一つ一つの担当課をはじめ、

積み上げてきたことの実績だと思いますので、

今、御提案があった、ＡＮＡもあるじゃないか、

もちろんあると思いますし、ＡＮＡとの門戸を

閉ざしているわけではありませんので、ＡＮＡ

もいろんなところと連携をしたり、我々は今、

航空業界の中ではＪＡＬさんという形で投資を

して、先ほど数字はありましたけれども、

1,500万円前後の部分では十分投資対効果があ
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って、堀内議員がおっしゃる、これからほかの

分野にも広げていく等も重要だと思いますから、

もっと垂水が持っている、この食・観光の宝を

ＪＡＬさん以外にも連携をして広めていきたい

と思いますし、そのベースになるのは、今のと

ころはＪＡＬさん、頑張っていただいています

ので、またいろんな、もっとこうしたほうがい

いよというアドバイスがあれば、教えていただ

ければというふうに思います。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  先ほどの答

弁で、費用につきましてはトータルで御説明申

し上げたんですけれども、具体的に年度でお示

しをしたいと思います。 

 令和４年度でございますけれども214万5,000

円、令和５年度が330万円、令和６年度が484万

円、令和７年度が421万5,000円でございます。

合計いたしますと、先ほど答弁いたしましたと

おり、1,450万円の費用になっているといった

ところでございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  私は決して、再度言いますけ

ど、ＪＡＬとの連携を否定しているものではあ

りませんので、ふるさと納税もあるし、垂水の

物産の売上げも上がっとるということであれば、

それはそれで継続する必要はあるのかなと思い

ます。ただ、その、ＪＡＬに頼らずに、伸び代

はまだあるんではないかなという方向性で質問

しました。だから、デジタル促進、販促だとか、

ＥＣ強化だとか、そっちのほうにも目を向けて

もいいんではないかなと思います。 

 今回、継続予算として508万2,000円の予算が

計上されてますけど、このほとんどがＪＡＬな

んですよね。だから、もし、そのＪＡＬの効果

があって、さらに伸び代を増やすために必要で

あれば、ほかのほうにも向けてもいいんじゃな

いかと、そうすると販路も、もっともっと売上

げも上がるんではないかなという意味で質問さ

せていただきましたので、御理解をいただきた

いと思います。 

 それで、次の質問に参りますが、観光ＰＲ事

業として新規に764万3,000円の予算計上がされ

ておりますけれども、これの内容と費用対効果

についてお尋ねをしたいと思います。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  ＰＲ事業の

内容と費用対効果について、お答えをいたしま

す。 

 ＰＲ事業につきましては、本市の観光地や観

光イベント等を各媒体でＰＲし、多くの誘客を

図るための各事業をまとめた総称でございます。

令和６年度におきましては、関西地区観光ビジ

ネスモデル確立事業、鹿児島空港看板掲出事業、

観光パンフレット作成業務委託、ＪＲまち歩き

ガイド広告を実施したところでございます。 

 また、令和７年度におきましては、中京地区

観光ビジネスモデル確立事業、ＳＮＳによる観

光ＰＲ動画配信事業、観光ポスターの制作、Ｊ

Ｒまち歩きガイド広告を実施したところでござ

います。 

 成果といたしましては、関西地区観光ビジネ

スモデル確立事業におきまして、委託先であっ

た旅行会社での商品化が確立され、その効果と

して今年度は関西以西にお住まいの方の約

4,700人が、垂水市へ観光にお越しくださった

とのことでございます。併せて、今年度から新

たに中京地区をターゲットとして、誘客地の新

規開拓を行っているところでございます。 

 今年１月に開始したＳＮＳ広告につきまして

は、宮崎市や都城市、日南市等にお住まいの方

をターゲットとして、動画や画像による本市の

温泉施設や飲食店等をＰＲした結果、約17万

3,000人の方々に閲覧いただき、20代及び50代

並びに60代の女性が多く閲覧されていることが

確認できたところでございます。 

 ＰＲと併せて、データ検証を実施することで、

今後、エビデンスに基づく有効な誘客施策を推

進できることも事業効果であると考えていると
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ころでございます。 

 また、観光パンフやポスターにつきましては、

統一したデザインで製作しており、本市の魅力

ある観光コンテンツの一元化による効率的かつ

効果的な情報発信が図られているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  今回、新規事業の中で764万

3,000円、大変、私、興味を持ったのは、中京

地区観光ビジネスモデルの確立事業、大変興味

を持ちました。200万円の事業。今月ですけど、

２つのグループが名古屋から私を訪ねてきまし

た。当然、垂水市の観光案内をしましたけれど

も、まあ、うれしいことですわ。名古屋離れて

20年たちますけれども、私を訪ねて来てくれた

ということで、私自身、名古屋に26年おりまし

たから、この事業、大変興味を持っていますか

ら、微力ながら何かお手伝いできればと思いま

すので、そのときには遠慮なく声をかけていた

だければ、広報にも参りますから、よろしくお

願いします。 

 それで、新規事業の中の、新規事業として

764万3,000円の中から500万円がクルーズ船の

調査ですか、誘致ですか、予算化されておりま

す。クルーズ船の寄港地は主に鹿児島港であり

ます。乗船客を本市へ誘客するためには、錦江

湾を横断する必要があります。 

 そこでまず、最初にお聞きしますが、本実証

事業の具体的な内容についてお尋ねをいたしま

す。 

 モビリティ共創とありますけど、具体的にど

のような交通手段を想定して、何回程度の実績

を予定しているのか、また、想定するターゲッ

ト層や誘客目標人数はどの程度を見込んでいる

のかをお示しいただきたいと思います。 

 併せて、鹿児島港に寄港するクルーズ船の年

間寄港回数だとか乗船客数、そのうち本市への

誘客が可能と見込む割合はどの程度に算出され

ているのか、その根拠についてもお示しをして

いただきたいと思います。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  具体的な内

容についてお答えをいたします。 

 初めに、本事業はクルーズ船の乗船の誘客を

行い、観光に係る二次交通の課題を解決し、本

市の観光振興に資することを目的に、国の事業

を活用して行う実証事業でございます。 

 次に、内容につきましては、本市が誇る観光

素材である食、温泉、体験について、限られた

時間の中で丸ごと御堪能いただける周遊プラン

を提案しているところでございます。 

 次に、交通手段につきましては、マリンポー

トからバスで出発し、垂水フェリーの定期航路

で垂水に入るルートやマリンポートで遊覧船や

ジェットホイルに乗船し垂水市に入り、そこか

らバスに乗り換えるルートを検討しているとこ

ろでございます。 

 次に、回数や目標値でございますが、事業採

択条件やクルーズ船会社との交渉次第で変更に

なる可能性もございますが、４回から５回程度

と考えており、１回当たり20人の誘客を目標値

としたいと考えているところでございます。 

 次に、ターゲットでございますが、今年度策

定作業を進めている垂水市観光振興計画におい

て、誘客における主なターゲットとして、ク

ルーズ船の乗客を設定する予定であり、ライフ

スタイルや価値観等を想定した人物像、いわゆ

るペルソナ像としては、50代以上の年齢層で成

功体験を持ち、自信と好奇心に満ちあふれてお

り、唯一無二で洗練された、これまで開拓され

ていないような観光地への訪問や観光体験を求

めている方と設定する予定でございます。 

 本県におきましては、令和７年１月から12月

までの１年間で129回のクルーズ船の入港があ

り、乗船客は22万人を超えているところでござ

います。本市にとりましても、この乗船客数は

誘客における魅力的な市場規模であり、マリン
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ポートから比較的近い、本市の立地条件からも

クルーズ船の乗客の誘客に注力しているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  このマリンポートにクルーズ

船の誘客を、垂水市に来ていただくというのは

大変いい事業だと思います。ただ、どうしても

海を渡るというリスクがある。マリンポートの

情報を聞くと、要は、船の寄港地から鹿児島市

内に出るについても、バスが渋滞するというこ

とで難点があると、そこをマリンポートから直

接船で渡れば大隅半島に渡すとか、あと、鹿児

島市の中央のほうに船で渡すとかいうこともい

ろいろ模索されていますけど、なかなか、一向

に前に進まない現状がありますけれども、今、

年間129回、22万人がクルーズ船で訪れると、

鹿児島県に訪れるということで、仮に１％、垂

水に来たとしても2,200人が来るわけですよね。

これでも大きなメリットですよ。ぜひ、この点

を、今回、実証事業でありますから、実証後、

民間主体で実装可能な仕組みを目指しているの

か、それとも市の継続的な財政支援が前提とな

るのか、将来的な展望と継続判断の基準を示し

ていただきたいと思いますけど、最後ですから、

市長の思いを、実証実験ですけれども、垂水市

にメリットが残るようなこの事業が、今後、市

として単独事業でやれるような方向性でいって

ほしいんですけれども、その点についてお考え

を聞いて、この質問を終わりたいと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  御質問ありがとうござい

ます。 

 背景にあるのは人口減少・縮小社会、どうや

ってパイを増やして潤していくかということな

んですね。例はちょっと違いますけれども、サ

ンフラワーが入ってきたりするときに、そこか

らバスで垂水の両道の駅とか、そういった形の、

過去にもツアーを組んで何千人という方が来ら

れて、そのことの経済効果もありました。 

 今、堀内議員おっしゃるとおり、22万人の方

がお越しいただいて、その１％でもお越しいた

だくと、国内単価の５倍から10倍だと、外国の

方は言われておりますから、ターゲットが50代

以上の富裕層みたいなところがありますので、

お越しいただければ、大変、その効果は大きい

と。ただ、海を渡るというハンディがあります

ので、我々は将来的なものとして錦江湾横断道

路もやっているわけですけども、現状において

は、マリンポートの、隣からのいろいろやり取

りができる航路がございますので、うちも浮き

桟橋、幾つかありますから、まだ、ある程度オ

ファーがあっている話もありますけれども、表

にできませんけれども、その辺の目鼻が少し見

えつつありますので、そう遠くない将来、皆さ

んのほうには具体的にはこんな話がありますと

いうことのお話ができると思いますので、御期

待いただいた成果につながるように、議員の先

生方も御支援いただいて、この事業が成功裏に

進めればなというふうに思っているところでご

ざいます。 

○堀内貴志議員  本事業は、あくまでも実証事

業でありますから、要は、持続可能性というこ

とで、成果の上がる実証事業にしてほしいとい

うことを、要望を含めてお願いをしまして、本

日の私の質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

○議長（北方貞明）  次に、４番、新原勇議員

の質疑及び質問を許可いたします。 

   ［新原 勇議員登壇］ 

○新原 勇議員  皆さん、お疲れさまです。昼

から２番目ということで、質問していきたいと

思います。 

 今月15日に、垂水市モルック大会チーム戦に

垂水市議会を代表して北方議長と池田みすず氏

と私と３人で参加しました。モルックは、木の

棒を、モルックを投げて12本のピン、スキット

ルを倒し、得点を競うフィンランド生まれのス
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ポーツです。シンプルなのに頭脳戦、運動が苦

手な方も楽しく盛り上がりました。参加された

方は家族連れや小学生チームやクラブ仲間など、

まさに老若男女、モルックを投げ、一喜一憂し

て楽しく過ごすことができました。 

 今回、８年度の市政予算で楽しみといえば、

基礎資料の中にありましたが、寄贈ピアノがあ

りました。偉大な垂水の先人のピアノであり、

私も４年前に北方議員に連れられて、お墓参り

もしたことがあります。そのお孫さんともお会

いしたこともあります。ピアノの経緯は篠原議

員が質問されますので深く触れませんが、垂水

市にピアノが帰省してくるのが今から非常に楽

しみにしています。 

 それでは、先に通告してある質問をしたいと

思います。各課、また、市長、よろしくお願い

いたします。 

 垂水市施政方針の新規事業として、市民相談

窓口の充実に、おくやみコーナーの設置検討、

関係各課の具体的内容をお伺いします。 

 水産業について、国が進める海業について、

これはあくまでも漁協が中心で進める事業です

が、現在、国は第４次漁港漁場整備長期計画に

おいて、令和８年度末までに全国500地区での

海業展開を目指しています。国が展開を掲げて

おり、支援パッケージも充実しております。県

内では、令和６年、指宿市山川漁港、日置市江

口漁港、令和７年には、いちき串木野市串木野

漁港、枕崎市枕崎漁港の事業が決定しています。

全国でまだ採用は86件であります。 

 垂水市は、ブリ・カンパチの養殖生産量が日

本最大級であり、それを利用した養殖業の観光

化と多角化、従来の育てる、売るだけでなく、

養殖場見学クルーズ観光、いかだ釣り体験など、

漁村を生かした民泊とか、いろいろアイデアも

ありますが、海業の支援は今年度は２月18日ま

ででしたが、今まさに計画を作成する必要性が

あると思われるが、海業については、あくまで

も漁協が青写真を描くわけですけども、市もそ

れなりに連携していく必要があるのではと考え

るが、市の見解をお聞かせください。 

 有害鳥獣対策について、捕獲実績、令和６年、

７年についてお聞かせください。 

 再生可能エネルギーの契約について、2025年

６月に奈良県吉野町で太陽光発電事業を展開す

るリニューアブル・ジャパンの当時の取締役は、

町議に対して便宜を図り、現金200万円を渡し、

賄賂容疑で逮捕されました。リニューアブル・

ジャパンが垂水市公共施設への太陽光発電パネ

ルの設置について、議会でも、なぜ随意契約な

のかとの質問もあった記憶があります。 

 他自治体との不祥事とはいえ、令和４年８月、

再生エネルギーの活用に関する連携協定を締結、

令和６年４月、垂水中央病院とコスモス苑へ、

オンサイトＰＰＡに電力供給開始をしています。

契約を含め、また、垂水市の対応についてお聞

かせください。 

 水道事業について、基幹管路耐震化に行うス

ケジュールと基幹管路の耐震化率、また、県平

均と比べてどうなのかをお聞かせください。 

 これで１回目の質問を終わります。 

○企画政策課長（堀留 豊）  おくやみコー

ナー設置検討につきまして、お答えいたします。 

 初めに、本市の政策や施策の立案プロセスを

簡単に御説明いたします。 

 本市におきましては、各所属における重点的

な取組や予算要求の考え方、また、重要施策の

進捗状況などを市長や幹部職員がヒアリング・

検討し、方針を決定、調整する場として、年度

当初と新年度予算編成時の年に２回、政策方針

協議を開催しております。また、複数の所属に

またがる課題について検討するための仕組みと

して、今年度、政策作業部会を設置したところ

でございます。 

 今回のおくやみコーナーの設置検討の経緯で

ございますが、先ほど御説明した今年度当初の
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政策方針協議において、会議に出席した若手職

員から、死亡に関する手続について、市民の皆

様の利便性向上と事務改善を図るための取組と

して、おくやみコーナーの設置について提案さ

れたことから始まったものでございます。この

提案を受け、課題や実現可能性等について検討

するため、政策作業部会を設置し、検討作業を

行っていただいたところでございます。 

 部会の検討体制でございますが、政策方針協

議における発案者を含む窓口担当をしている主

事級の職員６名としました。部会では、現在、

御親族等がお亡くなりになった際に、１階窓口

を中心として、市役所内での手続を順次御案内

しているところでございますが、状況によって

は、手続未済による再度の来庁等が発生するリ

スクがあることを課題として整理し、それを解

決するための取組として、お悔やみコーナーの

設置が提案されたところでございます。 

 次のステップとしてですが、それぞれの職員

が所属する係長級職員の意見を踏まえ、提案の

ブラッシュアップを図った後、課長級職員によ

る政策調整会議での審議を経て、市の最終意思

決定機関である経営会議において、令和８年度

内に実証実験としておくやみコーナーを設置す

ることが承認されたところでございます。 

 このおくやみコーナーでございますが、事前

に御予約いただくことで、１つの窓口で複数の

手続をまとめて完了することができるワンスト

ップ窓口を想定しているところでございますが、

現時点ではまだ課題も多く、令和８年度内の実

証実験により課題解決を行い、市民の皆様の利

便性向上につなげてまいりたいと考えておりま

す。 

 そのため、実証実験に先んじて、４月から、

死亡に関する手続等についてお知らせするおく

やみハンドブックの配布を開始し、引き続き、

各所属の連携体制を構築することとしておりま

す。このハンドブックは、どのような手続が必

要でどのようなものを持参すべきか、より分か

りやすく周知することで、市民の皆様の利便性

の向上が図られるものと考えております。 

 一方で、庁内業務でございますが、これまで

紙媒体を用いて情報の伝達、共有を行っており

ましたが、職員専用の情報共有ツールであるＬ

ｏＧｏチャットを用いて、情報の伝達・共有を

行うことで、業務効率化と手続漏れの低減を図

るとともに、緊密な連携体制を構築する予定と

しております。 

 おくやみコーナーは、まだまだ検討段階では

ございますが、実現すれば、市民の皆様の負担

を軽減し、利便性が向上されることだけでなく、

職員側の業務の漏れも低減できることから、住

民サービスの向上につながるものと期待してい

るところでございます。 

 繰り返しになりますが、この実証実験を通じ

て課題を見極め、よりよいサービスの提供を目

指してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  海業に対す

る市の見解についてお答えします。 

 議員御指摘のとおり、国が推進する海業は、

漁村の豊かな地域資源を多角的に活用し、地域

のにぎわいや所得と雇用を生み出すことが期待

される重要な施策であると認識しております。 

 県内各漁港においてもこの事業が実施されて

おりますが、議員も御存じのとおり、海業の推

進にあたりましては、漁業協同組合が事業実施

主体となる必要があり、施設整備等を行う場合

は、漁協も一部費用負担が発生することになり

ます。 

 海業の導入につきましては、まず、漁協の皆

様が本業である養殖業との両立や採算性など事

業内容を検討し、その意向を十分に尊重しなが

ら検討を進める必要があると考えております。 

 市といたしましては、海業も有力な選択肢の

一つとして視野に入れつつ、漁協の皆様と緊密
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に連携を図りながら、さらなる水産業振興に努

めてまいりたいと考えているところでございま

す。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  捕獲実績につきまし

てお答えいたします。 

 直近２年間の捕獲実績については、令和６年

がイノシシ545頭、猿84頭、タヌキ91頭、アナ

グマ131頭、カラス19羽、ヒヨドリ112羽、ドバ

ト25羽、キジバト63羽の合計は1,070となって

おります。 

 続きまして、令和７年はイノシシ605頭、猿

63頭、タヌキ68頭、アナグマ66頭、カラス22羽、

ヒヨドリ968羽の合計1,792となっているところ

でございます。 

 令和７年は、令和６年と比較してヒヨドリの

捕獲数が大幅に増加しており、全体の捕獲数も

722と増加しております。 

 本市といたしましては、引き続き、猟友会等

と緊密な連携をし、これら捕獲個体の適正な処

分を徹底するとともに、効果的な被害防止対策

に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  再生可能エネル

ギー事業の契約につきまして、お答えいたしま

す。 

 垂水市とリニューアブル・ジャパン株式会社

との契約状況でございますが、令和４年８月に

垂水市とリニューアブル・ジャパン株式会社と

の再生可能エネルギーの活用に関する連携協定

書を締結し、この連携協定に基づき、垂水市立

医療センター垂水中央病院と垂水市立介護老人

保健施設コスモス苑への屋上等太陽光発電施設

による電力供給契約書を締結しているところで

ございます。 

 今回の事案を受けまして、リニューアブル・

ジャパン株式会社は６月17日付で、今回の事案

に関してプレスリリースを行っているようでご

ざいます。これに併せて、当社から本市へ報告

があり、その内容についてですが、今回の事案

は既に役員を退任された後のことであり、お詫

びと再発防止の徹底、そして本市との契約内容

については、引き続き会社として責任をもって

誠実に履行していくとのことでございました。 

 なお、当社の再発防止策につきましては、外

部弁護士の調査による調査報告書を受けての再

発防止策が10月に策定され、経営体制の刷新・

強化、組織体制・規定の整備や教育を通じたコ

ンプライアンス意識の向上、監視・チェック機

能の強化によるリスクの早期発見・早期解決と

いった観点で再発防止に取り組むことが明記さ

れているようでございます。 

 今回の案件により、リニューアブル・ジャパ

ン株式会社自体が資源エネルギー庁から事業認

定取消しなどの措置を受けているわけではござ

いませんので、本市としましても、再発防止の

徹底と契約内容の確実な履行を改めて要請した

上で、垂水市とリニューアブル・ジャパン株式

会社との再生可能エネルギーの活用に関する連

携協定と、垂水中央病院、コスモス苑での屋上

等太陽光発電施設による電力供給契約につきま

しては、継続しているところでございます。 

 以上でございます。 

○水道課長（岩元伸二）  基幹管路の耐震化計

画と基幹管路の耐震化率は、また、耐震化率は

県平均と比べどうかについてお答えします。 

 基幹管路の耐震化については、垂水市水道事

業アセットマネジメントや経営戦略の計画に沿

って、水道施設、管路の更新と耐震化を併せて、

毎年度１億円の事業規模で行っており、基幹管

路においても、この枠内で工事を行っておりま

す。 

 令和６年９月議会の前田議員の一般質問でも

お答えしておりますが、国の補助事業を活用し、

令和２年度より本格的に基幹管路の更新、耐震

化を進めております。 
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 本市の基幹管路の耐震化率は、令和５年度末

で30.1％となっており、県平均耐震化率は

30.0％で、ほぼ同じ率となっております。今後

の計画については、老朽化した基幹管路を優先

して更新してまいります。その他水道管につい

ても、道路工事と同時に工事を実施するなど、

経費削減に努めているところでございます。 

 安心・安全な水の供給のために重要な基幹管

路でありますので、早期完成に努めてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  一問一答方式でお願いします。 

 おくやみコーナーについて理解いたしました。

遺族の中には高齢者も多く、複数の窓口での手

続には時間もかかり、お亡くなりになった方の

情報もそのたび伝えなければならないので、一

元化できることはすばらしいことだと思います。 

 そして、この提案も、若手職員自身が庁内に

おける課題として検討が進められたことは、と

ても評価すべき点だと思います。今後も同様、

庁内外の課題に対しても、若手職員が問題意識

を持って提案していただきたいと思います。 

 設置検討の課題として、先ほど予約をしない

といけないと言われましたけども、亡くなられ

て、役場に除籍を事前予約でなく、突然来られ

る方も多いと思います。市民に通知の仕方をど

うするのか検証していただきたい。 

 また、呼び名、ネーミングなんですけども、

おくやみハンドブックとかおくやみコーナーで

なく、もう少し配慮した言葉、例えば、御遺族

のための生活サポートガイドブックとか、大切

な人を亡くされた方への手続の御案内など、温

かい言葉でお願いします。これを要望として、

この質問を終わります。 

 次に、認知症高齢者等見守り事業について、

認知症の徘回について、ほかの方も過去に一般

に質問されています。私も令和５年第２回の定

例会で、ＧＰＳ装置やＱＲコードやシールやタ

グを提案しております。当時、高齢者の位置情

報や本人情報は早期発見、安全確保につながる

と答えられていて、当時はＧＰＳ装置もレンタ

ルであったため、活用については御家族の方の

御意見をお聞きしたいと考えていると、課長が

その当時答弁されています。それから１年でか

なり格安ものも出ており、私も財布やカード入

れに入れ、重宝しています。今回の見守りタグ

はどのような品物で、電池式なのか充電式なの

か、また、誰が管理をするのかお聞かせくださ

い。 

○福祉課長（新屋一己）  認知症高齢者等見守

り事業についてお答えいたします。 

 現在、垂水市の高齢化率は、令和８年１月末

現在で46.8％と高齢化が進行しており、それに

伴い、認知症に関する相談も多くなってきてい

るところでございます。特に本市も含め、様々

な地域においても高齢者が行方不明になり、痛

ましい結果となったニュースを目にする機会が

多くなってきております。 

 そのようなことから、認知症高齢者やその家

族の安心・安全を確保するため、令和８年度の

新規事業として、認知症の症状があり、特に徘

回の危険性が高いという理由で、ＳＯＳネット

ワークに登録されている方を対象として、希望

者に見守りタグを配布する認知症高齢者見守り

事業を予算計上させていただいているところで

ございます。 

 この事業は、キーホルダーほどの大きさの電

池式のタグを認知症の方に持ち歩いていただけ

るよう配布し、緊急時にその方の位置情報をリ

アルタイムではありませんが、追跡できるもの

となっております。 

 このタグにつきましては、ＧＰＳとは違い、

周りの方が専用の無料アプリをダウンロードし

ていただくことで効果を発揮するもので、多く

の方がこのアプリをダウンロードすることで対

象者のより正確な位置が確認でき、意識するこ
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となく普段どおりの生活をするだけで、高齢者

支援や地域貢献ができるものとなっております。 

 そのようなことから、今回の予算を承認いた

だけましたら、市の広報誌やホームページはも

ちろんのこと、認知症サポーター養成講座、サ

ロンにおいて事業の説明とアプリのダウンロー

ドの依頼を行う予定としております。 

 その結果、一人でも多くの方の御協力をいた

だくことで、認知症高齢者を地域で見守る体制

づくりが推進され、認知症高齢者及びその家族

の安心・安全が確保できますよう努めてまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  説明ありがとうございました。

非常によい取組で、打合せの中で、この取組に

非常に感動しました。と同時に、去年11月９日

に垂水市文化会館で映画放映された「オレン

ジ・ランプ」、サブタイトル「39歳、パパが認

知症！？どうする、私！！」を思い出しました。

認知症の方も行きたいところがある、会いたい

人がいる、認知症の方の尊厳を守りながら、地

域で支えるこの取組をぜひ皆さんで共有してい

ただき、ダウンロードしていただいてサポー

ター登録をお願いいたします。質問を終わりま

す。 

 次に、水産業について、海業は、先ほど漁協

主体ですので、水産振興を目的に市としても協

力していただければと思います。 

 次に、漁港などを活用した交流拠点整備につ

いてですが、垂水市には３つの駅があります。

交通の往来の道の駅たるみずとはまびら、そし

て、山岳レジャーの拠点、森の駅、本市最大の

資源である海においては、マリンスポーツので

きる道の駅はあっても、海からのアクセスや海

を全面に統合した海の駅の設置には至っていま

せん。漁港を単なる荷さばきき場でなく、市民

や観光客が憩える海辺のにぎわいの拠点として

活用はできないものか。 

 牛根漁協は道の駅たるみずが近いので、そこ

を利用として、国土交通省が推進する海の駅を

海潟漁協周辺にできないものなのか。海の駅と

森の駅をつなぐ産官一体型エコツーリズムや、

錦江湾周遊や養殖見学クルーズ等や鹿児島市か

らの海上タクシーの窓口として、また、味処海

の桜勘も食事はできますが、２階にあるのがネ

ックです。 

 海の駅や漁協の窓口となり、交流人口・関係

人口の増加による地域経済の活性化も期待され、

海の駅で直売所だけでなく滞在時間を延ばし、

体験消費、コト消費で漁協や市民に落ちる仕組

みもつくれます。交流拠点の海の駅整備につい

てお伺いいたします。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  漁港などを

活用した交流拠点の整備につきまして、お答え

いたします。 

 本市には現在、道の駅たるみずと道の駅たる

みずはまびら、そして森の駅たるみずという３

つの特色ある拠点が整備されており、本市の観

光・交流の重要な柱として機能しております。 

 議員御指摘のとおり、本市が日本最大級の生

産量を誇るブリ・カンパチン養殖業は、単なる

食材としての面だけでなく、体験、観光、教育

の場においても高い潜在能力を有していると考

えております。 

 生産の現場である漁港は、市民や観光客が憩

い、学び、楽しめるにぎわいを生む交流の拠点

として整備することは、本市の魅力をさらに向

上させる有効な手段であると認識しております。 

 一方で、漁港施設は本来、魚の荷揚げ場や流

通を目的とした公共施設であり、交流拠点化に

あたっては、解決すべき課題も多岐にわたりま

す。 

 本市の餌やり体験など、観光面を含めた広い

意味での水産資源は、国内外でも有数の魅力あ

るコンテンツです。これらの水産資源の価値を

交流という形でどう具現化できるか、漁協をは
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じめ、国、県、関係部局とも連携し、調査研究

を進めていく必要があると考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  ありがとうございます。 

 市長にもお伺いしますけども、現在、若手有

志で江ノ島に鳥居を建てようとする動きもあり

ます。江ノ島には美しき弁天様の物語があり、

昔、薩摩に現れた人さらいに捕まった娘たちを、

美しい女性に変身した弁財天が救い出したとい

うお話です。江ノ島には実際、弁財天が祭られ

ており、航海安全や豊漁、そして、娘たちを救

った伝説から、家内安全の守り神として大切に

されています。 

 海の駅ができるとなると、江ノ島周辺開発も

考えなければなりません。例えば、せっかく鳥

居を造るのであれば、江ノ島に橋を架けるとか、

また、子供が自然に触れ合う安全な海の遊び場

として、海潟さくら公園の砂浜を潮だまり癩癩

タイドプール癩癩を生かした遊び場、岩場で緩

やかに囲い、干潮時に小魚、カニ、ヒトデなど

が取り残されるようにするとか、じゃぶじゃぶ

池の海水版として、足元に滑りにくい素材で整

えた二、三段の深さ10センチから20センチの浅

いプールを海岸線に配置、満潮のときに水が入

れ替わるようにすれば、常に清潔な海水で遊べ

ます。砂浜で遊ぶエリアや潮だまりエリアで子

供が安心して楽しめる工夫や日よけつきのテラ

スがあれば最高だと思います。 

 錦江湾と桜島、そして江ノ島を一望できるロ

ケーションを生かした道の駅のような交流拠点、

江ノ島の向こうに見える夕日を観光資源として、

遊歩道や展望デッキの整備、カンパチ養殖など

の漁業資源と連携した海を感じられる体験型観

光など、市長として、漁協などを拠点とした海

の駅の交流拠点の整備をどのように考えている

のか、お聞かせください。 

○市長（尾脇雅弥）  ただいま新原議員より、

海業、その他本市の基幹産業であるブリ・カン

パチ養殖を核とした漁港の交流拠点整備につい

て、大変示唆に富む御提言をいただきました。

同様の考えを持っております。 

 これまで３つの拠点で交流人口200万人、加

えて４つ目、５つ目の拠点という話もさせてい

ただいておりますけれども、一番残る中で一番

魅力的なのは、今おっしゃるような垂水市漁協

周辺、あそこには、おっしゃるように江ノ島も

ございますし、旧なぎさ荘跡地、うちの父が勤

めておりましたから、子供の頃にはあそこの海

水浴場に行ったりとか、いろんな可能性を秘め

ていると思いますし、実際に、これまでも大手

の企業さんも見に来て、なぎさ荘跡地周辺の開

発というのも検討されたんですけど、タイミン

グが悪く、灰がめちゃめちゃ降っているときで

ございまして、かないませんでしたけれども、

今おっしゃるようなことは非常に重要なことで

ありまして、今後、可能性が高くなっていくこ

とだと思っております。 

 現在、水産業を取り巻く環境というのは、物

価高騰による燃油や餌代の高騰など厳しさを増

しており、従来の育てる、売るという流れに、

観光や交流といった新しい価値を加えることで、

先ほど水産商工観光課長が申し上げましたとお

り、本市の魅力をさらに引き出して、水産業振

興においても重要な視点であるというふうに考

えております。 

 海業に関しましては、私自身も鹿児島県の漁

港漁場協会の副会長並びに豊かな海づくり協会

の理事を拝命しております関係上、様々な場面

で水産庁から説明を受ける機会がございますし、

組合長をはじめ、水産業の皆さんともそういう

意見交換を重ねておりますが、まだ具体的な取

組には至っておりません。基本的な考え方は、

今おっしゃっていただいたことと同じでありま

すので、漁港の交流拠点としての活用は、新た

な収益の柱となる可能性を秘めていると思いま
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す。 

 一方で、施設の整備や運営に伴う莫大な経費

がかかるわけでありますので、その辺のところ

をどうやって整理をしていくかというのも重要

なことであると思います。垂水市といたしまし

て、水産業関係者の皆様と連携をして、先人が

築いた養殖という伝統に、見せる、体験させる、

楽しませるという要素を加えて、垂水の水産業

を国内外どこよりも魅力的な産業へと進化させ

ることが、水産が基幹産業である垂水市の市長

としての私の役割だと認識をしているところで

ございます。 

 日本一の養殖のまち垂水の新たなる挑戦に向

けて、漁業関係者の皆様はもちろんですけれど

も、議員の先生方、いろんな御提言をいただき

ながら、中長期的な視点も取り組んで、おっし

ゃるとおりだと思いますので、しっかり前に進

めていきたいというふうに思っているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  垂水小の子供たちも、さくら

公園に遠足に行くとき、網を持って行く子供た

ちもいます。タイドプールがあれば、生き物の

自然体験と楽しい遠足になります。江ノ島周辺

の開発は、新たな垂水の食と観光につながりま

す。未来の青写真を描いて、交流拠点の計画を

立ててくださるようお願いいたします。 

 次に、有害鳥獣対策について、現在、有害鳥

獣対策の捕獲後の処理について、現在どのよう

にされているのか、お聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  捕獲後の処分につい

て、現在の状況につきましてお答えいたします。 

 本市におきましては、鳥獣保護管理法及び垂

水市鳥獣被害防止計画に基づき、捕獲後の処分

は、一部自家消費を除き、速やかに埋設処分す

ることとしております。今後も、衛生面や環境

面に配慮した適切な処分が行われますよう、捕

獲従事者へ指導の徹底を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  有害鳥獣を捕獲する取り扱い

を聞いて、これを何とか資源化、堆肥ができな

いのかについてお聞きします。 

 猟友会の方からも、現在、駆除された個体の

多くが埋設されております。現場ハンターの負

担も大きく、また貴重な命を単にごみとして処

理することへの環境負荷もあります。 

 2024年６月に国立環境研究所の改定でも、多

くの個体は山林に埋設処分されており、埋設の

負担だけでもなく、臭い、臭気の発生や他の動

物の誘因が問題になることもあり、また、埋設

の影響が水や土壌などの周辺環境にどのような

影響を与えるのか、捕獲強化を図るには、捕獲

個体の処理をいかに省力的に適正に行うかが重

要な原因となります。 

 そこで、垂水市は堆肥センターがあるので、

堆肥センターへ持ち込み、堆肥にできないかと

考えますが、先ほどの捕獲実績を聞きましたが、

それを、イノシシは体重30キロ、アナグマは８

キロ、猿は10キロ、タヌキは６キロと多少は上

下しますが、それで計算すると、令和６年およ

そ16トン、令和７年で19トンが廃棄されていま

す。 

 大分県竹田市には、あそこは鹿もいますけど

も、捕獲後の処分として肥料として還元され、

花や野菜農家からも高い評価を受けているそう

です。猟友会の方からも、堆肥センターが引き

受けてもらえば助かるとの声がありますが、い

かがお考えですか、お聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  有害鳥獣駆除個体の

資源化につきまして、お答えいたします。 

 捕獲個体の処理につきましては、現在、捕獲

従事者による現地埋設を基本としておりますが、

従事者の高齢化や埋設場所の確保、また、夏季

の衛生管理といった面において、現場の負担増

が継続的な課題であると認識しております。 

 御提案の資源化につきましては、個体を単に
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廃棄するのではなく、地域資源として循環させ

る極めて有意義な手法であると考えております

が、処理過程における衛生面の検証や生成され

た堆肥の農地還元に向けた安全性の確認、さら

には、施設整備に係る多額の初期費用や維持管

理コストの精査など、多角的な視点からの調査

研究が必要になると考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  これはあくまでも提案ですけ

ども、堆肥化するには、現在のラインに粉砕機

と冷凍庫の必要性があります。高性能粉砕機は

数センチ以下にチップすることができ、冷凍庫

も個体を成分解性ごみ袋に入れて保管し、まと

まったら肥料にしていく。また、設備コストも、

残渣用粉砕機がものにもよりますけれども、50

万円から200万円、プレハブ冷凍庫が100万円か

ら300万円で合計150万円から500万円ぐらいか

かります。基礎工事は別なんですけど。 

 また、肥料として現在あるたるみず有機２号

（鶏ふん＋生ごみ）に投入すれば、リン酸を含

むプレミアムな第４の肥料として魅力ある品物

になります。 

 財源についても、鳥獣被害防止総合対策交付

金処理施設などの整備に対して、国が２分の１

から要件に応じて補助する制度があるので、そ

れを利用し、捕獲、処理、還元のサイクルを垂

水市内で完結させる持続可能な地域モデルの提

案です。 

 ＳＤＧｓの観点からも、800トン余りの命を

文字どおり土に返し、次の作物に育てる力に変

える垂水市の鳥獣対策と猟友会の軽減を図りま

すので、ぜひ検討をお願いいたします。 

 次に、太陽光発電事業の市の見解は承知しま

した。これから、ほかの公共物施設において、

太陽光事業再生エネルギーについての契約はど

のようにするか、お聞かせください。 

○企画政策課長（堀留 豊）  公共施設への再

生可能エネルギー設備設置における契約につき

まして、お答えいたします。 

 先ほどの答弁で申し上げました垂水市立医療

センター垂水中央病院と垂水市立介護老人保健

施設コスモス苑への屋上等太陽光発電施設によ

る電力供給契約は、オンサイトＰＰＡ方式を採

用しており、これは、市は垂水中央病院とコス

モス苑の太陽光発電設備設置部分の行政財産使

用許可をリニューアブル・ジャパン株式会社に

行い、パネルを含む太陽光発電設備の設置及び

維持管理は、費用も含めてリニューアブル・ジ

ャパン株式会社の責任により行われているとこ

ろでございます。 

 発電した電力は、垂水中央病院とコスモス苑

で使用する電力としまして、両施設の指定管理

者である公益社団法人肝属郡医師会が、従来の

電力使用料より安価な価格でリニューアブル・

ジャパン株式会社から購入するという契約内容

となっているところでございます。 

 本市では、垂水市地球温暖化対策実行計画を

令和４年に策定し、目標年度である2030年度ま

でに、基準年度である2013年度と比較して、

51％の温室効果ガス削減を目標に掲げていると

ころであり、垂水中央病院とコスモス苑での屋

上等太陽光発電施設による電力供給契約は、本

市の地球温暖化対策実行計画に即した契約とな

っているところです。 

 また、指定管理者側は、従来の電力使用料よ

り安価な電力購入ができること、リニューアブ

ル・ジャパン株式会社は、売電収入により設備

設置費用と維持管理費用を賄う契約となってお

りますので、３者にとってメリットがある契約

内容となっているところでございます。 

 議員御質問のこれからの公共施設への再生可

能エネルギー設備設置における契約でございま

すが、契約方法については、設備使用を定めて

の入札方式、プロポーザル方式、それから、こ

れに基づく随意契約方式などがあろうかと考え

ており、公共施設へ再生可能エネルギー設備を
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設置するにあたっては、本市にとってよりメリ

ットのある契約方式を採用することが適切であ

ると考えているところでございます。 

 再生可能エネルギーの推進、そして、垂水市

地球温暖化対策実行計画における温室効果ガス

削減目標を達成するためには、今後も公共施設

へ再生可能エネルギー導入を進める必要がござ

いますが、設備設置にあたりましては、発電設

備の設置面積、設備の規模、発電量、事業採算

性など、設置使用する施設により異なりますた

め、本市にとって最も有益な契約となるよう、

施設所管課や契約を所管します財政課と案件ご

とに契約方法を協議して定めていくことになる

と考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  ありがとうございました。契

約においては、垂水市のメリットになる契約が

一番ですので、ぜひ吟味していただいて、いろ

んな契約を、太陽光だけでなくてほかのやつも

よろしくお願いします。 

 次に、水道事業についてですが、耐震化率に

ついてはありがとうございました。なぜお尋ね

したかというと、垂水市は縦に長い、本管は中

央から柊原までに対し、長さのある市で、本城

側から約26キロあり、全部終わるまで何年かか

るかは分かりません。 

 また、枝管まで含むと166キロあると聞きま

した。総耐震率はまだ10％くらいということで

す。そして、令和６年４月の広報たるみずで、

水に流しちゃいけないお話というのがありまし

た。資金残高は、最低でも２億5,000万円を維

持する必要がありますと棒グラフにして表して

ありますが、シミュレーションでは、令和９年、

来年には必要な資金残高を下回ります。令和13

年にはマイナスとなります。シミュレーション

で表されています。 

 令和７年４月より水道代が約16％ほど値上げ

をしております。世帯数もますます減り、主要

な浄水場や配水池も建設から四、五十年経過し、

更新時期を迎えている状況です。このままいけ

ば、再値上げをしても追いつかないと予想され

るが、資金残高２億5,000万円を維持するため

の確保についてお聞かせください。 

○水道課長（岩元伸二）  資金残高、最低２億

5,000万円確保についてお答えいたします。 

 この資金残高は、日常業務に支障をきたさな

い範囲で、適切に資金を確保できているか、ま

た、災害等非常時においても事業を継続できる

資金を確保できているかなど、水道事業運営上

必要な運転資金を確保できているかを測る指標

であり、本市では、非常時に１年間、給水収益

がなくても事業が継続できるよう設定している

ものであります。 

 令和７年度末での決算見込みでは、資金残高

は４億6,000万円程度あり、現在は健全な経営

が保たれていると言えます。しかしながら、今

後は、人口減少や物価高騰などにより、この資

金は年々減少していくことが想定されることか

ら、より一層の経費削減に努め、資金残高の確

保を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  ありがとうございました。 

 次に、事業計画のために、ふるさと納税を活

用したインフラ整備について提案をしたいと思

います。 

 垂水市は、全国792市の中で下から、皆さん、

何番目か御存じですか。下から９番目です。

我々はまず、この事実を認識しなければいけま

せん。 

 先ほど申しましたが、令和７年４月から平均

16.2％の値上げを、老朽化した施設の更新や人

口減による収益減を鑑みれば、我々議会も苦渋

の決断でした。これからますます人口減少が加

速しても、水道管の管路166キロは短くなるこ

とはありません。老朽化だけは確実に進みます。 

 元垂水の国道の漏水も９月ぐらいに発生して、
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設計をし、やっと工事が動き出しました。令和

６年４月号の広報で、市民に水道事業は大変だ

よと認識させておいて、今回、予算で市民の負

担軽減の新規施策がありませんでした。 

 水道事業は独立採算性が原則ですが、一般会

計からの繰出金としてお金を入れることができ

ます。ほか自治体でも、例えば滋賀県高島市で

は、琵琶湖の水を守るで、ふるさと納税に水道

施設の整備を明記されています。名古屋市や奈

良県生駒市などでは、水道管耐震化応援寄附金

として、ふるさと納税を直接水道事業に財源を

充てています。 

 例えば、垂水のおいしい水と安全を守るため

に関する事業を追加すれば、市水、簡易水道、

集落水道、水道インフラを守るための基金また

はクラウドファンディング型ふるさと納税を導

入し、お返しを垂水の誇る温泉水で提供する提

案をします。 

 水道事業は５年後の見直しであるものの、市

民に負担をかけさせないためにも、他市の財源

確保の在り方も導入してもらい、検討していた

だければありがたいと思います。 

 最後に、垂水市の水道ビジョン、清らかな水

と信頼を未来に届ける水道、いい言葉です。垂

水の水は大変おいしい水です。基金をつくり、

未来につなげてください。これで私の質問を終

わります。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は２時55分から。 

     午後２時45分休憩 

 

     午後２時55分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、３番、前田隆議員の質疑及び質問を許

可いたします。 

   ［前田 隆議員登壇］ 

○前田 隆議員  お疲れさまです。今回は財政

状況について、市立学校の今後についてなど、

５問質問いたします。関係課には明確な答弁を

よろしくお願いいたします。 

 それでは、議長の許可をいただきましたので、

通告に従い、早速質問に入っていきます。 

 １番目の財政状況について。 

 予算書では、令和８年度末の市債現在高見込

みと基金状況見込みが示されていますが、借金

と貯金とのバランスをどう両立し、改善してい

くのかという視点で質問をしていきます。 

 市の財政状況は、令和６年度に借金より貯金

が多くなり、改善されました。しかし、令和７

年度は、また借金が８億円に増える見込みとな

っております。理由は、基金取崩しで貯金が減

り、借金である臨財債が減り、普通債が増えた

からですが、この借金と貯金との差が、令和８

年度は10億円程度に増える見込みの予算書が示

されております。 

 内訳は、新年度予算での市債発行が５億

4,730万円、残高は臨財債除きで60億2,000万円

が見込まれております。一方、基金からの繰入

れは24億1,000万円と、前年よりは２億3,000万

円減少はしておりますが、積立て基金の令和８

年度末見込みは総額49億7,000万円となってお

ります。 

 そこで質問ですが、本市の市債残高及び基金

残高は、類似団体と比較した場合の水準はどの

位置で、どのように認識しているか伺います。 

 次に、人口減少や税収の伸び悩みが見込まれ

る中、今後、予定される公共施設の設備や大規

模事業を踏まえた場合、市債残高と基金の残高

のバランスについてどのような課題があると認

識しているか伺います。 

 ３点目は、公債費と将来世代への負担軽減の

観点から、市債の発行抑制と基金積立の確立を

どのように両立させていくのか、具体的な方策

について伺います。 

 また、災害対応など不測の事態に備えるため、
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基金をどの程度の水準で確保していくのか、中

長期的な財政見通しと併せて伺います。 

 次に、２番目の市立学校の今後について質問

に入ります。 

 学校の在り方検討委員会の審議も終わり、答

申が出されたと思います。そこで、１点目の在

り方検討委員会に諮問した答申内容について、

どのような内容か伺います。 

 また、答申後の進め方について、大まかな流

れや対応を数点伺います。 

 まず、答申を受けて、教育委員会としては基

本方針策定に向け、どのように臨んでいくのか

伺います。 

 次に、その方針を踏まえ、庁内連携や財政面

の検討など、関係課との調整はどのような形で

進めていくのかお示しください。 

 また、統廃合が想定される場合、保護者や地

域住民への説明、合意形成は、どの段階で、ど

のような方法で進めていくのかも伺います。 

 さらに、具体的な実施計画の策定時期、議会

への説明、予算化へのスケジュールなど、どの

ように考えているのかもお尋ねいたします。 

 次に、３番目のＡＩ活用について、本市の活

用状況と効果について、質問に入ります。 

 近年、地方自治体におけるＡＩの活用は急速

に進んでおり、議事録作成や文書整理、住民対

応のチャットボットなど行政事務の効率化を中

心に導入が進んでおります。 

 そこでまず、本市の現状について質問ですが、

現在、どのような分野でＡＩが導入されている

か、また、導入目的と効果をどのように評価し

ているのか伺います。 

 次に住民サービスの活用については、どのよ

うな取組が進められているか教えてください。 

 今後の展開については２回目でお聞きします。 

 次に、４番目の森林整備について。 

 本市では、これまで森林環境譲与税を活用し

た取組として、所有者意向調査、境界明確化、

松くい虫の防除などに活用されております。ま

た、基金積立も行い、今後の森林整備に備えら

れております。そこで質問ですが、今後の森林

整備に向け、令和８年度の森林環境譲与税の利

活用の具体的取組事業を教えてください。 

 ２点目は、昨年９月の定例会で示された連携

協定締結後のおおすみ100年の森との連携取組

事業について、令和８年度はどんな事業を実施

されるのか、具体的な事業や予定をお聞かせく

ださい。 

 最後に、５番目の市道内ノ野線改良工事につ

いて伺います。 

 現在、市道内ノ野線は、停滞していた部分の

改良工事が進められ、残りの未整備区間も約

200メートルとなってきました。しかし、相続

未登記などの関係で残り区間は用地交渉が遅れ、

再度、令和８年度から新たに辺地に係る総合整

備計画が上程されております。そこで質問です

が、内ノ野辺地に係る総合整備計画策定の概要

説明と用地交渉の進捗状況について、詳しくお

聞かせください。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○財政課長（草野浩一）  本市の市債及び基金

残高は類似団体と比較した場合の水準は、どの

位置で、どのように認識しているかの御質問に

お答えいたします。 

 初めに、総務省が公表しております類似団体

別市町村一覧では、本市の類似団体は、枕崎市、

阿久根市、指宿市、西之表市、曽於市、南さつ

ま市、志布志市、南九州市、伊佐市の10市とな

っております。 

 その上で、御質問の類似団体との比較でござ

いますが、令和６年度決算で申し上げますと、

市債残高は少ないほうから２番目、基金残高は

多いほうから９番目となっており、類似団体内

におきましては、市債残高、基金残高ともに少

ない状況となっており、健全な財政運営に努め

ているところでございます。 
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 続きまして、市債残高と基金残高のバランス

について、どのような課題があると認識してい

るかの御質問にお答えいたします。 

 市債は、議員が言われましたように、公共施

設やインフラ整備など必要な公共事業の財源と

して活用する一方で、その発行に負担が過剰に

なりすぎないよう、抑制を図ることが求められ

ています。 

 その一方で、基金は予測できない財政需要や

景気変動に対応するため、計画的に積み立て、

適切な残高を維持することが大切であると考え

ております。そのため、市債残高につきまして

は、令和４年度から第２次財政改革プログラム

において設定されておりました目標値である90

億円以下を達成しておりますので、今後につき

ましても、目標値の達成に努力したいと考えて

おります。 

 一方、基金残高でございますが、平成29年11

月の総務省自治財政局による地方公共団体の基

金の積立状況等に関する調査結果のポイント及

び分析によりますと、財政調整基金の積立ての

考え方について、標準財政規模等の一定割合と

回答した団体のうち、その具体的水準としては、

市町村では５％超から20％以下とする回答が多

かったところでございます。 

 そのため、この考え方を用いて、本市の令和

６年度標準財政規模である56億931万8,000円で

試算しますと、２億8,000万円から11億2,000万

円程度となるところですが、実際の本市の令和

６年度末残高は17億2,000万円の31％程度とな

り、試算水準よりも高い数値になっております。 

 しかしながら、これまでの議会などでは、１

災害５億円の３回分、15億円の積立てを目標に

と答弁しておりましたが、昨今の物価高騰等を

考慮すれば、今後は決算の状況を見ながら、こ

れまで以上の額を可能な限り積み立てていかな

ければならないと考えております。 

 引き続きまして、市債の発行抑制と基金積立

の確立をどのように両立させていくのか、具体

的な方策は、また、中長期的な財政見通しと併

せて、基金をどの程度の水準で確保していく考

えかの御質問にお答えいたします。 

 市債の発行抑制につきましては、これまでの

議会で答弁しておりますとおり、第２次財政改

革プログラムの基本的な考え方を念頭に、新た

な財源などによる積極的な歳入確保、既存事業

の見直しにより継続的に経費抑制を図り、地方

債の発行総額の抑制を行っていく必要があると

考えております。 

 一方、基金積立につきましては、地方交付税

等、国の施策に左右される部分が大きいところ

ですが、各年度の決算に応じて、財政調整基金

や市有施設整備基金へ可能な限り積立てを行っ

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○教育総務課長（小池康之）  学校の在り方検

討委員会に諮問した答申内容と答申後の進め方

についてお答えいたします。 

 本市の学校の在り方に関する諮問に対しまし

て、垂水市立学校の在り方検討委員会の審議を

はじめ、保護者・児童アンケート調査や市内全

地区での報告会を開催するなどして、幅広く、

より多くの市民の方々の御意見をいただいた上

で、様々な観点から協議を重ねていただいたと

ころでございます。 

 去る１月16日に開催されました第４回垂水市

立学校の在り方検討委員会において、これまで

積み重ねてきた審議を踏まえ、答申を取りまと

めていただき、２月12日、委員長から市長に答

申書が手渡されたところでございます。 

 答申の内容といたしましては、将来の担い手

となる子供たちにとって、よりよい学びの場と

なるよう検討を進める。検討に当たっては、当

事者である子供と保護者の意見を大切にするこ

とを基本方針とし、今後の方向性といたしまし

て、学校の統合が必要と判断し、小学校を１校
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に統合すること、また、新たな学校の位置は中

央地区が適当と判断し、学校施設の整備を進め、

速やかに開校することとなっております。 

 併せて、低学年に配慮した通学手段を確保す

ること、統合後の学校生活等に円滑に対応でき

るよう交流の場を設けること、統合後も地域行

事等が継承され、地域ぐるみによる子供の健全

育成が図られること等が要望されたところでご

ざいます。 

 来月、市長や教育委員による総合教育会議が

開催され、最終的な方向性が示されることとな

っており、その内容につきましては、全員協議

会において御報告させていただく予定となって

おります。 

 来年度以降、その方向性に沿った基本構想の

策定に向けて、庁内関係者を中心とした新たな

組織を設置し、施設整備に伴う予算規模をはじ

め、より具体的な協議を進めていくこととして

おります。今後、基本構想を策定していく中で、

保護者や地区住民の方々への説明会の開催や、

議員の皆様方に対しましては、全員協議会等に

おいて御報告させていただきたいと考えている

ところでございます。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  本市の活用状況

と現状についてお答えいたします。 

 本市は人口減少社会において、持続可能な行

政サービスを提供するため、令和６年度に生成

ＡＩを導入し、適切な利用を目的に生成ＡＩの

利用に関する順守事項をガイドラインとして整

備するとともに、職員のデジタルツールに関す

る知識やスキルを高めるための研修会を開催し、

生成ＡＩを活用した業務効率化と生産性の向上

に取り組んでいるところでございます。 

 生成ＡＩの主な用途としましては、各種会議

におけるあいさつ文や企画書案の作成、文書の

要約、添削などになります。現在のところ、職

員がＡＩを利用して生成した１月の文字数が平

均100万文字を超えるなど、事務処理時間の短

縮が図れたことにより、自治体運営の最適化が

図られているのではないかと考えております。 

 議員御指摘のＡＩの活用については、本市Ｄ

Ｘ推進計画の推進施策としても掲げており、令

和７年度に実施しました効果検証におきまして

は、順調に進捗していると評価したところでご

ざいます。 

 一方で、住民サービスの活用につきましては、

現在、庁内業務の効率化を優先しているため、

住民サービスへの活用には至っていないところ

ではございますが、仮に職員がＡＩを活用した

ことにより削減された業務時間を住民サービス

に振り向けることができているとしますと、間

接的には住民の皆様への利益につながっている

のではないかと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  森林環境譲与税の利

活用の具体的取組事業につきましてお答えいた

します。 

 本市におきましては、国の森林環境譲与税を

貴重な財源として、令和２年度に策定いたしま

した垂水市森林経営管理制度に係る長期方針に

基づき、市内民有林の計画的な整備と森林が有

する多面的機能の維持・向上に重点を置いた取

組を継続しております。 

 令和８年度当初に計上しました森林環境譲与

税事業に係る予算案は、2,171万2,000円で対前

年比91万5,000円の増額となっております。 

 令和８年度の具体的な取組内容としては、森

林経営管理制度の着実な推進、多様なニーズに

応じた具体的な事業展開、次世代への普及啓発

と人材育成の３つの柱で展開してまいります。 

 まず、森林経営管理制度の着実な推進でござ

いますが、市内を10の区域に分け、15年間で１

巡する計画に基づき、森林所有者への経営管理

意向調査を順次実施してまいります。所有者か

ら委託希望のあった森林に対しましては、プロ
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ット調査や路網確認を行い、民間事業者への再

委託、または、市による直接管理の適切な仕分

けを行ってまいります。また、本市は地籍調査

未実施地区が多いことから、航空写真と現地調

査を効果的に組み合わせながら、境界明確化作

業を並行して進めてまいります。 

 次に、多様なニーズに応じた具体的な事業展

開でございますが、森林の公益的機能の維持及

び地域活性化のため、民間事業者による採算確

保が困難な森林につきましては、市が主体とな

って、直接間伐等の整備を実施し、森林の荒廃

防止を図ってまいります。 

 また、森林保護対策として海潟地区や牛根二

川地区などの景勝松林を対象に、樹幹注入や枯

損木の伐倒・粉砕処理を実施し、貴重な景観と

防災機能を保全してまいります。 

 そのほか県産材を利用した木造建築物等の二

酸化炭素固定量に応じ、交付金を支給すること

で、木材利用の促進と脱炭素社会の実現に寄与

してまいります。 

 最後に、次世代への普及啓発と人材育成でご

ざいますが、次世代を担う子供たちの森林への

理解を深める活動への支援や制度の円滑な運用

のため、不可欠な森林施業プランナーなどの専

門人材の確保・育成に対し、譲与税を戦略的に

充当してまいります。 

 今後も、森林環境譲与税を最大限に活用し、

本市の豊かな森林資源を次世代へ確実に引き継

ぐため、適正な維持管理に取り組んでまいりま

す。 

 続きましておおすみ100年の森様との連携取

組につきましてお答えいたします。 

 令和８年度のおおすみ100年の森様との連携

した取組としては、林業分野における人材育成

や林業・木材産業の活性化、さらには環境教育

に資する事業として、森林環境普及啓発推進事

業、ファーストウッド推進事業、そのほか森林

整備・再造林の推進に関する予算を上程してお

ります。 

 それでは、それぞれの事業内容につきまして

御説明申し上げます。 

 まず、森林環境普及啓発推進事業でございま

すが、本事業は、森林づくり活動や木工製作等

を通じて、木と触れ合う木育活動として計画し

ております。ちなみに令和７年度は、秋の産業

祭に合わせて実施し、多くの市民の皆様に御来

場いただき、地球温暖化の防止や森林の有する

多面的機能の発揮など、森林が果たす重要な役

割について、市民理解の醸成を図ったところで

ございます。 

 次に、ファーストウッド推進事業でございま

すが、木製品との触れ合いを通じて、子供たち

の豊かな心を育むとともに、森林への関心を深

めていただくため、幼児を対象とした健康診査

を受診された幼児に対し、地域産木材を使用し

た木材玩具等を給付する予定としております。 

 最後に、森林整備・再造林の推進については、

伐採後に人工造林が行われていない箇所などを

対象に、モデル森林を設定し、植栽による再造

林を行う計画でございます。 

 本市といたしましては、これらの事業を通じ、

森林の価値や役割を市民の皆様と共有しながら、

持続可能な林業の振興と環境保全に邁進してま

いります。 

 以上でございます。 

○土木課長（福留健一）  内ノ野辺地に係る総

合整備計画策定の概要説明と用地交渉の進捗状

況につきましてお答えいたします。 

 市道内ノ野線の道路改良工事については、県

道垂水南之郷線の交差点を起点としまして、終

点は、市道瀬戸山線との交差点までの約1,780

メートルを整備する区間としております。 

 平成22年度に工事に着手しており、これまで

起債事業や社会資本整備総合交付金事業を活用

して整備を進めており、今年度末までに改良済

み延長が約1,580メートルとなり、工事延長と
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しての進捗率は89％となっているところでござ

います。 

 令和８年度からの内ノ野辺地総合整備計画の

概要は、道路幅員が狭くなっております水之上

地区公民館付近の延長約90メートルと上之宮神

社付近の延長約110メートルの合計約200メート

ル区間の用地買収と道路拡幅工事を計画してお

ります。 

 同計画区間では、残る４筆の用地買収も予定

しておりますがこのうち、水之上地区公民館付

近の土地３筆のうち２筆は同一名義人となって

おりますが、相続関係者が27人おり、このうち

10人の同意をいただいているところでございま

す。残りの１筆についても、相続関係者が27人

となっております。また、上之宮神社付近の１

筆については、相続関係者が21人となっており

ます。 

 今後、これらの相続人の方へ引き続き案内文

書を送付するなど、事業への協力をお願いをし、

用地の協力をいただいた区間から事業を着手で

きるように努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。それ

では、一問一答方式で２回目の質問に入ります。 

 市債残高及び基金残高の水準は類似団体と比

較してどの位置かについて答弁がありました。

類似団体10市のうち、市債残高が少ないほうか

ら２番目、基金残高も少ないほうから２番目で

した。また、バランスについてどのような課題

があるかにつきましても答弁いただきました。

バランスの課題については、市債残高が多く、

基金積立が少ないことから、借金過多であるこ

と、そして、これ以上悪化させないこと、そこ

から脱却をどうするかだと思います。 

 この課題解決こそが、財政健全化への基本と

思います。そのための市債発行抑制と基金積立

の確立をどのように両立させていくのかが肝で

すが、答弁では、市債残高は目標の90億円以下

を達成しているので、今後もこの目標の達成に

努めたいとの答弁でした。 

 しかし、既に83億円まで改善し、予算書では

令和８年度末見込みは77億円です。目指すべき

は、基金残高より以下のレベルじゃないですか。

目標の見直しを要望しておきます。 

 また、基金残高について、財政調整基金の積

立ての考え方と水準は理解いたしました。基金

積立は、各年度の決算に応じて、可能な限り財

政調整基金や市有施設整備基金に積立てを行う

との答弁でしたが、基金積立の確立という点で、

どの程度の水準を確保していくのかが曖昧です。

財政調整基金、市有施設整備基金、ふるさと応

援基金のこの３つの基金で、どれぐらいの基金

積立を確保すれば、市債残高とのバランスが図

れるのか、目指すべき水準を、財政課長、お示

しください。 

○財政課長（草野浩一）  お答えいたします。 

 まず、財政調整基金につきましては、１回目

の答弁で申し上げましたとおり、財政運営上の

リスクに備えるため、総務省の調査結果でもあ

りましたとおり、基金残高は最低でも標準財政

規模の10％以上を目安に確保することが適切で

あると考えております。その上で、本市の場合、

海岸線が南北37キロメートルと海と山に囲まれ

ている特徴的な地形のため、大規模災害が発生

しやすいことから、１回目の答弁のとおり、基

金残高としましては、１災害５億円の３回分15

億円を目標としております。 

 市有施設整備金につきましては、市有施設の

多くは建設から30年が経過するなど、施設老朽

化の進展に伴い、今後、施設整備に多額の財源

が必要となることが見込まれております。国は

庁舎をはじめとする公共施設の大規模改修や建

て替えについては、基金での対応を基本とする

考えでございますので、可能な限り積み立てて

いくことが理想であると考えております。 

 ふるさと応援基金につきましては、本市の持



－98－ 

つ地域資源を活用し、将来へ自信を持って引き

継げる環境に配慮した元気なまちづくりを進め

ていくため、垂水市をふるさととして応援する

方々の寄附金を財源としていることから、積み

立てることを目的とする基金ではございません。 

 そのため、御質問の３つの基金全体の積立て

の目安といたしましては、現時点におきます令

和８年度末の３基金の残高見込みが45億5,000

万円ほどでございますので、まずは45億円以上

を目指したいと考えております。 

 その上で市債残高につきましては、財政への

負担を適切に管理するため、将来負担比率を

100％以下に維持することが重要と考えており

ます。議員御承知のとおり、この指標が100％

を超えた場合、将来の返済が自治体の財政健全

性を低下させるリスクが高まるといわれており

ます。 

 本市では、令和６年度決算において、将来負

担比率は将来負担額となる地方債の現在高の減

に加え、充当可能財源等となる基金のうちふる

さと応援基金等の増により、充当可能財源等が

将来負担額を上回っているため、実質的な将来

負担額がなく、比率はマイナスとなっており、

依然として適正水準でございますが、新規の市

債発行に際しましては、慎重に検討し、自治体

規模に見合った健全な水準を保持してまいりた

いと考えており、これらの基金の積立てや市債

残高の管理を踏まえ、税収動向や歳出規模を慎

重に見極めながら、垂水市の持続的な発展に寄

与する財政運営に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。垂水

市の規模に応じたように、市債残高も、積立て

も、適正な水準をお願いしたいと思います。 

 私は、基金積立の確立は、一部答弁もありま

したが、当面の間、市有施設整備基金と財政調

整基金を年度末の特別交付税や繰越金でできる

だけ積み立て、できるだけ崩さず、財源不足に

はふるさと応援基金を活用して、全体を一定水

準まで引き上げることを願っております。 

 積立て基金をどの程度の水準で確保していく

かについては、今、45億円以上ということでし

たが、臨財債を除く市債残高を超えることが第

一目標です。60億ぐらいですね。財政調整基金、

市有施設整備基金、ふるさと応援基金で60億円

ぐらいまでは積み立てる方向で取り組んでほし

いと思います。 

 私の願い、考えは述べましたが、それでは、

最後に持続可能で健全な財政運営について、基

本的な考えを、市長、伺いたいと思います。よ

ろしくお願いします。 

○市長（尾脇雅弥）  前田議員の御質問にお答

えをいたします。 

 財政だけを考えると、歳出削減、歳入確保と、

簡単にいえば、使わないことが一番たまるとい

うことであります。 

 しかしながら、多様な少子高齢化の中で、市

民の皆様のニーズも増えておりますから、よく

お話をさせていただきます、昔、80億だったの

が、特に令和７年度は160億とちょっと倍ぐら

い、いろんなルールの中で支出を頑張らざるを

得なかったという背景がございますけれども、

令和８年度に関しては、130億をちょっと超え

る形で、しかしながら、過去最大規模の支出と

いうことでございます。 

 前田議員の持続可能で健全な財政運営につい

ての基本的な考えということでございます。 

 初めに、繰り返しになりますけども、議員御

承知のとおり、平成16年当時の本市の財政状況

は自主財源が非常に乏しく、市債や地方交付税

等に依存する割合が、今以上に高い構造にあり

まして、また、公債費や人件費などの義務的経

費の増加が、財政運営への多大な負担となって

おりまして、財政状況は非常に硬直下した状態

が続いていたために、特段の措置を講じなけれ
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ば、財政再建団体に陥るおそれもある、危機的

な状況にありましたことから、本市の財政の破

綻を回避し、本市の重要課題に適切に対応でき

る、弾力的で足腰の強い健全な財政構造を構築

するため、本議会初日の施政方針でも申し上げ

ましたように、財政改革プログラムによりまし

て、事務事業の見直し、人件費の削減、垂水市

市有整備基金の設置、管理及び処分に関する条

例の制定、ふるさと納税の増額など、中長期的

にこれまで取り組んできているところでござい

ます。 

 一方で、地方自治体の予算編成は、その年、

その年、その時々の現下の社会情勢や住民ニー

ズに合わせ、必要な施策を行うなど、戦略的に

財政出動を行わなければならないと考えており

ます。 

 本市におきましても、少子高齢化の進行や生

産者人口の減少などによる経済の停滞など、地

域が抱える重要課題の解決に必要な予算を講じ

るなど、積極的に市財を投じなければならない

年もあるというふうに考えております。 

 議員が日頃から言われている財政計画を策定

することも、大変、大切なことであるというふ

うに十分認識はしておりますけれども、長期的

な視点に立った、メリハリのある財政運営も、

地方自治体には求められていると考えておりま

す。 

 そのために、持続可能な、健全な財政運営を

実現するためには、人口減少、税収減少、災害

などの潜在的なリスクについて、長期的な視点

に立ち、市税だけでなく交付金や補助金の効果

的な活用を検討しつつ、本市の基幹産業など地

域産業を支援し、雇用を増すことで、市民所得

と税収を向上させる一方で、市民に必要不可欠

なサービスは維持をし、過剰投資や無駄な支出

は抑制するため、民間委託や官民協働、いわゆ

るＰＰＰを検討するなど、費用対効果の高い運

営を行わなければならないと考えております。 

 また今後も、人口減少や高齢化が進行してい

くことから、今後、見込まれる高齢者福祉や医

療費の負担増に対し、現在、たるみず元気プロ

ジェクトに取り組んでおり、その事業成果がで

てきつつありますように、予防医学や健康づく

り事業を促進するとともに、若い世代を地域に

定着させるための子育て支援や居住支援施策を

強化しなければなりません。 

 さらには、今後は農業、観光、文化などの地

域の強みや資源を最大限活用して、地産地消型

の経済モデルを推進することで、地域産業の活

性化を図り、観光や地域資源を活用して、外部

からの収益源を増やす取組を行うこととしてお

ります。 

 いずれにいたしましても、健全な財政運営は、

市民の生活を守りながら地域の将来を形づくる

基盤でありまして、行政サービスを維持・向上

させ、市民の皆様に安心と満足を提供すること

が、市の責務と考えているところでございます。 

 そのため、効率性・透明性・長期的展望を持

って、市民の皆様とともに持続可能なまちを作

り上げることが、私、市長としての大きな使命

であると考えております。引き続き、持続可能

な健全財政を実現を目指して取り組んでいきた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。これ

までの財政健全化に努めてきましたことは大い

に評価しております。また、予算編成の考え方

や持続可能で健全な財政運営を実現するための

取組、観点などを聞かせていただきました。あ

りがとうございます。 

 ふるさと応援基金が好調のうちに、基金積立

と市債残高の両立を図って、公債費が増えない

よう財政運営のかじ取りをよろしくお願いしま

して、財政状況については終わります。 

 次に、２番目の市立学校の今後について答弁

いただきました。 
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 答弁では、統廃合に向けた内容の答申が市長

に提出されたようです。３月に、市はこれを受

けて、方向性を決定する総合教育会議を開催さ

れるとのことでした。新年度以降は、方向性に

沿った基本構想の策定に向け、新たな組織を設

置し、予算規模など具体的な協議を進めていく

とのことで、今後の対応やスケジュール等につ

いても、大体分かりました。 

 それらについては、具体化した時点でまたお

伺いしたいと思います。なお、統合に向けては、

できるだけ慎重に、また、かつスピード感をも

って進めていただきたいと思います。 

 それでは次に、答申を受けて、本市の教育の

将来像をどのように描かれているのか、教育長

に伺います。 

○教育長（明石浩久）  御質問ありがとうござ

います。 

 先月末の本市の人口集計によりますと、０歳

児の数は35人、１歳児が32人、２歳児が32人と

なっております。今年度、垂水市立学校の在り

方検討委員会を進めていく中で、加速する少子

化の現状に驚きを禁じ得ませんでした。 

 学校は子供たちが成長していく上で、欠くこ

とのできない学習経験、生活経験を積む大切な

教育の場であり、また、友達や先生との交流を

通して、人間性を豊かに育む場であると考えて

おります。 

 学びの場としての学校は、単に教科などの知

識や技能を習得させるだけでなく、集団の中で

多様な意見や考えに触れさせることを通して、

深く考える力や思いを表現する力を育むなど、

切磋琢磨しながら問題を解決していく力を身に

つけさせる場でもございます。 

 また、生活体験を積む場としての学校は、周

囲の人々との関係を通して、力を合わせて物事

を成し遂げる、決まりやルールを決めて守って

いく、よりよい人間関係を構築していく、また、

ときにはけんかもしながら、ごめんなさいと人

間関係を修復していく、そうした力や心を育み、

社会生活で必要な資質や能力を身につけさせる

大事な場であると捉えております。 

 垂水中央中学校勤務の折には、部活動は11の

選択肢があり、活気と勢いがございました。ま

た、小規模校から入学した生徒が、体育大会で

初めての全員リレーを懸命に走り、大声で声援

を送る姿も見られました。 

 さらに数学などの授業では、一クラスの子供

たちを理解度や本人の希望によって、２つまた

は３つのコースに分けた少人数指導や習熟度別

学習も行ってまいりました。 

 多様な友人と関わる機会や集団行動を通じて

社会性を育成したり、教員の経験年数や専門性

に応じた指導体制を構築したりするためには、

小学校におきましても、一定規模の集団を確保

する必要があると考えております。 

 今後も、垂水市立学校の在り方検討委員会の

答申を踏まえるとともに、学校教育を進めてい

くために、直接の受益者である子供や保護者の

思いを大切にしながら、垂水の未来を担う子供

たちの望ましい教育環境の構築に尽力してまい

る所存でございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。人口

減少、少子化で学校の在り方も変化し、新たな

対応が必要になってきています。そのような状

況で大事なことは、子供たちにとって望ましい

教育環境で学ばせることです。将来を担う子供

たちのために、現在と未来を見据えた教育・学

校づくりを目指して、御尽力いただきますよう

お願いいたします。 

 この件は、これで終わります。 

 次に、３番目のＡＩ活用について答弁いただ

きました。現在のＡＩの導入状況や効果は分か

りました。住民サービスの活用分野はまだのよ

うですが、今後は必要です。 

 そこで次に、今後の展開として、新年度はど
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んな事業を計画されているのか、また今後、ど

の分野でどんな活用を進めていかれるのか、考

えを企画政策課長に伺います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  今後の展開につ

いてお答えいたします。 

 初めに、生成ＡＩの活用でございますが、生

成ＡＩについては、職員アンケートで全職員が

利用したいと回答した一方で、業務効率化の効

果を感じた職員は63.7％にとどまっていること

から、今後はさらなる利用拡大を図っていきた

いと考えております。 

 この利用拡大のために、まずは令和８年度か

ら、現在利用している生成ＡＩに加え、新たに

ＱｏｍｍｏｎｓＡＩを導入する予定でございま

す。ＱｏｍｍｏｎｓＡＩは全国650以上の団体

で利用されており、住民対応をサポートする公

共サービスサポートや法律に基づく行政文書の

作成、論文や事例を基にした施策立案支援など、

自治体業務に特化した多様な機能を有している

ため、さらなる業務効率化が期待できると考え

ております。 

 また、生成ＡＩの利用を推進するため、ＡＩ

提供事業者による一般職員向け及び管理職向け

の職員研修を本年５月頃に実施し、ＡＩ導入効

果を高めていきたいと考えております。 

 次に、住民サービス分野についての具体的な

施策でございますが、令和８年度を始期とする

第２期垂水市ＤＸ推進計画に基づき、本市公式

ホームページや専用アプリを通じて、住民の皆

様からの問合せに24時間対応し、行政手続の方

法や制度利用の案内を迅速かつ容易に取得でき

るＡＩチャットボットの導入に向けた検討を開

始したいと考えております。 

 そのほか、防災・危機管理分野においては、

過去の災害データや気象情報を分析し、災害発

生時の避難指示や地域ごとのリスク管理をより

精密化するデジタル防災対策や高齢者の見守り

支援などへＡＩを活用することにより、住民の

皆様の安心感向上につながることが期待される

ため、引き続き、住民ニーズを継続的に調査し、

検討を進め、社会的課題や行政サービスの改善

に資する施策を着実に展開し、また、導入効果

を定期的に検証し、課題があれば適切に対応し

ながら推進してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。新年

度は、新たなＱｏｍｍｏｎｓＡＩという多様な

機能を有したＡＩの導入をされると伺いました。

また今後、住民サービス分野でもＡＩチャット

ボットの導入を検討するとのことでした。大い

に期待いたします。ＡＩ活用で業務効率化、住

民サービスをさらに進め、人口減少、少子化を

カバーする高度な活用を目指して、ＤＸをさら

に推進していただきますようお願いいたしまし

て、この件は終わります。 

 次に、４番目の森林整備について、令和８年

度の森林環境譲与税の利活用、取組事業を答弁

いただきました。また、令和８年度のおおすみ

100年の森との連携取組事業についても教えて

いただきました。ありがとうございます。 

 本市の森林整備については、所有者の高齢化、

相続未登記、地籍や境界問題、急峻な地形など、

数多くの問題があることは承知しておりますが、

一方で、森林の果たす役割と重要性を考えると、

これらの問題を放置していくわけにはいきませ

ん。昨年締結されたおおすみ100年の森との連

携協定を活用し、今後、これらの課題解決を推

し進めていただきますようお願いいたします。 

 ただ、それを阻む大きな課題があります。そ

れは森林整備のネックになっている地籍調査問

題です。これを推進することが最優先課題とな

っています。地籍調査は土木課の所管ですので、

土木課に地籍調査推進をお願いし、森林整備が

進展するよう働きかけをお願いいたします。先

日の産業厚生委員会でも地籍問題は取り上げら

れ、同様の要望がありました。この問題は避け
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て通れませんので、よろしくお願いしておきま

す。 

 それでは最後に、本市の森林整備について、

市長の考えをお聞かせください。手短にお願い

いたします。 

○市長（尾脇雅弥）  本市の森林面積は約１万

2,791ヘクタールと、市の約８割を占めており

ます。森林は、山地災害の防災や地球温暖化の

防止、水源涵養など、市民の安全で豊かな暮ら

しを支える多面的機能を有しておりまして、Ｓ

ＤＧｓが掲げる持続可能な社会形成に不可欠な

存在でございます。 

 この豊かな大隅の自然を次世代へ引き継ぐこ

とは、私たちの重大な使命でもあり、おおすみ

100年の森との包括連携協定を最大限に生かし

て、今後も官民一体となって進めてまいりたい

と思います。 

 今後も森林環境譲与税を財源として、戦略的

に投資をし、豊かな森林を未来へ躍動する垂水

を目指して、林業振興と環境保全が両立した持

続可能なまちづくりを推進してまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。本市

の森林整備、林業分野は、他市町村に比べて遅

れているように感じます。こちらのほうも力を

入れていただきますようお願いして、この件は

終わります。 

 次に、市道内ノ野線の改良工事の総合整備計

画の概要説明と、用地交渉の進捗について答弁

いただきました。ありがとうございます。 

 総合整備計画では、残りの用地交渉を令和８

年度に行い、令和９年度と10年度で工事を行う

予定のようですが、土木課の職員が用地交渉を

行うのではなく、専門的職員を配置して行わな

いとなかなか進展しないと考えます。そこで、

専門的職員を配置する考えはないか、土木課長

に伺います。 

○土木課長（福留健一）  市道内ノ野線の工事

における用地交渉専門職員の配置の考えにつき

ましてお答えいたします。 

 市道内ノ野線の道路改良工事は、先ほども答

弁させていただきましたが、平成22年度に着手

しておりまして、残る約200メートル区間は、

相続登記されていない土地があり、市外・県外

の相続人も多いことから、用地取得に時間を要

しているところでございます。令和５年度と令

和６年度は用地交渉を重点的に行い、今年度は

約100メートルの改良工事を実施しているとこ

ろでございます。 

 御提案の用地交渉専門職員の配置についてで

すが、用地交渉や所有権移転登記等の専門知識

を有する職員の配置は、用地取得を進める上で

効果的であると考えられます。 

 しかしながら、現在、土木課所管の事業で用

地買収を伴う工事は、市道内ノ野線の改良工事

のみであります。新たに用地交渉専門職員を配

置するのは難しいところでございます。 

 現在の体制で引き続き、文書や電話での協力

のお願いや直接県外に赴き、用地交渉を行うな

ど、事業推進に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  現状では、用地交渉専門員を

配置するのは難しいとの答弁でした。 

 しかし、現状の体制では、なかなか進展しに

くいので提案しているわけです。答弁にありま

した残り区間の用地交渉は、相続未登記で相続

人も多く、市外・県外の方が多いことから、用

地取得が長期化しているわけですが、専門職員

の配置が難しいなら、コンサルタントに委託す

るなど、いろいろな方法で用地交渉を進めない

と、残り区間の工事が一向に前に進みません。 

 内ノ野線の道路改良工事が、今度の総合計画

で完成するためにも、外部委託などいろいろな

方法をぜひ検討していただき、早期に用地交渉
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が成約に至るよう要望いたしまして、以上で私

の質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は４時から行います。 

     午後３時52分休憩 

 

     午後４時０分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、６番、梅木勇議員の質疑及び質問を許

可いたします。 

   ［梅木 勇議員登壇］ 

○梅木 勇議員  令和８年初めての質問となり

ますが、よろしくお願いいたします。 

 それでは、議長の許可をいただきましたので、

先に通告しておりました質問に入らせていただ

きますので、御答弁よろしくお願いいたします。 

 １問目に、垂水市建設残土処分地について質

問いたします。 

 上野台地に設置してあります垂水市建設残土

処分地は、本市の公共事業等の建設残土等が搬

入され、埋め立てられてきています。これは、

垂水市建設残土処分場設置及び管理に関する条

例により、平成13年７月１日から施行されてい

ますが、条例第１条に、本市公共事業等の建設

残土及び桜島降灰を処分するための施設として、

垂水市建設残土処分場を設置するとなっており

ます。 

 規則では第２条の２項に、管理責任者は土木

課長をもって充てるとなっております。建設残

土処分場の設置をしなければならなかった経緯

やこれまでの経過を土木課長に伺います。 

 ２問目に、クルーズ船乗客の誘致に係る垂水

市観光モビリティ共創実証事業について質問い

たします。 

 令和８年度垂水市施政方針基礎資料に記載さ

れています、観光振興に係る新年度予算に、新

規事業としてクルーズ船乗客の誘致に係る垂水

市観光モビリティ共創実証事業が掲載され、ク

ルーズ船乗客の誘客創出事業であり、本市の観

光振興と二次交通の課題解決するための実証事

業、マリンポートからフェリーで垂水市へ誘客

の上、貸切バスまたはタクシーで垂水市内を周

遊し、体験メニュー及び食事等を堪能する事業

と記されておりますが、事業の取組方を伺いま

す。 

 ３問目に、垂水市３つの駅を核とした稼ぐ観

光地づくり事業について質問いたします。 

 垂水市観光振興計画に基づき、道の駅たるみ

ず湯っ足り館、道の駅たるみずはまびら、猿ヶ

城渓谷森の駅たるみずの３つの施設整備を行う

となっていますが、３つの駅の整備内容を伺い

ます。 

 ４点目に、市内事業者の人材確保支援につい

て質問いたします。 

 新規事業として、株式会社タイミーと共同で、

市内事業所の人材確保を支援するとともに、庁

内においても株式会社タイミーの仕組みを活用

することで、市職員の負担軽減を図ると記され

ていますが、事業の取組方を伺います。 

 ５問目に、歴史民俗資料館調査研究事業につ

いて質問いたします。 

 この質問は先に髙橋議員が質問されておりま

すので、重複する点もあるかと思いますがよろ

しくお願いいたします。 

 歴史民俗資料館の設置に向け、調査研究を開

始し、先進地視察等を行うとなっていますが、

事業の進め方について伺います。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○土木課長（福留健一）  垂水市建設残土処分

場のこれまでの経緯についてお答えいたします。 

 垂水市建設残土処分場は、先ほど質問にあり

ましたとおり、平成13年度に公共工事の建設残

土や桜島降灰を処分するための施設として、県

へ保安林解除や林地開発許可を申請しまして、

これまでに公共事業や災害復旧事業等で発生し
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ました建設発生土約40万立米、10トントラック

に換算しますと約７万台ほどを受け入れており

まして、現在、ほぼ満杯となっているところで

ございます。 

 今年度、現地の除草作業を行い、ドローンに

よるレーザー測量や現地での細部測量を実施し

た結果でも、計画している土砂量に達している

ことを確認したところでございます。 

 現在、土砂の受入れは中止しておりまして、

公共工事の残土は桜島などの民間処分場に持ち

出しをしているところでございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  事業の取組

についてお答えいたします。 

 先ほど堀内議員の答弁に一部重なる部分もご

ざいますが、改めまして答弁いたしたいと思い

ます。 

 本事業は、クルーズ船の乗客の誘客を行い、

観光に係る二次交通の課題を解決し、本市の観

光振興に資することを目的に、国の事業を活用

して行う実証事業でございます。 

 なぜクルーズ船かということでございますが、

令和７年１月から12月までの１年間で、本県に

129回のクルーズ船の入港があり、乗船客は22

万人を超えております。この乗船客22万人につ

きましては、今年１月時点の大隅半島４市５町

の推計人口約21万人よりも多く、誘客における

魅力的な市場規模であり、マリンポートから比

較的近く、本市の立地条件もよいことから、ク

ルーズ船の乗客の誘客に注力しているところで

ございます。 

 また今年度、策定作業を進めている垂水市観

光振興計画においても、誘客における主なター

ゲットとしてクルーズ船の乗客を設定する予定

であり、本事業はこれを達成するための基本施

策となる事業でございます。本事業を通じて交

流人口の増加に寄与するとともに、稼ぐ観光地

の実現に向け、取り組んでまいりたいと考えて

いるところでございます。 

 次に、３つの駅の整備内容につきましてお答

えいたします。 

 初めに、本事業につきましては、本年度策定

作業を進めている垂水市観光振興計画において、

来訪者のニーズに応じた地域資源のブランディ

ングを達成するために、基本施策として掲げて

いる３つの駅の魅力向上に基づく事業でござい

ます。 

 基本的な整備内容の方向性といたしましては、

来訪者アンケートでのニーズを踏まえた機能、

サービスの充実と各施設の連携強化を図り、立

ち寄り観光の促進と滞在時間の延長による稼ぐ

観光地づくりを目指そうとするものでございま

す。 

 整備内容でございますが、３つの駅で統一し

たモニュメントを設置し、写真撮影スポット、

いわゆる映えスポットを整備して、３つの駅の

周遊のきっかけになればと考えているところで

ございます。 

 具体的には、道の駅たるみず湯っ足り館にお

きましては、足湯付近の未利用地を活用して、

屋根つき休憩所や子供が遊べるようなじゃぶじ

ゃぶ池の設置を検討しているところでございま

す。猿ヶ城渓谷森の駅たるみずにおきましては、

モニュメントの設置を検討しているところでご

ざいます。道の駅たるみずはまびらにおきまし

ては、護岸と建物の間にある未利用地を活用し

て、屋根つき休憩所や近くの温泉の泉源を活用

した施設等の設置を検討しているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  市内事業所の人

材確保支援について、支援の内容とそれから庁

内の取組についてお答えさせていただきます。 

 令和７年垂水市議会第３回定例会における梅

木議員と前田議員からの御質問にもお答えしま

したとおり、本市におきましては、近年、基幹
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産業である農業・漁業や介護等の現場等におき

まして、労働力や人材の不足が深刻な課題とな

っており、この課題の解決を図るため、昨年７

月に株式会社タイミーと包括連携協定を締結し

たところでございます。 

 この協定に基づき、タイミーが有する働きた

い人と働き手が欲しい企業・事業所等をアプリ

によりマッチングする仕組みを市内各事業所に

御活用いただくことで、人材確保という課題を

解決する一助としていただくとともに、新たな

雇用創出が期待されるものとして考えていると

ころでございます。 

 このことから、より多くの事業所の皆様に

サービスを御活用いただきたいと考えており、

広く市内の事業者の皆様への周知を積極的に図

っているところでございます。 

 具体的な取組でございますが、昨年７月に、

まずは、関係課に制度を理解していただくこと

が必要と考えましたことから、本市の基幹産業

である第一次産業や介護福祉分野の事業者の皆

様との関連が深い、農林課、水産商工観光課、

福祉課を対象に説明会を開催し、タイミーが展

開している事業やサービスについて説明を行っ

たところでございます。 

 その後、それぞれの所管課を通じて関連事業

者にお声かけいただき、８月には事業者の皆様

を対象とした説明会を開催したところ、８事業

所から10人の方の参加があったところでござい

ます。 

 また、昨年10月には、広報誌においてタイ

ミーとの取組について特集として取り上げ、タ

イミーの紹介やマッチングの仕組みについて説

明するとともに、事業者向け説明会に参加され

た方からの声を掲載するなど、工夫をしてきた

ところでございます。 

 その後、10月に開催した第２回目の説明会に

は、２事業所２名の方に御参加いただいたとこ

ろでございます。人数こそ少人数でございまし

たが、その分、具体的なサービスの内容や導入

後の連携について、積極的な意見交換がなされ

ていたところでございます。 

 続きまして、庁内の取組につきましてお答え

いたします。 

 先ほどお答えしましたとおり、株式会社タイ

ミーとの連携につきましては、労働力不足への

対応という地域課題解決につながる可能性がご

ざいますが、市役所庁内におきましても、同じ

く人材不足は懸念されるところでございますの

で、タイミーとの連携により、この課題解決に

努めたいと考えているところでございます。 

 具体的には、今般の議会に新年度予算案とし

て、イベントのスタッフや所管する施設の環境

整備等を目的に、人材を確保するための予算を

計上しております。これにより、職員の負担軽

減やイベント等の効率化を図ってまいりたいと

考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（大迫隆男）  事業の進め方に

つきましてお答えいたします。 

 本市におきましては、貴重な文化財が多数存

在していることから、そうした貴重な文化財に

つきまして、適切に保存し、公開する施設の必

要性は、兼ねてから検討していたところでござ

います。 

 まず、来年度は、基礎調査として多様な施設

や検討組織の在り方について、先進地視察を行

う予定としております。視察先としては、指定

管理者を導入している資料館、観光交流施設と

複合されている資料館、既存施設を利用した資

料館などから選定する予定でございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。 

 それでは、一問一答式でお願いいたします。 

 まず、１問目の垂水市建設残土処分地につい

て、これまでの経過を伺いましたが、昨年、９

月18日の産業厚生委員会でのこの件についての
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質疑等を踏まえましていきますと、処分場は県

の林地開発許可を受けて土木課で管理しながら、

処分場への土砂搬入を行ってきているというこ

とですが、関係者等の話では、以前から満杯状

態になっており、現在、搬入を停止されている

との声が聞かれていますが、今後、どのように

されていくのか伺います。 

○土木課長（福留健一）  垂水市建設残土処分

場を今後どのようにしていくのかという御質問

にお答えさせていただきます。 

 先ほど答弁させていただきましたけれども、

垂水市建設残土処分場は、計画した土砂量に達

しているところでございます。今後は、林地開

発許可申請の際に条件となっておりました残り

の調整池を７か所、また、周辺部の側溝布設、

植樹等の土砂流出防止の施設整備を実施する必

要があります。現在、これらの事業費の算出等

を行っているところであり、これらの施設整備

の完成後に、林地開発許可者であります県の検

査を受ける予定としているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。今後

は、県の林地開発許可を完了させるために、許

可条件の調整池をつくり、山に返し、県の検査

を受けなければならないというようなことであ

りました。県の検査を受けるためには、排水対

策のために調整池を７か所をつくり、全体を整

備して許可申請を完了させていくということと、

これまでの経緯と許可申請を完了させるために

整備していくという流れは分かりました。しっ

かりと整備を進めていただきたいと思います。 

 要は、この許可申請が完了した後の活用をど

ういうふうにしていくのかということでありま

す。ここに皆さんの関心が持たれているところ

でございます。この処分地の面積は、５町歩と

広大であり、景観、眺めのすばらしいところで

す。 

 私は、県の果樹試験場が閉鎖されるときに、

市街地から近くで、目の前の錦江湾が池のよう

に感じられ、右に桜島、左前方に開門岳が眺望

でき、背後には高隈連山がそびえる、このよう

な絶景はそうざらにはなく、皆さんが訪れ、楽

しむことの取組はできないかと質問したことが

ありました。 

 この場所も景観的には全く同じで、しかも、

今回は土地の所有は市であります。県の検査が

終了した後は、そのまま何もせずにしていくよ

りも、皆さんが訪れ、楽しめるように活用され

るよう要望しておきます。終わります。 

 次に、２問目のクルーズ船乗客の誘致に係る

垂水市観光モビリティ共創実証事業について質

問していきます。 

 １回目に、事業の目的と取組について伺いま

したが、年間で大隅半島の人口より多い22万人

を超えるクルーズ船乗客の誘致とマリンポート

からの観光二次交通の課題解決と本市の観光振

興に資することを目的として、交流人口増加に

つなげ、稼ぐ観光地の実現に取り組んでいきた

いとしております。積極的な取組、実証事業で

あると思うところでございます。期待いたしま

す。 

 次に、交通対策について質問いたします。 

 交通対策として、マリンポートからフェリー

で垂水市へ誘客の上、貸切りバスまたはタク

シーで垂水市内を周遊するとなっていますが、

具体的な対策を伺います。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  交通対策に

ついてお答えをいたします。 

 本市の観光における交通環境につきまして、

鹿児島市からのアクセスとして、垂水フェリー

や桜島フェリーの定期航路がある一方で、各港

に接岸後のバスやタクシーの便数が少ないこと

が課題であり、いわゆる二次交通の利便性向上

を図る必要があると考えているところでござい

ます。 

 今年度、策定作業を進めている垂水市観光振



－107－ 

興計画に係る市民アンケートにおいても、観光

地として優先的に取り組むべきものとして、バ

スなど公共交通の利便性向上が最優先課題とな

っている状況でございます。 

 このようなことから、観光客にとってストレ

スフリーで継ぎ目のない交通環境の確立が必要

であり、今回、国の事業を活用して、行政、交

通事業者、観光関連事業者等が連携し、マリン

ポート発着の貸切りバス等を運行する実証事業

を行おうと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。マリ

ンポート発着の貸切りバスを運行し、フェリー

で往来する計画は、観光客にとって継ぎ目のな

い二次交通環境となり、ストレスフリーにつな

がるものと感じます。この対策を確立すること

で、本市への誘致が高まっていくものと思って

おります。 

 そういうような経過を踏まえながら、次に、

市内の周遊について質問しておきます。市内を

周遊し、体験メニュー及び食事等を堪能すると

なっていますが、考えられている周遊案をお伺

いいたします。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  市内の周遊

についてお答えいたします。 

 クルーズ船乗客の誘客につきましては、これ

までクルーズ船会社やクルーズ船会社旅行商品

の造成を受託している旅行会社に対して、鹿児

島県観光連盟やおおすみ観光未来会議等と連携

して、積極的に営業活動を展開してきたところ

でございます。 

 この営業活動や商談会において、旅行会社や

関係機関のアドバイスをいただき、本市が誇る

観光素材である食・温泉・体験について限られ

た時間の中で、一気にまとめて御堪能いただけ

る周遊プランを提案しているところでございま

す。 

 クルーズ船乗客の滞在時間は、マリンポート

に朝、入港した後から、その日の夕方に出港す

るまでの約８時間でございます。 

 周遊内容を具体的に申し上げますと、午前９

時過ぎにマリンポートを出発し、垂水フェリー

の定期航路や遊覧船等を利用して垂水市へお越

しいただき、着岸後は郷土芸能等で歓迎セレモ

ニーを行い、お出迎えをしたいと考えていると

ころでございます。 

 セレモニー終了後はバスで移動し、午前中は

カンパチの餌やり体験や地元の焼酎蔵の見学な

どの体験メニューをお楽しみいただき、昼食は

市内の飲食店において、桜島美湯豚やブリ、カ

ンパチ、焼酎などの特産品を味わっていただき、

その後は、道の駅等での温泉や買物時間を設け、

心身ともにリラックスした後、午後３時頃には

垂水市を出発し、桜島や錦江湾の景観を楽しみ

ながら、午後５時頃にはマリンポートへ到着す

る周遊プランでございます。 

 この周遊プランは、現在策定中の垂水市観光

振興計画の基本理念である食と温泉、豊かな自

然の恵みで心も体も整うプチ・リトリートを形

にしたものでございます。多くの誘客が図れる

とともに、市内の店舗での消費により、稼ぐ観

光地づくりにも寄与できるものと期待している

ところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ただいまの答弁からしますと、

カンパチの餌やり体験、焼酎蔵の見学、昼食は

桜島美湯豚、ブリ、カンパチ、焼酎など、特産

品を味わい、道の駅での買物などの時間を過ご

していただき、垂水の魅力を直に感じていただ

くということでございます。ほかにも垂水の魅

力はまだまだたくさんあると思われます。その

ような観点から、乗船客がもう一度行きたいと

思うよりも、たびたびこれからも行きたいと思

えるように取り組んでいただきたいと思ってお

ります。 

 次に、クルーズ船乗客への誘客案内と外国人
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への対応について伺います。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  クルーズ船

乗客への誘致案内と外国人への対応についてお

答えいたします。 

 初めに、誘致案内でございますが、今回の実

証事業のようにクルーズ船の公式ポストツアー

以外の旅行商品につきましては、公式ポストツ

アーに参加されていない方をターゲットに、マ

リンポートに接岸後、誘致案内をすることとな

りますが、その方法では安定した誘客が図られ

るか懸念されますので、現在、クルーズ船会社

に対して、マリンポートの１つ前の寄港地から

クルーズ船に乗船し、船内において観光ＰＲや

誘致案内ができないか、もしくは、船内の観光

コンシェルと連携した誘致案内ができないかな

どの方法を提案し、交渉を継続しているところ

でございます。 

 また、オンライン予約による申込みができな

いかなど、多様な方法について調査研究を重ね

ているところでございます。 

 次に、外国人への対応でございますが、令和

６年度にマリンポートへ寄港したクルーズ船乗

船客の国別割合につきましては、欧米系が34％、

日本が28％、中国が17％、台湾が12％、アジア

系が６％、その他が３％の実績でございます。 

 また、クルーズ船は、サービス内容や料金、

船内設備により、カジュアル、プレミアム、ラ

グジュアリーの３つのクラスに分かれておりま

すが、どのクラスにも多くの外国人が乗船して

おり、本実証事業にも多くの外国人の参加が想

定されているところでございます。 

 外国人への対応につきましては、多言語対応、

キャッシュレス決済への対応、フリーＷｉ癩Ｆ

ｉスポットの導入など多岐にわたりますが、本

市といたしましては、本実証事業への参加者の

国籍などに配慮した多言語による案内など、ス

トレスフリーな観光をお楽しみいただき、本市

の魅力を伝えることが重要であると考えている

ところでございます。 

 このようなことから、本実証事業のための通

訳との契約や地元での多言語案内に対応できる

方の発掘、包括連携協定を締結している株式会

社タイミーとの連携による人材確保などにより、

外国人の受入れ環境の整備に努めてまいりたい

と考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。ただ

いまの答弁からしますと、乗船客の全体の中の

日本人の割合は28％、約３割だというような数

字でしたけれども、そういう数字から行きます

と、圧倒的に外国人の方が多いんだなというこ

とを知りました。 

 それの中で、ポストツアーに参加されない乗

船客をターゲットに、１つ手前の寄港地から乗

船し、船内観光コンシェルジュと連携し、マリ

ンポートに着岸するまでに誘致を図ることやオ

ンライン予約などを調査研究する外国人対応は、

通訳との契約、地元で多言語案内に対応できる

人材の発掘、確保に進めたいということであり

ました。乗客への案内、誘客活動が課題のよう

に思います。 

 先ほどの堀内議員への答弁では、この事業を

していくための垂水市への誘致客はどのぐらい

を見込んでいるのかというようなことでは、20

人程度を見込んでいるというようなことでござ

いましたけれども、この20人を確保するための

対策が、事前に乗船して、案内周知に図ってい

きたいというようなことでございますけれども、

船内の観光コンシェルジュとの連携も大きく左

右するのではないかと感じているところでござ

います。 

 観光課が考えている想定どおりになるよう、

調査研究に頑張っていただきたいなと思います。 

 次に、時期と回数について伺います。よろし

くお願いいたします。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  ありがとう
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ございます。時期と回数についてお答えいたし

ます。 

 初めに時期でございますが、鹿児島県の公式

ウェブサイトに掲載されているマリンポートな

どへのクルーズ船の入港情報によりますと、令

和７年１月から12月までの１年間で129回の実

績があり、時期の隔たりはなく、毎月入港して

いる実績でございます。 

 本市の実証事業につきましては、事業申請や

採択のスケジュールから、第１回目の実施につ

きましては、早くても秋になるのではないかと

考えているところでございます。 

 次に回数でございますが、事業採択条件やク

ルーズ船会社との交渉次第で変更になる可能性

もございますが、４から５回程度を考えている

ところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  時期につきましては秋以降を

考えていると、回数については１回から５回程

度の実証事業であることが分かりました。（発

言する者あり）ごめんなさい、回数でしょう。

回数は、４回から５回程度ですね。すいません、

ちょっとメモの見間違いしました。申し訳あり

ません。 

 回数については、４回から５回程度の実証事

業であることが分かりました。観光振興に積極

的に取り組み、交流人口のさらなる増加となり、

地域の活性化につなげる実証事業ですが、これ

については、先ほど市長も堀内議員からの要請

に応じて、市長の考え方を述べていただきまし

たが、計画どおりに推進できるよう、そして成

果につながるよう期待して、この件は終わりま

す。ありがとうございました。 

 次に、垂水市３つの駅を核とした稼ぐ観光地

づくり事業について質問いたします。 

 １回目で３つの駅の整備内容を伺い、答弁を

いただきましたけれども、３つの駅に統一した

モニュメントを設置し、牛根の湯っ足り館には

子供たちが遊べるじゃぶじゃぶ池の設置、たる

みずはまびらには、湯っ足り館と同じような屋

根つき休憩所や温泉を活用した施設の設置を検

討しているとのことであります。 

 湯っ足り館の広場には、国旗のふるさととし

て、昇平丸のモニュメントをはじめ、幸運の釣

鐘等が設置されており、はまびら道の駅にはた

るたるのモニュメントと子供たちが楽しめる遊

具が設置されておりますが、さらに新年度で検

討されているモニュメント等が整備されますと、

来場者の楽しみ、リラックス感が広がり、来場

者の増加につながるものと思います。期待して

おります。 

 そのようなことから、次に、活用する国・県

の支援事業について伺います。財源は国や県の

事業を活用予定となっているが、どのような支

援事業なのか伺います。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  活用する

国・県の支援事業につきましてお答えいたしま

す。 

 初めに、国土交通省観光庁の令和８年度の予

算概算には、持続可能な観光地域づくりや地方

インバウンドの戦略的な推進、ユニバーサル

ツーリズム対応の環境整備などが盛り込まれて

いるところでございます。観光立国の実現に向

け、全国の観光地における課題への対応を進め

つつ、観光を通じた地方創生や新たな市場の創

出に狙いがあるものと推察しているところでご

ざいます。 

 次に、鹿児島県の令和８年度の予算概算では

ございますが、観光の稼ぐ力の向上をキーワー

ドに、国内外における戦略的なＰＲの展開、魅

力ある癒しの観光地の形成、戦略的な誘客の展

開、オール鹿児島でのおもてなしの推進などが

盛り込まれているところでございます。 

 今後、各支援事業の性質や補助率等の内容を

精査して、本市の財政負担を最小限に抑えた上

で、費用対効果の高い事業を活用して、魅力あ
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る施設の整備をしてまいりたいと考えていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。国土

交通省観光庁の令和８年度予算概算にある持続

可能な観光地づくりなどや、鹿児島県の令和８

年度予算概算にある観光の稼ぐ力の向上による

数種の事業を精査して、費用対効果の高い事業

を活用して、整備していくことが分かりました。 

 この事業には予算がつけられていないようで

すが、ただいまの答弁に、補助率の内容を精査

して本市の財政負担を最小限に抑えた上で、費

用対効果の高い事業を活用していくということ

でありましたが、国の100％事業を優先して検

討していかれると思うんですが、事業によって

は事業が確定した段階で、市負担としての補正

予算が出てくるのではないかと考えられますが、

そこの点をお伺いいたします。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  先ほどの答

弁の繰り返しになりますけれども、なるべく補

助率の高いもの、できるなら観光課としては

100％補助のものを選別して、申請をしていき

たいと思っておりますが、いかんせんこれ計画

でございますので、相手方もございますので、

補正予算等が、今後、ある場面もあるかもしれ

ませんが、そのときは、また、皆様に御意見い

ただきながら、補正予算の提出をさせていただ

きたいと思っているところでございます。 

 繰り返しになりますけれども、補助率100％

の事業を目指して、観光課としては取り組んで

まいりたいと思っているところでございます。 

 以上です。 

○梅木 勇議員  ありがとうございました。分

かりました。 

 ただいまの垂水市３つの駅を核とした稼ぐ観

光地づくり事業、クルーズ船乗客の誘致に係る

垂水市観光モビリティ共創実証事業の取組は、

垂水市の観光振興を推進する積極的な取組であ

り、期待しております。取組に頑張っていただ

きたいと思います。 

 これで、この件については終わります。 

 次に、４、市内事業者の人材確保支援につい

て質問いたします。 

 １回目で、近年、各種事業で人材が不足して

いることに対して、包括連携を締結している株

式会社タイミーのアプリマッチングを活用して、

働きたい人と働き手が欲しい事業者等がアプリ

マッチングして働くことの確保と人材の確保に

つなげていくという仕組みであるということで、

これまで、市の関係課や事業者向けの説明会や、

昨年10月には、広報誌にタイミーの紹介とマッ

チングの仕組みを掲載し、事業者等に２回の説

明をしてきているということの答弁をいただき、

事業の取組が分かりました。 

 そのような中で、庁内でも活用したいとなっ

ていますが、庁内での取組について伺います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  庁内の取組につ

きまして、改めてお答えいたします。 

 先ほどもお答えしましたけれども、タイミー

との連携につきましては、労働力不足への対応

という地域課題解決につながる可能性がござい

ますので、市役所庁内におきましても、同じく

人材不足は懸念されているところでございます。

しっかりタイミーとの連携により、課題解決に

努めていきたいと考えているところでございま

す。 

 具体的には、今回の議会に新年度予算案とし

て、イベントスタッフや所管する施設の環境整

備等を目的に、人材を確保するための予算を計

上しております。これにより、職員の負担軽減

やイベント等の効率化を図ってまいりたいと考

えているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。イベ

ントのスタッフや所管する施設の環境整備等の

人材確保に活用し、職員の負担軽減やイベント
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等の効率化を図っていくために取り組んで、予

算も計上しているとのことでありました。イベ

ント等が予定どおりに、効率的に、また、施設

の環境整備が適切にできるように、人材確保に

努めていただきたいと思います。 

 次に、事業の成果について伺います。昨年か

ら、事業者等には２回ほどの説明会等を行い、

広報誌でも周知案内を行われてきていますが、

このタイミーのアプリマッチングによる働き場

の確保と人材確保の成果を伺います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  事業成果につき

ましてお答えいたします。 

 タイミーと包括連携協定を締結以降、どれく

らいの垂水市内の事業所がタイミーの仕組みを

活用し、どれくらいの方が働いたかなど、実績

的なデータにつきましてはタイミーが公開して

いないため、この場でその成果についてお答え

することはできない状況でございます。 

 しかしながら、第１回目の事業所向け説明会

に参加していただいた事業所、ここでは事業所

名は伏せますので、仮に事業所Ａとしますが、

この事業所Ａの取組状況を伺っておりますので、

あくまで一例として効果について御説明させて

いただきたいと思います。 

 この事業所Ａでは、11月からタイミーの仕組

みを導入しており、11月１日から１月31日まで

の３か月間で、実人数で53人、延べ人数で199

人の方が、延べ労働時間554時間にわたって勤

務をされたとのことでございます。 

 注目すべき点は、この雇用者のうち、本市在

住の方は６人であるのに対して、鹿屋市からは

25人、鹿児島市から６人、霧島市から５人と、

市外から働きに来る方が多く、このことから、

タイミーの取組が労働力の確保のみならず、交

流人口や関係人口の増加においても、少なから

ず効果があるものと考えているところでござい

ます。 

 これはあくまでも一例ではございますが、そ

のほかにも実際に活用していただいた事業所の

中には、高評価をいただいている事業所もある

と伺っているところでございます。 

 今後も、タイミーの仕組みについての周知に

努め、タイミーが有する仕組みを市内事業者の

皆様に活用していただくことで、市内事業者の

人材確保を支援し、地域課題の解決に向け、取

り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ただいま答弁いただきました

事業所Ａの例ですけれども、昨年11月から３か

月間で、実人数が53人、延べ人数199人であり

ました。内訳としては、垂水市在住者は６人、

あと鹿屋市が25人、霧島市が５人、鹿児島市が

６人と、市外からの働き手が多いようですけれ

ども、人材確保としては成果を感じております。

また、タイミーとの包括連携協定の成果だと、

このように思います。 

 このような中、今後も周知に努められるとと

もに、人材確保支援事業には、国が支援する特

定地域づくり事業協同組合制度などもあります

ので、多様な支援施策に取り組んでいただきま

すようお願いして、この件は終わります。あり

がとうございます。 

 次に、歴史資料館研究事業について質問いた

します。 

 １回目の事業の進め方について答弁いただき

ましたけれども、２問目に、調査内容について

どのような内容で調査されていくのか伺います。 

○社会教育課長（大迫隆男）  調査内容につき

ましてお答えいたします。 

 髙橋議員の御質問でもお答えいたしましたが、

来年度に実施予定の先進地視察におきまして、

設置のための組織の在り方、新築または既存施

設の活用、運営方法、職員の配置状況、年間経

費など調査し、方向性につきまして総合的に検

討してまいりたいと考えているところでござい

ます。 
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 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。 

 次に、陳情書についての考え方について質問

していきたいと思います。 

 昨年９月でたるみず博物館、仮称ですけれど

も、設立についての陳情が採択されました。令

和８年度予算案に新規事業として掲載されてい

ますが、この事業の開始は関係者にとっては待

ちに待った事業であると思うところでございま

す。 

 それは陳情書の冒頭に、歴史文化資料館建設

については、平成28年11月14日に歴史文化資料

館建設を求める陳情書を垂水市議会に提出、同

年12月議会にて採択されました。しかしながら、

現在に至るまで建設の方向性は示されておりま

せんと記されています。 

 また、陳情書の最後には、文化財の管理に限

らず、ジオパークの魅力発信や文化事業の発展

のため、歴史文化資料館としての機能を含めた

垂水市のビジターセンターとしてのたるみず博

物館（仮称）の設置と、そのための計画的かつ

具体性のある取組を求め、陳情いたしますとな

っております。 

 博物館の設置を求めていますが、示された資

料は、歴史民俗資料館調査研究事業となってい

ますが、これについての説明と博物館建設はど

のように考えられているのか伺います。 

○社会教育課長（大迫隆男）  陳情書について

の考え方につきましてお答えいたします。 

 令和７年垂水市議会第３回定例会におきまし

て、（仮称）たるみず博物館の設立についてと

いう陳情が採択されたところでございます。 

 博物館とは、博物館法に基づき、登録・指定

された施設で、展示物の傾向として、歴史、科

学、美術、動物、植物など多岐にわたっている

ものと考えております。来年度、先進地視察等

の基礎調査を行う中で、名称の在り方につきま

しても調査研究してまいりたいと考えていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。幅広

く、総合的に調査を行い、名称の在り方につい

ても研究をしてまいりたいとの答弁であります。

ありがとうございます。陳情書は多様な観点か

ら捉えられ、記載されていますので、これらを

踏まえた調査研究をされるよう要望いたします。 

 そこで、最後に、教育長の新たにこの事業を

始められた目標の設置に向けての考え方があれ

ば、お聞かせいただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○教育長（明石浩久）  御質問ありがとうござ

います。 

 垂水の歴史文化などの貴重な資料を収集、保

管、調査、研究し、展示や公開等を通して、市

民の皆様に学びの場を提供すること、また、そ

の資料を次世代に継承していくことは重要なこ

とであると考えております。 

 私の思いをということでございましたが、こ

のことにつきましては、施設の形態や運営方法

など、今後、様々な選択肢がありますことから、

私のほうから踏み込んだ発言は差し控えさせて

いただきます。 

 ただいま社会教育課長の答弁にもございまし

たが、今後、先進地視察等の基礎調査を行って

いく中で、設置を検討する組織はどうあればよ

いのか、本市にとってどのような施設が望まし

いのか、また、その名称の在り方等も含めまし

て、幅広く調査研究してまいりたいと考えてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。よろ

しくお願いいたします。 

 これで質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  本日は、以上で終了いた

します。 

   △日程報告 
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○議長（北方貞明）  次は、明日９時30分から

本会議を開き、総括質疑並びに一般質問を続行

いたします。 

   △散  会 

○議長（北方貞明）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午後４時51分散会 



－114－ 

 



 

 

 

令 和 ８ 年 第 １ 回 定 例 会  

 

会   議   録  

 

第３日  令和８年２月２６日  



 



－115－ 

本会議第３号（２月２６日）（木曜） 

  出席議員  １２名 

       １番  髙 橋 理枝子              ７番  堀 内 貴 志 

       ２番  宮 迫 隆 憲              ９番  篠 原  則 

       ３番  前 田   隆             １０番  感王寺 耕 造 

       ４番  新 原   勇             １１番  持 留 良 一 

       ５番  池 田 みすず             １２番  北 方 貞 明 

       ６番  梅 木   勇             １３番  池 山 節 夫 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  欠席議員   １名  

       ８番  川 越 信 男              

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  地方自治法第１２１条による出席者 

   市    長  尾 脇 雅 弥          生活環境課長  有 馬 孝 一 

   副  市  長  坂 元 裕 人          農 林 課 長  森   秀 和 

   総 務 課 長  園 田   保          農業委員会  堀之内 耕 一 

   企画政策課長  堀 留   豊          事 務 局 長          

   財 政 課 長  草 野 浩 一          土 木 課 長  福 留 健 一 

   税 務 課 長  吉 崎 亮 太          水 道 課 長  岩 元 伸 二 

   市 民 課 長  福 元 美 子          会 計 課 長  坂 口 美 保 

   併    任                   監査事務局長  村 山   滋 

   選 挙 管 理                   消 防 長  松 尾 智 信 

   委 員 会                   教 育 長  明 石 浩 久 

   事 務 局 長                   教育総務課長  小 池 康 之 

   保 健 課 長  永 田 正 一          学校教育課長  川 﨑 史 明 

   福 祉 課 長  新 屋 一 己          社会教育課長  大 迫 隆 男 

   水 産 商 工  大 薗 俊 一           

   観 光 課 長                    

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  議会事務局出席者 

   事 務 局 長  西 川 了 助          書    記  富 﨑 裕 貴 

   書    記  瀬 脇 恵 寿          書    記  村 山   徹 

 



－116－ 

令和８年２月26日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △令和８年度施政方針及び各会計予算案

に対する総括質疑・一般質問 

○議長（北方貞明）  日程第１、昨日に引き続

き、令和８年度施政方針並びに各会計予算案に

対する総括質疑及び一般質問を続行いたします。 

 それでは、通告に従って順次質疑及び質問を

許可いたします。 

 最初に、５番、池田みすず議員の質疑及び質

問を許可いたします。 

   ［池田みすず議員登壇］ 

○池田みすず議員  おはようございます。議長

の許可をいただきましたので、先に通告してお

りました項目について質問いたします。明確な

御答弁をお願いいたします。 

 現在、深刻な人員不足や業務委託に伴い、市

民生活に直結するサービスの停滞や支援が必要

な方へ届かないといった事例が見受けられます。 

 こうした事態は、決して現場担当者個人の資

質や問題にとどまるものではなく、むしろ市と

しての危機管理能力、部局間の連携、そしてト

ラブル発生時の初動対応の在り方そのものが問

われていると考えるべきではないでしょうか。

市民に不利益が生じることは、行政としてはあ

ってはならないことだと思います。 

 今後、いかなる体制変更においても、市民

サービスを質、量ともに維持向上させるための

盤石な体制づくりについて、建設的な観点から

市の見解と具体的な対策について伺います。 

 まず１点目は、訪問給食事業についてお尋ね

いたします。 

 訪問給食事業において、来年度より市外業者

が調理を週６日行い、市内業者が配達を担うと

いう体制に変更されると、全員協議会で説明が

なされました。そこで、以下の点について、市

の考えを伺います。 

 今回の体制変更に至った具体的な経緯及び現

在の市内委託先との間でどのような事前協議や

調整が行われたのでしょうか。市民の命に直結

する事業として、持続可能かつ安全な体制構築

について、改めて市の見解をお聞かせください。 

 ２点目は、社会福祉協議会の入り口に、「人

員不足・業務多忙につき、内容によっては対応

できない場合がある」旨の貼り紙が掲示されて

いました。地域福祉の核心を担う窓口において、

このような掲示がなされていた現状に対し、所

管課としてどのような認識を持っておられるの

でしょうか。このような掲示は、生活困窮や介

護、孤立など、深刻な悩みを抱える市民が相談

をちゅうちょし、支援から漏れてしまうという

重大な不利益を招きかねません。 

 そこで、市民が安心して相談できる体制を維

持・確保するために、市として人員配置の支援

や業務過多の解消に向けた具体的な改善策をど

う講じていかれるのか。市民の最後のよりどこ

ろを守るための市の対応策をお示しください。 

 ３点目は、子育て支援センターの直営化につ

いてお尋ねいたします。 

 来年度より子育て支援センターが直営化され

るとのことであります。直営化に当たりお尋ね

いたします。直営化に関し、現運営主体が現場

で培った経験や専門性を損なわれないよう、現

スタッフの雇用継続やノウハウの承継が滞りな

く進められているのか伺います。 

 ４点目は、元女性消防職員のハラスメント事

案についてお尋ねいたします。 

 元女性消防職員によるハラスメント事案にお

いて、私の一般質問において、当初市は、ハラ



－117－ 

スメントの事実は確認できなかったと説明され

ましたが、第三者委員会の調査により、一転し

てハラスメントが認定されました。この重い事

実を市長並びに当局はどう受け止めておられる

のでしょうか。当初の説明が覆ったという事実

は、組織内における調査能力の欠如あるいは身

内を守ろうとする内向きな姿勢があったのでは

ないかと言わざるを得ません。 

 そこでお尋ねいたします。なお、アとウにつ

いては、宮迫議員と髙橋議員の答弁で理解いた

しましたので、答弁は求めないことにいたしま

す。 

 消防組織にとどまらず、全庁的なコンプライ

アンス意識の欠如が懸念されます。第三者委員

会の提言を今後どのように市政運営に生かして

いかれるのか。見解をお示しください。市民の

信頼を回復するため、誠実な答弁を求めたいと

思いますが、５点目については、最後に質問さ

せていただきます。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○福祉課長（新屋一己）  おはようございます。

訪問給食事業について、今回の体制に至った経

緯をお答えいたします。 

 訪問給食サービス事業につきましては、一般

的に食の支援を行うことで自立した食生活への

改善と孤独感の解消を図り、併せて安否確認を

行うことを目的としております。 

 対象者につきましては、おおむね65歳以上の

在宅の独り暮らし、または虚弱高齢者のみの世

帯、重度の心身障害者で日常生活を営むのに支

障のある者等となっているところが多いようで

ございます。 

 現在、本市におきましては、平成10年から市

内事業所に委託しており、近年では物価高騰や

人員不足で経営が難しい中でも、月曜日から日

曜日まで週７日間、昼夜２回の給食について調

理配食を維持していただき、高齢者の食生活の

支援や安否確認について御尽力いただいている

ところでございます。 

 しかしながら、令和８年１月に事業所より退

職者などの理由で、調理の継続と週７日の配食

が４月以降できない旨と、代替案として調理を

別事業所へ委託し、週６日の配食という案も提

示されました。それを受け、本市におきまして

も、まずは利用者のことを考慮し、週７日の配

食が可能な方策を検討したところでございます

が、４月以降も、現状で信頼を持って安定した

週７日の配食を委託できる事業所や、休日の１

日のみを対応できる新たな事業所が確認できな

かったところでございます。 

 また、現在の本市の訪問給食サービス事業に

おける利用者の状況については、令和７年12月

の実績で217人が利用され、その中で61人の方

が毎日利用されており、さらにその中でも昼夜

両方を利用して、一食も欠かせないと想定され

る方は13人となっている状況でございます。 

 その他、他市の状況においても確認をしまし

たが、県内19市においては、伊佐市が訪問給食

事業を行政では行っておらず、社会福祉協議会

での実施となっていることから、18市の情報と

なりますが、12市においては何らかの休日を設

けており、年中無休としている市は６市になっ

ております。その中においても、要介護度に応

じて配食日数を調整しているところや、現在の

委託業者の配食が難しくなっている市もあり、

県内全体として週７日の配食は難しくなってき

ているようでございます。 

 そのようなことを踏まえ、検討を行った結果、

現事業所が30年近く本市の訪問給食事業を支え

ていただいていることや、４月以降も安定的に

事業実施ができることなどを理由として、４月

以降も現事業所に委託することが、利用者にと

っても最善の策であると考え、現在別事業所に

よる調理、週６日の配達で調整をしているとこ

ろでございます。 

 なお、このことにつきましては、調整がつい
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た段階において、利用者に対して調理の変更と

週１日の休日を早期に周知したいと考えており

ます。同時に、休日を設けることで食事に苦慮

する方の対応についても、垂水市地域包括支援

センターをはじめ、介護保険事業所、障害者事

業所や民生委員等にも周知を行った上で対応の

検討をお願いしますが、身寄りもなく介護保険

事業所等の支援も受けていらっしゃらない方が

いることも想定されるため、生活に支障が出な

いよう、現在、霧島市で生活支援等を行ってい

る事業所と調整を行っているところでございま

す。 

 以上でございます。 

 続きまして、垂水市社会福祉協議会について、

市として人員配置の支援や業務過多の解消に向

けた具体的な改善策をどう講じていくかについ

てお答えいたします。 

 社会福祉協議会は、地域に住む全ての人が住

み慣れた地域で自分らしく安心して生活ができ

るよう、地域全体で支え合う関係を築くことを

目指しており、社会福祉法に基づき社会福祉活

動を推進しているところでございます。また、

社会福祉協議会は、地域福祉の推進を目的とし

た非営利の民間組織であり、住民や団体が参加

し、様々な社会福祉事業を展開しております。 

 そのような中、昨年、職員３人が退職し、経

理や一部の福祉事業について支障が出るのでは

ないかとのことでありましたので、外部から市

役所ＯＢなどの採用等、人員についての助言を

いたしましたが、社会福祉協議会内部で協議を

していただき、一つの社会福祉法人として自立

して配置換えを実施することで対応をしていた

だいたところでございます。 

 しかしながら、今後、市としましても、地域

福祉の充実を図っていく上で、社会福祉協議会

は重要な機関であると考え、社会福祉協議会全

体の人員が減少していることや職員も高齢化が

進んでいること等から、継続的に業務遂行して

いただくためには、新たな職員の採用は不可欠

であると考えます。 

 そのようなことから、社会福祉協議会と今後

の運営方針等の協議を行った上で、令和８年度

当初予算案の中に必要経費として職員１人分の

人件費を社会福祉協議会運営費補助金の中に算

入をして予算計上しており、今後社会福祉協議

会が安定して運営が継続できるよう支援してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○保健課長（永田正一）  子育て支援センター

の直営化について、現運営主体が培った経験や

専門性を損なわないように、現スタッフの雇用

継続やノウハウの承継が滞りなく進められてい

るかにつきましてお答えいたします。 

 子育て支援センターの運営につきましては、

利用者支援事業、ファミリーサポートセンター

事業、地域子育て支援拠点事業の３つの事業を

展開しているところでございますが、その運営

につきましては、長年にわたり垂水市社会福祉

協議会に委託してきたところでございます。 

 この間、出産後の保護者の交流の場としての

役割はもとより、保護者同士の仲間づくりの場、

乳幼児の遊びの場、また、悩みを抱える保護者

の相談や学びの場として多くの市民の皆様に利

用していただいております。また、趣向を凝ら

した四季折々の様々な楽しいイベントを催して

いただくなど、本市の子育て支援の拠点として

多くの皆様に親しまれているところでございま

す。これも、社会福祉協議会の子育て支援員の

皆様に御尽力していただいているたまものと感

謝しているところでございます。 

 今回、社会福祉協議会の受託が困難となり、

急遽、８年度につきましては、市が直営で実施

することとなったところでございますが、市と

しましては、社会福祉協議会が培われてきまし

た利用者との信頼関係と支援の専門性を途切れ

させることなく、承継することを最優先と考え、
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現在直営に向けて準備を進めているところでご

ざいます。御指摘の専門性やノウハウの承継に

つきましては、最も重要な要素としては人であ

ると考えております。 

 子育て支援センターに勤めている子育て支援

員の皆様は、利用者からの信頼も厚く、現場の

状況や利用する保護者や乳幼児一人一人の特性

を理解されております。このようなことから、

これまで培われてきました経験や信頼関係、ノ

ウハウをそのまま生かしていただけるよう、支

援員の皆様には引き続き、会計年度任用職員と

して継続して勤務していただけるよう、処遇面

も含めて調整を進めているところでございます。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  ４番の（１）のイに

ついて答弁させていただきます。 

 本市において、今回の消防本部でのハラスメ

ント事案以外で、これまでハラスメントに認定

される事案は確認されていないところでござい

ますが、職員間の意思疎通の相違や意見の食い

違いによる職員からの不満、要望について、こ

れまでも総務課にて、相談窓口で相談があると

ころでございます。 

 このたび第三者委員会の報告書を受け、施設

整備に関する法令遵守の考え方やハラスメント

行為に関する認識の課題など、消防組織のみな

らず全庁的なこととして真摯に受け止めなけれ

ばならないことと考えております。 

 今後、第三者委員会からお示しいただいた提

言を項目ごとに精査した上で、可能な限り早期

に改善できるよう取り組んでまいります。 

 具体的には、職員一人一人が法令遵守の考え

方を再認識することや、ハラスメントに対する

意識、さらにはコミュニケーション力の向上を

図り、風通しのよい職場環境を構築できるよう、

全庁的な研修や啓発活動をさらに強化いたしま

す。 

 加えて今回の報告書では、管理職のマネジメ

ント能力の向上についても提言されております

ことから、管理職が率先して高い倫理観を持ち、

組織内の問題を未然に防ぐという中心的な役割

を担えるよう指導を徹底するとともに、これま

でも行っておりますが、管理職向けの研修もさ

らに充実させたいと考えております。 

 また、報告書にありました相談窓口の体制見

直しでございますけど、昨日堀内議員からも提

案がございました、職員がよりよい相談しやす

い環境づくりを進めることといたし、課内では

既に協議を進めているところでございます。 

 今回の事案を契機として、職員間の信頼関係

の構築による情報共有や職員一人一人が法令遵

守を意識し、真摯に業務に向き合うことで、市

民の皆様から信頼いただける行政運営を目指し

てまいります。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  御答弁いただきました。そ

れでは、ここから一問一答方式で２回目の質問

をいたします。 

 まず、訪問給食事業についてですが、委託先

からの報告は、今年１月中旬とのことでしたが、

本件は数年前から懸念されていた事項であると

私は認識しております。市民サービスの低下を

招かないためには、委託先の経営状況や抱える

課題を平時から定期的に把握しておくべきでは

なかったのでしょうか。また、生じている問題

を多角的に分析し、市としてどのような支援や

代替策が可能か、あらかじめ検討しておくべき

だったと考えます。 

 こうした事前のリスク管理が不十分であった

ために、今まさに市民サービスに影響が及びか

ねない事態を招いているのではないでしょうか。

当局の見解を伺います。 

○福祉課長（新屋一己）  質問にお答えいたし

ます。 

 このような事例につきましては、数年前より

委託事業所のほうからいろいろあったというの
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は我々も聞いております。このようなことで、

事業所と協議をしながら、対応については一つ

一つ検討はしてきたところではございますが、

やはり市内事業所としていろいろとやっていた

だいているところもありますので、そこを考え

た上での対応だったというふうに考えておりま

す。 

 今後、そのようなことがないよう、事業所と

随時いろいろと話合いとかしながらやっていき

たいと考えております。 

○池田みすず議員  本市の第９期高齢者保健福

祉計画では、「訪問給食サービス事業は、自立

した食生活への改善と孤立感の解消、安否の確

認を行います」と記載してあります。訪問給食

が週７日から６日になった場合、残りの１日に

ついてはどうされるお考えなのでしょうか。 

 令和５年に本市が行ったアンケート結果によ

ると、給食が提供できない日に食事を確保する

ことができないと回答された方が16.8％、17名

いらっしゃったようです。今後の対応について、

市民の皆様にできるだけ早く周知するべきだと

考えますが、いかがでしょうか。 

○福祉課長（新屋一己）  この件につきまして

は、先ほども答弁いたしましたが、どうしても

１日休みとなることで対応が難しい方が出てく

ることは想定できますので、そこにつきまして

は現在、霧島の事業所と調整をするなど対応が

滞らないようにしていきたいと考えております。 

 また、周知につきましても、調整が終わり次

第、すぐに事業所または利用者につきまして、

しっかりと周知をしてまいりたいと考えており

ます。 

○池田みすず議員  周知のほうですね、４月か

らになると思うので、できるだけ早くしていた

だきたいと思います。 

 当局は、民生委員の協力を得ると答弁されま

したが、先日の介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査、高齢者実態調査の実施では、民生委員の

皆様は既に業務が多忙を極めており、これ以上

の協力は得られないという趣旨の報告があった

はずです。先日の報告と今回の答弁には明らか

な乖離がありますが、本当に現場の協力を得ら

れるという確証はあるのでしょうか。多忙な民

生委員にさらなる負担を強いる計画に無理はな

いでしょうか。具体的かつ現実的な見解を伺い

ます。 

○福祉課長（新屋一己）  御質問のとおり、民

生委員につきましては様々な業務があったり、

昔と違いまして、なかなか職業を抱えている方

もいらっしゃいますので、業務が多くなってき

ているところは事実ではありますが、やはり地

域に根づいていらっしゃる方が多いと思います

ので、その方の情報等を得ながら対応してまい

りたいと考えております。 

○池田みすず議員  本件は、高齢化が進む本市

の市民生活に直結する極めて重大な問題です。

市民への直接的なサービスについては、待ちの

姿勢ではなく、市が強い危機意識を持って能動

的に状況把握に努めるべきです。以後、いかな

る理由があろうとも市民に不利益を生じさせな

いよう、万全の体制構築と早急な対応を強く要

望し、私の質問を終わります。 

 次に、社会福祉協議会窓口の対応についてで

すが、貼り紙に至る背景や人員不足については、

市は以前から認識していたはずです。当局は対

応していると答弁されましたが、結果として社

会福祉協議会が市民を拒むような貼り紙を出さ

ざるを得なかった事実は、市の支援が機能して

いなかったことを示しています。市の不十分な

対応が、市民の相談機会を奪うという最悪の結

果を招いたことに対し、市としてその重い責任

をどのようにお考えでしょうか。明確な見解を

伺います。 

○福祉課長（新屋一己）  社会福祉協議会につ

いては、以前より話合いのほうは行ってきてい

るところでございます。その中で支援につきま
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しては、その時々でいろいろと検討はしてまい

っているところで、人件費につきましても１回

上げたこともありますし、対応はしてきている

と思います。 

 市民に対するサービスにつきましては、相談

窓口と包括支援センターを一番に考えながら周

知をしているところでありますので、社会福祉

協議会にも相談機能はあるかと思いますが、や

はり人員不足のところもありますので、地域包

括支援センター等を中心に相談業務等はやって

いけるように周知のほうをしていきたいと思い

ます。 

○池田みすず議員  本市は、社会福祉協議会に

対し、毎年多額の補助金を支出していると認識

しておりますが、直近３年間における支出額の

推移を伺います。その補助金の主な使途につい

ても併せてお示しください。 

○福祉課長（新屋一己）  今そのデータにつき

ましては持ち合わせてないので、後ほど回答さ

せていただきます。 

○池田みすず議員  財政課長は分からないです

か。 

○財政課長（草野浩一）  先ほど福祉課長から

答弁がありました運営補助金につきましては、

ここ３年間は400万円という形で補助金を出し

ていると思います。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  実際に社会福祉協議会の玄

関にある貼り紙を見て、相談すること自体を諦

めてしまった市民の方がいらっしゃいます。本

来、救いの一歩となるべき窓口が市民を遠ざけ

てしまっている現実に、行政は強い危機感を持

つべきです。市民が不利益を被ることが二度と

ないよう、社会福祉協議会のみならず全ての関

係機関と密な情報共有を行い、真に寄り添った

支援体制を早急に整えることを強く要望し、私

の質問を終わります。 

 次に、子育て支援センターの直営化について

ですが、直営化への移行に当たり、運営主体の

変更によってサービスの質や利用ルールが急激

に変化し、現在利用している保護者や子供たち

に混乱を来す懸念はないのでしょうか。 

○保健課長（永田正一）  直営化になることで

サービスの質や利用ルールに急激な変化が生じ、

保護者や子供たちが混乱を来す懸念はないかと

いうことにつきましてお答えいたします。 

 先ほどの質問で回答させていただきましたと

おり、これまで社会福祉協議会が培ってきまし

た利用者との信頼関係や支援の専門性、また各

種ノウハウを確実に承継し、これまでどおり支

援の質を低下させることなく、事業が運用でき

るように調整を進めているところでございます。 

 また、利用ルールにつきましても、開館時間、

利用の方法、行事の頻度など、これまで慣れ親

しんできた運用ルールにつきましては、直営化

を機に変えるということはせず、まずは現行ど

おり継続することを基本と考えているところで

ございます。事業やイベント等につきましても、

例年と同様の活動ができるよう予算も確保して

いるところでございます。 

 このようなことから、子育て支援センターで

実施しております３つの事業について、利用者

の皆様がサービスの質の低下を感じたり、混乱

を招いたりすることがないよう、これまでどお

り安心して利用していただけるよう、体制整備

を進めていく考えでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ４月のスタート時は、職員

の不慣れやシステムの不備など最もトラブルが

懸念される時期です。こうした混乱を最小限に

抑えるため、万が一トラブルが発生した際の即

応体制やバックアップ機能をどう構築されてい

るのでしょうか。 

○保健課長（永田正一）  年度当初の混乱を最

小限に抑えるために、トラブル発生時にどう対

応していくかにつきましてお答えいたします。 
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 市の直営となりましても、支援員の皆様は会

計年度任用職員として継続して勤務していただ

くよう調整しているところであり、また、基本

的な運用ルールは変えず、現行どおり継続して

運用していく考えでございますので、混乱は生

じにくいものと考えております。 

 万が一、直営移行後におきまして、利用者の

皆様から御不便の声があった場合は、現場の支

援員と迅速に情報共有し連携しながら、利用者

の御意見を丁寧に聞くなど、改善に向けた対応

をすることと考えております。そのためには、

現場の声が迅速に共有できる体制を構築してお

くことが必要となりますので、直営となる前に

支援員と対応手順等の確認を行う方向で考えて

おります。 

 また、今年度中に安全管理計画の策定を行う

こととし、直営移行後において事故やトラブル

が発生した際に、厚生労働省が定める教育・保

育施設等における事故防止及び事故発生時の対

応のためのガイドラインに基づいた必要な対応

ができるよう、現場の支援員と確認を行うこと

としております。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  子育て支援センターの直営

化が、行政としての責任の所在を明確にするた

めの手法の一つであるという点は理解いたしま

す。しかしながら、人材の専門性と継続性の確

保、柔軟で利用者本位の運営、財政負担と効率

性、これら３点については単なる方針決定にと

どまらず、詳細な検証と市民への丁寧な説明が

不可欠であると考えます。子育て支援は、単な

る行政事業の一つではありません。保護者が安

心して心のうちを明かせる信頼関係の積み重ね

こそが、信頼の揺るぎない土台です。同じ担当

者が継続して寄り添い、地域に深く根差した支

援体制を維持することこそが、何よりも優先さ

れるべき大切な要素ではないでしょうか。 

 直営化はあくまで手段であり、それ自体が目

的になってはなりません。利用者にとって何が

最善なのか。現場の専門性をどう守り、どう生

かすのか。将来世代にとって持続可能な運営と

は何か。常にこの３点の視点に立ち、組織の論

理ではなく、市民の幸福を最優先に判断される

ことを強く求めます。 

 子育て支援は、単なる施策ではなく、本市の

未来への投資そのものです。制度の枠組みや組

織の論理を優先するのではなく、今この時を懸

命に生きる子供たちと保護者の安心を最優先に

した決断をお願い申し上げます。市民が垂水市

で子供を育ててよかったと心から思える市政の

実現を強く求め、私の質問を終わります。 

 次に、元女性消防職員のハラスメント事案に

ついてですが、元女性消防職員の方は、垂水市

消防本部へ大きな希望を持って入職されたはず

です。本事案は、一人の女性の人生に極めて重

大な影響を及ぼしたという事実を重く受け止め

なければなりません。精神論や形式的な研修の

みで終わらせることは断じて許されません。実

践型研修の義務化や全職員アンケートを毎年実

施し、その結果を議会へ報告する透明性の高い

仕組みを構築するべきです。組織を守るためで

なく職員を守る組織へと生まれ変わるための実

効性ある改革を強く求め、私の質問を終わりま

す。 

 最後に、全庁的な連携と危機管理について伺

います。 

 訪問給食の運営変更や子育て支援センターの

直営化に伴う職員の業務量の増加、さらにはハ

ラスメント事案への対応。これら一連の課題を

通じ、担当課単独の対応能力を超えた組織の目

詰まりが浮き彫りになっています。市民にとっ

て窓口がどこであるかは重要ではありません。

必要な支援が必要なときに途切れることなく届

くことこそが、行政の責務であると考えます。

一つの課で対応が困難な事案に対し、全庁が自

分事として迅速に連携し、市民に不利益を生じ
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させないための体制をどう構築していくのか。

市長のリーダーシップによる部局を超えたマネ

ジメント強化策と危機管理体制の抜本的指針に

ついて伺います。 

○企画政策課長（堀留 豊）  おはようござい

ます。全庁的な連携と危機管理について、企画

政策課からは全庁的な連携、意思決定という部

分でお答えさせていただきます。 

 本市における全庁的な連携と意思決定を確立

するため、幾つかの会議や仕組みが制度化され

ているところでございます。 

 初めに、庁内の意思決定の場である経営会議

でございますが、経営会議規程に基づき、経営

会議、政策調整系会議、課長会議という形で庁

内会議を開催しているところでございます。 

 このうち経営会議では、付議案件の意思決定

のほか、各所属の施策等について、検討段階で

意見を求める意見交換も行っているところでご

ざいます。この意見交換を行うことで、早期段

階における三役と主管課にある見解等を調整し、

施策実現において迅速な意思決定とリスク軽減

が図られているものと考えております。 

 政策形成系会議は、重要な政策や新規事業の

企画・調整に関することや、予算編成全般の企

画・調整に関することを政策調整会議で、行財

政の推進や全庁的な市民サービスに関すること

は、行政改革会議でそれぞれ検討する運用を行

っております。 

 なお、経営会議で決定されました事項並びに

重要事項の伝達並びに相互の連絡及び調整をつ

かさどる機関として課長会議、各所属における

課内会議、こういったものが設置されており、

庁内全体で共有する仕組みが構築されていると

ころでございます。 

 次に、政策形成に関する取組の一つである政

策方針協議という取組を行っておりますが、こ

れは、各所属における重点的な取組や予算要求

の考え方、また、重要施策の進捗状況などにつ

いて、市長と幹部職員がヒアリングを行い、政

策方針を調整する場として、年度当初と新年度

予算編成時の年に２回開催しているところでご

ざいます。特に今年度当初に開催された政策方

針協議では、職員と市長との対話に比重を置き、

各所属の重点的な取組に加え、職員が課題に感

じていることや住民サービス向上のための提案

について意見を述べていただく機会を設け、そ

のことが相互理解を深め、各所属ひいては全庁

的な統一感の醸成に寄与しているものと考えて

おります。 

 そのほかの取組でございますが、市長が各所

属から定期的な報告を求める定例レクというも

のも開催しており、重要施策の進捗状況や各課

の課題等について共有を行っているところでご

ざいます。 

 このように政策形成段階での幅広い意見交換

により、初期段階での課題やリスクの把握・調

整を行うことで、問題発生時にも迅速かつ的確

に対応できる基盤を整えており、この構造的な

仕組みが、より精度の高い意思決定を可能とし

ているものと考えております。 

 今後このように施策の立案から意思決定まで、

さらには、議員御指摘の情報共有と調整、こう

いった一連の流れについても、もっともっと効

果的に運用できるように、各所属長に対して改

めて周知を行い、組織としての政策形成力の向

上と危機管理体制の強化、そして市民サービス

の向上につなげてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○総務課長（園田 保）  全庁的な連携と危機

管理についてお答えいたします。 

 現在、全庁的な行政課題が発生した場合には、

先ほど企画政策課長が申し上げたように、経営

会議、政策調整系会議、また課長会等の庁内会

議を開催し、部署間の壁を乗り越えた横断的な

体制を構築しているところでございます。 

 この横断的な体制を円滑に構築するためには、
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職員一人一人が自らの担当業務や所属部署の業

務はもちろんのこと、市全体の利益、市民の利

益を第一に考える意識を持つことが不可欠であ

ると考えております。 

 職員の人材育成につきましては、髙橋議員の

質問でも答弁いたしましたとおり、管理職向け

のマネジメント研修を引き続き実施し、新規採

用職員から管理職に至るまでの各階層に応じた

コミュニケーションスキルの習得機会を設けて

まいります。 

 これまでに研修を行っているところでは、単

に講義を聞く座学ではなく、グループワークを

中心としてコンセンサスを求めるような研修が

基本でありますことから、十分コミュニケーシ

ョンもそこの中でできるような研修の形を取っ

ております。 

 今答弁しましたけれども、コミュニケーショ

ン能力の向上、これについてはこれまで以上に

取り組み、職員が円滑に情報共有し、連携しや

すい組織風土を醸成してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。今

回質問させていただいた趣旨というか、私が感

じたことは、取り上げたことは訪問給食と社協

のことなどだったんですけれども、皆さん、他

人事ではなくて自分事として考えていただきた

いという思いがあって、今回この質問させてい

ただきました。 

 部局横断的な対応の重要性を認識されている

ことは理解いたしました。しかし、現場では、

今この瞬間も組織の隙間で救いを求める市民の

声がこぼれ落ちています。訪問給食、子育て支

援、そして社協の窓口。これは個別の事案を点

として捉えるのではなく、市役所全体の機能不

全という線で捉え、抜本的なメスを入れるのが

市長の役割です。市長が掲げる市民に寄り添う

市政が、単なるスローガンで終わるのか、それ

とも、市民が実感できる真のワンストップ体制

へと進化するのか。部局を超えたマネジメント

の指針と命を守る危機管理体制の構築を癩癩先

日、研修として市役所のほうに届いていると思

うんですけれども、厚生労働省が実施するアジ

ャイル型地域包括ケア政策共創プログラム、こ

れ参加無料なんですけれども、大変勉強になる

と聞いております。関係機関等参加すること、

研修することを要望いたしまして、私の質問を

終わらせていただきます。 

○市長（尾脇雅弥）  御質問、直接なかったも

のですから。今池田議員がいろいろ大きく５つ

の項目に取り上げられて、非常に理想の姿を語

られて、私もそのとおりだなというふうに思い

ます。しかし、現実的なことも考えますと、な

かなかそうはいかない実情もございます。御案

内のとおり、垂水市は平成の大合併で合併がで

きなくて、定員285の職員を50名減じて、235名

の中で一生懸命やってきています。地方分権と

いう世の中の流れの中で、聞こえはいいんです

けども、400の事業を国から地方へ移されて、

例えばパスポート事業でありますとか、業務が

非常に増えております。先ほど福祉課、保健課、

御指摘がありましたけれども、私もそうやって

理想を目指していくことが大事だと思っており

ますが、保健課長、福祉課長の名誉のためにも、

本当に一生懸命頑張っていただいて、なかなか

日本全体が抱える人手不足でありますとか、財

政不足の中で頑張っているということでありま

すので、今回は池田議員の議員としてのお立場

上、そのような指摘をされるのはある意味当然

のことだと思いますけども、誤解があってはい

けないのは、組織の理論ではなくて、市民のた

めにみんな土日もなくやっていただいていると

いうことは御理解をいただいて、御指摘の部分

はあると思いますけども、圧倒的８割９割の職

員のみんなが一生懸命頑張ってるんだというこ

とをお認めいただいた上で、足らざるところは
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話合いをしながら問題解決をしていくというこ

とが大事だと思いますので、平場で一生懸命い

ろいろ頑張っておられますので、そのことをも

う一つ連携をしながらいけば、よりよい垂水の

発展につながると思いますので、よろしくお願

いを申し上げたいと思います。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。職

員の方が一生懸命頑張られていることは私も存

じております。ただ、市民が不利益を被るよう

なことになってはいけないと私は思っておりま

す。 

 私は新規事業もとても大事だと思うんですけ

れども、既存の事業をしっかりやってこそまた

新規事業だと思っております。どうか市民の方

が困らないようによろしくお願いいたします。 

 質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、11番、持留良一議

員の質疑及び質問を許可いたします。 

   ［持留良一議員登壇］ 

○持留良一議員  それでは、総括質疑・質問を

行っていきたいと思います。 

 まずその前に、冬季オリンピックが終わりま

した。今後はパラリンピックが来週から始まる

予定です。今大会、国境を越えた健闘をたたえ

合い、抱き合う光景が各競技で見られました。

国や順位に関係なく仲間としてリスペクトし合

うことが文化になってるというふうなことを私

自身も強く感じました。その姿は五輪精神を体

現していたと。平和や団結、尊厳の最高のサイ

ンだと思う。国際オリンピック委員会のコベン

トリー会長のこれは発言です。 

 また、力による支配、絶えない戦火が暗い影

を落としている時代にあって、分断された世界

ではなく、別の世界を築けることを私たちは示

したということで、大会組織委員長のマラゴ会

長はこのように訴えられてます。 

 また、今日は２・26。御存じかと思いますけ

ど、事件がありましたが、90年です。作家の財

津和夫氏は、他の人間のものの考え方によって

自分の生き方を行く上で、予定や目的をむざむ

ざ中断されてしまう、恐ろしいことであると、

私は体中がぞくぞくするほどその恐怖を肉体に

感じたと小説の中で書いています。今日の動き

につながるような感じもします。人権、民主主

義や平和を守るため、声を上げていくべきだと

いうふうに思います。 

 それでは、総括質疑・一般質問を行います。 

 少子化が急激に進み、社会構造の変化が著し

い今、過疎地での暮らしは、より深刻さを増し

てきてます。さらに、物価高騰は私たちの生活

に大きな影響を与えています。国が行う支援策

は、抜本的な暮らしの応援策にはならず、物価

高騰を上回る賃上げの見通しもまだ見えていま

せん。持続可能な社会実現のためには、今、市

に求められているのは、市民の声に真摯に耳を

傾けることが一層大事になっていることです。

命と暮らしを守り、未来の希望が持てるぜひ市

政に、共につくり上げていきたいというふうに

思います。 

 それでは、まず最初に、政治姿勢の問題等か

ら３点にわたって見解をお聞きするということ

と、最後の２点は、一般質問という形で今回は

行っていきたいと思います。 

 まず、市長の政治姿勢と市政の課題について。 

 市民の暮らしに寄り添い支える垂水市政をと

いう視点で、まず財政問題について質問いたし

ます。 

 総務省の１月23日付の通知で、自治体が安定

して行政サービスを提供できるよう、2026年度

の地方財政対策で、一般財源総額を2025年度の

水準を下回らないよう確保すると明記し、自治

体に現時点での方針を示しました。 

 ある識者は、令和８年度の地方財政の見通し

は、景気回復の兆しが見えるものの、依然とし

て不透明感は残ってる。特に税収の見込みにお

いて、地方所得税や法人税が増加する一方、国
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からの交付金の減少が懸念されるとし、このた

め地方公共団体は収入の確保と支出の抑制を同

時に行う必要がある。そして、効率的な事業運

営や各種サービスの質を、維持しつつ、無駄を

省く工夫が求められると指摘もしています。 

 そこで、通知では予算編成の留意事項を挙げ

ています。このことは、地方財政にどのような

影響を与えることになるのか、どう対応してい

くのか伺います。１つは、財政健全化の推進、

２点目は、効率的な事業運営、３点目は、住民

参加の促進。そして、持続可能な財政基盤の強

化をどう図っていくのか。お考えをお聞かせく

ださい。 

 以下３点については、見解を伺います。 

 １点目は、農業振興について見解を伺います。 

 食は命の源です。昨年、米価が高騰し、国民

生活に大きな影響を与えました。この大きな原

因は、生産者が減少し、生産量が減ったからで

す。高市首相は、農業をめぐり、食料自給率の

向上を実現すると表明しましたが、具体的な政

策に乏しく、農地の大区画化やスマート農業技

術の開発・実装などの従来の規模拡大の一辺倒

の路線です。昨年の米不足や価格高騰が、国民

生活に深刻な打撃を与えたことの反省はありま

せんでした。今こそ価格保障と所得補償に踏み

切り、生産者を守ることが必要です。 

 そこで、市場任せの農政からの転換で、持続

可能な農業と農山村を再生するためにも自給率

の抜本的向上が必要と考えますが、見解を伺い

ます。 

 ２点目は、安心な介護保険制度について見解

を伺います。 

 介護の基盤崩壊を打開するための緊急対策を

実施し、高齢者も現役世代も安心できる制度へ

の改革が必要と考えますが、見解を伺います。 

 私たちの調査で、高齢者の在宅介護を支える

訪問介護事業所が一つもない自治体が、昨年末

で116町村になったことが明らかになりました。

来年度、国は介護職員の処遇改善と臨時の報酬

改定を行いますが、訪問介護の基本報酬は下げ

たままです。このままでは介護現場の人手不足、

訪問介護の基本報酬の引下げによる介護事業所

の経営が深刻になることが予想されます。今、

介護保険制度の抜本改善が求められています。

現場で働く職員の方も、職員の処遇改善、基本

報酬の引上げで事業所が運営できる制度にしな

いと、介護崩壊の日が近くなる。国庫負担を増

やしてほしいと訴えられています。私は国庫負

担を10％引き上げ、公費負担を60％に改革する。

そしてケア労働者の大幅賃上げが必要と考えま

すが、見解を伺います。 

 ３点目は、高額療養費問題です。 

 国は、高額療養費制度の自己負担限度額を引

き上げようとしています。この制度で誰でも起

こり得るがんや長期治療の病気、突然のけがの

とき、一定額を超えたら医療費を国が補助し、

家計を支える制度です。利用者821万人のうち

660万人が負担増の見通しで、必要な治療を諦

める人が増えるのではと不安が広がっています。

このような受診抑制や治療中断を防ぐためにも、

公的拡充が求められていますが、見解を伺いま

す。 

 次に、森の駅たるみず条例の一部を改正する

条例案について問います。 

 今回の条例案の改正で使用料の値上げが提案

されました。使用料引上げの積算根拠、その妥

当性と客観性について、考え方をお示しくださ

い。 

 次は、一般質問に入ります。 

 学校における保護者負担の軽減について問い

ます。 

 最初の視点として、教育費の無償は学ぶ権利

の保障です。お金の心配なく、学び、子育てで

きる社会を実現することが一層重要になってい

ます。それは、憲法26条に「義務教育はこれを

無償とする」というふうに明記されています。 
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 ２番目の視点は、保護者の方に教育費の負担

が重たくのしかかっているということです。文

科省は、子供学習費調査を実施しています。

2024年末に発表した調査では、幼稚園から高校

までの子供の教育費の家庭負担は、全て公立に

通った場合が596万円、全て私立であれば1,976

万円に上がるとしています。前回の調査から公

立で22万円、私立で138万円も増加しています。

要因の一つが物価上昇です。また、消費税が家

庭の教育費負担を大きく押し上げたことは、は

っきり読み取れます。内閣府の調査でも同じよ

うな傾向が明らかになってます。 

 この間、文科省は、保護者の負担軽減につい

て提案をしてます。学校における補助教材及び

学校用品等による保護者の負担軽減や通学用服

等の学用品についてなど、これまで通知を３回

発出してます。それは、負担の軽減の努力を家

庭や学校に求めるものになってます。これは一

つの方法ではありますが、保護者の不安や課題

を根本的に解決するものではないと考えます。 

 そこで、上記の２つの視点に基づき質問し、

保護者の経済的な負担の軽減に取り組む必要が

あると考えますが、今後どのように取り組んで

いかれるのかお伺いいたします。 

 １点目は、物価高騰における影響が保護者の

生活に及んでます。実態の把握はどのようにさ

れているか。２点目は、どのように取り組んで

こられたのか。３点目は、通学用服、学用品等

や修学旅行等、保護者の負担軽減が求められて

いると考えますが、今後の取組の考えはあるの

か伺います。 

 最後の質問は、妊産婦医療費助成制度につい

て問います。 

 成育基本法、2018年に成立してますが、成育

過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対

して必要な医療を切れ目なく提供するための施

策を総合的に推進することを目的に掲げ、社会

的経済的状況にかかわらず安心して次代の社会

を担う子供を生み育てることができる環境が整

備されるよう推進する。このことを基本理念と

してます。国の責任として、成育医療等の提供

に関する施策を総合的に策定し、及び実施する

責任を有すると規定しています。 

 助成制度となった県で実施された妊婦アン

ケート調査では、1万3,000人を超える回答の９

割以上が、乳幼児医療費助成のような、医療機

関の窓口で軽減する医療費助成制度の創設を希

望していることが明らかになりました。 

 不調の際、費用面の不安なく受診できること

は胎児、子供の健やかな成長に大きく寄与しま

す。こうした制度により、社会全体で妊産婦を

支えるという環境が醸成でき、妊産期から特に

鬱状態に陥りやすい産後直後から１年間の母親

の不安定な心理状態の中で安心感にもつながり、

ひいては少子化対策の一助になると考えます。

今本市でも、妊産婦が安心して生み育てる環境

整備が進んでいて、さらなる必要性が問われて

いるというふうに思います。 

 そこで、以下の質問にお答えください。１つ

は、全国・県内の取組状況。２つ目は、県と垂

水市に関する事業。３つ目は、これらを踏まえ

て、制度の創設が求められていると思いますが、

考えをお聞かせいただきたいと思います。 

 再質問については保留をいたします。 

○財政課長（草野浩一）  おはようございます。

国は予算編成で留意事項を示しているが、これ

らにどう対応していく考えかにつきましてお答

えいたします。 

 議員が言われましたとおり、国は令和８年１

月23日付で令和８年度の地方財政の見通し、予

算編成上の留意事項等についての事務連絡を発

出しております。 

 その上で本市の令和８年度当初予算編成にお

きましては、本議会初日、市長の施政方針で申

し上げましたとおり、国の物価高騰や実質賃金

の低下、景気の低迷、停滞している経済への対
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策として、戦略的に財政出動を行う方針の動き

を踏まえつつ、持続可能な健全な財政運営に努

めるため、地域が抱える重要課題の解決に必要

な予算を重点的に講じるなど、積極的に市財を

投じるめり張りのある予算編成を行ったところ

でございます。 

 財政の健全化は、地域社会の持続可能な発展

を確保するために不可欠な課題でございます。

そのため市民サービスの質を確保しながら、市

の財政状況を安定化させるため、無駄な支出の

削減や効率のよい予算配分について検討し、地

方交付税、有効な補助金の活用やふるさと納税

などのシステムを最大限活用しなければならな

いと考えております。 

 また、効率的に事業を運営するために、事業

を検証するなど投資効果の分析を行い、限られ

た財源の中で、できるだけ効果を最大限発揮す

るために、高い成果を期待できる事業に重点的

に資源を投入するなど、確実に成果につなげる

よう努めなければならないとも考えております。 

 さらには、財政の透明化の確保を図るため、

財政状況について、広報紙や市ホームページな

どを通じて市民に分かりやすく説明を行い、信

頼を構築することにより透明性を高め、市民参

画を促すことにより、議員が御指摘されており

ます住民参加の促進にもつながるものと考えて

おります。 

 続きまして、持続可能な財政基盤の強化をど

う図っていくのかについてお答えいたします。 

 持続可能な財政基盤の強化につきましては、

昨年11月に開催しました令和８年度当初予算編

成説明会の中で、令和８年度当初予算編成方針

として、国・県支出金に加え、ふるさと納税を

はじめとする新たな財源などによる積極的な歳

入の確保、今日の社会情勢や市民ニーズの変化

を踏まえ、市民生活に真に必要な事業か。実績

面、有効性、公平性、効率性、代替可能性など、

多角的な視点から事業の検証を行うとともに、

最小の経費で最大の効果を得られるよう十分に

検討を行うこととしたところでございます。 

 本市財政の今後の見通しについて、歳入面に

おいては、令和８年度は、国の賃上げに向けた

働きかけに伴う初任給や最低賃金の上昇により

個人所得の増加、市内企業による海外輸出やふ

るさと納税に係る返礼品の増産により法人税割

の増加が見込まれているところですが、中長期

的には、少子高齢化や人口減少などの影響によ

り市税収入の増は見込めず、また、歳入の根幹

となる地方交付税などによる地方財政への財源

配分は、物価上昇に見合う規模となるかは不透

明な状況にあります。 

 歳出面においては、社会保障費の増や物価や

賃金の高騰などに伴う物件費の増、資材価格高

騰に伴う普通建設費の増などに加えて、金利上

昇による公債費の増なども見込まれているとこ

ろです。 

 また、老朽化が進む施設の維持をはじめ本庁

舎の耐震改修事業や、垂水小学校自動火災報知

設備及び防火戸改修工事、垂水小学校屋内運動

場の空調設備などの大型事業の実施に伴い、引

き続き大変厳しい財政運営となるところが見込

まれているところです。そのため単年度の収支

均衡のみならず、中長期的に安定した財政基盤

を構築できるよう、職員一丸となって進めてま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  農業振興につきまし

てお答えいたします。 

 食料自給率は、国内の食料供給に対する国内

生産の割合を示す、極めて重要な指標でござい

ます。しかしながら、我が国の自給率は、先進

諸国の中でも依然として低い水準にとどまって

いる現状でございます。昨今の不安定な国際情

勢、さらには、肥料・飼料といった生産資材価

格の高騰を鑑みますと、食料供給を安易に市場

原理のみに委ねることはできません。行政とし
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て食料安全保障の強化に努めることは、市民の

皆様の暮らしを守る上で不可欠な責務であると

認識しております。 

 我が国のカロリーベース食料自給率は、昭和

40年度の73％をピークに低下し、直近の令和６

年度の結果では38％となっております。これに

対し国は、令和12年度までに45％へ引き上げる

という目標を掲げております。 

 本市といたしましても、食料・農業・農村基

本法の改正趣旨を重く受け止め、生産基盤とな

る農業者の確保・育成と農地の維持に対し、こ

れまで以上に注力してまいります。 

 具体的な施策でございますが、まず担い手の

確保と育成でございます。農業の魅力を戦略的

に発信し、幅広い層から新たな担い手を確保す

るため、各種補助事業を積極的に展開してまい

ります。 

 また、経験豊富な指導農業士などによるきめ

細やかな営農指導を通じ、次世代を担う若手農

家の定着と育成を図ってまいります。 

 次に、農地基盤の維持・再生でございます。

農業委員会や農地中間管理機構と緊密に連携し、

効率的な営農を可能にする農地利用の集約化を

推進してまいります。併せて、大きな課題とな

っている荒廃農地の再生にも計画的に取り組ん

でまいります。 

 最後に、地域経済の循環と消費拡大でござい

ます。地元で生産された新鮮で安全・安心な農

産物の魅力を広く発信し、地産地消をさらに推

進してまいります。加えて、加工・流通までを

視野に入れた６次産業化を支援することで付加

価値の高い農業を実現し、地域経済の活性化に

つなげてまいります。 

 本市の強みを最大限に生かした農業振興を力

強く推し進めることで、市民の食を支え、ひい

ては国全体の食料自給率向上に寄与してまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  農業振興につきまして、

私のほうからもお答えをさせていただきます。 

 ただいま農林課長が答弁したことが基本でご

ざいますけれども、これまで取り組んでまいり

ました様々な農業施策を継続をして、課題であ

ります農業者の確保・育成と農地の維持により

一層注力をして、また地元で生産された新鮮で

安全・安心な農産物や加工品による地域内経済

循環を活性化するために、市民の皆様へ垂水の

農産物の魅力を広く発信をしながら、地産地消

の推進でありますとか、先ほど申し上げました

６次産業化による消費拡大を図るなど、国の政

策としっかり連携しながら、本市の農業振興に

も努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 安心な介護保険制度についてお答えをいたし

ます。 

 現在、介護保険事業につきましては、全国的

にホームヘルパーなどの介護人材が不足してい

る状況は認識をしているところでございます。

この状況を踏まえ、本市においては、令和８年

度当初予算案の中に介護保険資格取得等支援事

業を計上するなど、市内介護保険事業所の人材

確保の取組を支援することとしておりますが、

市町村単位で現状を根本的に打開する政策を検

討することは難しいというふうに考えておりま

す。 

 そのようなことから、介護保険財政の持続的

かつ安定的な運営のため、国負担割合の見直し

など行うなど、都市自治体の財政負担や被保険

者の保険料負担が過重とならないよう財政措置

の充実を図ることなど、全国市長会を通じて、

介護保険制度の充実強化に関する重点提言を行

っておりまして、引き続き国の動向を注視して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 続きまして、高額療養費問題の自己負担限度

額を引き上げようとしている。必要な治療を諦
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める人が増えるのではないかと不安が広がって

いる。声を上げる必要があると考えるが見解は

についてお答えをいたします。 

 現在、国民健康保険に限らず、協会けんぽな

ど全ての保険給付において、医療の高度化や高

額薬剤の普及等において、高額療養費の総額は

年々増加しており、結果として、現役世代を中

心とした保険料が増加してきております。 

 そこで、セーフティネットとしての高額療養

費の役割を維持しつつ、健康な方を含めた全て

の世代の被保険者の保険料負担の軽減を図るこ

とを目的として、以前から見直しが検討されて

おりますことから、保険者負担に対する高額医

療費負担金の基準額の引上げについては、保険

料の上昇が生じることのないように、必要な措

置を講じること、また、医療技術の進歩に伴う

高額医療費の増加が今後も見込まれるために、

特別な支援制度の創設を検討することについて、

全国市長会を通じて国へ提言を行っているとこ

ろでございます。 

 厚生労働省でも様々な議論がなされ、長期療

養者への配慮等が盛り込まれているようですの

で、今後も引き続きまして、国の動向を注視し

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  おはようご

ざいます。使用料の引上げの積算根拠、その妥

当性と客観性についての見解についてお答えを

いたします。 

 初めに、今回の条例改正を上程するに至った

経緯でございますが、現在のコテージ使用料に

つきましては、森の駅を開設した平成22年４月

に施行した金額でございます。その後16年間、

指定管理者の御努力の下、利用者サービスの一

環としてこの金額での運営を継続してきたとこ

ろでございます。 

 しかしながら、昨今の物価高騰や市内や近隣

市町の宿泊施設の料金設定などの社会情勢の変

化に加え、本市における稼ぐ観光地づくりの推

進や指定管理者からの依頼等も鑑み、今回、使

用料に係る条例改正を上程させていただいたと

ころでございます。 

 次に積算根拠でございますが、考え方といた

しまして、固定の使用料ではなく上限の使用料

を定めることで、指定管理者における柔軟な使

用料の設定を可能にし、利用者サービスの質の

向上と安定的な施設運営を図ろうとするもので

ございます。 

 金額につきましては、現在の森の駅の使用料

は、１人当たり3,000円でございます。市内の

宿泊施設における１人当たりの素泊まり料金を

調査しましたところ、平均価格は約6,600円で

ございました。この6,600円を基準価格として、

現行の3,000円から200％の6,000円を上限使用

料として考えたところでございます。 

 この200％アップの妥当性と客観性でござい

ますが、近隣市町が所有している宿泊施設にお

きましても、昨年度、本市と同様に200％の上

限使用料とする条例改正を行っており、条例改

正前以上の集客もあることから、妥当性は高い

ものと考えているところでございます。 

 また、客観性の観点といたしましては、繰り

返しになりますが、今回の条例改正は、指定管

理者における柔軟な使用料の設定を可能にし、

利用者サービスの質の向上と安定的な施設運営

を図るものであるとともに、本市内の事業所に

おける稼ぐ力の向上に向けた取組の推進、昨今

の物価高騰の社会情勢を鑑みた場合、利用者の

理解は得られているものと考えているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  学校における保

護者負担の軽減につきましてお答えいたします。 

 このことにつきましては、議員御指摘のとお

り、文部科学省から複数回通知が出されており

ます。内容は、補助教材や通学用の服などに係
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る保護者の経済的負担が過重にならないよう留

意することや、負担軽減を図った事例の紹介な

どでございます。 

 学校教育課といたしましては、これらの通知

に基づき、市内全小中学校の現状を定期的に把

握し、指導を行っているところでございます。 

 具体的には、管理職研修会におきまして、物

価高騰の状況を踏まえ、市販のドリル教材を本

市が子供のタブレット端末に導入しているＡＩ

ドリルで代替できないかなどの検討を行うよう

指導しているところでございます。 

 また、各学校におきましては、校長の責任の

下、年度末から年度初めにかけて、校内教材選

定委員会を複数回開催し、使用する補助教材の

必要性や内容と金額の妥当性などを検討した上

で、学校教育課に届けを提出するようになって

おります。さらに当課では、各学校がどのよう

な補助教材を使用し、どの程度の金額になって

いるか、市全体の状況を把握した上で、必要に

応じて指導を行っているところでございます。

補助教材の単価は年々少しずつ上がっておりま

すが、このような状況把握や指導により、保護

者の負担額が上がらないように配慮しておりま

す。 

 そのほかに、通学用の服や修学旅行などの費

用の負担軽減につきましては、毎年度、各小中

学校を通じて保護者に就学援助制度を広く周知

しているところでございます。こうした制度を

利用していただくことで、保護者の負担軽減が

図られているものと認識しているところでござ

います。 

 今後も、保護者への経済的支援を行うことで、

子供たち一人一人が学用品等で困ることがなく、

笑顔で学校生活を過ごせるよう、必要な施策や

指導を講じてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○保健課長（永田正一）  妊産婦医療費助成制

度についてお答えいたします。 

 議員からありましたとおり、妊産婦医療費助

成制度とは、妊娠中から出産後にかけて、疾患

等により医療機関等を受診した際に、健康保険

が適用される診療費や薬代などの自己負担額を

助成する制度でございます。 

 まず、妊産婦医療費助成制度の全国・県内の

実施状況についてでございますが、全国におき

ましては、2025年11月現在、23道県の248の市

町村が当該助成事業を実施しております。全国

の市町村数が1,741でございますので、割合に

しますと約14％という状況でございます。 

 一方、鹿児島県内の状況でございますが、現

時点で当該助成事業を実施している市町村はご

ざいませんでした。 

 次に、県と本市が実施しております妊産婦に

係る各種助成事業についてお答えします。 

 鹿児島県では、妊娠高血圧症候群等により入

院治療が必要な場合に、費用の一部を助成する

事業を実施しております。この事業は、妊娠中

または出産後10日以内に妊娠高血圧症候群、糖

尿病、貧血、産科出血、心疾患に罹患した妊産

婦を対象とし、７日以上の入院治療が必要な場

合に、入院治療に要した費用の一部を助成する

制度でございます。 

 次に、本市が実施しております事業について

でございますが、本市におきましても、妊産婦

が安心して妊娠・出産・子育てができるよう、

切れ目のない支援として多角的な助成事業を実

施しているところでございます。 

 妊婦健診や妊婦歯科健診、産婦健診といった

健康診査に係る費用助成をはじめ、低所得の妊

婦に対する初回産科受診料支援事業や妊婦のた

めの支援給付交付金事業、さらに産後に体調が

思わしくない方や、授乳・沐浴の手技が心配な

方を対象に、助産院や医療機関等で宿泊や日帰

りをしながらサポートする産後ケア事業に係る

助成事業など、経済的・精神的両面からの支援

を目的とした事業を展開しているところでござ
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います。 

 また、市民の皆様が安心して子供を生み育て

られる環境づくりをさらに加速させるため、令

和８年度予算におきましては、新たな支援事業

や事業の拡充に係る予算を計上させていただい

たところでございます。 

 具体的には、特定不妊治療に係る費用助成額

の増額やＲＳウイルスによる新生児の重症化リ

スクを軽減するために、妊婦に対し接種するＲ

Ｓウイルスワクチン接種費用の助成、さらには

妊婦健診や出産、産婦健診等を受診する際の医

療機関までの交通費の一部を助成する妊産婦等

に対する交通費等支援事業を計画しているとこ

ろでございます。 

 最後に、御質問の妊産婦医療費助成事業の創

設の考えについてでございますが、全国の普及

状況や他市町村の動向等の情報収集に努め、調

査研究してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  それでは、不十分な点につい

て再質問します。あと何分ありますかね。 

○議長（北方貞明）  25分。 

○持留良一議員  はい、分かりました。まず、

財政問題についてお聞きをしたいというふうに

思います。 

 今回の施政方針の中でも気になった点が、財

政状況の推移ということで、この借金との差が

広がった理由として、国の財政出動を受け、収

支均衡を図りながら市財等を投入し、未来への

必要な先行投資を行ったというふうな形になり

ます。 

 そしてまた基金の状況を見ると、８年度末で

は12億8,700万というような形になってます。

この間にいろいろとお金が動くかもしれないと

思いますが。問題は、これらの国の指導方針、

いわゆる様々な形で強い経済とか言われてます

けども、これに関して、やっぱり国、地方もそ

のような形で追随していくというか、関係して

いくという動きが強まっていくのかなというふ

うに、この文章を見て読んだんですけども。そ

うすると、どうしても財政調整基金が重要な役

割をすると。逆に言うと限られた財源だという

ことになりますと、そのことによって有効に活

用するとなったときに、市民サービスの低下も

招きかねないような事態になってきてる。今、

全年齢型社会保障の構築ということで、国保、

後期高齢者も新たな保険料が増えてきますよね。

また、高額療養費の問題なんかも含めて増えて

くるとなってきたとき、やっぱり市民生活をこ

ういう状況の中でどう守っていくのかというの

があると思うんですが、そういう意味で持続可

能な財政運営をどうしていくのかということだ

ったと思うんですが、これらの動きと今回の出

たこの中身において、そのあたりについて問題

ないのか。きちっとした財政健全化計画がやっ

ていけるのか。持続可能な財政運営をやってい

けるのか。この点についてお聞きをしたいと思

います。 

○財政課長（草野浩一）  財政運営の御質問だ

と思いますが、昨日の市長の答弁でもありまし

たとおり、その年その年、その時々の社会情勢

でしっかりと重点的に支出する年もあれば、し

っかりと精査をして、出すところはしっかりと

出すという形のめり張りのある予算編成を行っ

ているとこでございますので、今年度大きく支

出をしている。これがずっと続いていくという

わけではございませんので、その年その年でし

っかりと財政課としましても各課の予算要求状

況等を把握をしながら、しっかりとめり張りの

ある予算編成をしていきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  ぜひそういうのをやっていた

だきたいと思いますが。ただ、外からの動きで

すね、今言ったみたいに国の動向を考えると、

このために地方公共団体は収入の確保と支出の
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抑制を同時に行う必要があり、具体的には効率

的な事業運営が、各種サービスの質を維持しつ

つ無駄を省く工夫が求められていると。いわゆ

る国の地方財政の点で、今後、交付金の減少が

起きるんじゃないかと。それも多額の借金を抱

えている現状の中で、あとどうして地方自治体

の関係をつくっていくのかという点では、やっ

ぱりこういう形で、90年代にもあったように、

地方財政計画という形で地方の財政の規律を非

常に厳しくした時期がありましたけども、そう

いうことになってしまうと市民サービスが低下

するということになりますので、そのあたりで

きちっとした財政運営を行っていくんだという

点で、そのあたりの考え方を再度お聞きをした

いと思います。 

○財政課長（草野浩一）  本市は平成15年、財

政危機団体に陥る状況もありまして、財政改革

プログラムをつくった経緯がございます。その

ことを念頭に、しっかりと今現在、各課の予算

要求の中でも事業検証をしているか、見直しを

しているかというところでヒアリングを行いな

がら、財政規律というところはしっかりと保っ

ているというふうに考えているところです。 

 加えまして国の動きにつきましては、今回そ

のような財政出動という形になりますので、国

のその動きに合わせて地方交付税のほうも令和

８年度は増額するというところでありますので、

その時々において、国のほうもしっかりと財源

補痾という形でしておりますので、そこの国の

動きを注視しながら、本市の予算編成というの

は考えていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  今回、国が地域未来基金を積

むということと、あと減債基金でしたかね、こ

れも積むということで、これを差し引くと増減

はないんですね、地方交付税の。だから、ある

意味、私たちも何となく惑わされてるですけど

も、そういうからくりをされてるんだなという

のを見ておく必要があるというふうに思います。 

 それと、先ほど言いましたとおり、私自身は

国からの交付金が今後厳しくなっていくという

のは見えてると思うんですけど、この中で大事

なのは、先ほど言った住民参加の促進。今、全

国でもこういう取組が進められていて、いろん

な形で成果も生まれてるんですけども、こうい

うことによって市の財政運営をチェックすると

いう役割も、参加するという点もありますが、

こういう点での取組を、以前も提案したことが

あったんですけども、この点についてお聞きし

て財政問題を終わりたいと思います。 

○財政課長（草野浩一）  住民参加型の予算と

いうことは、以前、持留議員が御質問した当時、

全国的にもそういうふうな動きが一時期あった

というのは認識しているところでございます。 

 今回御提案を受けましたので、それぞれの形

でどういった形で市民が参加できるかというと

ころは、また課内の中で検討していきたいと思

っております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  農業問題です。詳細について

は、予算委員会でぜひやっていきたいというふ

うに思いますが、昨年の11月に2025年農林業セ

ンサス結果が出てますね。この主体の仕事をす

る基幹的農業従事者が、５年で25％も減少した

というようなことも書かれてます。非常に重要

な結果だろうと思うんですけども。また、平均

年齢が67.6、70歳以上が55％占める実態。長く

日本農業を支えてきた世代の大量引退が迫り、

今後も担い手の急減は必至と見られると。そう

いう意味で、非常に今、重要な中に来てると思

うんです。 

 そこからまた、全国の市町村に前質問したと

思うんですけど、地域計画、これを作成するよ

う求めてきましたがということで、４月末のま

とめでは、10年後には、耕作者の見通せない農

地が全国で３割に達すると。現状の農政を前提
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に農村の関係者に大規模化などの努力を求めて

も、農村の崩壊は防げないと。これも明らかに

なってきた。そうなってきたら、基本的に国が

農業問題をどう取り組んでいくのか。先ほど言

いましたとおり、自給率を上げて、担い手、所

得補償、価格保障、やっぱりこれをつくってい

くことが、改めてこのコンセンサスの実態から

も明らかになったと思うんですが、この点につ

いては、また委員会のほうで深く議論をさせて

いただきたいというふうに思います。 

 次に介護問題を。先ほど市長が言われたとお

り、市長会のほうで２点にわたって持続可能な

介護制度の確立についてということと人材の確

保ということがうたわれてます。ぜひこれは努

力をしていただいてですね。この中にも国庫負

担の見直しというのが掲げられてます。都市自

治体の財政負担や被保険者の保険料負担が過重

とならないよう、財政措置の充実を図る、調整

交付金の枠を拡大するということでしたけども、

これについて改めて市長の決意をお聞きしたい

と思いますが。 

○市長（尾脇雅弥）  今の問題に限らず農業問

題も含めて、全ての背景は人口減少、少子高齢

化ということにあるというふうに思います。そ

ういう大きな流れの中で、現場の課題にどう対

応していくかということで、仕組みを変えると

いうことも一つですし、財源確保という点にお

いてはやっぱり地方では限界がありますので、

先ほど申し上げたような考え方を基に、私も県

の市長会の副会長も拝命しておりますので、い

ろんな場面で訴えて、しっかりと、そのことが

担当者の耳に届くように努力をしてまいりたい

というふうに思います。 

○持留良一議員  この点については、共通の課

題だと思いますので、ぜひ取り組んでいかれる

ことを強く希望しておきたいと思います。 

 高額療養費の問題なんですけれども、これに

ついても市長会とか、後期高齢者、保険連絡協

議会も、この問題については、制度の見直しを

行う場合には被保険者の実態を十分に把握し、

当事者の意見に耳を傾けた上でということで、

市長会のほうも同じような形で、この問題を問

題視して取り上げて、国に要望しているところ

です。 

 こんな記事が出ました。がんを抱える一人の

親ということで、長生きをためらわせる高額療

養費制度改悪ということなんですね。高額な治

療、がん患者にとって医療費の自己負担を抑え

る高額療養費制度は命綱です。高市首相は同制

度の上限額、限度額を引き上げ、患者負担を狙

っています。子供を持つ現役世代の患者は、治

療と子供の将来を天秤にかける状況に迫られて

います。命か、娘の人生かと、こんな今、際ど

いところにこの問題が来ているんだということ

です。 

 それと、これは保険医協会だったと思うんで

すけど、全国保険医協会ですね。お医者さんた

ちの団体連合会なんですけど、署名が22万筆を

超える形で厚労省にも提出されています。著名

人もこれに署名をしているということで、太田

光さんの名前が出てますけども、こんな形で国

民のほうも様々な形で、この問題は大変なんだ

と、命を取るか、そういう状況になっているん

だということで来ていますが、改めて市長のこ

れらの声を聞いての決意をお聞きしたいと思い

ます。 

○市長（尾脇雅弥）  命を守るということは、

何より優先することでございますので、先ほど

答弁したように我々の立場上、しっかりと決定

権者に対して意見を述べていくということだと

思いますので、そのように御理解いただければ

と思います。 

○持留良一議員  この問題については、まだま

だこれから、運動によって変化することもあろ

うかと思います。そういう意味でも、私たち一

人一人が、この現実的な問題をしっかり受け止
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めて、命を守る制度としてのこの高額療養費制

度をしっかりと守っていけるよう、共に力を合

わせていければというふうに思います。 

 森の駅の問題に移りますが、私はこんな形で

根拠が出てくるのかなと思ったんですけれども。

原価の構成と対象範囲、ランニングコスト、イ

ニシャルコスト、これが積算する中身だろうと

思ったんですよね。そうしようと２倍に上がっ

ていくことは、何かがどんな形で考え検討され

て、この部分が上がっていくのかなというふう

に思ったんですが、これが一般的な地方自治体

の公共施設の使用料の計算方法なんだというこ

とです。まずこれが間違いないのか、ちょっと

お聞きします。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  御質問あり

がとうございます。現在、運営をしている指定

管理者の運営コストというのは、今議員がおっ

しゃった積算で間違いはないと認識していると

ころでございます。付け加えまして、先ほど申

し上げませんでしたけれども、現指定管理者に

なってからの経営状態というのは、通年、今、

直近４年でございますけれども、マイナス十数

万円ほどが出ておりますので、付け加えさせて

いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  厳しい中での指定管理者も大

変かというふうに思いますが、やっぱり私たち

議会としても、そういうきちっとした科学的な

根拠で、やっぱり判断するというのも一つだろ

うというふうに思います。当然、指定管理者に

今後の運営という点で支援、援助していくとい

う点でのところもそれに反映する部分もあるか

と思いますけれども、ぜひ細かな点については、

委員会のほうで深く議論をしていただければと

思いますが、まだこの時間帯では十分に妥当性

や客観性、積算根拠という点については理解で

きていませんので、改めてまた委員会で、これ

らを受けて議論していただければ助かるなとい

うふうに思います。 

 次に、学校における保護者負担の問題につい

てお聞きをしたいと思います。 

 先ほど文科省の、また総務省の調査でも、い

かに学校の教育費の負担が大変かということが

お分かりいただけたと思います。国はそれに基

づいて、先ほど課長が言われたとおり、様々な

工夫をしなさいというような形で、それぞれ学

校等に指示を出して、保護者もそれに基づいて、

また保護者の方々もいろいろな工夫をして負担

軽減に努めていらっしゃいます。しかし、それ

でもやはり限界があるわけですよね、この物価

高騰における影響という点では。だからこそ、

全国の自治体でも様々な工夫をしています、子

育て支援で。小学校入学時３万円とか、プリン

ト、木工材の公費負担、部活動月1,000円の負

担、様々な負担で今挙げても、県内でも今度、

志布志市が通学靴の支援なんかも検討している

ということがあるし、豊中市では学校教育活動

徴収金公費負担事業補助金交付要綱というのま

でつくっています。これは何かというと、先ほ

ど言ったような物価高騰で、それぞれの家計で

賄いきれない、もう大変だということの現状の

表れで、こういう形で負担が、それぞれ自治体

で負担をし、学ぶ、子供たちの学ぶ保障を守っ

ているんだということなんですが、これらの他

自治体の実践について、課長はまずどのように

お考えでしょうか。 

○学校教育課長（川﨑史明）  この大隅地区内

でも、市町によってはそのような補助を行って

いるというようなところは認識しているところ

でございます。 

○持留良一議員  認識じゃなくて、必要性の問

題。私は今回の質問で、そう必要ないのかとい

うことで、最後のところでそのことを求めてい

たんですけれども、その点について。 

○学校教育課長（川﨑史明）  本市としまして

は、先ほど答弁いたしましたけれども、入学就
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学補助制度というものを持っておりますので、

実際、今の現在で就学援助の率としましては、

小学生におきましては15.37％、中学校におき

ましては18.20％の子供たちが就学援助という

制度を利用しております。議員のお話の中でも、

いろんなものが上がっているということでした

けれども、例えば中学校の制服等につきまして

は、大体、冬用、夏用、それからカバン、それ

から体育服、こういうものを合わせると10万円

を少し超えるぐらいの金額になるということは

もう分かっております。就学援助制度の中には、

新入学学用品費としまして、３月の末に小学校

では現在５万7,060円、それから中学校におき

ましては６万3,000円支給をしておりますけれ

ども、こういうものを利用しまして、子供たち

が新しい学校へ入学する、そういうところに活

用していただければと考えているところでござ

います。 

○持留良一議員  就学援助と言われましても、

その範囲は限定されていますよね。ボーダーラ

インにかかる方々も結構いらっしゃるわけなん

ですよ。うちは1.3倍ですね、生活保護基準で。

これについては、全然この間、物価が高騰した

んだけども動きがないし、このことは何度もこ

の議会でも質問をしてきて、是正をしてきまし

た。物価の状況の変化に合わないから私はこの

点を質問したんです。 

 そしてまた、就学援助制度の中でもそうです

けれども、当然全国の自治体でもこんな取組を

しているんだということは何かということなん

ですよ。子供の学ぶ権利、どういう形でそうす

るのかというと、経済的な点で保証していかな

い限り、子供たちやっぱりその点でいろいろな

問題が出てくるわけですよ。就学援助制度もあ

ります。しかし中身は変わっていませんよ。し

かし物価がどんどん上がっている。それに追い

つかない。だったらこういう形で自治体でも応

援しましょうと。子供たちの学びの保障を。学

ぶ権利を保障しましょうと。そのことを言って

いるわけなんですよね。だからこそ、このこと

を取り上げてきたんですけれども、このことに

ついて、教育長と市長の見解を求めます。 

○教育長（明石浩久）  議員の言われる、家庭

の経済状況が子供の将来に影響しないよう、包

括的な支援を推進していくことは大事なことで

あると認識をしております。まずは先ほど学校

教育課長の答弁にありましたとおり、学校現場

で補助教材の負担が大きくならないように、し

っかりと見極めをしていくことも大事なことで

あると思っております。私も学校現場におりま

したときに、各学年、各教科から要望のあった

補助教材について、購入総額を算定しまして、

前年度より上回る場合には教科間のバランスを

図りながら、いずれかの教材を削除するという

ようなことも行ってまいりました。また、先ほ

どありました本市が導入しておりますＡＩドリ

ルにつきましては、市販教材と違いまして、保

護者負担もないということですので、そういっ

たことをさらに進めていけたらというふうに思

っているところです。 

 また、不十分ではあるかと思いますが、学用

品等に係る保護者負担につきまして、１月の臨

時議会で御承認いただいた物価高対策事業の商

品券が、３月に全ての市民の皆様に配布される

という予定であると聞いておりますので、学用

品購入等の一部に活用していただければと考え

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  私のほうにもお尋ねがあ

りましたので、基本的には今、担当課長、教育

長が答弁したことが基本になります。子育て支

援、教育の充実は何より大事だということで、

特に力を入れてきたつもりであります。結果と

して、全国ＩＣＴアワードで文部科学大臣賞を

取ったりとか、それは個別で支出しなくても、

先ほど教育長が言ったような形で、垂水市の教
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育制度に乗っかってそれが実現できるというこ

とでありますので、まずはそのことを御理解を

いただきたいと思いますし、物価高騰対策に関

しても、教育行政だけではない、いろんな分野

に影響がありますが、短期的に幅広く集中的に

効果があるようにということで、１人１万円、

加えて50％のプレミアムをやっておりますから、

そういう意味で100点を目指すんだけれども、

全てにおいて100点というのは、この社会状況

の中で難しいですので、そういった中で特にこ

の分野に関しては力を入れてやっていると。今

後も今の段階はそうですけれども、まだ補正と

か、今後もありますので、適宜必要な政策に関

して投資はしていきたいと思っております。 

○持留良一議員  最後になりますね。教育費の

無償は学ぶ権利の無償であるということを、私

はさっきから強く言っています。だからこそ、

憲法26条では義務教育はこれを無償とするとい

うことと、補助教材は保護者負担と書かれてい

る法令はないんですよ。そういうことを考える

と、やはりきちっとできる自治体で、今、本来

であれば国がやらなければならない制度です、

義務教育は無償だということであれば。その中

でも市長は学校給食を無償化されました。大き

なまた取組だったと思います。であるならば、

こういう教育関係においても、今の段階で国が

やるべきことを地方自治体がしっかりとその点

でもカバーしてやっていけば、子供たちの生ま

れる権利を守っていくんだということを、強く

今後打ち出していただきたいというふうに思い

ます。 

 それから医療費、最後、医療費助成制度問題、

これは先ほど言ったとおり、非常にこの出産環

境を含めて整ってきていますので、これがさら

に創設されることによって非常に安心して、子

育てができる環境がさらに一層強くなっていく

と思いますので、その点について最後に決意を

市長にお願いいたします。 

○市長（尾脇雅弥）  全てに共通することは、

市民の皆さんが幸福と、それぞれの立場があり

ますので、子供には子供の、中間層には中間層

の、または高齢者には高齢者の、それぞれの福

祉が充実するように、議会の皆さんと協議をし

ながら、一歩でも前に進めるように頑張ってま

いりたいと思います。 

○持留良一議員  市長は建設的な提案をと言っ

ておられましたので、今回こういう形で建設的

な提案を２つにしましたので、ぜひそれを受け

止めていただきたいというふうに思います。 

 終わります。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は11時25分から。 

     午前11時16分休憩 

 

     午前11時25分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、９番、篠原 則議員の質疑及び質問を

許可いたします。 

   ［篠原 則議員登壇］ 

○篠原 則議員  皆さん、お疲れさまでござい

ます。２月というのに春を思わせる陽気でござ

います。 

 そこで昨日、帰り、ちょっと農協のほうに行

ったんですけれども、素晴らしいロータリーの

お花、そして帰り道は道の駅はまびらのすばら

しいお花、大変美しいでした。年600万円やっ

たっけ、予算が物語る美しさであったなと思っ

ております。 

 また久しぶりに市民館にも寄ってみたんです

けれども、市民館の花も、花園も、大変きれい

でした。ぜひ市民館の花園にも60万円ぐらいの

予算をつけていただけたらもっときれいになる

んじゃなかろうかと思っております。 

 それと、ただいまから質問させていただきま

す瀬戸口藤吉翁事業のこれまでの取組と今後の
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計画についてお尋ねいたしますけれども、垂水

のスーパーダイワのところと、以前は河崎川の

手前のほうに、マーチングロードという看板が

ございました。中央商店街でつくられた看板だ

と思いますけれども、このマーチングロード、

国道ですけれども、これもちょっときれいにで

きたらなと一人で思うところでございました。 

 それでは、質問に入らせていただきます。 

 瀬戸口藤吉翁のふるさとである本市において

これまで様々な顕彰事業に取り組んでこられた

と思います。また、議会初日の施政方針の中で

も予算が拡充されたと思っております。そこで

これまでの顕彰事業の取組と今後どのような事

業を計画されているのかお尋ねをいたします。 

 次に、包括連携協定についてでございますが、

本市におきましては様々な企業さんと包括連携

協定を締結されており、令和７年第３回垂水市

定例会では梅木議員、新原議員から一般質問が

なされたようでございます。その際も答弁いた

だいたところでございますが、多くの包括連携

協定が締結されていることから、一つ一つの包

括連携協定について、どのくらい当市にとって

効果があるものか分かりにくいという声がある

ようでございます。 

 そこでお尋ねいたしますが、これまでの包括

連携協定について、件数や実績等についてお答

えをいただきたいと思います。 

 次に、市長の選挙公約についてお尋ねをいた

します。 

 前回の市長選挙におきまして、尾脇市長はグ

ラウンドゴルフ場の整備や中央地区の雨水排水

対策等、複数の公約を挙げられており、笑顔が

続く進みやすい垂水市づくりのため、スピード

感を持ちながら計画的かつ着実、丁寧に進める

ことを挙げられております。令和５年１月の当

選以降、既に３年が経過しているところでござ

いますが、市長選挙の際、挙げられた公約のう

ち、どのくらいの公約を実現されているのか、

実現されていないものはあるのか、公約は市長

が有権者の皆さんと交わされた約束ごとであり、

実現に向け尽力される市長はあると考えるとこ

ろでございますが、全体的な進捗状況について

教えていただきたいと思います。 

 これで１回目を終わります。 

○社会教育課長（大迫隆男）  これまでの取組

と今後の計画はにつきましてお答えいたします。 

 行進曲の父とも称される瀬戸口藤吉翁を顕彰

する事業といたしまして、平成11年度以降、瀬

戸口藤吉翁記念行進曲コンクールと海上自衛隊

音楽隊による瀬戸口藤吉翁のふるさとコンサー

トを行ってまいりました。行進曲コンクールに

つきましては、令和２年度の第22回大会を新型

コロナウイルス感染拡大防止のため中止として

以降、開催していないところでございます。同

コンクールにつきましては、小学校の部から大

学・一般の部まで幅広い年代の団体が参加され

るコンクールとして多くの市民の皆様が楽しみ

にされておりました。しかし、第１回大会は最

も多い30団体の参加がございましたが、その後、

最も少ない年では９団体という状況もあり、主

催者といたしましてもコンクールの開催自体に

苦慮していた側面もございました。 

 全日本吹奏楽連盟が公表した2024年実態調査

結果によりますと、2020年以降、毎年100団体

以上が減少しており、全国的に吹奏楽団体数、

部員数が減っているということから、今後コン

クールを開催することは難しいものと考えてお

ります。しかしながら、少しでも市民の皆様に

音楽に触れる機会をつくりたいという思いから、

代替事業として令和５年度から瀬戸口藤吉賞を

受賞した団体によるグランプリコンサートを実

施しているところでございます。 

 また海上自衛隊音楽隊によるふるさとコン

サートにつきましては、令和２年度は新型コロ

ナウイルス感染拡大防止のため中止といたしま

したが、令和３年度に感染症対策として事前申
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込制で入場率を50％以下にした上で開催いたし

ました。その後は毎年通常開催しております。 

 令和８年度につきましては、６月に海上自衛

隊音楽隊による瀬戸口藤吉翁のふるさとコン

サートを開催予定となっております。現在、出

演する音楽隊につきましては調整中でございま

す。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  包括連携協定に

つきましてお答えいたします。 

 令和７年第３回市議会定例会において質問に

お答えしましたとおり、包括連携協定とは、市

と相手方がそれぞれの資源を相互に活用し、長

期的な視点に立って課題解決に向けて協力、連

携して取り組むことを目的に締結するものでご

ざいます。これまで４つの高等教育機関のほか、

12の企業、医療機関１団体、ＮＰＯ法人１団体

と締結しており、また昨年11月には牛根地区、

それからグローバル・オーシャン・ワークス株

式会社、健土株式会社と本市による４者協定を

締結したことから、包括連携協定の総数は19件

となるところでございます。これらの協定を分

類しますと、大きく３つに分類できるものと考

えております。 

 まず１点目が高等教育機関、大学との連携で

ございます。大学が有する専門的な知見を活用

し、本市の地域課題解決を図るもので、大学側

にとっても地域貢献のほか、学生が実践的な学

びを経験することができるという、相互にとっ

て利益があるものでございます。 

 代表的な取組を挙げますと、鹿児島大学とは

本市の最上位計画であります総合計画の策定や

元気プロジェクトでの連携等を展開しており、

鹿屋体育大学とは学校教育現場における連携や

「はんとけん体操」に代表される一般介護予防

事業の連携等を展開しております。また、鹿児

島国際大学と鹿児島女子短期大学とは、学生が

本市について学び、実際に複数回足を運んでい

ただくことで、本市に対する知識や愛着を育み、

関係人口の増加に資するための取組として事業

を展開しているところでございます。 

 ２点目が、企業等との連携でございます。企

業が有する専門的な知見や資源を活用すること

で、地域課題の解決を図るもので、企業にとっ

てもＣＳＲ、企業の社会的責任でございますが、

これを果たすことで社会的信頼を得ることがで

きるものでございます。 

 代表的な取組を挙げますと、公益財団法人慈

愛会とは産婦人科医療機関慈愛会垂水サテライ

トクリニックに関する連携、それから日本航空

株式会社（ＪＡＬ）ですが、ＪＡＬとは本市特

産品の販路拡大に資する取組を展開していると

ころでございます。また青山学院大学陸上競技

部の原晋監督が取締役を務められている株式会

社アスリートキャリアセンターとは、食材を青

学陸上部の寮に提供することで、本市特産品の

付加価値の向上を図る取組に加え、今般の議会

には令和８年度事業として、部活動の実技講習

等を目的とした取組に係る予算を計上している

ところでございます。また株式会社タイミーと

は、タイミーが有するマッチングの仕組みを活

用した人材確保や新たな雇用創出を目指す取組

が市内事業所において展開されているほか、令

和８年度事業として、庁内のイベントスタッフ

等をタイミーの仕組みを用いて確保することで、

職員の負担軽減を図るための取組に係る予算を

計上しているところでございます。 

 ３点目が、牛根地区における４者協定でござ

います。これは地域振興計画に位置づけられた

地域のありたい姿の具現化として、グラウンド

ゴルフ場の整備等に４者が連携して取り組むた

めに締結したものでございます。この協定の最

大の特徴は、地元企業と市が地域における課題

の解決や持続的な地域の発展のため相互に連携

し、それぞれの資源を提供する新しい官民連携

の形であることであり、今後、他地区におきま
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しても同様の協定を締結するためのモデルケー

スとしていきたいと考えているところでござい

ます。 

 包括連携協定の締結に際しましては、相手方

のネームバリューや実績を重要視するのではな

く、相互に連携することで具体的にどのような

事業を行うことができるのか、それらを通じて

本市にとってどのようなメリットが生じ、本市

の課題解決の一助とすることができるのかとい

う点に主眼を置いていることでございます。 

 今後におきましても、期待できる効果をしっ

かりと検証した上で、包括連携協定の締結を通

じて、市民生活の質の向上や地域発展に寄与す

るよう取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  包括連携協定につきまし

て、私のほうからも答弁をさせていただきたい

と思います。 

 その目的、これまでの件数、代表的な例につ

きましては、ただいま担当課長が答弁をしたと

おりでございます。 

 市長として、この各種協定が単なる形式的な

合意ではなくて、実際に地域課題を解決するた

めの具体的な行動につながっていることを重視

しております。 

 一例として、先ほど担当課長がお話をしまし

たけれども、鹿児島大学との元気プロジェクト

における連携につきましては、平成29年度から

取り組んでおりまして、直近で言いますと令和

７年度の参加者からの満足度は94％を得ている

というところでございます。全国的にも類を見

ない実証実験でございまして、いい成果につな

がっているのではないかなというふうに思いま

す。 

 このように、実際、御参加いただいた皆様か

らも非常に高い評価をいただいているところで

ございますが、去る令和５年６月には鹿児島県

民交流センターで開催をされました第59回日本

循環器病予防学会学術集会というところにおき

まして、第19回日本心臓財団小林太刀夫賞とい

うものを受賞しておりまして、対外的にも非常

に高い評価をいただいているところでございま

す。 

 また、日本航空ＪＡＬとの連携につきまして

は、昨日もありましたふるさと納税１億円以上

に加えて、国際線ファーストクラスラウンジで

の「海の桜勘」の提供、あるいは鹿児島空港サ

クララウンジでの温泉水の提供、「桜島美湯

豚」の国内線ファーストクラス機内食での提供、

羽田空港内の羽田産直館での物販が行われてお

りまして、本市特産品の販路拡大に大きく寄与

していただいているものと考えております。 

 これ以外の協定につきましては、全ての取組

が継続して続いておりまして、様々な面で本市

にとっての成果をもたらしているものと考えて

おります。 

 このような成果に関しましては、道半ばであ

るものの、市民の皆様の幸福のために、また元

気な垂水づくりのために、必要不可欠なもので

あると考えております。今後も学術機関や企業

などとの連携を継続して行うことで、本市が抱

える課題の解決に取り組むとともに、本市の発

展に寄与する新たな包括連携協定の締結につき

ましても市民の皆様一人一人の暮らしに寄り添

い、地域の未来に向けた具体的な成果を生み出

せるかどうかを基準に、しっかりと検討を行っ

てまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  公約の進捗状況

につきましてお答えいたします。 

 令和５年１月に行われました市長選挙で、尾

脇市長が配付していた選挙リーフレットには、

全15項目の公約が掲げられています。そのうち

有事に備える地域防災体制の具体策である消防

団第１分団詰所の整備、子育て支援・教育の充

実の具体策である高校生医療費無料化窓口負担



－141－ 

ゼロ、小中学校の給食費無償化、垂水でアウト

ドアレジャーの具体策であるグランピング施設

計画等は既に実現しているところでございます。 

 また、有事に備える地域防災体制の具体策で

ある中央地区の雨水排水対策や、スポーツを通

じて健康増進、世代間交流の具体策であるグラ

ウンドゴルフ施設整備（牛根地区と中央地区）、

これについては計画どおりに進捗しており、特

にグラウンドゴルフ場の整備については任期内

の実現が見込まれるところでございます。 

 錦江湾横断道路の実施路線化につきましては、

実現こそされておりませんが、周辺自治体や県、

国、民間も含めた関係機関と連携して取り組ん

でおりまして、特に官民連携で取り組んでいる

錦江湾横断道路推進連携協議会の決起集会では、

森山瓠衆議院議員をはじめ、多くの関係団体、

関係機関等集まっていただき、総勢550人の方

にお集まりいただいたところであり、実施路線

化に向け、大きな推進力となったものと考えて

おります。 

 公約の中には、海潟なぎさ荘跡地活用など、

進展が見られないものもございますが、こちら

については相手方の意向が大きいことから、ま

ずは周辺環境の整備を行うなど、将来的な活用

に向け、現時点で行えることに取り組んでいる

ところでございます。 

 このように、既に実施したもの、計画的に進

捗しているものが大半を占めており、進展が見

られないものについても全く着手していないも

のはないところでございます。私たち職員とし

ましては、市民の皆様から信任を受けた市長の

公約実現に向け、今後もしっかりと取り組んで

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  御質問がございました公

約の進捗状況につきまして、今、企画政策課長

が答弁したとおりの現状でございますけれども、

公約というのは具体的な政策や目標を示したも

のでありまして、単なるスローガンではなくて、

市民の皆様とのお約束したものであると考えて

おりますことから、任期期間中の実現を目指し

て全力で取り組むべきものと考えておりまして、

市職員の皆さんとともに日々取り組んでいる現

状でございます。公約の中には相手方があるも

の、本市単独の努力だけでは実現できないもの

もございますが、実現に向け、できることがあ

ればしっかりと取り組み、周辺自治体や国、県、

民間を含む関係機関と連携をして、一歩ずつ推

進していく必要があると考えております。 

 一例を申し上げますと、宮脇海岸公園におけ

る「サウザンドガーデンたるみず」の整備につ

きましては、民間活力を導入することで実現に

至ったものでありまして、新たな観光拠点とし

て先週末は日によって満室となるという業務実

績につながっているようでございます。結果的

には交流人口の増加や地域資源の活用に御貢献

いただいているものと考えているところでござ

います。 

 また錦江湾横断道路の実施路線化につきまし

ては、本市のみならず大隅をはじめとする九州

南部地域の産業、経済、文化の発展に寄与する

とともに、防災、医療の観点からも命を守る道

路でありますことから、特に官民の連携が不可

欠と考えており、今年度は新たに事業推進に尽

力する団体への補助金を予算化したところでも

ございます。 

 担当課長からありましたとおり、全ての公約

は一朝一夕で完成するものではございませんの

で、既に実現したもの、計画的に進捗している

ものが大半を占めており、方向性といたしまし

ては確実に前進していると考えているところで

ございます。 

 市民の皆様とのお約束を果たすために、公約

の実現はもとより、市民の皆様の幸福のために、

元気な垂水の実現のために、残り１年間一生懸

命頑張ってまいりたいと思っているところでご
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ざいます。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  瀬戸口藤吉翁顕彰事業につい

てでございますが、これまでの取組と今後の計

画はよく分かりました。ありがとうございまし

た。 

 垂水市の生んだ偉大な作曲家、瀬戸口藤吉の

顕彰事業については、今後も現在取り組んでい

る事業を中心に頑張っていただきたいと思いま

す。 

 本市の文化振興につなげていただきたいと思

いますが、市長の施政方針の資料に、寄贈ピア

ノ運送費について記載がございましたが、その

点について教えていただきたいと思います。 

○社会教育課長（大迫隆男）  寄贈ピアノ運送

費につきましてお答えいたします。 

 瀬戸口藤吉翁が生前使用していたピアノの寄

贈につきましては、令和４年12月議会で北方議

員からの一般質問に、本市に正式な寄贈の申出

がなされた場合の対応等についてお答えしたと

ころでございます。 

 昨年８月、藤吉翁の孫に当たります瀬戸口典

久様から寄贈したい旨の正式な文書が市長宛に

届きましたので、翌月にはお礼状を送付したと

ころでございます。 

 また12月に担当者が上京して、典久様に直接

お会いし、寄贈に対してのお礼の気持ちを改め

て伝えるとともに、本市に運搬するための協議

を業者と行ったところでございます。 

 今回の運搬については、重量物の扱いが可能

な作業員により、４トンチャーター車へ積込み

を行った上で文化会館まで運送する計画となっ

ており、御質問のピアノ運送費につきましては

新年度予算に計上しているところでございます。

ピアノの運送時期は４月末を予定しており、そ

の後、６月のふるさとコンサート開催時に市民

の皆様にお披露目する計画となっているところ

でございます。 

 また、ふるさとコンサート終了後には市民の

皆様に気軽にご覧いただけるよう、文化会館の

ホワイエに展示スペースを確保する方向で検討

しており、このことにつきましては典久様にも

お伝えし、了承していただいているところでご

ざいます。 

 なお、このピアノに加えまして藤吉翁の御子

息が使用していたコントラバスとトロンボーン

についても寄贈いただく予定となっております。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。 

 先ほど社会教育課長の答弁の中で、令和４年

の北方議長の一般質問のことを取り上げており

ましたが、皆様御承知のとおり、今回のピアノ

寄贈実現に至るまで、長い間、北方議長が御尽

力をされたことにつきまして、この場を借りて

感謝を申し上げたいと思います。 

 藤吉翁の墓参りに何回も上京されたり、典久

様との様々な交渉や調整等、北方議長の御尽力

なくして今回の取組は成功しなかったと思って

いるところでございます。瀬戸口藤吉翁が実際

使用されていたピアノが垂水市に里帰りすると

いうことは、大変価値あることだと思います。

今後も典久様と連絡を取り合いながら、円滑に

取組を進めるようお願いいたします。 

 そこで、このコンクール、ふるさとコンサー

ト、長い間、実現されているわけですけれども、

やっぱり何かをするに当たってきっかけがある

わけですけれども、そのきっかけをちょっと披

露したいと思いますけれども、昔々といえばそ

んな昔でもないんですけれども、垂水市の下宮

の商店そこでの会議、会議といいますか、飲み

会といいますか、そこで１人の垂水思いのおじ

さんがおりました。そのおじさんが北方議長で

ございますけれども、そのおじさんが当時の教

育長に、何か垂水もやろうやということで提案

をされ、その教育長が今度は市長に、当時の市

長に提案されて始まったとお聞きしております。
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その開催は、次の市長さんのときに開催される

ようになったようでございます。御披露までと

いうことでございます。北方議長の頑張りがす

ごかったなと思っております。 

 次に、包括連絡協定の締結について、締結し

ていることを、学術機関との連携、企業との連

携では、それぞれもメリットがあることが理解

できましたが、また牛根地区での４者間の協定

では、これまでにない新しい官民連携の形であ

り、今後の地域課題解決のためのモデルケース

となるものであると分かりました。しかしなが

ら、件数が多く、全ての包括連携協定について

説明いただく時間もなかったことから、例えば

広報紙やホームページ等で一般市民の皆さんに

も分かりやすい方で進捗状況を示されてはいか

がなものかと思うところでございます。 

 今後も協定の締結によるメリットをしっかり

と検証しながら、包括連携協定による本当に市

民の皆さんのためになるようにしっかりと検証

いただくことを要望いたしまして終わりますが、

私個人的には鹿児島大学との取り組み、今村病

院、慈愛会垂水サテライトクリニック、ここは

実感として分かるわけですけれども、他の連携

協定があまり実感として分かりませんので、ま

た分かりやすく教えていただけたら助かります。

よろしくお願いいたします。 

 この件については、終わります。 

 次に、最後の公約でございますけれども、既

に実現した公約以外のものについて、おおむね

着手済みであることが分かりました。公約の実

現という意味において一定の評価をしたいと考

えているところでございます。さて、公約につ

きましては、４年間という限られた任期中に実

現することが大前提であり、そのためには職員

の尽力が不可欠でございます。市長におかれま

しては、職員の皆さんの声を聞き、その上で必

要なときはリーダーシップを示すことが求めら

れると思います。今後も職員の頑張りを評価し

ながら、公約の実現に努めていただきますよう

要望いたします。 

 そこで、市長にお尋ねをいたしますけれども、

なぎさ荘の相手さん方との交渉はどういうふう

になっているか、教えていただきたいと思いま

す。 

○市長（尾脇雅弥）  答弁の前に、私も北方議

長には感謝を申し上げたいと思います。大変御

尽力をいただいておりましてありがとうござい

ます。 

 公約の中のなぎさ荘跡地です。御存じの方も

いらっしゃると思いますけれども、某民間企業

の所有ということでございまして、以前、旧フ

ェリーの跡地の、フェリーの交換の際の土地の

売買の関係で、元市長さん方と裁判沙汰になっ

ているという経緯がございまして、なかなかあ

そこのなぎさ荘の草一本刈ることも許可できな

いというような状況がございました。草一本刈

ったら裁判を起こすぞみたいな話も聞いたこと

がございますけれども、その後、何度か足を運

んでお話をさせていただく中で、大分そのこと

は御理解をいただいて、管理する分には構わな

いということで、１回、地域の皆さんの協力も

含めて管理させていただいたんですけれども、

やっぱり草木はまた生えてまいりますし、30年

近く放置されておりましたから、なかなか跡地

活用も含めて、どうやっていくのかという大き

な課題が残っております。 

 昨日、新原議員の中でも、海業も含めて周辺

の御提案がございました。非常に壮大な計画で

趣旨賛同でありますけれども、簡単にいかない

事情もありますので、その辺のところと考えな

がら、海業でありますとか海の駅とか、いろい

ろあの辺エリアの開発の中に重要な場所であり

ますから、篠原議員がおっしゃったとおり、な

かなか公約の中でもそこ進んでない部分であり

ますけれども、また改めて足を運びながら、今

後いろいろ予想される水産関係のイベント等と
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も絡めて、まずは交渉をして、いろんな意味で

の御理解を賜って、我々の思いを伝えながら官

民連携、相当な額、あそこを購入するだけでも

数億円という話でありますから、そこには跡地

の活用というのがセットでないと難しいところ

がございますので、また御意見いただきながら、

なぎさ荘跡地の有効活用というのは進めていけ

ればというふうに考えているところでございま

す。 

○篠原 則議員  成果も大分悪いし、前川畑議

長も一生懸命取り組んでいらっしゃったようで

すけれども、そういう意味も含めまして、この

相手さん方の対応はぜひ市長のほうに頑張って

いただきたいと思います。 

 最後に、市長にもう一つお尋ねいたしますけ

れども、公約の中で、もう１期働かせてくださ

いとありましたけれども、これは勇退の意向で

しょうか、お尋ねいたします。 

○市長（尾脇雅弥）  我々は、皆さんもそうで

すけれども、選挙で選ばれないとそれぞれの仕

事ができないわけでありますので、１期４年ご

とに公約を掲げて挑戦をしていくということで

あります。結果として２期、３期、４期と積み

上げてまいりましたけれども、まずはこの１期

４年間、与えられた任期、特に今日は３月議会

ということでありますから新年度予算をしっか

りと成立をさせて、市民の皆様の様々な事業に

影響がないようにやっていくということが、ま

ずは私に与えられた使命でありますので、しっ

かりとまずは任期に向かって頑張っていきたい

と考えているところでございます。 

○篠原 則議員  副市長にお尋ねしますけれど

も、副市長は教育者ですから、この意味を教え

ていただけないでしょうか、どう受け取ればい

いのか。 

○副市長（坂元裕人）  もう一回中身を教えて

ください。 

○篠原 則議員  もう１期働かせてくださいと

いう言葉を、どういうふうに理解すればいいの

か、教えていただきたいと思います。 

○副市長（坂元裕人）  文字どおり捉えていた

だければと思いますけれども。 

○篠原 則議員  文字どおり取り扱いたいと思

います。 

 隣の町では、人が変われば景色も変わるとい

うようなことで、勇退された方もいらっしゃい

ますので、市長は頑張っていらっしゃいますけ

れども、ぜひ県政、国政に進んでいただきたい

と思います。 

 終わります。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は１時15分から再開いたします。 

     正  午  休憩 

 

     午後１時15分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、10番、感王寺耕造議員の質疑及び質問

を許可いたします。 

   ［感王寺耕造議員登壇］ 

○感王寺耕造議員  皆さん、お疲れさまです。 

 質問に入ります前に、ちょっとだけ前語りを

したいと思います。 

 昨日の夕方から今朝方にかけてテレビニュー

スを見ていますと、例の物価高騰対策のプレミ

アム商品券の話題が出ておりました。熊本市長

も陳謝なさってたんですが、結局、やり方が悪

かったということですね。私の先輩で熊本住ん

でいる人間がいますが、２週間前からスーパー

に買いに行ったら、どうも各スーパーとかお店

単位で割当てをして販売していると。私の先輩

は地元の大手のスーパーに行きましたら、もう

商品券ありませんと、うちの割当てはありませ

んということでございました。そういうことで、

せっかく国が物価高騰の支援対策で多額のお金

を出しているのに、行政の不手際でそういうこ
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とがあったということで、熊本市長も陳謝され

たことと思います。 

 今朝ほど早めに登庁しましたら、水産商工観

光課長が先頭になって、個人向けの１万円、１

人当たり１万円、それの配送業務を先頭に立っ

て、また他の課員の応援も借りながら、すぐに

郵便局へ持って行かれた様子を見ておりました。

１月16日の臨時会が始まって、ひと月ちょっと

の間でよう頑張ったなぁと思っております。残

りの分、50％分のプレミアム商品券、この分に

つきましても一刻でも早く、一時でも早く、間

違いのないように販売していただけるように。

また申込者が殺到した場合は、やはり抽選とい

う部分も必要と思いますので、その辺の部分も

頭に入れていただいて、頑張っていただきたい

と思います。 

 それでは議長の許可を得ましたので、総括質

疑に一般質問、ごちゃ混ぜになっておりますけ

れども、質問したいと思います。 

 まず、均衡あるまちづくりの考え方について、

市長に伺います。 

 新城・牛根地区については、昭和の大合併以

前、行政区でありましたが、両地区とも人口減

少が著しいものがあります。平成17年、新城で

は1,347人住んでおりました。令和２年は887人

であります。また本年度、令和８年１月31日末

日779人であります、しかしかながら、この数

字には城山学園さんが36名、財宝マンションに

お住まいの方も多分30名ほどおられるんで、実

質は700名を切ってるんではないかというあり

さまでございます。牛根につきましては平成17

年2,302人、令和２年が1,303人です。また令和

８年１月31日末日には1,224人という状況です。

平成17年、ひと昔前ですが半減と言っていいほ

どの数字であります。 

 そこで市長、均衡あるまちづくりについて、

市長の考えを伺ってまいります。 

 ２番目、消費税についてであります。 

 （１）については、ちょっと私も恥ずかしい

質問でありましたので割愛します。 

 （２）です。今回の衆議院選挙において、自

民党の公約として、飲食料品については２年間

に限り消費税の対象としないことについて、国

民会議において実現に向けた検討を加速すると

の高市首相の発言がありました。現在、予算委

員会で審議中でございますが、減税か、非課税

か、全く不明でありますけれども、実行された

場合、本市への影響はどうなのか。また財源不

足は懸念されますが、地方消費税交付金の減収

分をどう補っていくのか、財政課長に伺います。 

 ３点目、私立高校無償化についてであります。 

 突然の衆議院解散で、私立高校授業料の無償

化拡充の４月スタートが不透明な状況に陥って

おります。予算案と改正法案の審議が大幅に遅

れるため、年度内成立は絶望的であると思われ

ます。現在、中学生は一生懸命受験の真っただ

中でありますけれども、子供たちの入学金、授

業料等の支払いに困難を生じることが、そうい

う家庭があることも懸念されます。本市独自の

救済策の考えはないのか、教育総務課長に伺い

ます。 

 ４点目、垂水高校振興対策と新施策、地域み

らい留学制度について伺います。 

 これまで年間約1,000万円の振興予算が生徒

数増加に結びついているのか、また地域みらい

留学制度の具体的な概要について、これは誰か

な、学校経育課長でいいかな、教育委員会のほ

うでお答えください。 

 ５点目、スマート農業の推進についてであり

ます。 

 施政方針で説明された垂水市農業生き生き支

援事業について、想定しているスケジュールと

実証する機器はどのようなものを考えているの

か。また垂水の地形や品目に対応したものが必

要であり、農家の所得向上に向けてどのような

観点で検討していくのか、農林課長に伺います。 
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 これで１回目の質問を終わります。 

○企画政策課長（堀留 豊）  均衡あるまちづ

くりにつきまして、お答えいたします。 

 本市においては人口減少、少子高齢化が続い

ており、議員御指摘のとおり以前の行政区であ

る新城・牛根両地区においても人口減少が著し

く進んでいると認識しております。 

 こういった中で、本市では地域振興対策の１

つとして、第４次垂水市総合計画において、市

内９地区の地区公民館を地域拠点地区と位置づ

け、各地域拠点地区において地域づくりの考え

方や地域の将来像を盛り込んだ地域振興計画を

定めて、各地域の特性を生かしたまちづくりを

地域住民自らが進めていくこととしました。地

域振興計画は平成23年３月に策定した大野づく

り計画を皮切りに、現在では市内９地区全てで

地域振興計画が定められ、この計画を基に各地

域の特性を生かしたまちづくりが進められてい

るところでございます。 

 新城地区については、平成24年度から令和３

年度までの10年間を計画期間とする新城づくり

計画、令和５年度から令和14年度までの10年間

を計画期間とする第２期新城づくり計画を策定

し、「人情、豊かな自然と歴史に抱かれた住み

よい郷 新城をめざして」を地区の大目標に掲

げ、当計画に基づいたまちづくりを進めていた

だいております。 

 牛根３地区の松ヶ崎については、「歴史と景

観に恵まれた松ヶ崎を、道の駅を生かして広め

たい」を地区の大目標とし、道の駅たるみずを

活用した人的交流による地域活性化を主体とし

たまちづくりを。境地区では、「熱く語れ 大

きく動け 人がふれあう境浜魂」を大目標とし

て、地域主体の交流イベントであるおじゃった

もんせを生かしたまちづくりの開催や、境浜ふ

れあい館を活用した交流活動など、地域住民が

主体となった交流活動による地域活性化を主体

としたまちづくりを、二川地区では「牛根でし

かできないこと、牛根だからできることを牛根

のみんなで考えよう」を地区の大目標とし、グ

ラウンドゴルフや夏祭り等の各種イベントによ

る、住民交流による地域活性化を主体としたま

ちづくりを進めていただいております。 

 また、牛根地区については、牛根地区公民館、

グローバル・オーシャン・ワークス株式会社、

健土株式会社、そして垂水市との４者による包

括連携協定も締結し、民間の力も活用した新た

なまちづくりのモデルとなるような取組も進め

ているところでございます。 

 市としましても、地域の将来像実現のため、

地域住民と行政をはじめ関係機関、そして民間

企業等が連携し、住民ニーズに沿ったまちづく

りを進めることは魅力ある地域づくり、住んで

よかったと思える地域づくりにつながっていく

ものと考えているところでございますので、引

き続き地域特性を生かしたまちづくりを進めて

いけるよう努めてまいります。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  まず冒頭、感王寺議員が

前語りの部分で、水産商工観光課長が頑張って

いるということに触れていただいたことに感謝

を申し上げます。 

 本当にそのとおりで、全ての課長さん、職員

が頑張って、まちの発展のために尽くしていた

だいております。裏事情を聞きますと、４日間、

恐らく封筒詰めがかかるだろうということを職

員の皆さんの協力で２日間で終わらせて、いち

早く、このことを先ほどおっしゃいましたプレ

ミアムの経済対策として、これまで２億円程度

の市場規模だったのが大体５億円ぐらいになる

ということでありますので、例えば５人家族、

子供３人世帯になりますと７万円上限を使って

いただきますと10万5,000円分まで使えるとい

うことと、加えて５万円が配付をされて、子育

て１人２万円ということでありますから、相当

な額の財政支援にもつながっていくと思われま
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すので、その辺のところをしっかりと対応して

いただければと思うところでございます。 

 その上で御質問のことにお答えしたいと思い

ますけれども、地域振興計画に基づくまちづく

りにつきましては、担当課長が答弁したとおり

でございますけれども、少し補足をさせていた

だきます。 

 私が市長に就任をさせていただいた平成23年

当時には、市町村合併の法定協議会から離脱を

して、単独での自治体運営を行わざるを得ない

状況でございました。これまでの間、市民の皆

様方の多大なる御理解と御協力の下で、安定し

た行政運営を行うことができたと考えておりま

すが、議員の御指摘のとおり、人口減少につい

ては垂水市だけではないにしても、全国的にも

非常に厳しい状況であると認識をしております。 

 均衡あるまちづくりの観点で申し上げますと、

担当課長が申し上げたとおり、縦長37キロのま

ちでございますので、この中に９つの小学校区

がありますので、地域住民の皆様が自らの手で

10年後の未来を描くということで、地域振興計

画を作成をして、それぞれにおいて様々な評価

をいただいております。確か新城地区におきま

しても国の評価をいただいて、まちづくり進ん

でいるものと認識をしております。 

 地域住民の皆様が地域の将来像を描き、その

将来像を実現に向けた行動計画を地域住民自ら

が実行していくという、この地域振興計画は、

森山先生をはじめ、国からも非常に高い評価を

受け、地域振興計画に基づく事業に対する財政

支援措置として総務省の過疎地域持続的発展支

援交付金もこれまで多くの採用をいただいて、

市内で総額１億7,494万円の交付金をそれぞれ

にいただいているところでございます。 

 今後も市内９つの地区の振興計画に基づき、

それぞれの特色のあるまちづくりをこれからも

引き続いて行ってまいりたいと考えております

が、議員が御指摘のある均衡のあるまちづくり

ということに関しましては、地域住民の皆様、

地域組織、事業者、そして行政をはじめとした

関係機関が一体となってそれぞれの地域の特性

を生かし、地域の魅力を高めるとともに、人と

人との触れ合いやふるさとへの愛着を持ち続け、

住み続けたいと思えるまちづくりを実現するこ

とが必要だと考えているところでございます。 

 現在、具体的には牛根地区におきましては、

垂水市と住民、グローバル・オーシャン・ワー

クス株式会社様、健土様の４者協定に基づきま

して、旧牛根中学校跡を中心に、今後の事業推

進が計画をされております。恐らくは北、ある

いは新城エリアがなかなか発展がどうなのかと

いう御質問だと思いますけれども、新城地区に

おきましては、これはあくまでも私の私案であ

りますけれども、新城支所を中心とした拠点エ

リア、この近くに高齢者向けの施設もございま

して、農協の跡地もありますので、この辺をど

ういうふうに活性化していくのかということが

大切ではないかと、現段階においては考えてお

ります。 

 今後、地元の感王寺議員をはじめ関係者の御

意見、御要望をいただきながら、やっぱり地域

振興計画の中にしっかり位置づけるということ

が大事でございますので、そのプロセスを踏み

ながら具体化へ向けて検討の環境整備を整えて

いきたいというふうに考えているところでござ

います。 

○財政課長（草野浩一）  飲食料費について２

年間に限り消費税の対象としないことが実行さ

れた場合の本市への影響と地方消費税の研修分

をどう補っていくのかにつきましてお答えいた

します。 

 令和７年第４回定例会一般質問において、池

山議員への答弁と一部重複いたしますが、消費

税は国において徴収されており、税率10％のう

ち国税分が7.8％で、残りの2.2％は地方税分と

なります。これを最終消費地に税収を帰属させ
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るために、年間販売額、人口、従業員数など、

消費に関連した基準により、都道府県間で精算

され、その２分の１が市町村に交付される地方

消費税交付金となり、本市の令和６年度決算額

で申し上げますと３億4,967万円の収入となっ

ております。 

 総務省の国税、地方税の税収内訳では、令和

５年度における消費税収は、国税分が23兆923

億円、地方税分が６兆2,632億円となっており

ます。 

 御質問である飲食料品の消費税ゼロの政策に

つきましては、高市総理は社会保障改革を議論

する国民会議で、具体化に向けた協議が進めら

れるとの発言がなされているところです。消費

税決算額に占める食料品などの軽減税率分の額

は公表されていないため、正確な減収の見込み

額を数字でお示しすることはできないところで

ございますが、飲食料品税率ゼロが実現すれば、

年５兆円ほど税収が減るとの報道がございます

ことから、先ほど申し上げました令和５年度の

国税、地方税分を合わせた消費税収納29兆

3,555億円と同じく令和５年度の本市の地方消

費税交付金額３億3,325億円を用いて単純計算

いたしますと、約5,778万円の減収となるよう

でございます。 

 併せて国税である消費税につきましても、地

方交付税の財源とされておりますことから、消

費税収が減収となった場合、地方交付税の財源

不足により臨時財政対策債の発行が再開される

など、結果的に市町村の負担増につながる可能

性が高くなることが考えられます。 

 現在、国において地方消費税の減収分の財源

につきましては、特例公債、いわゆる赤字国債

に頼らず、補助金や租税特別措置の見直し、税

外収入などで財源を確保することなどが報道さ

れておりますが、地方消費税交付金の減収分へ

の対応につきましては、現時点において明確に

示されていないところでございます。 

 そのため当財政課といたしましては、今回の

消費税減税の話に限らず、これまでも収支の均

衡を図るため毎年行っております予算編成説明

会の中で、将来にわたり持続可能な財政運営を

行うため、各所属長をはじめ職員一人一人が危

機感を持って既存事業の検証、見直し、いわゆ

るスクラップ＆ビルドを行うなどの過剰投資や

無駄な支出は抑制する支出の見直しを取り組む

とともに、地方税だけでなく、交付金や補助金

の効果的な活用の検討をする多様な収入源の確

保に努めているところでございます。 

 以上でございます。 

○教育総務課長（小池康之）  高校授業料の無

償化拡充の４月スタートが不透明であるが、本

市独自の救済策の考えはないのかについてお答

えいたします。 

 高等学校等において教育に係る経済的負担の

軽減を図り、教育の機会均等に寄与するために、

国の施策として所得に応じて授業料等を支給す

る高等学校等就学支援金等事業が平成22年度か

ら実施されております。そして令和８年度から

所得制限の撤廃や支給上限額の引上げなど、事

業の拡充が予定されております。この事業拡充

に向けましては、議員の言われるとおり、衆議

院議員選挙の影響のため高等学校等就学支援金

の支給に関する法律の改正本案が４月までに成

立するか懸念されているところであります。高

校と直接手続を進める鹿児島県に確認しました

ところ、本事業の開始に向けて新年度予算案に

計上し準備を進めており、国からの情報を待っ

ている状況とのことでございました。 

 したがいまして、本市独自の新たな救済策の

実施は難しいと考えております。本市といたし

ましては、無利子で学費をサポートしている垂

水市奨学資金を活用していただけるよう改めて

保護者に周知してまいります。 

 以上でございます。 

 続きまして、垂水高校振興対策、これまでの
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年間約1,000万円の振興予算が生徒数増加に結

びついているのかについてお答えいたします。 

 本市唯一の高等学校である県立垂水高校の活

性化は、市政運営の基本理念である元気な垂水

市の根幹でもあり、本市になくてはならない学

校として入学者確保や在校生の進路、夢を実現

するため、垂水高等学校生徒通学費等補助金と

して７つの支援、いわゆるセブンサポートを行

っております。垂水高校の過去５年間の入学者

数は、令和３年度が計22人、令和４年度が31人、

令和５年度が30人、令和６年度が26人、令和７

年度が27人となっております。去る２月24日に

公表されました公立高等学校入学者選抜学力検

査最終出願者数では、普通科21人、生活デザイ

ン科20人、計41人の出願者があり、前年同時期

の25人から16人増加したところでございます。

その要因の１つとして、令和７年10月25日の創

立100周年記念講演会では、東進ハイスクール、

東進衛生予備校等を運営する株式会社ナガセの

永瀬昭幸社長、そして林修先生の講演が開催さ

れ、市内外から多くの方々に御来場いただき、

垂水高校の認知度向上につながったものと思っ

ております。 

 また、セブンサポートチラシにつきまして、

支援の内容を具体的で分かりやすいものに見直

しをするとともに、保護者の情報端末に電子媒

体でお届けすることで、いつでも必要なときに

見ていただけるように工夫を行ったことも増加

の要因になったと考えているところでございま

す。現在、在校生の半数ほどが市外からの入学

者であり、通学費補助金等セブンサポートを活

用し、充実した学校生活を送っております。こ

れまで地方創生・政策アイデアコンテストの受

賞や動画クリエイト甲子園の入賞など、全国的

に高い評価をいただいており、本市の垂水高校

振興対策や垂水高校の取組により、学校が活性

化していると実感しているところでございます。 

 今後も地元、垂水市に必要な高校として存在

意義を高められるよう、引き続き支援してまい

りたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（堀留 豊）  地域みらい留学

制度についてお答えいたします。 

 この取組については企画政策課で取り組んで

いるものですから、お答えさせていただきます。 

 地域みらい留学は、都道府県の枠を越えて、

意欲ある中学生・高校生が、自分の興味、関心

にあった高校を選択し、その地域で３年間、ま

たは短期期間を過ごす国内進学プログラムでご

ざいます。参加校は令和７年９月時点で全国

173校、参加生徒数は令和６年６月時点のデー

タでございますが3,192人となっております。

県内の参加校でございますけれども、２市５町

の８公立高校となっており、近隣では南大隅高

校が受入れ校となっているところでございます。 

 本制度のメリットでございますが、留学する

生徒にとっては地方での自然豊かな環境や少人

数の手厚い教育が魅力となり、受け入れる高校

にとっては県外からの生徒を受け入れることで、

新たな刺激が生まれるという双方向のメリット

がある仕組みとなっております。また留学期間

中は生徒だけでなくその保護者も地域を訪れる

ようになり、将来的には移住や地域との関わり

のきっかけになることから、関係人口の創出に

も大変期待が持てる取組であると考えていると

ころでございます。 

 一方、課題でございますけれども、生徒の受

入れを行うに当たり、学校側の理解はもちろん

のこと、宿泊場所や食事の提供体制の構築、生

徒の生活・安全面を支えるサポート体制の整備

が必要不可欠であることと考えております。本

市としましても垂水高校は地域になくてはなら

ない存在であり、垂水高校の在り方として、地

域に貢献し、地域に支えられる高校を掲げた垂

水高校振興対策に取り組んでいるところでござ

います。 
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 このようなことから、本市では今年度よりこ

の地域みらい留学制度の導入について、県内の

先進自治体へ聞き取り等の調査に着手したとこ

ろでございます。来年度も引き続きこの地域み

らい留学制度の導入についての調査研究、そし

て先ほど申し上げました課題解決に向けた検討

を、垂水高校と連携して行ってまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  垂水市農業生き生き

支援事業のスケジュール、機器はどのようなも

のを考えているのか、また農家の所得向上に向

けてどのような観点で検討していくのかにつき

まして、お答えいたします。 

 スマート農業はＡＩやＩｏＴなどの先端技術

を活用するものでございますが、本市は中山間

地域特有の小規模農地や急傾斜地といった条件

不利地を多く抱えております。そのため大型機

械による代替が困難な作業や人力作業の負担軽

減に直結する機器の検証が不可欠であると考え

ております。 

 令和８年度より市、県、ＪＡ等の職員で組織

する垂水市農林技術協会を主体として研修会や

実証調査を実施し、検証を行う計画としており

ます。具体的には、のり面などの除草作業を安

全、迅速に行うラジコン草払機、身体的負荷を

軽減するアシストスーツ、また果樹などの作業

効率を高める電動剪定ばさみなど、農家労働の

軽減に直接寄与する機器について実証してまい

ります。 

 スケジュールにつきましては、４月から５月

にかけて意見交換会や検討内容の精査を行い、

６月から10月にかけて生産現場での研修会や実

証調査を実施する方向で、現在調整を進めてお

ります。 

 次に、農家の所得向上でございますが、省力

化による生産性の改善を図ることで、労働時間

の短縮や規模拡大が可能となります。また、こ

れらの機器導入は、高齢者の営農継続や雇用の

確保にも有効な対策となり、地域共同活動の継

続にも寄与できるものと考えております。 

 今後の研修会や実証調査を通じ、農家の皆様

からの使用感や必要性について直接お伺いした

上で、国、県の補助事業などの活用や事業内容

との精査を行い、実効性のある導入支援に向け

て検証を重ねてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  １回目の質問から答弁まで

30分ですか。詳しく説明していただきました。 

 １点目です、均衡あるまちづくりということ

で、企画政策課長はあれですよね、地域づくり

計画ということを持ち出されました。でも、地

域づくり計画というのが本当に政策となり得て

いるのか、政策と結びついているのかという分

については、私はかねてから疑問なんですよ。

地域の人たちが花を植えるとか何とかやってる

わけですから、これを市の政策をまちづくり、

均衡あるまちづくりに結びつくのかというのは

ちょっと疑問なんですけど、これは置いておき

ましょう。 

 だから、牛根については、市長、確かにグ

ローバル・オーシャン・ワークスさんのすった

もんだもありましたけど、御協力いただいて、

牛根の方も喜んでいると聞いてますので分かり

ます。 

 それで市長、また新城の部分にも前向きな答

弁をいただきました。支所を通じて、支所の周

辺の部分をどうやって活用するか、また小学校

統廃合の問題もありますから、そこをどうやっ

て活用するか。ＪＡの跡地をどうやって活用す

るか、今から考えていただくんですけども、前

向きな答弁をいただいたことには感謝しますし、

期待してます。 

 ただ、思う部分が、私、分かるんだけど、思

うんだけど、市長も、移住定住の促進というこ

とで、私も提言してきました。空き家の活用と
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かでいろいろやってきて、私の言うことを全て、

空き家解体の部分やら何やら、全て聞きいれて

いただいて、移住定住の促進を図っておられる

のは理解してるんですけど、一番思う部分が、

また交流人口ですね。そういうものにも力を入

れている、そこを評価しますけども、一番問題

が、難しいんですが、働く場所ですよね。働く

場所がないっていうことです、決定的に。 

 具体例を挙げますと、南の拠点です。市長は

はまびらの部分を南の拠点と言っておられたけ

ども、古い話になりますけども、南中学校跡地

の部分、第１回の定例会の後、１回の議会も挟

まずに財宝さんに売られました。私、最終的に

は賛成したんですけども、そのとき何で賛成し

たかというと、マンションもそうですけども、

あそこにペットボトルの工場を造るんだという

ことでありました。そうだったですよね。そう

いうことがあって、私は賛成しました。働く場

があれば地元の人が帰ってくるかもしれない。

また市外から移住者が増えるかもしれないとい

うことで賛成したんですけども、その後、財宝

さんの経営方針の変わりもありまして、これは

もう私企業ですから私は何も申しませんけど、

そういった部分。あとは今回の質問とは違いま

すけど、理喜ニットの跡地です、あれは市の持

ち物ですね、こっち側。その辺についてはちょ

っと施策が追いついてないんじゃないかと思う

んですけども。 

 長々なりましたけど、働く場所という観点で、

地域計画をおっしゃいましたけど、それ以外の

観点で言ってますので、今回はとりあえず働き

場所の確保という部分で、市長、答弁ください。 

○市長（尾脇雅弥）  厳密に言えば、働く場所

というよりは、自分の条件に見合う働く場所が

ないんだと思います。人手不足、昔は仕事がな

いって言ってましたけど、今、人が足りないで

すから、トータルでは働く場所がないというよ

りは人が足りないということなのだと思います

けど、ただやっぱり地方にあって、地方のよさ

を享受しながら働き続けて、経済的にも豊かに

ということになるならば、やっぱりそれに見合

うスキルなり、いろんな業界でも、例えば電気

工事何級とかいろいろありますよね、その能力

に対してのいろんな手当とかいろんなものもあ

りますので、そういった意味におきましては、

現状としてよくあるんですけれども、働くとこ

はないかというと、企業さんの条件もあります

から、年齢だとか、いろいろ資格をどうしてる

かと、給与としてはこれくらい欲しいというこ

とになると、それに値する人材であれば恐らく

マッチングで雇用されるんだと思いますけど、

その辺のところ。 

 ですので、働きたいという希望があるときに、

その方が見合う条件にひょっとして足りないの

であれば、そこを支援する制度。何の道に関し

てもゼロからスタートするわけですから、一人

前という言い方は適切かどうか分かりませんけ

ど、なるにはそれなりの経験とか能力が必要で

すから、そこをサポートする仕組みとか。なの

で、いろいろヒアリングやニーズ調査もしてい

ますけれども、うちの場合がなかなか１次産業

に類する加工施設とか、例えば最近であります

と温泉水の関係で99さんてございますけれども、

県内の企業の中で平均所得が４番目ということ

でありますので、そういった意味では同じ業界

でもいろいろありますので、その辺のまずはそ

の働きたい方のニーズを捉えながら、どういう

手当てができるのか。うちは職安でも何でもあ

りませんので、そこのマッチングとか難しいと

ころがありますけれども、そういった状況を踏

まえた上で、どうすれば人を求めている会社は

いっぱいあるし、仕事をしたいという人たちも

おられるので、その辺の改良をどうやってうま

く調整をしていく仕組みというのをつくってい

くのかというのは検討課題だというふうに思い

ます。 
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○感王寺耕造議員  確かにハードの部分という

部分で、外のほうから呼び込むという部分はな

かなか難しい。国の大きな支援があって、熊本

のＴＳＭＣみたいに何日もかけてという部分は

ちょっと当市には求められませんけど、今、市

長はソフトの部分でというか、ソフトというか、

そういう形でやるということは、それはそれで

いいと思いますけれども。 

 ただ今後、小学校統合がどうなるか分からな

いけれども、小学校跡地の部分の活用、あと理

喜ニットの跡地の活用、もろもろのものを含め

て、どうやって、働く場所も確保が必要ですか

ら、どこを活用していくかという視点も地域づ

くりの一つですから、その点のほうはお願いし

ます。 

 あと、先ほど市長の功績というか評価したん

ですけれども、いろんな制度をつくりました。

ただ気にかかっている部分が、制度をつくって

はいるんだけど、うまくいってないんじゃない

かと、そういう部分もあります。例えば垂水市

の空き家バンクの部分ですね。今朝ほど調べて

みたら、賃貸物件が市内４件、あと売買物件が

14件しかないんですよね。今回、新しく空き家

対策ということで、２人入れてやるということ

ですから期待してますけれども、現状はここで

すから。 

 あともう一点、土木課長は答弁要りませんけ

ど、私の地元です、市営住宅定住促進の話です。

そこの部分の大浜住宅２戸空いてます、麓の定

住促進２戸空いてます、４戸空いてるんですよ。

ここでほかのとこは１戸だけ、中之平が、大浜

住宅についてはもう30年以上経過してますけど

も、現状維持ですかっていうことですね、定住

促進。ただ中之平については、６年前ぐらい建

てたのよね、そこが３戸空いてるんですよ、３

戸。それが活用されてないわけですね。だから

住宅を建てるなとは言わないですから、造った

後はそこを導入するような仕組み。空き家バン

クについても、せっかく制度をつくり上げたん

だから、もう１回磨き上げていく、ブラッシュ

アップしていくっていう方向性は必要だと思い

ますので、その点は市長、全庁的に御検討いた

だきたいと思います。この問題については時間

がありませんのでやめます。 

 あと、消費税の問題であります。まだ審議中

ですから、どうこうするっていうことはあれな

んですけども、財政課長がおっしゃったように、

大きい部分があると。社会保障サービスに入る

部分が入って来ないっていうことですから、ど

うするかということであります。この部分はや

っぱり市長の役割ですから、財源として地方消

費税がなくなったら市長の全国市長会も動くで

しょうけど、その辺の部分で頑張ってください。

その点を通じて後で答弁ください。 

 あと消費税については、様々いろいろな問題

が言われています。例えば物価高抑制対策には

ならないのではないかと。物価高を容認する円

安。あと円安対策やら現金給付が優先ではない

かという声もあります。また減税分全てが値下

げになるか、つながるかというのも疑問だと。

これ小売業者の間では、減税のタイミングで事

業者が本体価格の値上げに踏み切るのではない

かと。そうすれば、消費者からすると値下げ幅

は限定的になるのかという問題も指摘されてい

ます。 

 また飲食店については、食品税率が下がれば

食材費も下がらなきゃいけないんですけども、

卸業者からの仕入れ価格が反映される、減税の

反映されるとは思わないと。長い物価高の背景

に、逆に８％の消費税分を相殺するような価格

転嫁が卸売業者の行動として起こるのではない

かという部分もあります。 

 またスーパーについても、大手小売業者です。

システム改修や値札の付け替え、半年から１年

かかるんじゃないかと言われています。高市総

理が2026年度の実現、また中道は今週からを出
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張してますから、そうなりますと十分な時間、

対策がレジについてもできないということであ

ります。 

 それで、あと非課税ということはないんです

けども、もし非課税となったら、納税者、食料

品店は価格転嫁８％分をしなければいけない。

死ねということだ。これはないと思いますけど

も、税率ゼロとしても事業者、消費者からの税

が入って来ないわけですね。でも支払いの部分

には全てのものにかかってくるということで、

これ後持って還付金という形で戻す方向性にな

ると思うんですけども、でも毎月毎月の売上げ

には、消費者からの税の幅をもらうわけですか

ら。そうするとランニングコストが異常に、首

をくくらなきゃならないのではないかという部

分が、農業、漁業、また飲食店にも出ているわ

けですよね。また事業者の部分も、この還付の

部分についての事務もかかります。それで税務

署の部分も人員が限られてますから、還付が早

くなることはないと、申請をしても遅れるんじ

ゃないかという話も出ています。 

 私は何を言わんかとしていると、まずこの市

長に、先ほど言いました１点目です、全国市長

会、また個人を通じて、社会保障費の部分をこ

の減税２年間の部分をどうやっていくのかとい

う答弁と、あとやっぱり事業者です。特に農業

関係は還付金が多うございますから、その辺の

部分、農業、食料品、あと漁業者です、この部

分にまだ決定ではないですから答弁しづらいか

もしれませんが、単独の部分で、これから助成

の部分を考えていただかないとならないときが

来るんじゃないかと思います。その２点につい

て市長、すみません、長くなりました。 

○市長（尾脇雅弥）  先般の衆議院の総選挙で

の高市総理の公約でもありますので、恐らく消

費税減税、あるいは食料品分かりませんけれど

も、そういう方向で議論をされて、そういうこ

とになっていくのかなと思っております。 

 その際に、先ほどお話がありました、本市に

おきましても３億円程度の財源不足ということ

にどう対処するかっていう話だと思いますけれ

ども。 

 なかなか、消費税が個人的にもないほうがい

いとは思いますが、ただ、その財源っていうの

は、もう釈迦に説法ですけれども、医療ですと

か、介護だとか、子育てとか、地方にとっては、

より重要な部分に使われている貴重な財源、都

会と地方では違うということが背景にあります。 

 そういった中で、大きな流れは、我々は変え

られません。もちろん、陳情、要望はしていき

ます。当然、その力を合わせてやっていくとい

うことになりますけれども、例えば、その中で

財源、財政の話。昨日も前田議員からもありま

した、いざ、いろんな場面にどうやって対処し

ていくのかっていうのは財源の確保が必要です

し、この後、池山議員のほうからも財政に関す

る質問があると思いますけれども。まずは、や

っぱり、我々が我々でできるっていうことは、

我々の足腰をしっかり強くしていくことだとい

うふうに思います。 

 令和７年度に関しては、様々な時限立法の関

係で、過去最高の160億を超える１年間の予算

組みでありましたけれども、それからすると、

今年度は百三十数億円として見劣りをする感が

あるんですが、近年の中で、やっぱり一番大き

な投資をして、これから進んでいくということ

でございます。 

 その中で、先ほど感王寺議員が言われたこと

やら、あるいは、いろんな災害等もないとは限

りませんので、そういったときにしっかり足腰

を強くするためには、自主財源比率を高く保つ

ということだろうと思いますので。 

 以前、財源が厳しくて合併ができなかった、

96市町村の中で下から２番目ぐらいのときがあ

りましたけれども、今は、皆さんの御理解、御

協力、市民の皆様の御協力、市役所職員の頑張
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りで、その辺が改善されておりますので、そこ

をしっかりと、いざっていうときには自前しか

ありませんので、自前の足腰を強くする、自主

財源比率を高めていくということが大事かなと

いうふうに思います。 

○感王寺耕造議員  市長がいつもおっしゃる

「足腰を強くする」、理解できるんですよ、あ

れもこれもできないんですけれども。 

 今回の質問は、また国会審議の過程でありま

すから、もし私が言ったような部分が、垂水市

の農業者、漁業者、それで、商店の方々があり

ましたら、やっぱり、そのときはきちっと対策

していただかないことには、１次産業の要であ

りますし、また、市民の食料を守る人たちでも

ありますからね。いろいろありますから、お店

もですね。その点は対応をお願いします。今後

のことです。 

 高校無償化の問題です。 

 答弁で、教育総務課長、県の部分で新年度予

算が計上してありますということでしょう。で

も、国会審議の部分で法改正の部分が進まない

ことには出ないわけよね。 

 それで、いろいろ私も聞いてみると、県内の

私立高校でも納入は求めないって、入学金につ

いてね、後で出るだろうからということで。そ

れで、一応、親が出してもらって、後で還付金

っていう形で受け取るっていう部分も話も聞き

ました。 

 まだ、この部分についても何も決まっていま

せんからね、当然、難しかったとは思うんです

がね。一応、奨学金制度っていうことを言われ

ましたけれども、その分についても広く周知し

て、でもやっぱり、学校によっては困る方も出

てくると思うんですよ。持留議員の質問でも就

学援助云々等がありました。物価スライドの部

分も何も考えていないって、私はちょっと応援

のメッセージ言ったんですけど、ちょっと滑っ

てしまいましたけど。だから、そこの部分もき

ちっと、やっぱり対処していかなきゃいけない

と思うんですよね。もう答弁求めませんから、

人の質問ですからね。 

 それと一緒で、今回の高校無償化の部分の動

きについても、周知徹底の部分は図ってくださ

い。あと、せめて県内の私立高校の現状ぐらい、

ちょっと発言していただきたかったけどね。今

後、分かったらまた教えてください。 

 時間がないので、ここで終わります。 

 あと何でしたっけ。（発言する者あり）あと

２つですね。分かりました。 

 企画政策課長の部分で分かったんですけどね、

垂高は時間がないので後で。やめましょう。 

 今回は、21人と20人か。出願者が上がったっ

ていうことで。ただ、聞いておりますけど、今

年の垂中の卒業者が70人ですか。市内からはほ

とんど行ってないって。そこに金を払っていい

のかっていう話は、私はまた別物ですから、後

ほど議論させていただきます。 

 あと、地域みらい留学制度という部分でね、

いい制度だと思うんですよ。ただ、僕が思う部

分は、後先違うんじゃないですかって。垂高は

県立高校ですよ。それで、うちは市立の小学校、

中学校があるんですよ。私から言わせれば、な

ぜそこから始めなかったのかっていうことです。 

 それでね、副市長が教育長のときに、私、ふ

るさと留学制度、特認校のことを言いました。

でも、そのとき、生徒が１人になってから、や

っとかと特認校の看板を立てたっていうことが

これは事実ですよ。 

 だから、何で小学校、中学校から始めなかっ

たのかっていうことです。これも大事な問題で

すから。教育長、市長、何で垂高からだったん

ですか。 

○教育長（明石浩久）  御質問ありがとうござ

います。 

 垂水高校につきましては、私が垂水中央中学

校に勤務しておりましたときに、ある保護者の
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方が、「垂水高校なら進学させられるんです」

という言葉を聞いたことがありました。（発言

する者あり）はい。ぜひ、そういったところか

らも、垂水高校の存続、力を入れていかなけれ

ばいけないと思っております。 

 また、私は定年退職の後、２年間、再任用で

鹿屋市の中学校２校に勤務したんですけど、そ

こでの子供たちが今年度の４月、垂水高校の入

学式に来ました。12人、垂水高校に入ってきて

くれていました。それも大変ありがたいという

か、垂水高校に対してありがたいという思いが

あります。市内外にかかわらず、垂水高校で学

ぼうという子供たち。それを……。（発言する

者あり）後先ですか。分かりました、はい。 

 親子山村留学制度等につきまして、小中学校

の場合はどうしても親子ということになってい

くかと思いますので、高校と違って。そこらあ

たりの可能性というのを、またこれから調査研

究していかなければならないと思っているとこ

ろでございます。 

○副市長（坂元裕人）  今、最後のほうに教育

長が発言されましたけど、小中学校の義務制の

留学制度と高校の留学制度は、やっぱりシステ

ム的に違うと思うんです。小中学校の場合は、

やはり親の責任でもって、親がついてくる場合

が多うございます。ですので、同じ土俵で義務

制と高校を論じるのは、ちょっと私は違うのか

なと思います。 

 今答えられるのは、もうそれだけですけれど

も。確かに遅かったと言われれば、もうそれま

でなんですけれども、当時一生懸命考えた上で

の、特認校制度を引いたということでございま

すので、そこはまた御理解いただければと思い

ます。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  市長もあるんですか。い

いですか。（発言する者あり） 

○感王寺耕造議員  分かりました。了解はしま

せんけど。事情はあるよね、確かにね。子供だ

からね。保護者がついてきてという。でも、保

護者がついてきてくるところもあるわけだから。

小宝島のところにあるわけですからね。 

 もう過ぎたことはもう。すみませんね、責め

る意味で言ったんじゃないですから勘弁してく

ださい。 

 ただ、今回は垂高でこういうことを始めるん

だっていうことで、それで問題点も出ましたね。

宿舎をどうするのか、食事をどうするのか、子

供のしつけも含めて安全性をどうするのかって

いうことですね。一応、検証して、実施に向け

て、頑張ってください。それで、その答えを、

今度は小学生、中学校っていう部分で、またき

ちっとフィードバックさせられるような、そう

いった形にしていただきたいと思っております。 

 この質問については終わります。 

 あと最後、農林課長、いつも農業の現場の部

分、また、農道整備、集落の整備、頑張ってい

ただいてありがとうございます。鳥獣被害も一

生懸命やっていただいております。 

 そういった中で今度、今、農林課長、草払い

の部分、地域の田んぼ、畑、中山間地域の直接

交付金の部分と多面的機能の部分で６割を占め

ているんですよ。６割ですね。国のお金を活用

して、地域の方々は、６割の部分を農道であっ

たりとか、市道、集落道であったりとか、畑、

そこは一部ですけどね。それで、畑、田んぼの

管理をやっているのも、そこもやっぱり、散歩

道ですからね、集落道ですよ。ここの部分を６

割やっているっていうことで。 

 今回、ラジコンの草刈機っていうことに向け

て、農林技術協会の部分で、お金を使わずに検

証していくんだと。また、機械メーカー、農機

具メーカーの協力を得ながら、どういったもの

を導入していけばいいのか、農家がね、という

ことで、取組っていうことで評価いたします。 

 そういったことで、電動アシストスーツ、ま
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た、電動はさみの部分についても、牛根地区の

ビワ農家は、もう高齢が多いですから、やっぱ

り、電動のはさみがあれば、楽するでしょうか

ら。こういった部分について、市長は「財源に

は限りがある」とおっしゃっておりますけど。 

 でも、実際、草刈機についても、もう地元に

任せてもらっても困る。自助・共助ができない

状況になっておりますから、ぜひともラジコン

草刈機、今度、実際に見てみて、実証の中で活

動を見て、この部分はやっぱり、各中山間地域

が購入するのか、また市で持つのか、いろいろ

方法等はあると思うんですけども。ある程度、

補助金をつけて、耕作放棄地をなくす方法が必

要だと思いますけれども、農林課長の答弁をお

願いします。 

○農林課長（森 秀和）  まずもって、令和６

年度末に地域計画を作って、10年後の目標とす

る目標地図を作っております。 

 議員、言われるとおり、地域計画の面積が

1,000ヘクタールでございますが、中山間地域

150ヘクタール、それと、多面的で457ヘクター

ル、おおよそ６割の農地を地域の皆様で管理し

ていただいているところでございます。昨年で

したかね、更新時期だったんですけれども、こ

れが更新ができるか心配したところでございま

す。あと５年間は更新して管理していただける

ということで感謝しているところでございます。 

 やはり、地域に入って話をすると、高齢化が

進んで難しいところもあるということでござい

ます。御質問の中山間地域での機械の利用の仕

方でございますが、まずは実際使えるか使えな

いかを検証するのが先でございますが、機械は

リース等もございますので、その辺も含めて検

証する必要があると考えております。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  市長、近々４月か５月頃、

多分やられるはずですんで、市長も御公務でお

忙しいでしょうけど、実際、まず新城の現場で

やってくれることが、新城の現場に来て、現状

を見て、どういう機械でどのような部分が活用

できるのか、ぜひとも参加してください。（発

言する者あり）ちょっと待ってください。いい

です。時間ないですからね。来てくださいね。 

 それで、全てのものについて、いろいろ私も

言いますし、ほかの議員も言いますけど、この

ラジコン草刈機は、どうにかして活用せんとね、

耕作放棄地になりますから。補助金という形に

なるんか、リースの部分の手当になるか、なか

なかの部分を市費の部分で補っていただきたい

と、切に切にお願いいたしまして、私の一般質

問総括質疑といたします。ぜひとも、買うかど

うかしてください。 

 終わります。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。次は２時25分から再開いたします。 

     午後２時16分休憩 

 

     午後２時25分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、13番、池山節夫議員の質疑及び質問を

許可いたします。 

   ［池山節夫議員登壇］ 

○池山節夫議員  ３月議会最後の登壇者になり

ます。それでは、議長に発言の許可をいただき

ましたので、先の通告順に従って質問をしてま

いります。市長、教育長、関係課長の御答弁を

よろしくお願いいたします。 

 まず、財政について。2026年度一般会計当初

予算案は前年度比８％減となっておりますが、

少し後退した予算編成になっているのではと感

じます。また、県内の19市の当初予算案を見ま

すと、垂水市の自主財源比率は改善されている

ように思いますが、この２点について見解を伺

います。 

 垂水市漁協は2025年度輸出に取り組む優良事
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業者表彰において、最高賞である農林水産大臣

賞を受賞されました。今回、特に垂水市漁協の

どのような取組が評価されたのか教えてくださ

い。 

 次に、この受賞が垂水市の農業・畜産業に及

ぼす影響や効果についてお聞かせください。 

 資源ごみについて、先日、荒崎のごみ収積場

にごみを持っていきました。たまたま燃えるご

みや資源ごみの分別を見る機会がありましたが、

そこで、資源ごみの中に資源として再生できな

いものが入っているのを目にいたしました。市

民の皆さんへ分別の徹底を呼びかける必要を感

じましたが、生活環境課長の御答弁をお願いい

たします。 

 歴史民俗資料館設置に向けた調査については、

昨日の質問で理解をいたしましたので割愛いた

します。 

 教育行政について。全国ＩＣＴ教育首長協議

会について詳しく教えてください。 

 次に、日本ＩＣＴ教育アワード「文部科学大

臣賞」の受賞について、この受賞の持つ意義と

評価された点、そして、今後の課題等について

伺います。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○財政課長（草野浩一）  令和８年度一般会計

当初予算は前年度比８％減となっているが、少

し後退はしていないかにつきましてお答えいた

します。 

 議員御指摘のとおり、数字だけでみますと

８％の減少となっているところでございますが、

昨年度の令和７年度当初予算については、柊原

市営住宅建替工事に５億3,000万円、消防救急

デジタル無線設備強化事業に３億4,500万円、

消防第一分団詰所整備事業に9,393万3,000円、

地域経済循環創造事業補助金に5,000万円、輸

出等対応施設整備事業補助金に２億4,553万

9,000円など、例年に比べ、単年度としては事

業費の大きな事業が複数重複したという、ある

意味特殊な年度となっておりましたことから、

当初予算といたしましては、過去最高額となっ

たところでございます。 

 対しまして、今回の令和８年度当初予算は、

先ほど申し上げたような単年度での大型事業は

なく、施政方針でも申し上げましたとおり、地

域が抱える重要な課題の解決に必要な予算を重

点的に講じるとともに、持続可能な健全な財政

運営に努めるため、収支の均衡を図ったことに

より、令和６年度当初予算と比べますと、

11.9％増であり、予算規模で申し上げますと、

過去最大であります令和７年度当初予算に次い

で、過去２番目となっているところでございま

す。 

 具体的に歳出の目的別で申し上げますと、農

林水産業費、土木費、消防費においては、令和

７年度までは、防災対策やインフラ整備など、

緊急性・必要性を鑑み、集中的に投資を行って

おりましたが、先ほども申し上げましたとおり、

消防・救急デジタル無線設備強化事業などの緊

急性の高い大型事業が終了したことから、今後

において、健全な財政運営を図るため、必要性

の高い事業や、地域住民からの要望等に対応す

る事業に絞って配分する一方で、民生費におい

ては、子育て支援や高齢者支援に係る配分を、

衛生費においては、妊産婦等支援や予防事業に

係る配分を、商工費においては、商工業振興に

注力するための配分を、教育費においては、セ

カンドＧＩＧＡ事業や夢の翼事業、垂水小学校

屋内運動場空調設備など、未来の子供たちへの

投資に係る配分を重点的に増額するなど、戦略

的に、積極的に市財を投じるめりはりの利いた

予算編成を行ったところでございます。 

 続きまして、県内19市の当初予算案を見ると、

自主財源比率はどうなっているのかについてお

答えいたします。 

 県内19市の当初予算案については、新聞等で

確認しました数字で申し上げますと、19市中、
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本市の47.5％が一番高い数値となっているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  農林水産大

臣賞受賞について何が評価をされたのか、農

業・畜産併せまして水産業への効果についてお

答えをしたいと思います。 

 2025年度輸出に取り組む優良事業者表彰につ

きましては、公益財団法人食品等持続的供給推

進機構が主催し、輸出において顕著な実績を挙

げている農林水産物生産者、企業、団体、個人

を広く発掘し、その取組内容を表彰し、取組内

容を食品の輸出に関心のある方々に広く周知す

ることにより、新たに輸出にチャレンジする

方々への一助となることを目的として実施をさ

れております。 

 今回の垂水市漁協につきましては、次の４点

が評価されて、最高賞である農林水産大臣賞の

受賞となったところでございます。 

 まず１点目は、平成元年の台風による壊滅的

な被害を乗り越え、収益性の高い事業モデルを

再構築した点でございます。垂水市漁協は、昭

和40年代にブリの養殖事業を始めましたが、平

成元年の台風で壊滅的な被害に遭ったことを転

換点として、新たな設備投資を必要とせず、ブ

リよりも販売単価が高いカンパチの養殖事業を

開始いたしました。 

 次に、２点目は、年間に約110万尾の天然種

苗、約25万尾の人工種苗を仕入れる世界最大級

の養殖生産規模である点でございます。 

 次に、３点目は、増肉係数や成長曲線を考慮

し、出荷サイズと時期をコントロールし、安定

した周年出荷を実現している点でございます。 

 最後に、４点目は、水揚げから加工、包装、

梱包、出荷まで一貫生産体制を構築し、生鮮品

としての海外輸出を可能にした点でございます。 

 これらの４点が評価され、垂水市漁協の皆様

をはじめ、生産者の皆様のたゆまぬ努力が、今

回の農林水産大臣賞の受賞に至ったものでござ

います。 

 次に、農林水産大臣賞受賞による農業・畜

産・水産業への効果についてお答えをいたしま

す。 

 今回の受賞により、水産業への直接的な効果

と農業・畜産業を含めた垂水市全体への波及効

果があると考えております。 

 まず、水産業への直接的な効果といたしまし

ては、海外市場におけるプロモーション効果が

あると考えております。日本における最高賞の

農林水産大臣賞受賞という客観的評価は、海外

市場の現地バイヤーや消費者に安心・安全・高

品質を瞬時に伝える強力なメッセージとなり、

輸出における心理的・実務的な障壁を軽減し、

新規販路開拓を加速させるとともに、ブランド

の信頼性を揺るぎないものにする効果があるも

のと考えております。 

 また、高い信頼性があることで、国内だけで

なく、諸外国の水産物との明確な差別を図るこ

とができ、品質管理に厳しい大手スーパーや高

級レストランなどへの販路のアプローチが容易

になり、激しい価格競争に埋没することなく、

付加価値に見合った高価格帯での安定した取引

が可能になると考えております。 

 次に、垂水市全体への波及効果についてでご

ざいます。今回の受賞が新聞やテレビなどの各

種メディアで大きく取り上げられたことは、垂

水市漁協の海の桜勘、単体のＰＲにとどまらず、

垂水市そのものが高品質な食の産地として再認

識されるきっかけとなったと考えております。

垂水市産の農畜産物を含めた特産品の信頼性向

上や食を通しての観光・交流人口の増など、垂

水市全体への波及効果を期待しているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（有馬孝一）  資源ごみの分別

の徹底についてお答えをいたします。 
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 本市におきましては、ごみの減量化と適正な

分別、資源循環の促進を目的としまして、現在

27品目の分別収集を行い、ごみの減量化及び資

源化の促進を図っているところであります。 

 本市のごみの資源化率は、令和５年度で

44.3％となっており、国の19.5％や県の15.6％

と比較して高い数値となっているところであり

ます。 

 一方、近年、本市の資源化率が低下傾向にあ

ることも把握をしております。 

 資源化率低下の原因といたしまして、議員か

ら御指摘のありました、燃やせるごみと資源化

できるごみの混在ごみの増加などが主な原因で

あると推測をしております。 

 これからも環境に優しいまちづくりを推進す

るに当たって、分別収集の徹底による資源化率

の向上が重要でありますことから、ごみの適切

な出し方について、現在、市報による広報、出

前講座等で市民への分別の周知を行っておりま

すが、それに加えまして、各振興会の回覧文書

でも分別の重要性を再認識いただき、資源化率

の向上を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（川﨑史明）  日本ＩＣＴ教育

アワード「文部科学大臣賞」受賞につきまして、

まずは、全国ＩＣＴ教育首長協議会につきまし

てお答えいたします。 

 本協議会は、文部科学賞が2016年に開催した、

2020年代に向けた教育の情報化に関する懇談会

の中で、これからのＩＣＴ教育の充実のために

は、まちづくりに責任を持つ首長の役割がます

ます大きくなっているという提言を受けまして

設立されております。 

 全国の各自治体の首長が参加し、我が国の教

育の質的向上に向け、ＩＣＴ機器の整備及び制

度改革の推進に多大な貢献をしている協議会で

ございます。その協議会が主催者となり、優れ

た成果を上げている自治体や学校を表彰するた

めの取組が、日本ＩＣＴ教育アワードとなって

おります。 

 垂水市は、本アワードにおいて、令和４年度

と令和６年度に全国で第５席となる全国ＩＣＴ

教育首長協議会会長賞を受賞いたしました。そ

して、今年度は最高賞の文部科学大臣賞を受賞

したところでございます。 

 去る２月３日に開催されました第８回日本Ｉ

ＣＴ教育アワード表彰式後のサミットにおきま

して、垂水らしい教育ＤＸの創造というテーマ

で本市の取組を紹介し、参加された全国の各自

治体の皆様や新聞やテレビなどの報道等で、こ

の情報を得ました市民の方々から賞賛の声を多

くいただいているところでございます。 

 続きまして、今回の文部科学大臣賞受賞で評

価された点、それから、今後の課題につきまし

てお答えいたします。 

 受賞の大きな理由としましては２点ございま

す。一つは、文部科学省のＧＩＧＡスクール構

想に基づき、市内全小中学校の通信環境をいち

早く整備し、学校同士をオンラインで結ぶ遠隔

合同授業などの授業改善を、全ての学校で推進

してきたことにあります。 

 もう一つは、今年度から始まった文部科学省

指定による研究開発学校の先駆的な取組にあり

ます。本市は、全小・中学校で、子供たちの情

報活用能力を育むカリキュラム開発に取り組ん

でおります。具体的には、地域を題材にした総

合的な学習の時間「ふるさと垂水」と新しい教

科「情報の時間」を融合させながら、子供たち

の豊かな発想を生かして、日常生活で生きて働

く情報活用能力を育てる実践研究に取り組んで

いるところでございます。 

 こうした点を評価していただき、今回の受賞

につながったものと考えているところです。 

 一方、この先駆的な取組はまだ始まったばか

りでありますことから、今後は、子供たちが情

報の時間で学んだことを生かしながら、ふるさ
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と垂水で学んだことをわくわくしながら表現・

発信する授業が展開できるよう努めてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  まず、財政からですけど、昨

日の前田議員の質問というか論戦というか、持

留議員の今日の財政の問題、先ほど感王寺議員

も財政についてちょっと質問されましたけど、

あと私は後ろで聞いていて、積年の感があると

言えばいいのかな。今ここに、平成11年、私、

議長、持留議員、平成11年の当選組なんですけ

ど、そのときの平成11年の財政状況というか、

市債の残高と基金の残高というか、市債の残高

が122億6,000万なんです、122億。そのときの

財調が６億3,000万です。それで、１期たって、

次に通るときですけど、そのときの市債が、平

成15年の末でやっぱり124億4,000万だ、４億

5,000万に近い、財政調整基金が３億7,000万で

す。この後、もっとちょっと悪くなるんです。

それで、財調が１億8,000万ぐらいになったこ

とがあって、そのときは、もう市長も議員で１

期目でいらしたと思うんですけど、インフルエ

ンザが１回出たら財調はなくなるという時代で

す。それこそ、昨日、前田議員のところで、平

成16年のことを市長が言われましたけど、もう

財政再建団体になるんじゃないかというその一

歩手前だったんですよね。我々は、いろんな市

民の皆さんから要望を受けて各課にお願いをし

てたわけです。でも、篠原議員もいらっしゃい

ますけど、その当時、我々の中での合言葉は、

行政に何か頼んけいってん、銭がねっ、て一言

やらよと。こういう本当にそうだったんですよ。

何かあそこのさ、あれよとか言ってみても、本

当にお金がないんですと。確かにそうなんです

よ、この状況だから。それからすると、今日、

今この財政状況をちょっと聞きましたけど、私

は本当によくなったなと思ってたんです。そし

たら、前田議員は厳しかったですけど、もっと

頑張れということで、いいんですけど、市長、

当時90億ぐらいだったと思うんですよ、予算編

成も、それが今百三十何億。私はさっき８％減

というのを聞いて、記者会見の後のを聞いて、

８％も減するのかと。去年と相当後退しちゃっ

て何がそうなったんだと思って聞いたんですけ

ど、大きなものが、去年で済んだと。そしたら、

ほぼそういうものを除けば、さっき、持留議員

のとこやったかな。最小の経費で最大の効果を

得られる事業を選別してやっていくと。そして、

めりはりのある予算編成を行ったと、確かにそ

うなっていると思いますよ。この当時の90億ぐ

らいの予算をやっと組めて、それで、もうほぼ

余裕はないわけです。何かしようという余裕も

ないような時代を、皆さんも一緒に過ごしてき

ているわけです。あの当時からすると、垂水の

財政はよくなったなと思っているんですけど、

この辺のこの予算の組めるこの状況について、

市長の思いみたいなのがあればちょっといいで

すか。 

○市長（尾脇雅弥）  財政状況は数字ですから、

そのとおりだというふうに思います。私はもと

もと営業マンでしたから、営業の評価としては、

やっぱり成果、数字というところがありますの

で、これだけ一生懸命頑張りましたとかいろい

ろあるんですけども、結果どうだったかという

ところが、私の中の仕事をさせていただく中で

の視点の１つでもあります。 

 そういった意味におきましては、改善傾向に

あるということは、もう何よりもいいことだな

というふうに思います。そのことは、本当に当

時合併がかなわなくなってから大変だったと思

いますけれども、市役所の中も行財政改革とか、

職員の皆さんも少なくなる中で、地方分権で増

える仕事をやっていくというのは、もう本当に

今も含めて大変だし、非常に頑張っていただい

ている成果だと思いますので、その積み上げが

数字的に改善をしてきていると。 
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 先ほど言いました、令和７年度に関しては、

幾つか消防事業中心に、時限的に令和７年度ま

でにやらなきゃいけない優位な起債のものがあ

った関係で160億ということになったんですが、

そこは除いても、過去最大から２番目というこ

とですから、決して予算が小さいわけではなく

て、対前年比から比べると若干減じているよう

に見えますけど、そういったことが、この限ら

れた職員の中でできているということは、本当

に皆さんの協力のおかげだなと思うところでご

ざいます。 

○池山節夫議員  今の１期目、２期目、３期目

ぐらいまでの議員の方は幸せだと思います。本

当に本当なんですから、本当に北方議員も、持

留議員も、篠原議員もそうですけど、何か頼ん

だらほぼ駄目なんですよ。何にもできない。み

んな一生懸命辛抱しながら、職員の皆さんもそ

うですけど、やっとここまで来て、それでも前

田議員はもっと頑張れと。もっと貯金を増やし

て減らさないかんと、そうなんですけどね。自

主財源比率を聞きましたけど、ここにちょっと

あるんだけど、垂水47.5％になって、去年より

3.1％よくなった。19市の中で一番よくなって

いるんです。このことが何を意味するかという

聞き方もあれなんだけど、いろんな財政の組み

方、予算編成に当たって、財政課長、これから

先、ここまでよくなってきてても、やっぱり大

変なもんかな。 

○財政課長（草野浩一）  今議員が言われまし

たとおり、自主財源が47.5％ということで、19

市の中では大変いい数字になっておりますが、

少し実情をいいますと、ふるさと応援寄附金が

自主財源の約３割を占めておりますので、この

ふるさと応援寄附金のこの納税の頑張りが一番

大きいかと思っておるところであります。です

ので、ここのふるさと納税制度がいつまで続く

か分かりませんが、しっかりとその制度をうま

く活用しつつ、自主財源は、新たな自主財源と

いうところでしっかりと確保というか、いろい

ろと調べながら、併せて、本年１月にも、私も

市長と同行しましたけど、特別交付税の配分と

いうところの陳情活動に行ったところですが、

その新たな財源確保というところで、国への陳

情活動を積極的に行っていきたいというふうに

考えております。 

 また、新規事業や継続事業においては必要な

財源については、国の制度に基づく補助金の採

択に向けて、関係省庁との交渉を含む具体的な

活動を行っており、財源確保に努力をして、少

しでも住民サービスの向上に資する形で運営し

たいと考えております。 

 そのためにも国との窓口をしっかりと広げて

いただくために、市長自ら年間を通じて複数回

陳情を赴いておりますので、積極的な交渉によ

り、新たな財源が確保できるようにというふう

に考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  大変な中でいろんな事業を組

んでいただいています。市長、自主財源比率が

ここまで改善したことと、19市の中でも一番よ

くなったと。そのことについて、これ一番ビリ

だと、やっぱり市長会に行ったらやっぱり小さ

くならにゃいかんから、そこでやっぱりこうい

うふうになってくると、やっぱり胸を張れると

思うんです。その辺の感覚的なものは、この４

期目、あと１年残ってますけど、この辺のこれ

までやってきた感じでどうですか。よく頑張っ

たなと思われますか。 

○市長（尾脇雅弥）  評価に関しては、周りの

皆さんが評価されることだと思いますが、しか

し、それぞれの指数、数字がありますので、通

常お話をしておりますとおり、大変厳しい時代

に比べると、この二十数年で約50億借金を減ら

して、50億貯金を増やして、将来負担比率がか

なり破綻の手前でしたけれども、それも解消さ

れておりますので、加えて自主財源比率、うち
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は自衛隊があったり、京セラがあったりするわ

けではありませんけれども、皆様方の御理解と

御協力で、みんなで職員はもちろんですけども

頑張ってきて、少しずつ積み上げた結果として、

19市の中で自前の財源が一番あるというのは誇

らしいことだなというふうに思います。 

○池山節夫議員  そうだと思います。私、志布

志は、結構ふるさと納税が多いと思ってたんで

すけど、それでも垂水市のほうが自主財源比率

はいいということで、志布志は２番目なんです。

だから、その点に関してもすばらしいなと思っ

てます。今後とも一生懸命頑張っていただいて、

我々議会も一緒になって協力していきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 ２番目ですけど、垂水市漁協のこの農林水産

大臣賞の受賞、これについては、川畑議員がこ

こにおられたら、私が質問することじゃなくて、

川畑議員が、池山、とそんなのは俺に任せろと

いうて質問されると思ってるんです。本当に監

事をされたり、長いこと漁協の役員をされて、

今本当に喜んでおられるんじゃないかと思いま

す。 

 昨日からＪＡＬとの連携協定とか、台湾の視

察の話とかいろいろありましたけど、その中で

も、海の桜勘の話が結構出てきたんですけど、

今後やはりこの農林水産大臣賞を受賞したとい

うことで、やはり本当のブランドの向上という

ことに関してはすさまじくなったと思っている

んです。ですから、ここから先、どんなふうに

この垂水市漁協と協力しながら、この垂水の水

産業、カンパチ、ブリをどうやって盛り上げて

いく、台湾に関してでもいいんですけど、ピン

ポイントでもいいですけど、市長のこの養殖の

この農林水産大臣賞を受賞したことの重みとい

うか、それで、農林水産大臣が来られたときに

お話もされていると思うんですけど、その辺の

感触的なものがあったら教えてください。 

○市長（尾脇雅弥）  これまでも垂水市のまち

づくりの経済政策の中で、６次産業化、観光振

興という話をしてまいりました。６次産業化に

関しては、ブリ、カンパチが国内の２割を生産

をしておりますが、国内は人口減少、縮小社会

ですから、国内だけではなくてアジアや世界へ

向かって売り込んでいこうという話でございま

す。ブリはグローバル・オーシャン・ワークス

さんを中心に、アメリカを中心に広がっている

わけですけれども、垂水漁協は単独日本一であ

りながら、なかなか海外市場が難しかったわけ

であります。でしたので、ＪＡＬさんと連携し

て、タイのトンロー市場やいろんなところで開

拓をしながら、ＪＡＬの社員食堂とかいろんな

とこも含めて、昨日からお話があるように、職

員の頑張りも含めて販路を広げてまいりました

ので、うちはこういう食の宝を、もうかる仕組

みをつくるというのが６次産業化と位置づけて

います。ブリ、カンパチ、国内の２割を生産を

しても大体売上は150億です。６次産業化の出

口は500億と言われていますので、差し引きの

350億を生産者以外がもうかっている部分を生

産者が利益を上げるような仕組みにつくろうと

いうのが、その流れの中で、客観的にも、この

ような形で農林水産大臣賞ですから、国の最高

賞でございます。 

 １月６日の出初め式の午後から鈴木農林大臣

が来られまして、私も一緒に組合長とともに船

に乗りましたが、いろんな質問がありました。

国家戦略の中でも、菅さんのときに１兆円海外

輸出をしよう。そのときに6,000億ぐらいだっ

たと思いますけど、ブリ、カンパチで伸ばして

いくんだというお話でありました。 

 その後もその方針は変わらないわけですけど

も、やはり水産業というのは、限られた生けす

の中でも大量に生産ができますので、世界がタ

ンパク源をどうやって求めていくかという中で、

この垂水の持っているカンパチ、ブリをはじめ

とした水産業を中心とした食の魅力というのは、
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これから世界へ向けて広がっていくと思います

ので、その辺をしっかりと観光とリンクしなが

ら売り込んでいければというふうに思っている

ところでございます。 

○池山節夫議員  ありがとうございます。この

農林水産大臣賞をもらうと、最高賞をもらって

いるわけだから大変だと思うけど、水産商工観

光課長、今後、市としても漁協としても取組、

課題いろいろ出てくると思いますけど、その辺

について。 

○水産商工観光課長（大薗俊一）  御質問あり

がとうございます。今後の課題と取組について

御質問だったと思いますけれども、お答えをい

たしたいと思います。 

 今後の課題につきましては、主に２点あると

考えております。まず１点目の課題としては、

安全・安心な水産物の提供についてでございま

す。トレーサビリティ体制の確保が困難な海外

産天然種苗を使った養殖は、品質管理に厳しい

欧米では敬遠されることになる可能性がござい

ます。その対策として人工種苗導入を図ってい

くことが必要であると考えており、垂水市とし

て人工種苗購入助成事業補助金にて、人工種苗

に対する支援を行ってまいりたいと考えている

ところでございます。 

 ２点目の課題として、カンパチの知名度向上

についてでございます。海外でのカンパチの知

名度はサーモンやマグロ等と比較するとまだま

だ低く、海外でのカンパチの知名度向上への取

組が必要であると考えているところでございま

す。その対策として、海外でのシーフードシ

ョーなどへの積極的な出展を通して知名度向上

を図っていくことが必要であると考えており、

水産業販路拡大支援事業補助金にて、販路拡大

に対する支援を行ってまいりたいと考えている

ところでございます。 

 国におかれましても、今回の農林水産大臣賞

の受賞や１月の農林水産大臣視察など、本市の

水産業に大変注目いただいているところでござ

いますので、この追い風を最大限に生かし、両

漁協と水産業者の皆様とこれまで以上に緊密に

連携し、国や県と協力して、垂水市の水産業振

興に取り組んでまいりたいと考えているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  いい賞をもらって本当にブラ

ンド力が向上して、これからますますカンパチ、

ブリの値段もよくなるんじゃないかと思います。

ここに鈴木大臣が来られた翌日の新聞だろうと

思いますけど、養殖カンパチの生産日本一の垂

水市漁協では、酒かすを混ぜた餌でブランドの

海の桜勘の寿司を鈴木農林水産大臣に出したと。

そしたら、本当に言われたんでしょうね。疑っ

ちゃいけないんだけど、鈴木農林水産大臣が、

本当なんでしょうね。漁業者の努力の味だと。

人生で食べた寿司の中で一番おいしいと言われ

たと。本当でしょうね。大臣はうそは言わない

から。だから、それほどおいしかったと。それ

で、言われていることが、鹿児島県は農林水産

業で稼ぐことに挑戦して全国でも先頭を走って

いると。国の政策で後押しをしていきたいと言

われたと。こんなふうに、非常に高い評価を受

けているんですけど、市長、この辺の言葉を捉

えて、また何かお願いに行けるとか何かありま

すか。 

○市長（尾脇雅弥）  いろんな政策を考えると

きに、我々は我々でやることもありますけど、

大きな国の流れを見極めてどう寄り添っていく

かだと思うんです。だから、食に関しては人口

減少社会ですから、海外に向かってというのが

王道でありまして、世界は人口増社会で、食料

争奪戦の中でタンパク、肉類もありますけれど

も、やっぱりブリ、カンパチの養殖の魚という

のは非常に魅力的なわけです。そこにおいしく

なる技法を長年研究された垂水漁協のカンパチ

あるいはブリ、私も同じ船に乗っていて、まさ
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しくその発言を鈴木大臣、目の前でされました

から、今までで食べた中で一番おいしかったと。

まあ寿司でしたけれども、そういうふうにおっ

しゃっていただいておりましたので、現在も、

渡辺経済フェローらとともに、いろんなそのサ

ッカーの日本の国際試合とか、いろんなところ

でも広げておりますので、今後この評価に伴っ

て、市場が広がっていくんだというふうに思っ

ております。 

○池山節夫議員  これほどお褒めの言葉をいた

だいています。それで、第２次高市内閣でも、

そのまま大臣に再任されてますから、ぜひまた

機会を捉えて、大臣のほうにいろんな意味で、

陳情、漁協の方々と一緒に行ってもらって、垂

水の水産業の発展に寄与していただきたいと思

います。 

 それでは、この資源ごみに関しては、さっき

課長の答弁でも理解いたしました。ぜひ４月に

人がいろいろまた入ったり出たりしますから、

市報でも、広報誌、ぜひ回覧板で、分別に関し

てはモラルの問題ですから、ここから先はいく

ら担当課が一生懸命頑張っていると思うんです。

目にするわけですから、資源の分別に関しては

守ってくださいと。それでもこういうことが起

こるわけですから、ここから先は、市民の皆さ

んのモラルだということですけれども、やっぱ

回数重ねて、回覧板なりで周知していただけれ

ば、また少しずつでも改善するんじゃないかと

思いますので、この点に関しては要望しておき

ます。よろしくお願いします。 

 日本ＩＣＴ教育アワードのこの受賞ですけど、

この教育首長協議会というのがあって、ここが

評価して、垂水市３回ぐらい、ここの会長賞と

いうのをもう２回ぐらいもらっているわけです

けど、市長、この首長協議会、首長だから市長

なんかが、市長が行くわけですけど、これ立候

補すればいいみたいなんです。立候補して、今

いらっしゃるその評議員の方々も立候補された

んでしょうね。遠慮することないから、最高賞

をもらっているところの自治体の首長として、

この評議員に立候補されたらどうですか。感想

を。 

○市長（尾脇雅弥）  この間も御質問でありま

した。今、市町も含めて102の役を担っており

ます。今回子供たちの頑張りを中心にこのよう

な賞を頂きましたので、自前でというよりは、

もしそういうオファーがあれば検討させていた

だきたいと思います。 

○池山節夫議員  オファーがあればね、私は自

分から立候補してもいいぐらいだと思うんです

けど、私がオファーしときましょうかね。私の

オファーじゃ駄目なんだけど。ぜひ最高賞を受

賞している垂水市の市長ですから、堂々と胸を

張って立候補されたらいいと思います。という

ことで、そういうことでお願いしておきます。 

 教育長、ＩＣＴのこの受賞、文部科学大臣賞、

最高賞ですけど、これから垂水市、その前にち

ょっと学校教育課長、ちょっと伺いたい。垂水

市だけの教科なのかな。この情報の何だっけ。

（発言する者あり）それちょっと説明してもら

えませんか。 

○学校教育課長（川﨑史明）  情報の時間とい

うのは、これからの情報活用能力を育てていか

なければいけないという国の方向性があるんで

すけれども、そのためには、新しい教科として、

情報について特設したことを学べる時間という

のが必要だということで、私たち研究開発学校

という指定を受けまして、その時間をつくるこ

とができたんです。これは時数的にいうと、国

語とか算数とか、その中で情報に関わるような

内容の時間を持ってきて、小学校１、２年生が

年に20時間、３年生以上は年間35時間というと

ころで、情報についての基礎について学んでい

く、そして、それを生かしていく場としてふる

さと垂水とうちは関係づけを行っているという

ところが特徴的なところでございます。 
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○池山節夫議員  これは、垂水市だけの正式教

科になったと捉えていいんですか。垂水市だけ

ですか、この教科。 

○学校教育課長（川﨑史明）  これについては、

現在のところ、この研究開発学校という指定を

受けている、去年まで愛知県の春日井市が受け

ていたんですけども、そこと宮城県の宮城教育

大学附属小学校と、それから、本市とその３つ

でございます。 

 ただ、この研究は、次の学習指導要領のとき

に、今後の国の方向性に関わるところになりま

すので、国としても、この後、私どもの研究実

践を参考にしながら、多分正式な教科、あるい

は教科以外で時間として位置づけられていくも

のであろうというふうに考えております。 

○池山節夫議員  私、指定された垂水市だから、

その情報の時間というのが学科として認められ

ているわけです。これも前の教育長、今の副市

長、現教育長、皆さんの頑張り、市長もなんで

すけど、何か書いてあったんだよ。垂水市の教

育が日本の最先端モデルとして認められた証だ

と。垂水らしい教育で子供たちの未来を育む点

が評価されたと。これすばらしいんです。私こ

の質問をしましたけど、私より前に二、三人は

このことで質問をされたら、私は聞くことがな

くなるかなと思ってたんですけど、たまたまい

らっしゃらなかったんで聞いてるんですけど、

大々的に褒めてあげますよ。ということで、教

育長、この受賞に関して、これから先の決意と

いうのかな教えてください。 

○教育長（明石浩久）  御質問ありがとうござ

います。 

 今回の受賞を受けまして、市役所また市民館

に懸垂幕を掲げさせていただきました。第８回

日本ＩＣＴ教育アワードにおける文部科学大臣

賞の受賞は、先ほどからありますとおり、市内

の各小中学校の先生方の熱意ある実践と子供た

ちの頑張りが花開いて、大変うれしく思ってお

ります。 

 全国どこの自治体もＧＩＧＡスクール構想を

推進しております。今回、日本ＩＣＴ教育ア

ワードをほかにも受賞された、東京都渋谷区は

人口20万人以上、先ほどありました愛知県春日

井市は人口30万人以上と、本市と比べますと規

模の大きさが違う教育ＤＸを推進している自治

体は、幾つもございます。 

 先ほど学校教育課長の答弁にもございました

が、本市は令和３年度から、坂元前教育長の深

い思い入れにより、持ち帰り前提の端末整備、

学校同士をオンラインで結ぶ遠隔合同事業によ

る交流の促進などを特徴として、教育環境の整

備に取り組んでまいりました。併せてその前提

として、尾脇市長の都会に負けないＩＣＴ環境

を、という強い思いから、財政支援による通信

環境の整備に力を入れていただいている経緯が

ございます。 

 また、今年度は、全ての小中学校が文部科学

省の研究開発学校の指定を受け、総合的な学習

の時間を、本市は「ふるさと垂水」と名づけて

おりますが、その「ふるさと垂水」の中で、新

しい教科、情報の時間で学んだことを生かしな

がら、情報活用能力を育てる実践・研究に取り

組んでおります。こうした、垂水らしさを評価

していただいて最高賞を受賞した、そのことが

何よりの喜びでございます。 

 併せて、ＩＣＴ教育アワードの表彰もそうで

すが、一般社団法人ＩＣＴ ＣＯＮＮＥＣＴ 

21による教育ＤＸ推進自治体表彰2025につきま

しても、３年連続の受賞が決定いたしました。 

 現在、国のほうでは、全国どこの学校におい

ても教育の水準を一定に保つための学習指導要

領の改訂が行われております。今回の改訂では、

本市が研究開発学校として取り組んでいる内容

と関わりの深い、デジタルによる学習基盤を前

提とした審議が進められております。 

 加えまして、情報技術のさらなる進展の中で
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国際社会をリードする人材の輩出、今後の生産

年齢人口の不足から、デジタル技術を活用した

生産性の向上といった将来的な課題を踏まえ、

全ての子供たちの情報活用能力の抜本的な向上

を図る必要があると国では考えておりますこと

から、本市における教育ＤＸの推進につきまし

て、今後とも御理解いただければと思っている

ところでございます。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  本当、すばらしいと思います。 

 最後に、市長にまたちょっと聞きたいと思い

ますけど、その前に、やっぱり今の教育長の前

の教育長として思いがあれば、副市長。 

○副市長（坂元裕人）  本当、すばらしい賞を

頂いて、もううれしい限りなんですけれども、

これもひとえに、やっぱりチーム力なんだろう

なと思います。誰がではなくて、垂水の子供た

ちに関わる人たち全ての力が評価されたのかな

と思っています。 

 それで、デジタル、デジタルばっかり言って

いるようですけれども、明石教育長はもう御存

じのとおり、毎朝アナログをやっています。旗

を振っているんですね。これで子供の安全を担

保する、あるいは子供に元気を与えるような言

葉かけをする。これこそまた大事なんだろうな

と思います。デジタルとアナログ、これ両輪で

教育が成り立っていくんだろうなと思います。 

 これからの垂水の教育は本当に楽しみですね。

ありがとうございます。 

○池山節夫議員  最後です。 

 先ほど、明石教育長のほうの答弁の中に、都

会に負けない環境整備をするんだと、この市長

の強い思いがあってここまで来たというお話が

あったんですけど、この都会に負けない環境整

備をして、垂水の子供たちを最先端の教育で育

てていくんだと。この思いがここに実を結んだ

と思いますから、市長、その感慨、感想があれ

ば。 

○市長（尾脇雅弥）  今、お話を頂いた、地方

にあって都会に負けない環境整備を決断するの

は私の役割だと思っております。教育の細部に

わたっては、現副市長あるいは現教育長をはじ

め、教育委員会の皆さんが細部にわたって一生

懸命頑張って、何より子供たちがプレーヤーと

して頑張っていただいたことが評価されて、ま

た、予算に関しては、議会の先生方の御理解が

ないと、思っていても形にならないわけですか

ら。 

 コロナ禍がスタートだったと思いますけれど

も、まだハード整備も終わっていないときに、

ピンチをチャンスにということで、一挙に光を

進めて、時の教育長に申し上げたのは、抜きん

出てほしいという話をしました。これからはＩ

ＣＴの時代だ、というふうに思ったからであり

ます。私自身、あまり得意ではありませんけれ

ども、そういった意味では、本当に皆さんのお

かげだったと思います。 

 いずれ、Ｇｏｏｇｌｅの陣内さん、うちのフ

ェローなんですけれども、この方もおっしゃる

んですけども、次の１年間は、これまでの６倍

速で進みますと。ここで甘んじている場合じゃ

ないっていうことなんですね。加速度的に進化

して、利便性も高まっていく中で、それをやっ

ぱりどうやって使いこなしていくことに関して

は、ハードの操作っていうところと、あと、人

間教育の部分で、アナログっていう話もありま

すけど、両方合致して頑張っていかなければい

けないと。 

 幼児教育においても専門家がいらっしゃいま

すし、また、大学においても、垂高ＯＧの栗田

先生とかいろんな方がいらっしゃいますから、

オール関係者で、そういった子供たちの未来を

明るくするための環境整備ができればというふ

うに思っております。 

○池山節夫議員  この賞をもらわれて、今の方、

前の方、ＧＩＧＡスクールのアドバイザーの先
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生の喜びの言葉もちょっと聞きましたけど。 

 今日、誰の質問でしたかね。教育長、令和４

年からの垂水市の子供が三十何人ずつでしたね、

３年連続、３年間で100人に満たないわけです

よ。でも、それを少子化に負けない、この先端

の教育で、垂水の子供たちを大きく育てていた

だきたいと思います。 

 これで私の質問を終わります。 

○議長（北方貞明）  以上で、令和８年度施政

方針並びに各会計予算案に対する総括質疑及び

一般質問を終わります。 

   △議案第28号～議案第37号予算特別委員

会設置、付託・議案第28号庁舎整備

検討特別委員会付託 

○議長（北方貞明）  お諮りいたします。ただ

いま議題となっております議案第28号から議案

第37号までの議案10件については、12名の委員

をもって構成する予算特別委員会を設置し、ま

た、議案第28号中、耐震化に関する予算につい

ては、庁舎整備検討特別委員会にそれぞれ付託

の上、審査することにいたしたいと思います。

これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、議案第28号から議案第37号までの議案10

件については、12名の委員をもって構成する予

算特別委員会を設置し、また、議案第28号中、

耐震化に関する予算については、庁舎整備検討

特別委員会にそれぞれ付託の上、審査すること

にそれぞれ決定いたしました。 

 お諮りいたします。ただいま設置されました

予算特別委員会委員の選任については、委員会

条例第８条第１項の規定により、髙橋理枝子議

員、宮迫隆憲議員、前田隆議員、新原勇議員、

池田みすず議員、梅木勇議員、堀内貴志議員、

川越信男議員、篠原 則議員、感王寺耕造議員、

持留良一議員、池山節夫議員、以上12名を予算

特別委員会委員にそれぞれ指名いたしたいと思

います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、ただいま指名いたした方々は予算特別委

員会委員に選任することに決定いたしました。 

 ただいま選任いたしました予算特別委員会の

委員の方々は、次の休憩時間中に委員会を開き、

正副委員長の互選を行い、その結果を報告願い

ます。 

 ここで暫時休憩いたします。 

     午後３時21分休憩 

 

     午後３時22分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

   △予算特別委員会正副委員長互選結果報

告 

○議長（北方貞明）  予算特別委員会における

正副委員長の互選の結果について報告がありま

したのでお知らせいたします。 

 予算特別委員会委員長、梅木勇議員、副委員

長、池田みすず議員。 

 以上でございます。 

   △鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会

議員の選挙について 

○議長（北方貞明）  日程第２、鹿児島県後期

高齢者医療広域連合議会議員の選挙を行います。 

 鹿児島県後期高齢者医療広域連合議会の議会

議員は、県内市町村の長及び議員のうちから、

市長区分６人、市議会議員区分６人、町村長区

分４人、町村議会議員区分４人から構成されて

います。 

 現在の広域連合議会の議員のうち、市議会議

員から選出する議員について２人の欠員が生じ

ているため、広域連合規約第９条第３項及び広

域連合議会の議員の選挙に関する規則の規定に

基づき、選挙の告示を行い、候補者の届出を締

め切ったところ、市議会議員から選出すべき人
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数を超えている３名の候補者がありましたので、

広域連合規則第８条第２項の規定により選挙を

行います。 

 この選挙は、同条第４項の規定により、全て

の市議会の選挙における得票総数の多い順に当

選人を決定することになりますので、会議規則

第32条の規定に基づき、選挙の結果の報告のう

ち、当選人の報告及び当選人の告知を行いませ

ん。 

 そこでお諮りいたします。選挙結果の報告に

ついては、会議規則第32条の規定にかかわらず、

有効投票のうち候補者の得票数までを報告する

ことといたしたいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、選挙結果の報告については、会議規則第

32条の規定にかかわらず、有効投票のうち候補

者の得票数までを報告することに決定いたしま

した。 

 選挙は投票で行います。 

 議場の出入口を閉めます。 

   ［議場閉鎖］ 

○議長（北方貞明）  ただいまの出席議員数は

12名です。 

 次に、立会人を指名いたします。会議規則第

31条の規定によって、立会人に堀内貴志議員、

篠原 則議員及び感王寺耕造議員の３名を指名

します。 

 候補者名簿を配ります。（発言する者あり） 

 暫時休憩いたします。すみません。（発言す

る者あり）３時35分から。鍵を開けてください。 

   ［議場開鎖］ 

     午後３時29分休憩 

 

     午後３時35分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 議場の出入口を閉めてください。 

   ［議場閉鎖］ 

○議長（北方貞明）  ただいまの出席議員数は

12名です。 

 候補者名簿を配ります。 

   ［候補者名簿配付］ 

○議長（北方貞明）  候補者名簿の配付漏れは

ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  配付漏れなしと認めます。 

 投票用紙を配ります。 

   ［投票用紙配付］ 

○議長（北方貞明）  念のために申し上げます。

投票は単記無記名です。 

 投票用紙の配付漏れはありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  配付漏れなしと認めます。 

 投票箱を点検します。 

   ［投票箱点検］ 

○議長（北方貞明）  異状なしと認めます。 

 ただいまから投票を行います。 

 投票は、１番議員から順番に投票をお願いい

たします。 

 それでは、順次投票をお願いします。 

   ［１番議員から順次投票］ 

   １番 髙 橋 理枝子 議員 

   ２番 宮 迫 隆 憲 議員 

   ３番 前 田   隆 議員 

   ４番 新 原   勇 議員 

   ５番 池 田 みすず 議員 

   ６番 梅 木   勇 議員 

   ７番 堀 内 貴 志 議員 

   ９番 篠 原  則 議員 

   10番 感王寺 耕 造 議員 

   11番 持 留 良 一 議員 

   12番 北 方 貞 明 議員 

   13番 池 山 節 夫 議員 

○議長（北方貞明）  投票漏れはありませんか。 
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   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  投票漏れなしと認めます。 

 投票を終わります。 

 開票を行います。 

 立会人の堀内貴志議員、篠原 則議員及び感

王寺耕造議員の、開票の立会いをお願いいたし

ます。 

   ［開票・点検］ 

○議長（北方貞明）  選挙の結果を報告いたし

ます。 

 投票総数 12票 

 そのうち 

  有効投票 12票 

  無効投票 ０票 

 有効投票のうち 

  重久昌樹君 ０票 

  松元正明君 ７票 

  畑中香子君 ５票 

 以上のとおりです。 

 議場の出入口を開きます。 

   ［議場開鎖］ 

○議長（北方貞明）  本日の日程は、以上で全

部終了いたしました。 

   △日程報告 

○議長（北方貞明）  明27日から３月15日まで

は、議事の都合により休会といたします。 

 次の本会議は、３月16日午前10時から開きま

す。 

   △散  会 

○議長（北方貞明）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午後３時43分散会 
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本会議第４号（３月１６日）（月曜） 

  出席議員  １２名 

       １番  髙 橋 理枝子              ７番  堀 内 貴 志 

       ２番  宮 迫 隆 憲              ９番  篠 原  則 

       ３番  前 田   隆             １０番  感王寺 耕 造 

       ４番  新 原   勇             １１番  持 留 良 一 

       ５番  池 田 みすず             １２番  北 方 貞 明 

       ６番  梅 木   勇             １３番  池 山 節 夫 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  欠席議員   １名  

       ８番  川 越 信 男              

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  地方自治法第１２１条による出席者 

   市    長  尾 脇 雅 弥          生活環境課長  有 馬 孝 一 

   副  市  長  坂 元 裕 人          農 林 課 長  森   秀 和 

   総 務 課 長  園 田   保          農業委員会  堀之内 耕 一 

   企画政策課長  堀 留   豊          事 務 局 長          

   財 政 課 長  草 野 浩 一          土 木 課 長  福 留 健 一 

   税 務 課 長  吉 崎 亮 太          水 道 課 長  岩 元 伸 二 

   市 民 課 長  福 元 美 子          会 計 課 長  坂 口 美 保 

   併    任                   監査事務局長  村 山   滋 

   選 挙 管 理                   消 防 長  松 尾 智 信 

   委 員 会                   教 育 長  明 石 浩 久 

   事 務 局 長                   教育総務課長  小 池 康 之 

   保 健 課 長  永 田 正 一          学校教育課長  川 﨑 史 明 

   福 祉 課 長  新 屋 一 己          社会教育課長  大 迫 隆 男 

   水 産 商 工  大 薗 俊 一           

   観 光 課 長                    

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  議会事務局出席者 

   事 務 局 長  西 川 了 助          書    記  富 﨑 裕 貴 

   書    記  瀬 脇 恵 寿          書    記  村 山   徹 
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令和８年３月16日午前10時開議 

 

 

   △開  議 

○議長（北方貞明）  皆さん、おはようござい

ます。定刻、定足数に達しておりますので、た

だいまから休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付したとおり

であります。 

   △諸般の報告 

○議長（北方貞明）  日程第１、諸般の報告を

行います。 

 この際、議長の報告を行います。 

 監査委員から、令和８年１月分の出納検査結

果報告がありましたので、写しをお示ししてお

きましたから御了承願います。 

○議長（北方貞明）  ここで、議員定数等調査

特別委員会委員長からの発言の申出があります

ので、これを許可いたします。議員定数等調査

特別委員長、梅木勇議員。 

   ［議員定数等調査特別委員長梅木 勇議

員登壇］ 

○議員定数等調査特別委員長（梅木 勇）  お

はようございます。令和７年６月20日の本会議

において設置されました垂水市議会議員定数等

調査特別委員会におけるこれまでの調査経過及

びその結果、併せまして今後の方針について、

現時点の中間報告を申し上げます。 

 本特別委員会は、昨年４月に垂水経済同友ク

ラブ及び垂水市商工会より議長宛に提出された

要望書を一つの契機として設置されました。そ

の要望内容は、議員定数を２名削減し、それに

より生じた財源を議員報酬の引上げに充てるべ

きであるという極めて具体的なものでありまし

た。 

 これを受けて、本市議会の議員定数が今日の

本市の社会情勢から適正であるか、報酬は適正

なものなのか等を調査し、現状の議員定数が市

民からの意見を十分に反映できている議会とな

っているのか、また活発な議会運営のために何

が必要かを調査、研究する目的で、議長を除く

全議員を構成委員とする特別委員会が設置され

たとともに、議論すべきテーマとして、議員定

数、議員報酬、政務活動費の３項目を設定し、

これらの見直しを行う場合には、いずれの項目

も次の改選時から反映することを目標として

様々な取組を重ねてまいりました。 

 本特別委員会は、これまで10回にわたり開催

され、委員による活発な意見交換が行われまし

た。 

 主な活動内容としまして、本市議会が置かれ

ている現状を分析するとともに、近隣市議会の

定数や報酬状況との比較調査を実施しました。

また、外部から専門家を招聘し、地方自治にお

ける地方議会の役割や規模の考え方等について、

専門的知見を交えて意見を聴取しました。さら

に、市民の声を集約する取組が欠かせないとし、

昨年12月から本年１月まで、ウェブ上でも回答

可能な市民アンケート調査を実施し、235名の

方々から回答を寄せていただきました。 

 また、本年１月には、市内６か所の公民館等

において、市民と議員が直接対話を行う「議会

と語る会」を全７回開催し、御参加くださいま

した55名の市民の生の声に耳を傾け、市民アン

ケートの結果と併せて、そうした貴重な御意見

を私たちの議論に反映いたしました。 

 去る３月９日に開催しました特別委員会にお

いて、これまでの議論や市民の皆様からの御意

見を総括し、採決を行いました。 

 なお、採決に関しましては、議員定数、議員

報酬、政務活動費については独立した課題であ

ることを確認し、それぞれを区分する形でお諮

りしました。 

 その結果、３項目について次のとおり委員の

多数が賛成し、本委員会の結論として集約され

ました。 
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 １つ目は、議員定数について、現行の定数14

人から２人削減するものとする結論に至りまし

た。 

 ２つ目は、議員報酬について、現行の議員報

酬水準を引き上げるべきとする結論に至りまし

た。 

 ３つ目は、政務活動費について、議員活動の

質の向上のために必要であるとする結論に至り

ました。 

 最後に、今後の方針につきまして申し上げま

す。 

 本特別委員会は、この後も設置を継続し、た

だいま申し上げました結論に基づき、必要な手

続や作業を進めてまいりたいと考えております。 

 まず、議員定数については、根拠となります

垂水市議会議員定数条例のほか、関連する条例

等を改正するための作業に取り組み、以後に開

かれます議会定例会への改正案の上程を目指し

ます。 

 次に、議員報酬、政務活動費については、本

特別委員会の真摯な取組の成果と位置づけ、市

長に対して、特別職報酬等審議会の設置及び審

議を開始されるようお願いをしてまいります。 

 以上、議員定数等調査特別委員会のこれまで

の取組経過と本特別委員会が導き出した結論、

併せまして、今後の方針についての中間報告と

いたします。 

○議長（北方貞明）  以上で、諸般の報告を終

わります。 

   △議案第２号～議案第18号・議案第28号

～議案第37号一括上程 

○議長（北方貞明）  日程第２、議案第２号か

ら日程第18、議案第18号までの議案及び日程第

19、議案第28号から日程第28、議案第37号まで

の議案27件を一括議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第２号 垂水市特定乳児等通園支援事業の

運営に関する基準を定める条例 案 

議案第３号 垂水市議会議員の議員報酬及び費

用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例 案 

議案第４号 垂水市長等の給与に関する条例の

一部を改正する条例 案 

議案第５号 垂水市職員の給与に関する条例の

一部を改正する条例 案 

議案第６号 垂水市第１号会計年度任用職員の

報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第７号 垂水市第２号会計年度任用職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例

 案 

議案第８号 垂水市行政手続条例の一部を改正

する条例 案 

議案第９号 垂水市税外収入の督促手数料及び

延滞金に関する条例の一部を改正する条

例 案 

議案第10号 垂水市火入れに関する条例の一部

を改正する条例 案 

議案第11号 垂水市地方卸売市場条例の一部を

改正する等の条例 案 

議案第12号 垂水市猿ヶ城渓谷森の駅たるみず

条例の一部を改正する条例 案 

議案第13号 垂水市給水条例の一部を改正する

条例 案 

議案第14号 垂水市議会議員及び垂水市長の選

挙における選挙運動用ビラ並びに選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する条例

の一部を改正する条例 案 

議案第15号 垂水市火災予防条例の一部を改正

する条例 案 

議案第16号 垂水市過疎地域持続的発展計画に

ついて 

議案第17号 内ノ野辺地に係る総合整備計画に

ついて 

議案第18号 野久妻辺地に係る総合整備計画に
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ついて 

議案第28号 令和８年度垂水市一般会計予算 

案 

議案第29号 令和８年度垂水市国民健康保険特

別会計予算 案 

議案第30号 令和８年度垂水市後期高齢者医療

特別会計予算 案 

議案第31号 令和８年度垂水市交通災害共済特

別会計予算 案 

議案第32号 令和８年度垂水市公設地方卸売市

場特別会計予算 案 

議案第33号 令和８年度垂水市介護保険特別会

計予算 案 

議案第34号 令和８年度垂水市老人保健施設特

別会計予算 案 

議案第35号 令和８年度垂水市水道事業会計予

算 案 

議案第36号 令和８年度垂水市病院事業会計予

算 案 

議案第37号 令和８年度垂水市漁業集落排水処

理施設事業会計予算 案 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（北方貞明）  ここで各委員長の審査報

告を求めます。 

 最初に、産業厚生委員長、前田隆議員。 

   ［産業厚生委員長前田 隆議員登壇］ 

○産業厚生委員長（前田 隆）  おはようござ

います。２月12日の本会議において、産業厚生

常任委員会付託となりました案件について、２

月27日に委員会を開き審査いたしましたので、

その結果を報告いたします。 

 最初に、議案第２号垂水市特定乳児等通園支

援事業の運営に関する基準を定める条例案につ

いて申し上げます。 

 審査の過程において、監査や指導の体制につ

いて質疑があり、基本的には県が毎年指導監査

に入るため、それに併せて市も同時に入ってい

くことを考えているとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第10号垂水市火入れに関する条例

の一部を改正する条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、火入れの届出が必要な

条件について質疑があり、地ごしらえ、開墾準

備、害虫駆除、焼き畑などを、森林やその周辺

１キロで行う場合が該当し、７日前までに市に

許可申請書を提出する必要があるとの回答があ

りました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第11号垂水市地方卸売市場条例の

一部を改正する等の条例案について申し上げま

す。 

 審査の過程において、条例廃止に至った経緯

と跡地活用について質疑があり、売上げ減少や

施設の老朽化などを踏まえ、市から卸売業者に

閉鎖を打診して同意を得た。跡地については、

条例可決後に審議を進めていくとの回答があり

ました。 

 また、条例改正と廃止の時期について質疑が

あり、国の法改正に基づく条例改正は、令和８

年４月１日に施行し、廃止については令和９年

４月１日施行となる。市場の運営については、

現在、卸売業者からは令和８年８月で終了する

意向はあるが、条例が存続している間は継続で

きないか、協議を続けたいとの回答がありまし

た。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、賛成

多数で原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第12号垂水市猿ヶ城渓谷森の駅た

るみず条例の一部を改正する条例案について申

し上げます。 

 審査の過程において、閑散期の集客について

質疑があり、スポーツ合宿や番組ロケの誘致を

進めているとの回答がありました。また、使用

料の上限額を２倍に設定した理由について質疑
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があり、今回の改正は近隣市町の値上げの改正

案等も参考にしながら、２倍となる上限額を設

定した。これが一概に４月１日から料金が２倍

になるということではなく、この上限額の範囲

内で、指定管理者が営業努力やお客様の動向な

どを見て自由に設定していくことになるとの回

答がありました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、賛成

多数で原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第13号垂水市給水条例の一部を改

正する条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、改正の趣旨について質

疑があり、令和６年１月の能登半島地震におい

て、宅地内給水の復旧工事が遅れ、水が使用で

きない期間が長期化したことにより、今回の改

正で、災害等で業者が不足した際、他の市町村

で指定を受けている業者であれば、本市の指定

をその場で受けなくても即時工事に入れるよう

円滑化を図るとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、総務文教委員長、

池田みすず議員。 

   ［総務文教委員長池田みすず議員登壇］ 

○総務文教委員長（池田みすず）  ２月12日の

本会議において、総務文教常任委員会付託とな

りました案件について、３月３日に委員会を開

き審査いたしましたので、その結果を報告いた

します。 

 最初に、議案第３号垂水市議会議員の議員報

酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正す

る条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、特段質疑はありません

でした。審査の後、本案の採決を諮ったところ、

原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第４号垂水市長等の給与に関する

条例の一部を改正する条例案について申し上げ

ます。 

 審査の過程において、特段質疑はありません

でした。審査の後、本案の採決を諮ったところ、

原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第５号垂水市職員の給与に関する

条例の一部を改正する条例案について申し上げ

ます。 

 審査の過程において、職員の事務負担につい

て質疑があり、公務員の成り手不足が言われる

中、一部の仕事はアウトソーシングを進め職員

の負担軽減を図り、またスクラップ・アンド・

ビルドと人材育成を両輪として、元気な垂水を

さらに前に進めていきたいとのことでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第６号垂水市第１号会計年度任用

職員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例案について

申し上げます。 

 審査の過程において、特段質疑はありません

でした。審査の後、本案の採決を諮ったところ、

原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第７号垂水市第２号会計年度任用

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

案について申し上げます。 

 審査の過程において、専門職の会計年度任用

職員と正規職員のすみ分けについて質疑があり、

業務内容が一致的なもの、今後継続して必要な

ものかを精査して、どちらの雇用形態が適して

いるかを検討し、採用していくとのことでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第８号垂水市行政手続条例の一部

を改正する条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、公示送達のホームペー

ジ公開について質疑が交わされました。審査の

後、本案の採決を諮ったところ、原案のとおり

可決されました。 
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 次に、議案第９号垂水市税外収入の督促手数

料及び延滞金に関する条例の一部を改正する条

例案について申し上げます。 

 審査の過程において、特段質疑はありません

でした。審査の後、本案の採決を諮ったところ、

原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第14号垂水市議会議員及び垂水市

長の選挙における選挙運動用ビラ並びに選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する条例の一部

を改正する条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、特段質疑はありません

でした。審査の後、本案の採決を諮ったところ、

原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第16号垂水市過疎地域持続的発展

計画について申し上げます。 

 審査の過程において、今後の学校の在り方も

含めた教育振興について質疑があり、教育振興

の分野でも過疎債を充てることができる事業も

あり、その中で学校の在り方についても、今後、

教育委員会と連携して、子供たちにとってより

よい環境がつくれるようにしていきたいとのこ

とでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第17号内ノ野辺地に係る総合整備

計画について申し上げます。 

 審査の過程において、用地交渉の進捗状況に

ついて質疑が交わされました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第18号野久妻辺地に係る総合整備

計画について申し上げます。 

 審査の過程において、改良舗装工事の区間内

の地権者について質疑があり、令和８年度に測

量設計を実施する予定だが、なるべく垂水市道

の用地内で計画して整備できるものと考えてい

るとのことでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 次に、議案第15号垂水市火災予防条例の一部

を改正する条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、改正理由と本市におけ

る簡易サウナの対象施設の有無について質疑が

あり、イベントやレジャー等でテントサウナが

普及したことによって全国的に火災事例発生の

増加に伴い改正するものである。本市では森の

駅たるみずのテントサウナ２件が対象であると

のことでした。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  次に、庁舎整備検討特別

委員長兼予算特別委員長、梅木勇議員。 

   ［庁舎整備検討特別委員長兼予算特別委

員長梅木 勇議員登壇］ 

○庁舎整備検討特別委員長兼予算特別委員長

（梅木 勇）  去る２月26日の本会議において

委員会付託となりました令和８年度各会計予算

案について、３月４日に委員会を開き審査いた

しましたので、その結果を報告いたします。 

 議案第28号令和８年度垂水市一般会計予算案

中の財政課所管費目について説明があり、入札

方法と落札率について質問があり、指名競争入

札方式で実施され、落札率は結果として高止ま

りであったが、物価高騰が続く中、企業努力だ

けでは下がらないと認識しているとの回答があ

りました。 

 また、家屋借上料の契約内容について質問が

あり、令和６年度から令和８年度までの３年契

約であり、予算には仮設庁舎のリース料と原状

回復費用が含まれているとの回答がありました。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、原案

のとおり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

 次に、去る２月26日の本会議において予算特

別委員会を設置し、委員会付託となりました令
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和８年度各会計予算案について、３月４日及び

５日の議案に対する質疑並びに９日には市長へ

の総括質疑の計３日間にわたり委員会を開き審

査をいたしましたので、その結果を報告いたし

ます。 

 最初に、議案第28号令和８年度垂水市一般会

計予算案につきましては、農業振興費及び就学

援助費について総括質疑がなされ、農業振興費

では、農業従事者の減少が加速する中、新規就

農者の確保・育成には極めて重要な課題である

が、国による就農支援の要件が厳しくなり、支

援が頭打ちになっている現状、垂水市独自の支

援策が拡充されたことは評価するが、実態に即

したさらなる改善余地はないかとの質問に対し、

人口減や担い手不足、物価高騰などの厳しい現

状を受け止め、令和７年度に支援の抜本的な拡

充を行ったところであり、国の支援の動向を注

視しつつ、垂水市独自の支援と組み合わせて、

切れ目ない支援体制を維持していく。 

 対象年齢についても、国の原則50歳未満に対

し、市では満55歳以下と対象を広げて、多様な

人材確保に努めている。 

 今後も、現場の意見を聴取し、先進自治体事

例の調査研究をはじめとして、実態に即した支

援に取り組んでいくとの回答がありました。 

 就学援助制度では、制服代や教材費の値上げ

をはじめとする隠れ教育費の負担が問題になっ

ている中、物価高騰に対する教育費の実態調査

や対策についてどう考えているのか、また、段

階的に実施されている生活保護基準の見直しが

就学援助にどのような影響があり、その対応は

どうなっているのかとの質問に対し、子供たち

の貧困問題や子育て世帯の経済的負担は重要な

問題であることは認識している。垂水市の就学

援助認定基準は令和２年度から生活保護基準の

1.3倍に引き上げており、県内19市中４番目に

高い水準となり、就学援助率も16.4％と、全国

平均の13.66％より高いところである。クラブ

活動費、ＰＴＡ会費など援助対象品目の拡大に

ついては支給している自治体もあるが、垂水市

では認定基準の倍率を高く設定していることで、

より多くの家庭に援助機会を提供している。ま

た、就学援助に限らず、他自治体に先駆けた学

校給食の無償化や子ども医療費の無償化など、

先進的な子育て支援に取り組んでいるとの回答

がありました。 

 以上の総括質疑、討論がなされた後、採決を

行った結果、異議はなく、原案のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第29号令和８年度垂水市国民健康

保険特別会計予算案については、異議はなく原

案のとおり可決されました。 

 次に、議案第30号令和８年度垂水市後期高齢

者医療特別会計予算案については、異議があっ

たため挙手による採決を行った結果、賛成多数

により原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第31号令和８年度垂水市交通災害

共済特別会計予算案、議案第32号令和８年度垂

水市公設地方卸売市場特別会計予算案、議案第

33号令和８年度垂水市介護保険特別会計予算案、

議案第34号令和８年度垂水市老人保健施設特別

会計予算案、議案第35号令和８年度垂水市水道

事業会計予算案、議案第36号令和８年度垂水市

病院事業会計予算案及び議案第37号令和８年度

垂水市漁業集落排水処理施設事業会計予算案に

つきましては、いずれも異議はなく、原案のと

おり可決されました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  これから質疑を行います。

質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  なしと認めます。これで

質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論の通告があり

ますので、発言を許可いたします。 

   ［持留良一議員登壇］ 
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○持留良一議員  おはようございます。今回、

令和８年度の垂水市後期高齢者医療特別会計予

算について、反対の立場で討論をしたいと思い

ます。 

 来年度、保険料が引き上げになると、高齢者

の生活に大きな影響を与えることは必須です。

値上げによる保険料は、制度発足時に比べて約

25％も増加することになります。値上げは、年

金、医療、介護などの社会保障の改悪と、消費

税の下で貧困と格差がさらに拡大し、高齢者の

暮らしを支える基盤の崩壊が進んできています。 

 さらに、異常な物価高騰は引き続き市民生活、

とりわけ高齢者の生活を窮地に陥れている状況

にあると思います。 

 後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者を

他の医療制度から切り離して抱え込み、高齢者

の人口が増えることによる医療費の増大を後期

高齢者の保険料で賄うという差別的な仕組みで

あり、今回の保険料改定によってそのことが一

層明らかになりました。 

 さらに、低所得等の高齢者への保険料の軽減

特例は廃止され、窓口負担の配慮措置も昨年の

９月で終わりました。 

 2024年８月30日に開かれた社会保障審議会医

療保険部の報告で、後期高齢者の医療負担の窓

口負担の見直しの影響について、医療サービス

の利用料が１％減少したほか、医療費総額３％

減少したと報告をされています。このままだと、

保険料の負担増とその影響で深刻な受診抑制が

さらに進み、社会保障としての役割が根底から

崩されていくことになりかねません。 

 また、国民の所得に対して、税金や社会保険

料が占める割合を示す指標である国民負担率も、

社会保障費負担が増えてきたことで46％までに

上がってしまいました。このことからも、国民

生活とりわけ高齢者の生活の深刻さは一層明ら

かだと思います。 

 さらに、後期高齢者医療制度でも制度化され

た出産一時金の負担や子ども・子育て支援金制

度は、財政負担を高齢者にも課すことになって

います。子育て支援制度については、財政的に

も制度的にも、国が責任を持って子育て支援を

する制度を確立すべきものです。市としても、

市長会を通じて国に働きかけることを要望する

ことを求めます。 

 さらに、国に対しては医療費の窓口負担を廃

止することを強く求めたいと思います。 

 最後に、差別負担増の後期高齢者医療制度に

ついてはこれを廃止し、高齢者が安心して医療

が受けられる制度の確立を国に求めることを改

めて強く要望し、令和８年度垂水市後期高齢者

医療特別会計予算について反対の討論をいたし

ます。 

○議長（北方貞明）  以上で、通告による討論

は終わりました。ほかに討論はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  なしと認めます。これで

討論を終わります。 

 お諮りいたします。先ほど討論がございまし

た議案第30号を除く議案第２号から議案第18号

までの議案、議案第28号及び議案第29号並びに

議案第31号から議案第37号までの議案26件につ

いては、各委員長の報告のとおり決することに

御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、議案第30号を除く議案第２号から議案第

18号までの議案、議案第28号及び議案第29号並

びに議案第31号から議案第37号までの議案26件

については、各委員長の報告のとおり決しまし

た。 

 次に、議案第30号を起立により採決いたしま

す。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 委員長の報告は可決であります。それでは、

委員長の報告のとおり決することに賛成の方は
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起立をお願いいたします。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（北方貞明）  起立多数です。よって、

議案第30号は委員長の報告のとおり決定いたし

ました。 

   △議案第38号上程 

○議長（北方貞明）  次に、日程第29、議案第

38号垂水市国民健康保険税条例の一部を改正す

る条例案を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○市民課長（福元美子）  議案第38号垂水市国

民健康保険税条例の一部を改正する条例案につ

いて御説明申し上げます。 

 子ども・子育て支援法等の一部を改正する法

律が令和６年６月12日に公布され、少子化対策

の抜本的強化に当たり、子育て世帯を支える新

しい分かち合い・連帯の仕組みとして、全世

代・全経済主体に医療保険の保険料と合わせて

令和８年度から拠出することが決まりました。

それに伴い、地方税法が一部改正されたことを

受け、本市においても子ども・子育て支援金制

度による賦課を行うため、本市条例を改正しよ

うとするものでございます。 

 それでは、添付してあります新旧対照表によ

り、子ども・子育て支援納付金に係る主なもの

について御説明申し上げます。 

 新旧対照表の１ページをご覧ください。 

 まず、第２条におきまして、国民健康保険税

の賦課額の内訳に、新たに子ども・子育て支援

納付金課税額の項目を追加しております。そし

て、その算定方法として、所得割額、被保険者

均等割額及び世帯別平等割額の合算額に、18歳

以上の被保険者に係る均等割額を加算して算定

することを規定しております。 

 ２ページをご覧ください。第３条は、文言の

整理でございます。３ページにかけまして、第

９条の３の次に、第９条の４から第９条７まで

の４条を加え、今回の子ども・子育て支援金に

係る税率等を定めております。第９条の４は、

所得割額を2.6％に定めようとするものでござ

います。第９条の５は、被保険者均等割額を被

保険者１人につき1,400円に定めようとするも

のでございます。 

 ３ページをご覧ください。第９条の６は、18

歳以上の被保険者均等割額を１人につき47円に

定めようとするものでございます。第９条の７

は、世帯別平等割額を各号に掲げる世帯の区分

に応じて定めようとするものでございます。 

 第23条第１項では、文言の整理と、７割・５

割・２割の減額の対象になった場合の均等割額、

平等割額について定めようとするものでござい

ます。 

 ５ページをご覧ください。第23条第２項は、

未就学児均等割額の減額に関する条文ですが、

子ども・子育て支援金につきましても同じ扱い

とするために、条文を追加するものでございま

す。 

 ６ページをご覧ください。第23条第３項は、

出産被保険者の所得割額、均等割額の減額に関

する条文ですが、子ども・子育て支援金につき

ましても同じ扱いとするために条文を追加する

ものでございます。 

 なお、附則第１項で、施行期日を令和８年４

月１日と規定し、附則の第２項で、この条例に

よる改正後の垂水市国民健康保険税条例の規定

は、令和８年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、令和７年度分までの国民健康

保険税についてはなお従前の例によるものでご

ざいます。 

 条例改正案につきましては以上でございます

が、この子ども・子育て支援納付金につきまし

ては、冒頭申し上げましたように、子ども・子

育て支援法等の一部を改正する法律が令和６年

６月12日に公布され、それに伴い、子ども・子

育て支援金の賦課について地方税法が改正され

たことを受け、条例改正案を本会議へ上程させ
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ていただきました。 

 賦課限度額及び軽減判定所得等の改正につき

ましては、３月末日に公布され４月１日施行と

なりますことから、専決処分とさせていただき

たいと考えております。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  先ほど言った後期高齢者と同

じ仕組みで取られるというふうに思うんですけ

れども、大体年間どのぐらいの負担になってい

くのか。もし分かっていたら教えていただきた

いということと、確認ですけれども、この条例

の施行は８月でしたか。この施行日についても

お願いします。 

○市民課長（福元美子）  持留議員の御質問の

前に、先ほど御説明申し上げました、第９条の

３の次に加えましたところで、今回の子ども・

子育て支援金に係る税率を定めておりますとい

うところで、第９条の４は、所得割額を0.26％

に定めようとするものでございます。先ほど

2.6％と申し上げてしまいました。申し訳あり

ませんでした。 

 おおむね幾らぐらいずつ、加算されるものか

といいますか、所得によりまして様々ではある

のですが、夫婦・子供の３人世帯で年収150万

円と仮にした場合で、５割軽減がかかりまして

約2,700円程度になります。150万円ちょっと平

均的なところで申し上げたところでございます。 

 施行日につきましては、令和８年４月１日を

規定しております。 

○議長（北方貞明）  よろしいですか。 

○市民課長（福元美子）  以上です。 

○持留良一議員  ということは、今回の一般会

計に関して、国民健康保険特別会計が提案され

ました。先ほども議決されたんですけれども、

これとの関係で、この税の負担が増えるという

ことの関係では、どんなふうに理解すればよろ

しいでしょうか。 

○市民課長（福元美子）  予算といたしまして

は、このことが子ども・子育て支援法につきま

しては令和６年に公布されており、地方税法に

つきましても、賦課につきましては改正されて

おりましたので、予算としましては、県から示

されている金額を計上しております。 

 以上でございます。 

○議長（北方貞明）  よろしいですか。いいで

すね。ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案については、総務文教委員会

に付託いたします。 

 ここで暫留休憩いたします。 

     午前10時49分休憩 

 

     午後１時０分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 ここで、委員長の審査報告を求めます。総務

文教委員長、池田みすず議員。 

   ［総務文教委員長池田みすず議員登壇］ 

○総務文教委員長（池田みすず）  本日の本会

議において、総務文教常任委員会付託となりま

した案件について、先ほど委員会を開き審査い

たしましたので、その結果を報告いたします。 

 最初に、議案第38号垂水市国民健康保険税条

例の一部を改正する条例案について申し上げま

す。 

 審査の過程において、求められている納付額

について質疑があり、子ども・子育て支援金と

して新たに負担するよう示された令和８年度分

の約775万円程度を歳入に見込む必要があるた

め設計した改正案である。この負担については、

今後、令和10年度にかけて段階的に引き上げて
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いくとのことでした。 

 また、法定外繰入の検討の有無について質疑

があり、平成30年から県が主体となって国保運

営を行っており、所得水準等に応じて事業費納

付金を納める必要がある。県は法定外繰入を行

わない方針となっており、法定外繰入は社会保

険や共済などに加入している市民の方々も含め

た税金から補填することになることもあり、法

定外繰入は行わないこととしているとのことで

した。 

 審査の後、本案の採決を諮ったところ、賛成

多数で原案のとおり可決されました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（北方貞明）  これから質疑を行います。

質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。議案第38号垂水市国民健

康保険税条例の一部を改正する条例案について

は、委員長の報告どおり決することに御異議あ

りませんか。 

   ［「異議あり」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議がありますので、議

案第38号は起立によって採決いたします。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 本議案を原案どおり決することに賛成の方は

起立をお願いします。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（北方貞明）  起立多数です。よって、

議案第38号は可決することに決定いたしました。 

   △議案第39号上程 

○議長（北方貞明）  日程第30、議案第39号垂

水市副市長の選任についてを議題といたします。 

 説明を求めます。 

○市長（尾脇雅弥）  議案第39号垂水市副市長

の選任について御説明を申し上げます。 

 現在、副市長であります坂元裕人氏が、令和

８年３月31日をもって辞職されますことから、

新たに松原寛氏を副市長として選任しようとす

るものでございます。 

 選任しようとする松原氏の住所は、鹿児島市

武岡、年齢は50歳でございます。 

 なお、この議案の上程は、地方自治法第162

条の規定に基づき、議会の同意を求めるもので

ございます。御同意をいただきますよう、よろ

しくお願いを申し上げます。 

○議長（北方貞明）  ここで暫時休憩いたしま

す。休憩中に全員協議会室におきまして全員協

議会を開きますので、ただいまの議案を持って

参集を願います。 

     午後１時５分休憩 

 

     午後１時30分開議 

○議長（北方貞明）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 先ほど議題といたしました議案に対し、これ

から質疑を行います。質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 お諮りいたします。議案第39号垂水市副市長

の選任については、会議規則第37条第３項の規

定により委員会への付託を省略したいと思いま

す。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、議案第39号垂水市副市長の選任について

は委員会への付託を省略することに決定いたし

ました。 

 これから討論を行います。討論はありません
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か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。議案第39号垂水市副市長

の選任について同意することに御異議ありませ

んか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、議案第39号垂水市副市長の選任について

は同意することに決定いたしました。 

   △決議案第１号上程 

○議長（北方貞明）  次に、日程第31、決議案

第１号アメリカ・イスラエルによるイラン攻撃

に抗議し即時中止を求める決議案についてを議

題といたします。 

 提出者の説明を求めます。 

   ［持留良一議員登壇］ 

○持留良一議員  それでは、決議案の提案をい

たします。 

 その前に、国連の専門家13人が、12日、声明

を出して、米国とイスラエルによるイランへの

軍事攻撃について国際法に完全に違反し侵略行

為だと非難をしています。専門家は、米国とイ

スラエルに対し、自ら国際法を超越した存在だ

と見なすべきではないとし、戦争をやめるべき

だと主張もしています。 

 専門家は、米国の無条件降伏要求が長期戦争

と甚大な人的被害につながりかねないと警告し、

イランの将来の指導者を自ら選ぶという米大統

領の宣言など、米国の体制転換要求も非難をし

ています。 

 いかなる人権侵害も、国連加盟国や加盟国の

主権に対する不当な干渉や、違法な攻撃を正当

化する法的また道徳的根拠にはならないとし、

イラン国民だけが完全な主張のもと、法の支配

と人権尊重の原則に沿って自らの未来を決定で

きるとも述べています。 

 また、専門家は女子校や石油精製所、淡水化

施設への攻撃など、国際人道法の重大な違反と

なり得る特定の攻撃についても、独立した調査

を求めました。他方、イランについて、自衛の

権利があるものの、近隣の湾岸諸国、淡水化イ

ンフラや高層マンションなど、民間人を標的と

した報復攻撃も国際人道法に違反し、直ちにこ

れを停止しなければならないというようなふう

に国連の専門家12人の方々も述べています。 

 私も、この基本的な立場に立って今回提案を

させていただきました。 

 提案理由は読んでいただければ分かると思い

ますので、中身について、決議案を読んで提案

とさせていただきたいと思います。 

 アメリカとイスラエルによるイラン攻撃に抗

議し、即時中止を求める決議案 

 アメリカとイスラエルは、２月28日、イラン

に対する大規模な攻撃を開始した。これは国連

憲章と国際法を乱暴に蹂躙する無法な先制攻撃

であり、本議会として断固抗議する。 

 現在、グテーレス国連事務総長をはじめ、世

界中から批判の声が上がっている。 

 極めて重大なことは、トランプアメリカ合衆

国大統領は、イラン政権を巨大なテロ組織と決

めつけ、大規模かつ継続的な作戦によるイラン

海軍の壊滅を宣言し、イラン国民に対し、体制

転覆を公然と呼びかけていることである。いか

なる理由があろうとも、武力による一方的な攻

撃で、独立した主権国家の指導者を殺害する権

限は誰にも与えられていない。体制転覆を目的

とした攻撃が継続されれば、世界の平和と安定

が根底から覆すことは明らかである。 

 現に、今回の軍事攻撃によって双方に多数の

死傷者が出ており、罪のない子供も含む多くの

市民が犠牲になっている。 

 さらに、イランによる報復攻撃が湾岸諸国へ

拡大し、軍事的エスカレーションを引き起こし

ている事態は、絶対に阻止しなければならない。 
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 よって、垂水市議会は、アメリカ合衆国政府

及びイスラエル政府に対し強く抗議し、直ちに

攻撃を中止するとともに、交渉による平和的解

決の道に立ち戻るよう強く要求するものである。 

 以上、決議する。ということです。 

 どうか皆様方の議員の賛同をよろしくお願い

いたします。 

 以上で、説明を終わります。 

○議長（北方貞明）  これから質疑を行います。

質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。決議案第１号を原案どお

り決することに御異議ありませんか。 

   ［「異議あり」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議がありますので、決

議案第１号は起立により採決いたします。 

 なお、起立されない方は否とみなします。 

 本決議案について、原案どおり決することに

賛成の方は起立をお願いいたします。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（北方貞明）  起立多数です。よって、

決議案第１号は原案どおり可決することに決定

いたしました。 

   △議会運営委員会の閉会中の所掌事務調

査の件について 

○議長（北方貞明）  日程第32、議会運営委員

会の閉会中の所掌事務調査の件についてを議題

といたします。 

 議会運営委員長から、会議規則第103条の規

定により、配付しております申出書のとおり、

閉会中の継続審査の申出がありました。 

 お諮りいたします。委員長からの申出のとお

り、閉会中の継続調査とすることに御異議あり

ませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、委員長からの申出のとおり閉会中の継続

調査とすることに決定いたしました。 

   △各常任委員会の閉会中の所管事務調査

の件について 

○議長（北方貞明）  次に、日程第33、各常任

委員会の閉会中の所管事務調査の件についてを

議題といたします。 

 各常任委員長から所管事務のうち会議規則第

103条の規定により配付しております申出書の

とおり、閉会中の継続審査の申出があります。 

 お諮りいたします。各委員長からの申出のと

おり、閉会中の継続調査とすることに御異議あ

りませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（北方貞明）  異議なしと認めます。よ

って、各委員長からの申出のとおり、閉会中の

継続調査とすることに決定いたしました。 

 以上で、本日の日程を全部終了いたしました。 

 これで、本定例会に付議されました案件は全

部議了いたしました。 

   △副市長挨拶 

○議長（北方貞明）  ここで、副市長からの発

言の申出がありますので、これを許可いたしま

す。 

○副市長（坂元裕人）  お疲れさまでございま

す。 

 今日は３月16日ですよね。何の日か御存じで

すか。私の誕生日なんです。それがどうしたと

いうことでもないんですけど。何かこうやっぱ

り縁みたいなものを感じているところでござい

ます。 

 このたび一身上の都合により、副市長職を退

任させていただくことといたしました。 
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 振り返ってみますと９年間、教育長を８年そ

して副市長１年、９年にもわたって重責を尾脇

市長の下で担わせていただきました。 

 先般行われました中央中の卒業式、あの卒業

生は、実は私が平成29年、教育長に就任したと

きの子供たちです。小学校１年生、それぞれの

学校に元気よく入学して参った子供たちです。

数は少のうございますけれども、非常にまとま

りのよい、そしてまた涙もろい、すごく思いや

りあふれる学年の子供たちであったというふう

に記憶しております。 

 ところが、あの子供たちも、考えてみますと

９年間という間、順調に育ってきたわけではな

いんですね。と申しますのは、小学校高学年か

ら中学校に上がるこの間、コロナという大変な

大変な目に遭いまして、きっと楽しみにしてい

た学校行事、あるいは日頃の教育活動が中止に

なったり、あるいは規模縮小になったりなどな

ど、大変こう辛い、苦しい、悲しい思いをした

子供たちだったんだろうなと思います。 

 それでも、子供たちってやはり立ち直るとい

うのか、自分自身をきちんと律しながらまた成

長していく、すばらしい力を持っているんだな

ということを改めて感じる次第でございます。 

 そのように、たくましい子供たちなんですけ

れども、一方、じゃコロナの頃、我々は何した

んだということを考えてみますと、まさにこう

ピンチをチャンスに変える、ちょうどＧＩＧＡ

スクールが始まったときでした。 

 私は、この授業の中身を見たときに、これは

垂水の教育改革は、このＧＩＧＡスクールで行

えるんじゃないかなというふうに直感的に感じ

ました。ただ、このＧＩＧＡスクールは、もち

ろん私が幾ら考えたってできるわけではござい

ません。やはりそこには職員の理解があったり、

あるいは学校の管理職、先生方、ましては学ぶ

子供たち、そういう全てのＧＩＧＡスクールに

関わる人たちの理解を得ながら、そしてスモー

ルステップで上がっていかなきゃいけないとい

う。 

 しかしながら、私は、職員にも、そして学校

の職員にも子供にも恵まれたなと思っています。

みんなが同じ方向を向いて、一生懸命に取り組

んだ結果が今あるのかなと思います。 

 そういう意味では、いい方に教育長を継いで

もらったなと思っています。また明石教育長が

きっときっと大きな大きな花を咲かせてくれる

んじゃないかなと思っております。 

 そのように、非常に頑張って結果が残せたと

いう部分と、そしてまた逆に、なかなか頑張っ

ても結果が出ない部分もございました。例えば

前半のほうで申しますと、学力向上はなかなか

難しゅうございました。一生懸命頑張っている

んですけれどもなかなか伸びない。そのときに

やはりＧＩＧＡスクールで考えましたのは、こ

れ学力向上に随分寄与するツールだなというこ

とも感じておりました。そういうときに、やは

りすばらしい学校教育課長を迎えて、セットで

取り組むというようなことも試みてまいりまし

た。 

 ですので、今教育委員会で言うと、売りはＧ

ＩＧＡスクールと学力向上、大きくはこの２点

なのかなと、これが垂水の売りというふうに申

し上げても過言ではないと思っています。 

 ですので、ぜひこの垂水のすばらしき教育を

求めて、子供と一緒に移住定住してくださる

方々が増えればありがたいなと思っているとこ

ろでございます。 

 一方、また、最後の１年はこちらのほうで副

市長として務めさせていただきました。いろん

な課題がどんどん出てきた１年だったのかなと

いうふうに思っています。それをうまくコント

ロールできればよかったんでしょうけれども、

私自身がやはりそういうところで少し足踏みし

たところもあって、なかなか一つ一つ丁寧に向

き合ったつもりでございますけれども、十分な
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解決には至らなかった部分もあったのかなとい

うふうに感じているところでございます。 

 しかしながら、課長をはじめ職員は一生懸命

取り組んできてくれております。また、これか

らもそういう気持ちできちっとまた業務に向き

合ってくれるものと信じます。ですので、垂水

の未来は明るいというふうに私は思っておりま

す。 

 これからは、私、一市民として、市の活性化

を願うと同時に、また、執行部をはじめ行政の

ほうにも関心を寄せながら、応援団の一人とし

て、すぐ近くの実家から、もしくは自宅からす

ぐ見えるところに市役所がございますので、心

ながら応援をしてまいりたいなと思っておりま

す。 

 何かこうお役に立てる場面ではまた発言もし

たいし、私でできることがあればお手伝いもし

たいなと思っております。 

 ９年間に及ぶ長き長き間、議員の皆様方、執

行部の皆さん、そして市民の皆様方に本当にお

世話になりました。そして、何よりもこれから

先の子供たち、自己実現を果たすべく頑張って

ほしいなと願っております。 

 本当に９年間ありがとうございました。お世

話になりました。（拍手） 

   △市長挨拶 

○議長（北方貞明）  この際、市長より発言の

申出がありますので、これを許可いたします。 

○市長（尾脇雅弥）  本議会に提案をいたしま

した全ての案件につきまして、大変熱心に御審

議を賜りまして、いずれも原案どおり可決をし

ていただきましたことに対しまして、心から厚

く御礼を申し上げます。 

 本会議及び各常任委員会における御審議を通

じていただきました貴重な御意見、御要望等に

つきましては、十分留意いたしまして、今後の

市政運営に取り組んでまいりたいと考えている

ところでございます。 

 二元代表制の一翼を担う議員の皆様方におか

れましては、今後の市政運営におきまして、引

き続き市民の皆様のために御支援・御鞭撻を賜

りますよう、心からお願いを申し上げます。 

 また、今議会をもって退任される坂元副市長

におかれましては、これまで市政を長きにわた

ってお支えをいただきましたこと、心より感謝

を申し上げます。ありがとうございました。 

 そして、同じく今議会をもって役職定年をさ

れる福元市民課長、岩元水道課長、森農林課長

におかれましては、本当に長い間市民のために

頑張っていただきました。ありがとうございま

した。これまでの皆様の御功績に対し心より感

謝を申し上げます。 

 結びに、議員の皆様方のますますの御健勝と

御活躍をお祈り申し上げ、閉会に際してのごあ

いさつとさせていただきます。 

 本日は誠にありがとうございました。 

   △閉  会 

○議長（北方貞明）  これをもちまして、令和

８年第１回垂水市議会定例会を閉会いたします。 

     午後１時49分閉会 
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